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１．一億総活躍社会について（関連資料１～２参照）

平成27年秋、安倍総理より「一億総活躍」社会の実現に向けた「新・

三本の矢」が示されたことを受け、同年11月に「一億総活躍社会に向け

た緊急対策」がとりまとめられ、昨年（平成28年）６月２日に「ニッポ

ン一億総活躍プラン」が閣議決定された。

子ども・子育て支援については、日本の未来を支えるための重要な施

策であり、第二の矢「夢をつむぐ子育て支援」として位置づけられてい

る。結婚して子どもを持ちたいという国民の希望がかなう社会を実現す

るためには、結婚や子育て等の希望実現を阻害する要因を一つ一つ取り

除き、「仕事」と「結婚、妊娠・出産、子育て」とを同時に実現できる

構造に転換することが重要であり、「働き方改革・両立支援」と「総合

的子育て支援」を車の両輪として進めていくこととしている。

このため、平成29年度予算案においては 、

ⅰ 待機児童の解消・保育人材確保として、

必要となる保育の受け皿確保に向けた保育園等の整備や０歳児

期の育児休業終了後の「入園予約制」の導入等多様な保育の充実、

保育士等（民間）の処遇改善（２％の処遇改善＋技能・経験によ

る処遇改善）等保育人材確保のための総合的な対策

ⅱ 女性・若者の活躍推進として、

中小企業に対する行動計画の策定支援等女性の活躍推進や、改

正育児・介護休業法（介護休業の分割取得など）の周知・指導の

実施等仕事と家庭の両立支援の推進、就職氷河期世代のフリータ

ー等に対する就職支援の強化等若者の就職・職業能力開発の推進

ⅲ 総合的子育て支援の推進として、

子育て世代包括支援センターの設置促進等妊娠期から子育て期

にわたる切れ目のない支援の実施や、児童相談所及び市町村の体

制強化、民間児童養護施設職員等の処遇改善（２％の処遇改善＋

技能・経験等による処遇改善）等児童虐待防止対策の強化、社会

的養護の推進、「すくすくサポート・プロジェクト」の着実な実

施等ひとり親家庭等の自立支援の推進

等を盛り込んだところである。
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２．平成２９年度における社会保障（子ども・子育て支援）

の充実について（関連資料３～６参照）

子ども・子育て支援を含む社会保障分野では、社会保障と税の一体改革

において消費税率の引上げによる増収分をすべて社会保障の充実・安定化

に向け、全世代型の社会保障への転換を図ることとしている。

子ども・子育て支援の充実に関しては、平成29年度においても、引き続

き、子ども・子育て会議資料において「0.7兆円の範囲で実施する事項」

と整理された「質の向上」及び「量的拡充」を実施するため、平成29年度

の「社会保障の充実」に充てられる消費税増収分1.35兆円等のうちの0.7

兆円程度を充てることとしている。

さらに、平成29年度予算案では、消費税財源以外の0.3兆円超の追加の

恒久財源が確保された場合に実施する「質の向上」項目のうち、保育士等

の２％等の処遇改善の実施について盛り込んでいる。

これらにより必要となる地方負担については、地方消費税の増収分も含

め、総務省において適切に地方財政措置を講じる方針であることを確認し

ているので、各地方自治体においても積極的な取組をお願いする。
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３．児童虐待防止対策の強化等について
（１）児童福祉法等の改正について（平成29年４月施行分）

（関連資料７～10参照）

平成28年５月に成立した児童福祉法等の一部を改正する法律（平成28年

法律第63号。以下「改正法」という。）については、その一部が既に施行

されているところであるが、平成29年４月１日には全面的に施行される。

改正法は、児童虐待の発生予防から自立支援までの一連の対策の強化を

図るものであり、平成29年４月に施行される改正事項には、児童福祉司等

に対する研修の義務化や市町村における支援拠点の整備等、都道府県及び

市町村の体制の強化や専門性の向上といった事項が含まれている。

改正法の施行に向け、政令、省令及び告示の他、「児童相談所運営指針」、

「市町村児童家庭相談援助指針」等の各種関係通知の改正を予定している

ところであり、その概要や現時点の案をお示ししている。

都道府県等におかれては、お示しした通知案等を前提として、研修の実

施体制の整備等、改正法の施行に向けた諸準備を進めていただくようお願

いする。

（２）平成29年度予算案における児童虐待防止対策関係事業について

（関連資料11参照）

平成29年度予算案においては、「児童虐待防止対策強化プロジェクト」

（注）、改正法等に基づき、全ての子どもが健全に育成されるよう、児童

虐待について発生予防から自立支援まで切れ目のない総合的な対策を講じ

ることとしている。

具体的には、妊娠や子育ての不安、孤立等に対応するために、地域社会

から孤立している家庭へのアウトリーチ支援を積極的に行うとともに、児

童虐待が発生した場合には、子どもの安全を確保するための初期対応が確

実かつ迅速に図られるよう、児童相談所及び市町村の体制の強化や専門性

の向上、要保護児童対策地域協議会の機能強化等を行い、児童虐待防止及

び早期発見・早期対応に向けた取組のより一層の強化を図り、都道府県及

び市町村への支援の充実を図ることとしている。

（注）子どもの貧困対策会議（平成27年12月21日）で決定された「すく

すくサポート・プロジェクト」（すべての子どもの安心と希望の実

現プロジェクト）の１つ。

① 児童相談所の体制強化等

児童相談所の体制を一層強化するため、平成29年度予算案において、

以下の予算を盛り込んでおり、これらを積極的に活用し、児童虐待対
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応等の迅速な対応に努められたい。

○ 児童相談所が日常的に法律に関する専門的な相談支援を受けられ

る体制を強化するため、児童相談所への弁護士の配置に係る費用の

充実を図る。

○ 改正法により新たに義務付けられた研修等（以下「義務研修等」

という。）を実施するため、研修メニューの組み替えを行い、義務

研修等ごとに研修メニューを設けるなど研修費用の充実を図る。ま

た、義務研修等を円滑に行うため、研修等対象者の把握、講師の依

頼、場所の確保、名簿管理等、研修手続全般を担う研修専任コーデ

ィネーターを配置するための補助を創設する。

○ 虐待の再発防止のため、措置中及び措置解除時に保護者に対する

助言やカウンセリングを行うための保護者指導支援員の配置等に係

る費用の充実を図る。

○ 一時保護所において、保護・支援を受ける子どもの立場に立った、

質の確保及び向上を図るための第三者評価を受審する費用に係る補

助を創設する。

② 市町村の体制強化等

児童相談所が相談対応を行った子どものうち９割強は、在宅支援と

なっているが、その後に親子の状況が変化し、重篤な事例が生じる場

合がある。このため、市町村が、身近な場所で、子ども・保護者に寄

り添った支援を行えるよう、市町村を中心とした在宅支援を強化する

必要があること等から、平成29年度予算案において、以下の内容を盛

り込んでおり、これらを積極的に活用し、児童虐待の発生予防、早期

発見・早期対応に努められたい。

○ 改正法において、市町村が、児童等に対する必要な支援を行うた

めの拠点（市区町村子ども家庭総合支援拠点）の整備に努めること

とされたことを踏まえ、その運営に要する費用（人件費等）に係る

補助の創設及び既存の施設の修繕等に要する費用を補助する。

○ 市町村が児童相談所からの指導措置の委託など、在宅での子ども

の支援が適切に行われるよう、市町村にスーパーバイザーを配置す

るための補助を創設する。

○ 要保護児童対策地域協議会の調整機関の専門職が義務研修等を受

講する間の代替職員の配置や支援内容のアドバイス等を行う虐待対

応強化支援員（仮称）等を配置するための補助を創設する。

○ 中核市及び特別区における児童相談所の設置準備に伴い、増加す

る業務に対応するための補助職員や児童相談所の業務を学ぶ間の代

替職員の配置に要する費用について補助を創設する。
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○ 公的な支援につながっていない子どものいる家庭や、妊娠や子育

てに不安を持ち、支援を希望する家庭について、養育支援訪問事業

の対象として明確化するとともに、市町村が民間団体に委託して事

業を行う場合の運営に必要となる事務費に係る補助を創設する。

（３）児童相談所及び市町村の体制整備について（共通事項）

① 児童福祉業務の従事者の資質向上の方策について

（関連資料12参照）

ア 義務研修等のカリキュラム等について

平成29年４月から改正法により義務付けられた児童福祉司任用

前講習会、児童福祉司任用後研修、児童福祉司スーパーバイザー

研修、要保護児童対策調整機関の専門職研修（以下「児童福祉司

等の研修等」という。）の内容や実施体制等について、「子ども家

庭福祉人材の専門性確保ワーキンググループ」において検討を行

い、児童福祉司等の研修等の到達目標やカリキュラム等を策定し

たところである。これを踏まえ、より具体的な実施方法等の詳細

（実施主体、対象者、講師要件、研修の修了評価等）について整

理した「児童福祉司等及び要保護児童対策調整機関の調整担当者

の研修等の実施について」（雇用均等・児童家庭局長通知）を近

日中に発出する予定であるが、特に留意していただきたい点とし

ては、

・ 実施主体は、都道府県、指定都市及び児童相談所設置市で

あるが、児童福祉司等の研修等を適切に実施できると認める

団体等への一部委託も可能である。（ただし、研修の修了証

の交付の事務を除く。）

・ 定められた時間数やカリキュラムは、必要最低限のもので

あり、都道府県等が創意工夫を行い、それ以上の実施に努め

ることが望ましい。

・ 対象者は、児童福祉司等の研修等ごとに法律等で定められ

ているが、法律で定められた者以外の者が受講することも差

し支えなく、特に児童福祉司任用前講習会については、児童

福祉司としての業務の遂行に当たり必要な知識に関する内容

が多く含まれているため、積極的に受講していただくことが

望ましい。

・ 修了時には、受講者はレポートの作成・提出が必要であり、

都道府県等はレポートの提出を条件に修了証を交付すること

とする。
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等があり、こうした留意点を踏まえ、児童福祉司等児童福祉業務

従事者の人材育成及び児童福祉司等の研修等の実施体制の確保等

を進めていただくようお願いする。

なお、本日別冊資料として配付している通知案に係るＱ＆Ａを

作成したので、研修の実施等の参考とされたい。

イ 児童福祉司スーパーバイザー研修の実施について

改正法により、児童福祉司スーパーバイザー研修も義務化された

ところであるが、研修受講者の利便性向上や受講者数の拡大を図る

ため、「子ども家庭福祉人材の専門性確保ワーキンググループ」で

の議論も踏まえ、平成29年度からは、「子どもの虹情報研修センタ

ー」（横浜市）に加え西日本エリアにおいても実施する予定として

おり、その研修実施機関の選定や実施方法等について今後検討し、

決まり次第お知らせするので、ご承知おき願いたい。

② 児童虐待対応に係る児童相談所と市町村の共通アセスメントツール

について（関連資料13参照）

児童虐待対応に係る児童相談所と市町村の共通アセスメントツール

については、児童相談所と市町村の間で、ケース対応に関する共通理

解や円滑な情報共有を図り、役割分担を行う際の指標となるよう検討

を進めているが、先般、「子ども家庭福祉人材の専門性確保ワーキン

ググループ」及び「市区町村の支援業務のあり方に関する検討ワーキ

ンググループ」においても検討いただいたところ、児童相談所や市町

村職員等様々な立場から、評価項目の精査が必要ではないか、単なる

チェックリストにならないようにするべきではないか、支援ベースの

アセスメントも必要であり、慎重に議論するべきではないか等のご意

見をいただいたところである。

こうしたご意見を踏まえ、近日中に第一段階として、虐待リスク情

報の把握と評価を中心に運用上の考え方や留意点等について盛り込ん

だ共通アセスメントツールの通知を発出する予定で現在作業を進めて

いるところであり、当初お示ししていた年内の予定より遅れ、ご迷惑

をおかけしているが、ご了承願いたい。

なお、アセスメントの精度をより一層高めるためには、虐待リスク

情報の把握と評価だけではなく、子どもや保護者のニーズ、意欲及び

能力等も含めた評価を行う必要があるため、こうした点を盛り込んだ

共通アセスメントツールについて、第二段階として来年度以降、検討

する予定としている。
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③ 児童相談所運営指針及び市町村児童家庭相談援助指針等の改正につ

いて（関連資料14参照）

児童相談所運営指針及び市町村児童家庭相談援助指針については、

改正法の施行に向けて、順次改正を行うこととしており、既に、公布

日（平成28年６月３日）及び同年10月１日施行分については、形式的

な改正を行ったところである。

現在、平成29年４月１日施行分の内容等について、「子ども家庭福

祉人材の専門性確保ワーキンググループ」、「市区町村の支援業務の

あり方に関する検討ワーキンググループ」等での議論を踏まえ、抜本

的な改正を平成28年度末までに行うことを予定している。

改正に当たっては、以下の内容を盛り込む予定としており、各自治

体におかれては、ご承知おきいただき、マニュアル等の改正の準備を

順次進めていただきたい。

ア 児童相談所運営指針の改正について

「子ども家庭福祉人材の専門性確保ワーキンググループ」におい

て、今般、平成29年４月から実施される児童福祉司等の義務化され

た研修等の到達目標等が定められたところである。

当該到達目標は、児童相談所においてその職務を遂行するに当た

り必要な目標であることから、児童相談所運営指針に当該到達目標

の内容を記載することとしている。

また、改正法において、都道府県（児童相談所）と市町村の役割

が明確化されたことを踏まえ、それぞれの役割を理解し、適切な協

働・連携が図られるよう、市町村の役割等についても記載すること

としている。

具体的には、以下の内容を盛り込む予定である。

・ 子どもの権利を守ることを最優先の目的としてソーシャルワー

クを行うことができるなど、児童福祉司等が業務を行う上で必要

な専門性（知識・技術・態度）

・ 市町村の業務・役割（市区町村子ども家庭総合支援拠点等）

・ 市町村を含めた関係機関との連携 等

イ 市町村児童家庭相談援助指針の改正について

「市区町村の支援業務のあり方に関する検討ワーキンググループ」

においてとりまとめられた、「市区町村子ども家庭総合支援拠点運

営指針（案）」の内容や、対応する職員の子ども家庭支援に必要な

態度、知識、技術などを含めた、市区町村の新たな役割、機能等及

び児童相談所と市町村の協働・連携のあり方等を記載し、抜本的な
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改正を行うこととしている。

具体的には、以下の内容を盛り込む予定である。

・ 市町村における子ども家庭支援に求められる専門性

・ 市町村と都道府県（児童相談所）の協働・連携・役割分担

・ 都道府県（児童相談所）の指導措置について委託を受けての対

応及び送致への対応 等

ウ 要保護児童対策地域協議会設置・運営指針の改正について

改正法に新たに規定された要保護児童対策調整機関への調整担当

者の配置及び厚生労働大臣が定める研修受講の義務付けについて盛

り込むほか、「子ども家庭福祉人材の専門性確保ワーキンググルー

プ」においてとりまとめられた、調整担当者が業務を行う上で必要

な専門性を確保するための到達目標等の内容を記載することとして

いる。

具体的には、以下の内容を盛り込む予定である。

・ 子どもの権利を守ることを最優先の目的としたソーシャルワー

クを実践し、その一環として、関係機関の連携を促進し、役割分

担の依頼、調整をするなど、調整担当者が業務を行う上で必要な

専門性（知識・技術・態度）

・ 要支援児童等（特定妊婦を含む）に関する情報提供

・ 医療従事者に対する要保護児童対策地域協議会への参加促進 等

エ 子ども虐待対応の手引きの改正について

改正法の内容を盛り込むほか、法改正に関連して発出される各種

通知、累次の死亡事例等の検証結果報告、更には、平成29年４月１

日施行に向けて改正作業中の児童相談所運営指針、市町村児童家庭

相談援助指針等の改正内容等を踏まえ、平成29年夏頃を目途に改正

を行う予定である。

なお、改正に当たっては、各ワーキンググループの構成員等のご

意見を踏まえ見直しを行う予定である。

（４）児童相談所の体制整備について

① 児童相談所強化プランの推進及び平成29年度地方交付税措置につい

て（関連資料15参照）

児童相談所における児童虐待相談対応件数の増加等の深刻な状況を

踏まえ、「すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト」（平成

27年12月21日子どもの貧困対策会議決定）に基づき、児童福祉司等の
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専門職の配置の充実や資質の向上を図るなど、児童相談所の体制及び

専門性を計画的に強化するため、平成28年４月に「児童相談所強化プ

ラン」を策定した。

本プランは、平成28年度から平成31年度までの４年間で児童福祉司

等の専門職を1,120人増員することを目指しており、財政面では平成

28年度の地方交付税として、標準団体（人口170万人）当たり（細目）

児童福祉費（細節）児童相談所費に児童福祉司３人の増員がなされた。

さらに、平成29年度の地方交付税措置において、標準団体（人口

170万人）当たり児童福祉司２人の増員が予定されている。

これを踏まえ、児童虐待等が発生した場合の子どもの安全確保等を

迅速に行えるよう、各都道府県、指定都市、児童相談所設置市におか

れては、引き続き児童福祉司の増員を含めた児童相談所の体制強化に

努めていただくようお願いする。

➁ 弁護士の配置状況について（関連資料16参照）

改正法により、平成28年10月から児童相談所への弁護士の配置又は

これに準ずる措置を行うとされたことを踏まえ、同年12月に、各児童

相談所の弁護士の配置状況について調査を実施したところである。

短期間での調査へのご協力に感謝申し上げるとともに、調査結果の

詳細については、関連資料をご参照いただきたい。平成29年４月に向

けた検討状況では、常勤及び非常勤職員として配置予定の児童相談所

が倍増（45か所→89か所）する予定であり、弁護士事務所との契約等

の内容は減少している（165か所→121か所）が、６割超の児童相談所

において、随時相談できる体制を整えていることが見受けられる。

今後も、児童虐待相談対応件数の増加とともに法律に関する専門的

知識を必要とする業務も増加することが想定されるため、平成29年度

予算案で増額される予定の児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業の法的

対応機能強化事業を活用するなどにより、引き続き弁護士の配置等に

ついて積極的な取組をお願いする。

③ 子どもの心理的負担に配慮した面接の取組の推進について

（関連資料17参照）

平成27年10月の厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知「子

どもの心理的負担等に配慮した面接の取組に向けた警察・検察との更

なる連携強化について」に基づき、協同面接の実施件数等について定

期的にご報告をいただき感謝申し上げる。

ご報告いただいた結果を関連資料17にまとめたので今後の取組の参

考としていただきたい。
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当該通知に基づく取組を実施した際、

・ 面接の回数を減らし、子どもの負担軽減に繋げることができた。

・ 警察や検察との連携が強化できた。

・ 警察や検察から聴取方法等についてアドバイスをもらえた。

等のご報告をいただいており、引き続き子どもの心理的負担に配慮し

た協同面接等の取組を積極的に行っていただくようお願いする。

また、本取組を推進するため、警察庁から、全国の警察に対し、検

察、児童相談所とより一層の連携強化に努めるよう指示が出ており、

児童相談所におかれても、警察、検察との連携強化に努めていただく

ようお願いする。

なお、警察庁、法務省、厚生労働省においても随時情報共有を図る

などの連携を行い施策の推進に努めているところである。

④ 一時保護所の環境改善の推進について（関連資料18参照）

一時保護所においては、特に都市部を中心に入所率が100％を超え

るところもあり、様々な背景を持つ子どもが同じ場所で日常を過ごす

いわゆる混合処遇も課題となっている。

このため、厚生労働省では、一時保護所の子どもの環境の改善を図

るため、

・ 平成28年度第２次補正予算において、一時保護所及び児童養護

施設等への一時保護委託専用スペース等の整備について、次世代

育成支援対策施設整備交付金の国庫補助率を１／２から２／３へ

嵩上げ

・ 平成28年度から児童養護施設等の一時保護委託専用スペースに

専任の職員を配置した場合に係る運営費を計上

・ 里親へ一時保護委託した場合の手当について、平成28年度から

日額2,360円から4,040円へ引上げ

・ 平成29年度予算案において、第三者評価を実施する一時保護所

に対する受審費用の創設

等を行っている。

都道府県、指定都市、児童相談所設置市におかれては、これらの支

援策を積極的に活用し、一時保護所の環境改善に努めていただくよう

お願いする。

⑤ 児童相談所全国共通ダイヤル「１８９」について（関連資料19参照）

児童相談所全国共通ダイヤル「１８９」については、平成28年４月

に音声ガイダンスの短縮等の改善を図ったところである。これにより、

改善前と比べ児童相談所まで電話が繋がった割合は、上昇しているも
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のの、未だ低調である。こうした状況を踏まえ、今般、発信者の利便

性の向上を図る観点から、携帯電話等からの発信について、コールセ

ンター方式を導入し、音声ガイダンスに代わりオペレーターが対応す

る仕組みを本年秋を目途に開始する予定である。その際、必要に応じ

ご協力いただくこともあるので、ご承知おき願いたい。

なお、児童相談所全国共通ダイヤル「189」では児童虐待に限らず、

子育てに悩んでいる方や妊娠中の方からの相談もあると承知してい

る。

特に予期せぬ妊娠をした方々には、出産や出産後の子育て等に不安

を抱えている場合が多く、適切な支援を怠れば、その後重篤な事案に

なってしまう可能性もあることから、相談を受けた場合には、関係機

関へのあっせんや情報提供を行うとともに、必要に応じて特別養子縁

組制度などの社会的養護施策を紹介するなど、適切な対応を図ってい

ただくようお願いする。

⑥ 未成年後見人支援事業について（関連資料20参照）

未成年後見人支援事業については、平成24年度に子どもの権利擁護

を図るため、未成年後見人の確保を目的に創設された国庫補助事業で

ある。

児童福祉法第33条の８において、「児童相談所長は、親権を行う者

のない児童等について、その福祉のため必要があるときは、家庭裁判

所に対し未成年後見人の選任を請求しなければならない。」と規定さ

れている。児童相談所長は、親権を行う者のない子どもを把握した場

合には、財産管理が必要なケースに限らず、子どもの意思表明等の支

援が必要な場合等でも、子どもの権利利益の擁護を図るため、積極的

に未成年後見人の請求を行い、本事業を活用いただきたい。

なお、本事業は、児童福祉法第33条の８に基づく申請を対象として

実施しているが、昨年の臨時国会において申請者の対象が限定されす

ぎているとの指摘を受け、今後事業内容の見直しについて検討してい

く予定である。

（５）市町村の体制整備について

① 児童相談所の設置を希望する市区における児童相談所の設置につい

て（関連資料21参照）

児童相談所の設置については、平成16年児童福祉法等の改正におい

て、都道府県・指定都市に加え、児童相談所の設置を希望する市につ

いても政令による指定を受けることで児童相談所を設置することがで
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きることとされたが、現在児童相談所を設置している指定都市以外の

市は横須賀市、金沢市の２市に止まっている。

しかしながら、児童虐待相談対応件数は増加の一途をたどり、複雑

・困難なケースも増加するなど、特に都市部において児童相談所を中

心にきめ細かな対応が求められていることから、改正法において、児

童相談所の設置を希望する特別区についても児童相談所を設置できる

よう、児童相談所設置自治体の拡大が図られたところである。

さらに、改正法の附則において「政府は、この法律の施行後５年を

目途として、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の22第１項

の中核市及び特別区が児童相談所を設置することができるよう、その

設置に係る支援その他の必要な措置を講ずるものとする。」と規定さ

れている。

このため、児童相談所に係る国の財政支援策としては、既存の保護

者指導、夜間・休日の相談業務、子どもの安全確認を行う補助職員及

び非常勤弁護士の配置に要する費用の補助に加え、平成29年度予算案

において、中核市及び特別区が児童相談所の設置に向けた準備に伴い、

増加する業務に対応するための補助職員や、児童相談所の業務を学ぶ

ための研修に職員を派遣する間の代替職員の配置に要する費用を新た

に計上している。

また、制度・運用面の支援策としては、児童相談所の設置を円滑に

行えるよう、設置準備から開設までの流れを網羅的に把握できるよう

必要な整理事項をまとめた児童相談所設置のためのマニュアルを、平

成28年度子ども・子育て支援推進調査研究事業により、（福）恩賜財

団母子愛育会愛育研究所において作成しているところであり、今年度

中に作成される予定である。

さらに、特別区において、児童福祉司たる資格の取得を支援する観

点から、児童福祉法第13条第２項第２号に規定する「厚生労働省令で

定める施設」に、子育て支援担当部局を含めるなど、対象施設の拡大

に向けた検討を行っている。

こうした財政・制度・運用面の支援策については、関連資料21とし

てまとめているので、設置に向けての検討を進めるに当たって活用い

ただきたい。

なお、児童相談所の設置に向けては、人材の確保・育成や一時保護

所の整備等について課題があると考えられるが、課題の解決には、既

に児童相談所を設置している自治体の協力が必要不可欠であるため、

都道府県・指定都市・児童相談所設置市におかれては、児童相談所の

設置を検討している市区から相談があった場合には、必要な支援・情

報の提供等のご協力をお願いしたい。
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今後、厚生労働省から都道府県、指定都市、児童相談所設置市宛て

に、市区が児童相談所の設置を希望する際の協力依頼を行う予定であ

る。

② 「市区町村子ども家庭総合支援拠点」の設置等について

（関連資料22参照）

改正法において、基礎的な地方公共団体である市町村は、子どもの

最も身近な場所における子ども及び妊産婦の福祉に関する支援業務を

適切に行わなければならないことが明確化されたことを踏まえ、子ど

もとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する

相談全般から通所・在宅支援を中心としたより専門的な相談対応や必

要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務までを行う機

能を担う拠点（市区町村子ども家庭総合支援拠点。以下「支援拠点」

という。）について、「市区町村の支援業務のあり方に関する検討ワ

ーキンググループ」において、拠点機能のあり方、推進方策について

検討を行ってきたところである。今般、「市区町村子ども家庭総合支

援拠点運営指針（案）」がとりまとめられ、本運営指針（案）に基づ

き、関連資料22のとおり、設置運営要綱（案）を定めることとしてい

るので、これを参考に、支援拠点の体制整備に努めていただくようお

願いする。

設置運営要綱（案）の内容に関して、特に留意していただきたい点

としては、以下のとおりである。

・ 小規模や児童人口が少ない市区町村においては、複数の地方自

治体が共同で設置することも可能であること

・ 支援拠点は、管内に所在するすべての子どもとその家庭（里親

及び養子縁組を含む。）及び妊産婦等を対象とし、子ども家庭支

援全般に係る業務（実情の把握、情報の提供、相談等への対応、

総合調整）を行うこと

・ さらに、今般の改正法の趣旨を踏まえ、要支援児童若しくは要

保護児童及びその家庭又は特定妊婦等を対象とした支援業務につ

いて強化を図るため、危機判断とその対応（情報源からの聞き取

り、安全確認、危機判断、危機対応）及び支援（調査、アセスメ

ント、支援計画の作成等、支援及び指導等、都道府県（児童相談

所）による指導措置の委託を受けて市区町村が行う指導）を行う

こと

・ 支援拠点と児童相談所は個々のケースの状況等により、役割分

担・連携を図りつつ、常に協働して支援を行うこと

・ 支援拠点は、多くの関係機関の役割や責務を明確にし、関係機
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関相互の円滑な連携・協力を図り、具体的な支援に結び付けてい

く役割も担っているため、「要保護児童対策調整機関」を担うこ

とが求められること

・ 支援拠点は、特定妊婦等を対象とした相談支援等を行う役割も

担っているため、子育て支援施策と母子保健施策との連携、調整

を図り、より効果的な支援につなげるために、同一の主担当機関

が支援拠点と子育て世代包括支援センターの２つの機能を担い、

一体的に支援を実施することが求められること

・ 人員配置について最低基準を定めるが、今般の改正法の趣旨を

踏まえ、市区町村の虐待対応担当窓口の一層の強化を図り、現行

の水準を下回ることがないように努めること

また、平成29年度予算案における財政支援策としては、

ア ソフト面（運営費）

直営で行う場合と一部業務を委託して行う場合に分けて、１

支援拠点を単位として、児童人口規模に応じて設定した５類型

の区分に基づき、人件費を含む運営費の補助の創設（児童虐待

・ＤＶ対策等総合支援事業）

イ ハード面（整備費）

既存の施設の修繕等に要する費用の補助（次世代育成支援対

策施設整備交付金）

を予定していることから、積極的な活用をお願いしたい。

以上を踏まえ、子どもやその保護者にとって最も身近な場所である

市町村における福祉に関する支援等を行う体制強化に努めていただく

ようお願いする。

また、支援拠点に関して、都道府県等から多くのご質問をいただい

ているところであり、本日別冊資料として配付している設置運営要綱

（案）に係るＦＡＱを作成したので、ご了知いただくとともに、各都

道府県におかれては、市町村担当者を集めた説明会を開催するなど、

市町村が積極的に取り組むためのご配慮をお願いしたい。なお、その

際、厚生労働省からも説明会に直接出向き、都道府県とともに、支援

拠点等に関する必要な説明を行うこととしているので、是非お声がけ

いただきたい。

③ 養育支援訪問事業について

予期しない妊娠等妊娠期からの継続的な支援を必要とする家庭や、

不適切な養育状態にある家庭等、虐待のおそれやリスクを抱え、特に

支援が必要な家庭については、市町村における養育支援訪問事業等に

より、相談・支援を実施しているところであるが、様々な事情により
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地域社会から孤立しがちな子育て家庭等に対して、より積極的な支援

を実施できるよう、支援対象について、

・ 妊娠や子育てに不安を持ち支援を希望する家庭

・ 公的な支援につながっていない子どものいる家庭

を明確化することを予定している。

これにより、母子保健法に基づく健康診査の対象となっていない年

齢の乳幼児がいる家庭、３歳～５歳までの間で保育所等に通っていな

い子どものいる家庭等についても、養育支援訪問事業の補助対象とな

るため、支援が届きにくい子育て家庭等への事業の積極的な活用をお

願いする。

また、市町村が民間団体に事業を委託して実施する場合、運営に必

要となる事務費の補助の創設を行うこととしているため、訪問者の確

保ができず事業の実施を断念していた市町村等においては、民間団体

を活用するなど、積極的に事業に取り組んでいただきたい。

例えば、現在、一部の市町村や民間団体において実施している、い

わゆる「ホームスタート（注）事業」等の独自の取組などは、今回の

支援対象の明確化に伴う家庭への支援に取り組んでいると考えられる

ため、積極的に活用されたい。

さらに、現在、養育支援訪問事業を実施している市町村においても、

より一層専門性を強化するため、地域における子育て支援のノウハウ

を持った民間団体を活用するなど、さらなる事業の推進に努めていた

だきたい。

なお、今般の改正の内容を含め、「養育支援訪問事業ガイドライン」

（平成21年３月16日雇用均等・児童家庭局長通知）の改正を予定して

いるので、ご承知おき願いたい。

（注）ホームスタートとは、研修を受けた子育て経験者が、６歳未満の子どもがい

る家庭に、週に１回、２時間程度訪問し、「傾聴（親の気持ちを受け止めて話

を聞くこと）」と「協働（親と一緒に家事や育児、外出などをすること。）」を

行う家庭訪問型の子育て支援。（http://www.homestartjapan.org/about/）

④ 要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福

祉・教育等の連携の一層の推進について（関連資料23参照）

改正法により新設された児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21

条の10の５の規定（要支援児童等に日頃から接する機会が多い、病院、

診療所、児童福祉施設、学校等が要支援児童等と思われる者を把握し

た場合には、当該者の情報を現在地の市町村に提供するよう努めなけ

ればならないこと）が、平成28年10月１日に施行され、12月16日には、

「要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福
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祉・教育等の連携の一層の推進について」（雇用均等・児童家庭局総

務課長・母子保健課長連名通知）を発出し、保健・医療・福祉・教育

等の連携の一層の推進をお願いしたところである。

本課長通知における主な留意点としては、

・ 今般の改正法により法律に規定されたため、関係機関が要支援

児童等に関する知り得た情報を市町村に提供することは、個人情

報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「個人情報保

護法」という。）に規定する「法令に基づく場合」に該当し、例

外的に、本人の同意を得ないで情報を提供しても個人情報保護法

違反にならないこと

・ 地方公共団体の機関からの情報提供については、各地方公共団

体の個人情報保護条例において、個人情報の目的外利用又は提供

禁止の例外規定として、「法令に定めがあるとき」等が定められ

ていることが一般的であり、児童福祉法に基づく情報提供は「法

令に定めがあるとき」に該当するため、条例にこのような例外規

定がある場合には条例違反とはならないこと

・ 当該情報提供は、児童福祉法の規定に基づくものであるため、

同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義

務に関する法律の規定に抵触するものではないこと

などが挙げられ、さらに施設対象ごとに市町村への情報提供時の留意

事項をまとめている。

例えば、病院、診療所においては、①別表を参考に、特定妊婦を含

む要支援児童等と判断した場合は、居住する市町村に相談し、情報提

供を行うこと。②対象となる者の同意を得て市町村に情報提供を行っ

た病院、診療所は、診療情報提供料として診療報酬上の算定が可能で

あること。③市町村との連絡等の窓口となる部署や担当者を事前に決

めておくことが望ましいこと。

児童福祉施設等においては、①別表を参考に、要支援児童等と判断

した場合は、居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。②協議

会との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。個別ケース

検討会議には、積極的に参加し、関わりをもつこと。

学校等においては、①別表を参考に、要支援児童等と判断した場合

は、居住する市町村に相談し、情報提供を行うこと。②協議会との関

係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。個別ケース検討会議

には、積極的に参加し、関わりをもつこと。③私立園及び私立学校に

おいて協議会に参画していない場合には、積極的に参画し関係機関と

の連携・協力を図り、児童虐待の防止等に関する市町村の施策への協

力が望ましい等を通知したところである。
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これまで、本人の同意がネックとなり、なかなか情報提供ができな

かった関係機関に対して、改めて同意の有無に関わらず、情報提供が

可能である根拠や背景を丁寧に説明していただき、円滑な運用に努め

ていただくようお願いしたい。また、関係機関との協力・連携には双

方の理解と信頼が重要であり、引き続き、関係機関を含めた個別ケー

ス検討会議の積極的な開催や市町村の支援結果を関係機関に報告する

ことなど、市町村の役割を関係機関に示し、支援の必要性と理解が深

まる関わりや機会づくりを日頃から意識的に取り組むよう努めていた

だきたい。

また、今回、新たに要支援児童の様子や状況例の目安を提示したと

ころであるが、特に学校など教育機関においては、家庭の詳細な状況

が把握できない場合、虐待に関するリスクアセスメントの不十分さと

初期対応の遅れが生じることもあるため、今回の情報提供の取組を通

じて、担当教諭等の個人の判断だけではなく組織的に対応する体制を

整えるとともに、要保護児童対策地域協議会への積極的な参画などを

促し、教育機関における児童虐待に関する知識及び認識の向上に取り

組んでいただくよう、教育委員会への働きかけをお願いしたい。

都道府県、市町村におかれては、情報提供に当たっての留意事項等

を関係機関に改めて周知し、関係機関からの情報を基に、早い段階か

ら市町村の支援につなげられるようお願いしたい。

また、改正法による改正後の児童虐待の防止等に関する法律（平成

12年法律第82号）第13条の４においては、地方公共団体の機関に加え、

子どもの医療、福祉又は教育に関係する民間機関や子どもの医療、福

祉又は教育に関連する職務に従事する者も、児童相談所長等から児童

虐待の防止等に関する資料又は情報の提供を求められたときは、これ

を提供することができるものとされた。この場合の情報等の提供と、

個人情報保護・守秘義務との関係については、上記と同様の考え方で

あり、その旨を同日に通知したところである。

（参照ＵＲＬ）児童虐待に関する法令・指針等一覧

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_

kosodate/dv/hourei.html

⑤ 要保護児童対策地域協議会の設置促進等について

「要保護児童対策地域協議会」、「乳児家庭全戸訪問事業」及び「養

育支援訪問事業」については、児童福祉法により、設置・実施が努力

義務とされているほか、子どもの貧困対策会議（平成27年12月21日）

で決定された「すくすくサポート・プロジェクト」において、設置・
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実施を徹底することとされている。

ア 要保護児童対策地域協議会

平成27年４月１日時点で、既に全国1,741市町村のうち1,730市

町村（99.4％）で設置されている。

未設置の自治体については、児童数や児童虐待相談件数が少な

く設置する必要がないなどの状況をお聞きしているが、要保護児

童等に対して、関係者間での情報の交換と支援の協議を行い、早

期に対応するために重要な役割を担う機関であるため、設置に向

けた検討をお願いしたい。

イ 乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業

平成27年４月１日時点で、乳児家庭全戸訪問事業については99

％を超える市町村で実施され、養育支援訪問事業については、約

83％の市町村で実施されている。

特に、養育支援訪問事業については、実施していない理由とし

て、訪問できる人材がいない、支援者（家庭）が少ない、母子保

健法に基づく事業で対応可能等の状況をお聞きしているが、③の

「養育支援訪問事業について」でも触れたように、地域社会から

孤立しがちな子育て家庭等に対して、より積極的な支援を実施す

る必要があるため、今般、支援対象の明確化及び市町村が民間団

体に事業を委託して実施する場合の運営に必要となる事務費の補

助の創設を行うこととし、家庭訪問型子育て支援を実施している

民間団体等を活用するなど、対象家庭の把握に努め、地域の実情

に応じた事業展開が図られるよう、事業化に向けた検討をお願い

したい。

（参考）すくすくサポート・プロジェクト（抄）

【要保護児童対策地域協議会】

○ 地域の関係機関等が連携して適切に対応するため、市町村における要

保護児童対策地域協議会の設置を徹底する。

【乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業】

○ 不安定な生活など、様々な事情により地域社会から孤立している子育

て家庭に対するアウトリーチ支援を強化するため、乳児家庭全戸訪問事

業を全ての市町村において実施する。養育支援訪問事業についても、全

ての市町村において実施することを目指す。

（ＫＰＩ）

・ 平成31年度までに、全ての市町村において、乳児家庭全戸訪

問事業を実施する。（平成25年度1,660市町村（95.3％））
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・ 平成31年度までに、全ての市町村において、養育支援訪問業

を実施することを目指す。（平成25年度1,225市町村（70.3％）

（６）各種検討会等における取組等について

① 児童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度の利用促進の

在り方に関する検討会のとりまとめについて(関連資料24参照)

「児童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度の利用促進

の在り方に関する検討会」において、平成29年１月16日に、「児童虐

待対応における司法関与の在り方について（これまでの議論の整理）」

をとりまとめたところである。

具体的な内容としては、児童虐待対応における司法関与の在り方に

関する基本的な考え方に加え、一時保護に対する家庭裁判所の審査の

在り方、保護者指導の実効性を高めるための裁判所命令、面会通信制

限・接近禁止命令における司法関与の在り方及び対象範囲の拡大等と

なっている。

今後、当該とりまとめを踏まえ、今通常国会に、児童福祉法等改正

法案の提出を予定しており、厚生労働省において、関係省庁等と協議

を行い、必要な制度的検討を進めていくこととしている。今後適宜情

報提供していくので、ご留意願いたい。

② 子ども家庭福祉人材の専門性確保ワーキンググループの検討状況に

ついて

平成28年７月から開催されている「子ども家庭福祉人材の専門性確

保ワーキンググループ」では、改正法において義務付けられた児童福

祉司等の研修カリキュラム等について議論を行い、同年12月に骨子案

がとりまとまったことから、残されている検討課題である中核市・特

別区における児童相談所の設置支援、要保護児童の通告の在り方及び

児童相談所の業務の在り方についての議論を本年２月１日より開始し

たところである。検討状況等については、厚生労働省のホームページ

に掲載しているので、適宜ご確認いただき業務の参考とされたい。

（参照ＵＲＬ）子ども家庭福祉人材の専門性確保ワーキンググループ

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-koyou.html?tid=371970

③ 子ども虐待による死亡事例等の検証結果（第12次報告）について
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（関連資料25参照）

厚生労働省では、児童虐待の防止等に関する法律第４条第５項に基

づき、子ども虐待による死亡事例の背景要因等を分析・検証し、問題

点や課題を明らかにするとともに、今後の改善策を講じるため、平成

16年10月に社会保障審議会児童部会の下に「児童虐待等要保護事例の

検証に関する専門委員会」が設置され、これまで11次にわたって報告

をとりまとめてきたが、平成28年９月、同委員会において「子ども虐

待による死亡事例等の検証結果等について（第12次報告）」（以下「第

12次報告」という。）を公表した。

第12次報告では、心中以外の虐待死事例43例（44人）において、

・ ０歳児死亡が約６割を占め、うち０日児死亡が約半数を占める

こと

・ 実母が抱える問題として「望まない妊娠／計画していない妊

娠」、「妊婦健診未受診」が多いこと

・ 心理的虐待による死亡事例が初めて発生したこと

などの検証結果が見られたところである。

また、検証を踏まえ、地方自治体に対する提言として、

ア 虐待の発生予防及び発生時の迅速・的確な対応

・ 妊婦が抱えている不安感を軽減するアプローチの実施

・ 養育者等に精神疾患のある家庭に対する保健・医療・福祉分

野など多職種によるチーム支援の実施

イ 関係機関の連携及び要保護児童対策地域協議会の積極的な活用

・ 入所措置解除時の関係機関間の事前調整、個別ケース検討会

議を活用した支援機関の役割と支援方針の認識の共有

・ 総合的なリスクアセスメントを行える専門職の配置及び研修

の義務づけによる調整機関の調整能力の向上

ウ 児童相談所及び市町村職員によるリスクアセスメントの実施

・ 組織的な判断に基づく、定期的なリスクアセスメントの実施

エ 児童相談所及び市町村職員体制の充実強化

・ 専門職の採用及び人事ローテーションの工夫

オ 検証の積極的な実施と検証結果の有効活用

・ 検証報告の積極的な活用と重篤な虐待事例の再発防止

等がとりまとめられた。

特に今回は、児童福祉法等の改正や特集を踏まえ、

・ 改めて母子保健施策を通じた虐待予防等に留意しつつ、各市町

村の既存事業や関係機関を組み合わせ、妊娠期から子育て期にわ

たるまでの切れ目ない支援を展開する「子育て世代包括支援セン

ター」の設置を推進すること
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・ 要保護児童対策地域協議会の効果的な運営を念頭に、調整機関

の専門職配置と調整機関に属する職員の調整能力等の力量向上を

目指した人材育成に努めること

・ 児童相談所が入所措置解除前に、要保護児童対策地域協議会に

おける個別ケース検討会議を活用し、家庭復帰の適否を関係機関

とともに検討し、関係機関による支援体制を整備すること

などが具体的な提言としてまとめられている。

各自治体におかれては、上記の点にご留意いただくとともに、管内

市町村にも取組を促すなど、引き続き、積極的な対応をお願いする。

④ 「居住実態が把握できない児童」への対応について

「居住実態が把握できない児童」については、特に支援を必要とし

ている場合があることから、平成26年11月の関係府省庁による「児童

虐待防止対策に関する副大臣等会議」における申し合わせを踏まえ、

平成27年３月に「居住実態が把握できない児童への対応について」（平

成27年３月16日付け総務省、文部科学省及び厚生労働省連名通知。以

下「三省連名通知」という。）を発出し、当該児童の所在等の確認の

ため、

・ 同一市町村内の関係部署や警察、学校等の関係機関との情報共

有の徹底

・ 住民基本台帳等の情報を活用した市町村間の情報共有の取組の

実施

等について周知している。

また、厚生労働省では、平成26年度から毎年度、各市町村の居住実

態が把握できない児童に係る取組状況を把握し、今後の対応策に係る

検討の参考とするため、「当該市町村に住民票はあるが、乳幼児健診

が未受診等で電話や家庭訪問等による連絡が取れない児童であって、

市町村が所在等の確認が必要と判断した児童」を「調査対象児童」と

して、実態調査を実施している。

ア 平成27年度調査結果(関連資料26参照)

ⅰ 平成27年６月１日時点の調査対象児童について、平成28年３

月31日までの各市町村における所在等の確認状況等を調査。

平成28年４月1日時点で居住実態が把握できない児童は35人。

状況 人数（人） 割合（％）

平成27年６月１日時点の調査対象児童 1,878（31） －

平成27年６月２日から平成28年３月31日までに 1,843（16） 98.1



- 22 -

所在等が確認できた児童

平成28年４月１日時点で居住実態が把握できな 35（15） 1.9

い児童

※括弧書きは、平成26年度調査から引き続き居住実態が把握できない児童数の内訳。

ⅱ 所在等が確認できた児童1,843人のうち、海外への出国確認

以外で確認ができた児童953人の確認方法の詳細を見ると、同

一市町村内の関係部署による家庭訪問や情報共有によって確認

できた児童が798人となっており、同一市町村内で把握した児

童は８割超。

ⅲ 居住実態が把握できない児童35人の状況を見ると、

・要保護児童対策地域協議会へのケース登録あり 28人（80.0

％）

・警察への通報（相談）済み 29人（82.9％）

といずれも前年度調査結果と比較して大幅に上昇しており、関係

機関との情報共有等の連携が進展。

イ 平成28年度調査の実施(関連資料27参照)

現在、平成28年６月１日時点の調査対象児童について、平成29

年３月31日までの各市町村における所在等の確認状況等を調査中

であり、平成29年５月中下旬に調査結果を公表する予定であるの

で、地方自治体におかれては、調査へのご協力をお願いしたい。

また、居住実態が把握できない児童の所在等の確認のためには、

まずは当該児童の住所地市町村における関係部署及び関係機関の

連携した対応が重要であることを踏まえ、

・ 当該児童の存在を把握した場合は、迅速に要保護児童対策地

域協議会にケース登録し、関係部署及び関係機関が連携して家

庭訪問及び情報共有を実施すること

・ 児童の所在を確認した際に、支援が必要と考えられる場合は、

確実に要保護児童対策地域協議会にケース登録し、関係部署及

び関係機関が連携して支援の方針・内容を検討するとともに、

居住実態を継続的に確認するため、積極的な家庭訪問等により、

児童、保護者等と連絡を取り合う関係を構築しつつ支援を実施

すること

に留意しつつ、引き続き三省連名通知に基づく取組を徹底し、当

該児童の所在及び安全確認に取り組んでいただきたい。

⑤ 児童虐待防止対策に関する総合調整権限について
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（関連資料28参照）

児童虐待防止対策については、これまでも関係府省庁の協力の下、

政府全体として取り組んできたところであるが、児童虐待相談対応件

数は過去最高を更新していること、児童虐待事例が深刻化及び複雑化

していることから、児童相談所、学校、警察等の関係機関の連携の強

化をはじめ、子どもに関する他の施策とも連携した児童虐待防止対策

を講ずることが求められている。

このため、「児童虐待防止対策に関する業務の基本方針について」

（平成28年３月29日閣議決定）に基づき、平成28年４月以降は、児童

福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律を所管している厚生労働省

において、関係府省庁間の必要な総合調整を行うこととなった。

事務の内容としては、

・ 厚生労働省においては、関係府省庁間の必要な調整等を行うた

め、児童虐待防止対策に関する関係府省庁による連絡会議の開催、

児童虐待防止対策に関して行政各部の施策の統一を図るために必

要となる企画及び立案並びに総合調整を行う

・ 関係府省庁においては、事務の実施に際し、情報又は知見の提

供その他の必要な協力を行うとともに、児童虐待防止対策に関し

て所掌する事務を行う

こととしている。

引き続き、内閣府、警察庁、総務省、法務省、文部科学省をはじめ、

関係府省庁と緊密に連携し、児童虐待の発生予防、発生時の迅速・的

確な対応、被虐待児童への自立支援について、政府全体で強化を図り、

児童虐待防止対策を一層効果的に推進していきたいと考えている。

各自治体においても、保健・医療・福祉・教育等の関係機関との積

極的な連携をお願いする。

⑥ 児童虐待防止推進月間における取組及び全国フォーラムの開催につ

いて

厚生労働省では、平成28年11月の児童虐待防止推進月間において、

・ 月間標語の募集、決定

・ 広報・啓発物品（ポスター、リーフレット、自動車用ステッカ

ー及びエコバック）の全国配布

・ 新聞突出し広告への掲載、テレビ番組等の制作、配信

・ 厚生労働省庁舎のオレンジリボンドレスアップ

・ 「児童虐待防止対策協議会」の開催

・ 「子ども虐待防止推進全国フォーラム in ふくい」の開催

等を実施した。
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また、各都道府県、市町村、関係団体においては、

・ 独自で作成したポスター等広報・啓発物品の掲示、配布

・ 庁舎、駅等における懸垂幕、モニュメントの設置

・ 地元プロスポーツチームとのタイアップ企画の実施

・ 子どもの虐待防止オレンジリボンたすきリレーの開催

等により、集中的な広報啓発活動に取り組んでいただいており、これ

らの取組については、厚生労働省ホームページに掲載している。

地方自治体におかれては、社会全体で子どもの「命」と「権利」、

そしてその「未来」を守るという認識のもと、厚生労働省、他の自治

体等で実施している取組も参考にしつつ、11月の児童虐待防止推進月

間中を含め平素から、児童虐待防止に向けた積極的な広報啓発活動を

お願いする。

特に、改正法により、児童虐待の防止等に関する法律に「親権者は、

児童のしつけに際して、監護・教育に必要な範囲を超えて児童を懲戒

してはならない」旨が明記されたことを踏まえ、しつけを名目とした

児童虐待はあってはならないことに対する理解が広く国民に浸透する

よう、当該規定の趣旨、内容等について、積極的な広報啓発に取り組

んでいただきたい。

なお、厚生労働省が毎年11月に開催している「子どもの虐待防止推

進全国フォーラム」について、平成29年度は、10月下旬に高知県高知

市において開催する予定である。現在、日程、会場、内容等の詳細を

高知県と調整中であり、決定次第お知らせすることとしている。

⑦ 平成29年度福祉行政報告例の実施等について（関連資料29参照）

平成29年度の福祉行政報告例の実施については、平成28年12月６日

に厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室福祉係長名で事務

連絡が発出され、都道府県（児童相談所）による指導措置の市町村へ

の委託件数及び児童相談所から市町村への送致件数など、改正法の内

容を反映した改正を予定しているが、事務連絡のとおり、２月下旬に

依頼通知を発出する予定であるので、ご承知おきいただきたい。

また、数字の計上の考え方については、記載要領をお示ししている

が、記載要領に示された内容に基づく報告がされていない場合がある

ことから、正確に実態を把握するため、記載要領について別途事務連

絡を発出する予定であり、ご確認の上、正確な統計の把握及び報告に

努めていただきたい。

⑧ 平成28年度児童相談所の体制整備状況等の調査結果について

(関連資料30参照)
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毎年お願いしている児童相談所の実態を把握するための「児童相談

所の体制整備状況等調べ」については、年度開始早々のお忙しい中、

ご協力いただき感謝申し上げる。

ご報告いただいた内容のうち、全国児童相談所長会議等の場で報告

できなかったものについて、関連資料にまとめたので、今後の業務の

参考とされたい。

引き続き本調査についてのご協力をお願いする。

⑨ 市町村の虐待対応担当窓口等の状況調査の結果について

平成27年度に引き続き実施した、市町村の虐待対応担当窓口等の状

況調査については、大変お忙しい中、ご協力いただき感謝申し上げる。

ご報告いただいた内容のうち、その一部について別冊資料にまとめ

たので、今後の業務の参考とされたい。

なお、来年度は⑧の「児童相談所の体制整備状況等調べ」と同時に

依頼する予定（５月中旬頃）であるので、ご承知おき願いたい。
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４．子ども・子育て支援のための研修・調査研究の推進に

ついて

（関連資料31参照）
（１）子ども・子育て支援を担う人材に対する研修の充実について

① 職員の資質向上・人材確保等研修の充実について

子ども・子育て支援の充実のためには、保育や地域子ども・子育て

支援事業を担う現任職員の資質の向上を図るとともに、更なる人材確

保を行うことが重要である。このため、職員の資質向上・人材確保等研

修事業を実施しているところであり、各自治体におかれては、本事業のよ

り積極的な活用をお願いしたい。また、平成29年度予算案においては、新

たにリーダー的な役割を担う保育士等のキャリアアップを図るための研修

も補助対象とすることとし、さらに、ファミリー・サポート・センター事

業アドバイザー研修事業について、都道府県だけでなく、政令指定都市

でも実施できるようにするなど、事業の充実を図ったので、積極的な取

組をお願いする。なお、追って事前協議を実施するので予めご承知置

き願いたい。

② 子育て支援員研修の充実について

子育て支援員研修については、平成27年５月21日雇児発0521第18号

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「子育て支援員研修事業の実

施について」により、研修科目やその内容を定めている。また、平成

27年５月21日事務連絡「子育て支援員研修の研修内容等の留意点につ

いて」においては、各研修科目毎のシラバスを定め、研修実施者間で

の研修内容の標準化を図っているところ。

さらに、子育て支援員研修に係る研修内容の更なる充実及び標準化

を図るための調査研究を実施し、これによりシラバスをより詳細にし

た「標準的な履修・指導内容」等を作成し、各自治体に提供するとと

もに、ホームページ掲載（※）しているので、実情に応じて活用いた

だき、引き続き本研修事業への積極的な取組をお願いする。

（※）掲載先

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo

_kosodate/topics/tp160510-01.html

③ 子育て支援研修の積極的実施について

子育て支援員は、子ども・子育て分野の各事業における従事が期待さ

れているところであり、各自治体におかれては、子育て支援分野の各分
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野において、必要な養成数等を把握した上で子育て支援員研修を積極的

に実施いただき、多様な人材の確保に努めていただきたい。

特に、放課後児童クラブについては、「ニッポン一億総活躍プラン」

を踏まえ、「放課後子育て総合プラン」に掲げる平成31年度末までの約

122万人分の受け皿確保を、平成30年度末に前倒して実施することを目

指しているが、その担い手となる放課後児童支援員及び補助員を確保す

る

必要があり、補助員については子育て支援員研修の修了を推奨している。

また、保育分野について、保育所の朝夕の時間帯における保育士配置

要件の弾力化により配置する保育士以外の者や、平成28年度補正予算及

び平成29年度予算（案）に計上している保育補助者の雇い上げを支援す

る事業の対象となる保育補助者については、子育て支援員研修など一定

の研修を受ける必要があることとしており、より多くの方に子育て支援

員研修を受けていただく必要がある。

（２）子ども・子育て支援推進調査研究について

子ども・子育て支援に関する課題や問題点等について解決するための

調査研究事業を実施する。現在、公募テーマの詳細は検討中であるが、

追って公募を行うので、御承知置きいただくとともに、公募が行われた

際には管内市町村及び関係法人に周知をお願いする。
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５．児童福祉施設等の整備及び運営等について

（１）児童福祉施設等の整備について

① 次世代育成支援対策施設整備交付金について

（関連資料32、33参照）

児童福祉施設等に係る施設整備事業については、次世代育成支援対

策施設整備交付金において財政支援を講じているところである。

＜平成28年度第二次補正予算＞ 69.6億円

平成28年度第二次補正予算においては、一時保護された児童の処

遇向上のための環境整備、児童養護施設等における小規模化等や自

立のための支援の場の整備、「市町村における児童等に対する必要

な支援を行うための拠点」の整備、児童養護施設等の耐震化等整備、

児童養護施設等の防犯対策の強化を早急に図るため、69.6億円を計

上したところである。

なお、補正予算額の一部を平成29年度に繰越しする予定であり、

当該補正予算において実施している整備事業については、平成29年

度においても実施可能であるが、以下のものについては、補正予算

限りの措置であるため、積極的に活用いただき、児童虐待防止対策

等の強化について、強力に推進していただくようお願いする。

ア 一時保護された児童の処遇向上のための環境整備及び児童養護

施設等の耐震化等整備の補助率の嵩上げ（1／2→2／3）

イ 児童養護施設等における小規模化等や自立のための支援の場の

整備の交付額の嵩上げ（1.35倍）

＜平成29年度当初予算案＞ 65.9億円

平成29年度当初予算案においては、65.9億円を計上しており、以

下のとおり、その内容等を充実する予定であることから、積極的に

活用いただきたい。

ア 多様な主体の参入を図るため、社会福祉法人その他の地方公共

団体以外の設置者にＮＰＯ法人、株式会社等を加える（自立援助

ホーム、ファミリーホーム、地域子育て支援拠点事業所及び利用

者支援事業所に限る）。

イ 平成28年度第二次補正予算において措置した、門、フェンス等

の外構の設置・修繕や非常通報装置・防犯カメラの設置等に係る

費用の一部を支援する「防犯対策強化整備事業」及び改正児童福

祉法（第12条の２）により市町村が整備に努めることとされた、
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「市町村における児童等に対する必要な支援を行うための拠点」

を「市区町村子ども家庭総合支援拠点」という名称にして整備メ

ニューに追加する。

なお、平成29年度の整備計画における本交付金に係る協議等の手続

きについては、「平成29年度（平成28年度繰越分）次世代育成支援対

策施設整備交付金（児童虐待防止対策等に係る分）及び平成29年度（当

初予算分）次世代育成支援対策施設整備交付金に係る協議等について

（第１次）」によりご案内しているところであるが、本年度以前から

の継続事業や平成29年度当初に着工予定の施設整備事業については、

提出期限までに施設整備計画協議書の提出をお願いする。

② 児童福祉施設等の施設整備にかかる補助単価について

ア 児童福祉施設等の施設整備費の補助単価については、これまで、

人件費、資材費及び積雪寒冷費その他地理的要因等を考慮して、Ａ

地域からＤ地域の４段階の地域区分を設定していたところである。

一方、人件費や資材費等については地域差はあるものの、公共工

事設計労務単価等、様々な公的機関のデータでは、各データごとに

地域差の現れ方が異なっていることや、災害による建設コストの地

域的な変動等にも対応するため、地域区分の見直し（廃止）を行う

予定である。

なお、見直し後の補助単価は、現行制度のＡ地域の単価を設定す

る予定（注）である。

（注）地域区分の見直し（廃止）予定している施設整備事業

・ 次世代育成支援対策施設整備交付金

・ 保育所等整備交付金

・ 安心こども基金を活用した保育所緊急整備事業 等

イ 平成29年度における児童福祉施設等の施設整備については、昨今

の資材費及び労務費の動向を反映し、3.0％増の補助単価の改定を

行う予定（注）であるのでご了知いただくとともに、管内市町村へ

の周知をお願いしたい。

（注）補助単価の改定を予定している施設整備事業

・ 次世代育成支援対策施設整備交付金

・ 保育所等整備交付金

・ 安心こども基金を活用した保育所緊急整備事業 等

・ 子ども・子育て支援整備交付金（内閣府計上）
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③ 児童福祉施設等の耐震化等の推進について（関連資料34）

ア 児童養護施設等の耐震化については、「国土強靱化アクションプ

ラン2015」（平成27年６月16日国土強靱化推進本部決定）において、

社会福祉施設の耐震化率を平成30年度までに95％（平成26年10月現

在の児童養護施設等の入所施設の耐震化率は87.3％）とすることを

目標としていること等も踏まえ、着実に推進していく必要がある。

平成28年度第二次補正予算及び平成29年度当初予算案では、児童

養護施設等の耐震化整備を行うために、次世代育成支援対策施設整

備交付金において必要な予算を計上したところであり、特に、当該

補正予算では補助率の嵩上げをしており、当該措置については、補

正予算限りの措置であるため、耐震化が図られていない児童養護施

設等については、本交付金を積極的に活用いただき、できるだけ早

期に全ての施設で耐震化が図られるよう、計画的な取組の推進をお

願いする。

また、耐震診断費用（公立保育所を除く。）については、国土交

通省住宅局市街地建築課市街地住宅整備室が所管する「住宅・建

築物安全ストック形成事業」（社会資本整備総合交付金において実

施）により、国が費用の１／３を助成することとしているので、

これら国の助成制度を積極的に活用し、計画的に耐震化整備を推

進していただくとともに、管内市町村や社会福祉法人等に対する積

極的な働きかけをお願いする。

なお、平成27年10月１日現在の社会福祉施設等の耐震化の状況に

ついては、今年度中を目途に公表する予定である。

この他、津波による被害が想定される施設の高台への移転整備や

自力避難が困難な者が入所する施設等のスプリンクラーの設置につ

いても、引き続き推進していただくようお願いする。

イ 民間社会福祉施設等の老朽化に伴う改築整備については、老朽化

が著しく災害の発生の危険性が大きいものなど、入所者の防災対策

上、万全を期し難い民間社会福祉施設について、交付金の交付に当

たって優先的に採択してきたところである。

また、土砂災害等により被害のおそれがあると都道府県等におい

て指定された地すべり防止危険か所等危険区域に所在する社会福祉

施設についても、施設入所者、利用者の安全確保を図る観点から当

該区域外への移転整備を促進するため、交付金の交付に当たって優

先的に採択してきたところである。

これらの取扱いについては、その事業の重要性に鑑み、平成29年

度においても継続することとしているので、各都道府県市におかれ
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ては、これらの施設について速やかな対応をお願いする。

④ 社会福祉施設等におけるアスベスト対策について

ア 吹付けアスベスト等の使用実態の的確な把握及び除去等の推進並

びにアスベスト含有保温材等に関する注意喚起について

社会福祉施設等における吹付けアスベスト対策については、「社

会福祉施設等における吹付けアスベスト（石綿）等使用実態調査の

結果の公表及び今後の対応について」（平成20年９月11日雇児発第

0911001号・社援発第0911001号・障発第0911001号・老発第0911001

号、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、社会・

援護局障害保健福祉部長、老健局長連名通知）などにより、従来か

ら適切な対応をお願いしてきたところであるが、先般、総務省行政

評価局から、厚生労働省を含む関係省庁に対し、「アスベスト対策

に関する行政評価・監視－飛散・ばく露防止対策を中心として－」

の結果に基づく勧告が行われたところである。

当該勧告を踏まえ、「吹付けアスベスト等の使用実態の的確な把

握及び除去等の推進並びにアスベスト含有保温材等に関する注意喚

起について」（平成28年９月30日雇児発0930第１号・社援発0930第

11号・障発0930第１号・老発0930第12号厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長、社会・援護局長、社会・援護局障害保健福祉部長、老健

局長連名通知）により、吹付けアスベスト等の使用実態の的確な把

握及び除去等の推進並びにアスベスト含有保温材等に関する注意喚

起について、社会福祉施設等の管理者等に周知するとともに、適切

な対処について指導方お願いする。

イ 社会福祉施設等における吹付けアスベスト（石綿）等及びアスベ

スト（石綿）含有保温材等使用実態調査の実施について

「社会福祉施設等における吹付けアスベスト（石綿）等及びアス

ベスト（石綿）含有保温材等使用実態調査の実施について」（平成

28年９月30日雇児発0930第２号・社援発0930第12号・障発0930第２

号・老発0930第13号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援

護局長、社会・援護局障害保健福祉部長、老健局長連名通知）によ

り、アスベスト使用実態調査をお願いしているところであるが、総

務省行政評価局からの勧告を受け、これまでの調査内容から、調査

対象建築物等や調査対象建材を見直し、改めて全ての調査対象施設

に対し調査を実施することとしているので、御協力をお願いする。

また、児童福祉施設等の吹付けアスベスト等の除去等に要する費

用については、次世代育成支援対策施設整備交付金（民間保育所等
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については保育所等整備交付金）の交付対象となっていることから、

これらの制度等を積極的に活用し、吹付けアスベスト等の除去等の

早期処理に努めるよう指導をお願いする。

《参照通知》

・ 「社会福祉施設等における吹付けアスベスト（石綿）等使用実

態調査の第５回フォローアップ調査結果の公表等について」（平

成27年６月５日雇児発0605第１号、社援発0605第１号、障発0605

第１号、老発0605第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社

会・援護局長、社会・援護局障害保健福祉部長、老健局長連名通

知）

⑤ 木材利用の推進及びＣＬＴの活用について

国や地方自治体が整備する公共建築物については、「公共建築物等

における木材の利用の促進に関する法律」（平成22年法律第36号）に

基づき、木材の利用の促進を図ることとされているところである。

また、林業及び木材産業の成長産業化を推進し、地方の持続的な産

業の育成と雇用の確保を図り、地方創成を実現すること等を目的に、

ＣＬＴ（Cross Laminated Timber：直交集成板）の公共建築物等への

幅広く積極的な活用に向けて、ＣＬＴ活用促進に関する関係省庁連絡

会議を開催するなど、ＣＬＴ活用促進のための取組を政府として行っ

ていくこととしている。

このため、児童福祉施設等の整備に当たっては、木材の持つ柔らか

さ、暖かさを取り入れることにより、施設入所者や利用者に精神的な

ゆとりと安らぎを与えるなどの効果も期待できることから、「社会福

祉施設等における木材の利用の促進及びＣＬＴの活用について」（平

成28年７月21日雇児発0721第17号・社援発0721第５号・障発0721第２

号・老発0721第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護

局長、社会・援護局障害保健福祉部長、老健局長連名通知)等に基づ

き、木材の利用やＣＬＴの積極的な活用について御配慮いただくとと

もに、管内市町村及び社会福祉法人等に対し周知をお願いする。

⑥ 地球温暖化対策に配慮した施設整備について

地球規模の温暖化対策（とりわけ低炭素社会づくり）は重要な課題

であり、児童福祉施設等においても積極的に取り組んでいくことが必

要である。

このため、児童福祉施設等の施設整備にあたっては、太陽光発電設

備や照明設備の省エネ機器の導入等地球温暖化対策に資する種々の対

策について積極的に取り組むよう、管内市町村及び社会福祉法人等に
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対し周知をお願いする。

⑦ ＰＦＩ手法を活用した施設整備の推進について

効率的かつ効果的な公共施設等の整備等に資するＰＦＩ事業につい

ては、「ＰＰＰ／ＰＦＩの抜本改革に向けたアクションプラン」（平

成25年６月６日民間資金等活用事業推進会議決定）等に基づき、政府

として取組を推進しているところである。

厚生労働省としても、水道施設、医療施設、社会福祉施設について、

施設整備補助等を通じ、ＰＦＩ手法を活用した施設整備を推進してい

るところであり、次世代育成支援対策施設整備交付金等においても、

財政支援の対象としているので、ＰＦＩ手法の積極的活用についてご

検討いただくとともに、管内市町村及び関連事業者等に対し周知をお

願いする。

（参考）内閣府民間資金等活用事業推進室ホームページ

http://www8.cao.go.jp/pfi/

⑧ 独立行政法人福祉医療機構福祉貸付事業について

独立行政法人福祉医療機構における福祉貸付事業については、今年

度実施している事業について、平成29年度も引き続き実施する予定で

あり、平成28年度末で実施期限を迎える以下の事業についても、平成

29年度末まで延長することとしているので、ご了知願いたい。

（実施期限を平成29年度末まで延長する事業）

ア 社会福祉施設等の耐震化整備に係る融資条件の優遇措置

イ スプリンクラー整備に係る融資条件の優遇措置

ウ 社会福祉施設等の津波対策としての高台移転整備に係る融資条件

の優遇措置

エ アスベスト対策事業に係る融資条件の優遇措置

⑨ 社会福祉施設整備業務の再点検について

不祥事案の防止の観点から、国庫補助金や交付金協議の対象施設の

選定手続の見直し、社会福祉法人の認可や運営に関する業務の適正化

等を図るため、平成13年7月23日付で「社会福祉法人の認可等の適正

化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監督の徹底につ

いて」を発出しているところである。

各都道府県市におかれては、本通知を踏まえ、施設整備業務の再点

検を行うとともに、社会福祉法人等に対し指導の徹底を図られたい。

http://www8.cao.go.jp/pfi/
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《参照通知》

・ 「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福

祉施設に対する指導監督の徹底について」（平成13年7月23日雇児

発第488号、社援発第1275号、老発第274号）

・ 「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月１日障第890号、

社援第2618号、老発第794号、児発第908号）など

（２）児童福祉施設等の防災対策等について

① 児童福祉施設等の防災対策について

ア 社会福祉施設の防火対策について

社会福祉施設の防火対策については、入所者の安全確保の観点か

ら、「社会福祉施設における防火安全対策の強化について」（昭和6

2年９月18日社施第107号社会局長、児童家庭局長連名通知)等の趣

旨を踏まえ、管内社会福祉施設に対し指導をお願いしているところ

である。施設の運営上、入所者の安全確保は最重要課題であること

を再認識いただき、スプリンクラー及び屋内消火栓設備の整備、夜

間防火管理体制の整備など、施設における具体的・効果的な防災対

策に万全を期すよう管内社会福祉施設に対する指導の一層の徹底に

努められたい。

なお、乳児院については、消防法関係法令の改正により、平成27

年４月１日（既存の施設にあっては平成30年４月１日）からスプリ

ンクラー設備の設置及び自動火災報知設備の感知器の作動と連動し

た火災通報装置の設置が義務づけられたところであり、自動火災報

知設備の感知器の作動と連動した火災通報装置設備の整備について

は、平成28年度から次世代育成支援対策施設整備交付金の対象とし

ているので、本交付金も活用して、整備を推進していただきたい。

イ 社会福祉施設における地震防災対策等について

社会福祉施設における地震防災対策については、「社会福祉施設

における地震防災応急計画の作成について」（昭和55年１月６日社

施第５号社会局施設課長、児童家庭局企画課長連名通知）により、

地震防災応急計画の作成などをお願いしている。

各都道府県等におかれては、引き続き社会福祉施設における地震

防災対策の推進について特段の指導をお願いしたい。

また、災害は、火災、水害・土砂災害、地震など多種多様であり、

多数の人命、財産が失われることがある。児童福祉施設等は、乳幼

児など災害時に特に配慮を要する者が入所（利用）していることか
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ら、各種災害に備えた十分な防災対策を期する必要がある。

このため、利用児童等の安全を確保するため、「児童福祉施設等

における利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底

について」（平成28年９月９日雇児総発0909第２号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局総務課長通知）により、特に留意すべき事項をと

りまとめたので、管内市町村及び社会福祉法人等に対し周知をお願

いするとともに、都道府県、市町村においては、非常災害対策計画

の策定状況、避難訓練の実施状況に関し、指導・助言いただき、そ

の結果について点検いただくようお願いする。

なお、現在「児童福祉施設等における非常災害対策計画の策定及

び避難訓練の実施点検及び助言・指導について」により、非常災害

対策計画の策定状況及び避難訓練の実施状況について、昨年末時点

の状況を調査させていただいているので、御協力をお願いする。

ウ 土砂災害のおそれのある箇所に立地する児童福祉施設等に係る土

砂災害対策における連携の強化について

土砂災害のおそれのある箇所に立地する児童福祉施設等に係る土

砂災害対策については、「土砂災害のおそれのある箇所に立地する

『主として防災上の配慮を要する者が利用する施設』に係る土砂災

害対策における連携の強化について」（平成27年８月20日付け27文

施施企第19号・科発0820第１号・国水砂第44号、文部科学省・厚生

労働省・国土交通省連名通知）により、土砂災害対策の一層の推進

をお願いしているところである。

当該通知においては、各都道府県民生主管部局の取組として、土

砂災害警戒区域内の社会福祉施設等の主として防災上の配慮を要す

る者が利用する施設（以下、ウにおいて「当該施設」という。）に

ついて、

・ 砂防部局からの情報提供により、土砂災害のおそれのある箇所

に立地していることが明らかとなった当該施設の管理者に対し、

適宜、砂防部局からの情報等の提供に努めること

・ 土砂災害のおそれのある箇所に立地する当該施設に対して、市

区町村の担当部局や地域の防災関係機関、自主防災組織等と連携

し、土砂災害を対象とした防災訓練の実施やその支援等を行うこ

とにより、避難体制の強化に努めること

・ 関係部局と相互に連携し、新たな当該施設に係る建設計画の関

係者等に対して土砂災害のおそれのある箇所に関する情報を提供

し、土砂災害に対する安全の確保の観点も加味した計画検討を促

すよう努めること
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などをお願いしているところであり、引き続き砂防部局や市区町村

との連携に努めていただくようお願いする。

エ 被災施設の早期復旧等

社会福祉施設等災害復旧事務の取扱いについては、「社会福祉施

設等災害復旧費国庫負担(補助)の協議について」(平成21年２月13

日付雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知)

に基づき、災害発生後速やかに報告をお願いするとともに、早期現

状回復に努め、施設運営に支障が生じないよう指導の徹底を図られ

たい。

なお、被災した社会福祉施設等の災害復旧事業については、「社

会福祉施設等災害復旧費国庫負担(補助)金」により国庫負担(補助)

してきたところであるが、早期復旧の観点や社会福祉施設が地域の

重要な防災拠点としての役割及び災害対策基本法に基づく「福祉避

難所」に指定されている場合もあることから、平成18年度から一般

財源化された公立保育所等についても、引き続き「社会福祉施設等

災害復旧費国庫補助金」の対象となっているので了知願いたい。

オ 大規模災害への対応

台風被害や地震災害などの大規模災害については、施設レベルで

の防災対策では十分な対応が困難であることから、関係機関との十

分な連携及び地域防災計画に基づく適切な防災訓練の実施など、民

生部局においても積極的に参画をお願いする。

なお、社会福祉施設等は地域の防災拠点として、また、災害対策

基本法に基づく「福祉避難所」に指定されている場合もあることか

ら、今後も震災時等における緊急避難的な措置として要援護者の受

入等を積極的に行っていただくようお願いする。

② 「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」

に基づく財政支援について

平成25年より施行されている「南海トラフ地震に係る地震防災対策

の推進に関する特別措置法」に基づき、関係市町村長が作成する津波

避難対策緊急事業計画に掲げる児童福祉施設等の高台移転整備につい

ては、国庫補助単価の引き上げ（通常の単価の1.32倍）や独立行政法

人福祉医療機構の優遇融資（無利子、融資率95％に引き上げ、二重ロ

ーン対策）を実施しているところである。

関係都府県・指定都市・中核市におかれては、管内市町村や事業者

等に対し、引き続き必要な周知・助言等をお願いする。
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③ 児童福祉施設等における埋設ガス管等の耐震化の推進について

現在、児童福祉施設等の敷地内に埋設されているガス管の中には鋼

製のものが残存しており、年数の経過や土壌環境等に伴い、腐食が進

行していることが推測されるところ。

このような腐食したガス管については、強い地震の影響により、継

手部分（ねじ継手）が緩んだり、その他の腐食した部分が折れたりし

て、ガスの漏えいによる火災や爆発が生じる恐れがあるが、ガス事業

者から経済産業省への報告によると、現時点においても、未だ古い埋

設ガス管が残存している施設もあり、ガス漏えいリスクを回避できて

いない状況にある。

ついては、当該児童福祉施設等において劣化した鋼製のガス管をポ

リエチレン管等のガス管に更新し、埋設ガス管の耐震化を推進してい

ただくよう、管内市町村及び関係施設等に対し、周知いただくようお

願いする。

なお、平成28年熊本地震においても、古い埋設ガス管で亀裂・折損

等によるガス漏れが185箇所発生したのに対し、ポリエチレン管に交

換された埋設ガス管は一切被害を受けず、ポリエチレン管の耐震性能

が実証されたところである。

（３）児童福祉施設等の運営について

① 社会福祉法人改革への対応について

社会福祉法人は、社会福祉事業の中心的な担い手であるのみならず、

営利企業など他の事業主体では困難な福祉ニーズに対応する公益性の

高い非営利法人であるため、平成28年３月に成立した「社会福祉法等

の一部を改正する法律」において、社会福祉法人の公益性・非営利性

を徹底するとともに、国民に対する説明責任を果たし、地域社会に貢

献する法人の在り方を確立する観点から、

・ 経営組織のガバナンスの強化（評議員会の必置化、一定規模以上

の法人への会計監査人の導入等）

・ 事業運営の透明性の向上（財務諸表・現況報告書・役員報酬基準

等の公表に関する規定の整備等）

・ 財務規律の強化（役員報酬基準の作成、社会福祉充実財産（社会

福祉充実残額）の明確化、社会福祉充実財産がある法人に対する社

会福祉充実計画作成の義務付け等）

・ 地域における公益的な取組の責務化

・ 行政の関与の在り方の見直し（国・都道府県・市の連携を推進等）

を行っている。
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社会福祉法人が、多様化・複雑化する福祉ニーズに対応し、地域福

祉の中心的な担い手としての役割を果たせるよう、平成29年４月の新

制度の本格施行に向けて、各法人、所轄庁において必要な準備を進め

ていただきたい。

② 苦情処理・第三者評価等について

ア 社会福祉施設は、利用者本位のサービスを提供するため、苦情処

理の仕組みの整備及び第三者評価を積極的に活用し、自らのサービ

スの質、人材養成及び経営の効率化などについて継続的な改善に努

めるとともに、地域福祉サービスの拠点としてその公共性、公益性

を発揮することが求められている。

このため、本来事業の適正な実施に加え、施設機能の地域への開

放及び災害時の要援護者への支援などの公益的取組が推進されるよ

う各都道府県等においては、法人に対する適切な指導をお願いする。

また、事故防止については、利用者一人一人の特性を踏まえたサ

ービスの提供、苦情解決の取組みや第三者評価の受審等を通じたサ

ービスの質の向上により、多くの事故が未然に回避されることから、

施設全体の取組として危機管理（リスクマネジメント）が実施され

るよう指導されたい。

なお、社会的養護関係施設については、３年に１回以上の第三者

評価の受審と結果の公表が義務付けられるとともに、第三者評価を

受審しない年においても、各施設は第三者評価の項目に準じて自己

評価を行わなければならないこととなっているので、適切な指導を

お願いする。

イ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準においては、その処遇

について入所している児童及びその保護者等からの苦情に迅速かつ

適正に対応するために、苦情を受け付けるための窓口の設置及び当

該施設の職員以外の第三者の関与等の必要な措置を講じなければな

らないとされており、今後ともその適正な実施について指導をお願

いする。

ウ 児童福祉行政指導監査については、児童の最善の利益や権利擁護

を踏まえた援助の確保、不祥事事件、児童入所施設措置費の支弁事

務などにおける不当事項等の未然防止の観点から、市町村の事務実

施体制の整備並びに法人及び施設運営の適正化に十分配慮した指導

監査を実施する等により、常時その実態を把握し、不祥事事件等の

発生防止に努められたい。
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また、政府においては、昨年８月に岩手県岩泉町で発生した台風

第10号がもたらした水害を教訓とし、避難に関する情報提供の改善

方策等について検討するため、「避難勧告等の判断・伝達マニュア

ル作成ガイドラインに関する検討会」を設置し、議論を重ねてきた

ところであり、12月26日に平成28年台風第10号災害を踏まえた課題

と対策の在り方に関する報告書が公表されたところである。

当該報告書においては、「毎年、地方公共団体が実施している指

導監査においては、運営体制等を確認しているが、災害計画の内容

や避難訓練の実施状況等は確認していなかった。」等が実態・課題

として報告されている。

「児童福祉行政指導監査の実施について」（平成12年４月25日児

発第471号厚生省児童家庭局長通知）の別添「児童福祉行政指導監

査実施要綱」において、防災対策の充実強化として、非常時の際の

連絡・避難体制及び地域の協力体制の確保や、避難訓練等の実施に

ついて監査事項に定めているところであるが、利用児童等の安全を

確保するため、「児童福祉施設等における利用者の安全確保及び非

常災害時の体制整備の強化・徹底について」（平成28年９月９日雇

児総発0909第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）

の特に留意すべき事項を参照しながら、適切な指導監査の実施をお

願いする。

（参考）

・ 検討会報告（概要）

http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/guideline/pdf

/161226_gaiyo.pdf

・ 検討会報告（本文）

http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/guideline/pdf

/161226_hombun.pdf

③ 感染症の予防対策について

児童福祉施設等における感染症予防対策については、従来より特段

の取組をお願いしているところであるが、今後も引き続き十分な対応

を図ることが必要である。

社会福祉施設等は高齢者や乳幼児等体力の弱い者が集団生活してい

ることを十分認識の上、ノロウイルスやインフルエンザ等の感染症に

対する適切な予防対策を講じることが極めて重要であることから、下

記の通知を参考に衛生主管部局、指導監査担当課及び市町村とも連携

しつつ、管内児童福祉施設等に対し適切な予防対策を図るよう周知徹

底をお願いする。
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また、児童福祉施設等に対し、ウィルス肝炎等の感染症患者・感染

者に対する利用制限、偏見や差別を防ぐ観点から、衛生主管部局と連

携し正しい知識の普及啓発を行い、利用者等に対する人権上の配慮が

適切に行われるよう指導されたい。

《参照通知等》

・ 「社会福祉施設等におけるノロウイルスの予防啓発について」（平

成28年12月28日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課、社会・援

護局福祉基盤課、社会・援護局障害保健福祉部企画課、老健局総務

課連名事務連絡）

・ 「社会福祉施設、介護保険施設等におけるノロウイルスによる感

染性胃腸炎の発生・まん延対策について」（平成19年９月20日雇児

総発第0920001号、社援基発第0920001号、障企発第0920001号、老

計発第0920001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会

・ 援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部企画課長、老

健局計画課長連名通知）

・ 「ノロウイルスに関するＱ＆Ａ」

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iry

ou/shokuhin/syokuchu/kanren/yobou/040204-1.html

・ 「社会福祉施設等における今冬のインフルエンザ総合対策の推進

について」（平成27年12月９日雇児総発1209第１号、社援基発1209

第１号、障企発1209第１号、老総発1209第１号厚生労働省雇用均等

・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局

障害保健福祉部企画課長、老健局総務課長連名通知）

・ 「結核院内（施設内）感染対策の手引きについて」（平成26年５

月１日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉

基盤課、社会・援護局障害保健福祉部企画課、老健局総務課連名事

務連絡）

・ 「児童福祉施設等における「学校における麻しん対策ガイドライ

ン」の活用について」（平成20年６月17日雇児総発第0617001号、

障障発第0617001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社

会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長連名通知）

・ 「社会福祉施設等における感染症発生時に係る報告について」（平

成17年２月22日健康局長、医薬食品局長、雇用均等・児童家庭局長、

社会・援護局長、老健局長連名通知）

・ 「社会福祉施設等におけるレジオネラ症防止対策の徹底について」

（平成15年７月25日社援基発第725001号）別添「レジオネラ症を予

防するために必要な措置に関する技術上の指針」
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④ アレルギー疾患対策基本法の施行について

「アレルギー疾患対策基本法」（平成26年法律第98号）に基づき、

気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギーなどのア

レルギー疾患について、総合的なアレルギー疾患対策が推進されてい

るところである。

同法第９条において、学校等の設置者等の責務として、「学校、児

童福祉施設、老人福祉施設、障害者支援施設その他自ら十分に療養に

関し必要な行為を行うことができない児童、高齢者又は障害者が居住

し又は滞在する施設（以下「学校等」という。）の設置者又は管理者

は、国及び地方公共団体が講ずるアレルギー疾患の重症化の予防及び

症状の軽減に関する啓発及び知識の普及等の施策に協力するよう努め

るとともに、その設置し又は管理する学校等において、アレルギー疾

患を有する児童、高齢者又は障害者に対し、適切な医療的、福祉的又

は教育的配慮をするよう努めなければならない」と規定されているこ

とから、ご了知いただくとともに、管内市町村、関係団体及び関係機

関等に対する周知をお願いする。

《参照通知》

・ 「アレルギー疾患対策基本法の施行について（施行通知）」（平

成27年12月２日健発1202第９号厚生労働省健康局長通知）

⑤ 児童福祉施設等における児童の安全確保について

ア 児童福祉施設等における児童の安全確保については、従来より種

々ご尽力頂いているところであるが、各都道府県等におかれては、

事件・事故の発生の予防や発生した場合の迅速、的確な対応が図ら

れるよう、引き続き市町村及び児童福祉施設等に対する指導をお願

いしたい。

また、児童福祉施設等においては、日頃からの職員の協力連携体

制は勿論のこと、保護者を含む地域との協力体制を確立することが

重要であり、地域全体の協力による児童福祉施設等における児童の

安全確保に努めるとともに、平成28年度第二次補正予算及び平成29

年度当初予算案では、児童養護施設等の防犯対策の強化を早急に図

るため、門、フェンス等の外構の設置・修繕や非常通報装置・防犯

カメラの設置等に係る費用の一部を支援するために必要な予算を計

上したところであり、本交付金の積極的な活用をお願いする。

《参照通知》

・ 「社会福祉施設等における防犯に係る安全の確保について」（平

成28年９月15日雇児総発0915第１号・社援基発0915第１号・障障

発0915第１号・老高発0915第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭
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局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健

福祉部障害福祉課長、老健局高齢者支援課長連盟通知）

イ 児童福祉施設等に設置している遊具については、「児童福祉施設

等に設置している遊具の安全確保について」（平成20年８月29日雇

児総発第0829002号、障障発第0829001号厚生労働省雇用均等・児童

家庭局総務課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長連名通

知）により対応をお願いしているところである。

この中で、児童福祉施設等においても参考とすることとしている、

「都市公園における遊具の安全確保に関する指針」については、子

どもの遊びや遊具の安全性・事故等に関する基本的な内容を示した

ものであり、平成26年６月30日に改訂第２版が策定されているので、

当該指針を参考に、遊具の事故防止対策に活用していただくよう周

知をお願いする。

《参照通知》

・ 「保育所、地域型保育事業及び認可外保育施設においてプール

活動・水遊びを行う場合の事故の防止について」（平成28年５月

27日雇児保発0527第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課

長通知）

・ 「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応

のためのガイドラインについて」（平成28年３月31日府子本第19

2号、27文科初第1789号、雇児保発0331第３号内閣府子ども・子

育て本部参事官、文部科学省初等中等教育局幼児教育課長、厚

生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長連名通知）

・ 「教育・保育施設等における重大事故の再発防止のための事

後的な検証について」（平成28年３月31日府子本第191号、27文

科初第1788号、雇児総発0331第６号、雇児職発0331第１号、雇

児福発0331第２号、雇児保発0331第２号内閣府子ども・子育て

本部参事官、文部科学省初等中等教育局幼児教育課長、厚生労

働省雇用均等・児童家庭局総務課長、職業家庭両立課長、家庭

福祉課長、保育課長連名通知）

・ 「児童福祉施設等においてプール活動・水遊びを行う場合の事

故の防止について」（平成26年6月20日雇児総発0620第1号厚生労

働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）

・ 「児童福祉施設等における児童の安全の確保について」（平成

13年6月15日雇児総発第402号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総

務課長通知）
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⑥ 建築基準法に基づく建築物の定期報告制度について

（関連資料35参照）

建築基準法においては、一定の建築物、昇降機及び排煙設備等の建

築設備について、利用者の安全・安心を確保する観点から、これらの

建築物等の所有者・管理者に対し、専門技術を有する資格者に調査・

検査をさせ、その結果を特定行政庁（建築主事を置いている地方公共

団体）へ報告することを義務づけている（定期報告制度）。

この定期報告制度については、平成28年６月以降国が政令で定める

施設が定期報告の対象となり、児童福祉施設等では、以下の施設が報

告対象となるので、ご了知いただくとともに、報告先となる地方公共

団体の建築部局から、報告対象となる施設の所在地や所有者等に関す

る情報を求められた場合には、適宜協力いただきたい。

また、当該施設の設置者等に対して、建築基準法に基づく定期報告

の実施を徹底するよう周知していただきたい。

《児童福祉施設等のうち報告対象となる施設》

助産施設、乳児院及び母子保健施設のうち、以下のいずれかに該当

するもの（当該用途に供する部分の床面積の合計が100㎡を超えるも

の）を建築基準法施行令（委任告示を含む）で報告対象として指定。

・ 当該用途が３階以上の階にある場合

・ ２階にある当該用途の床面積が300㎡以上の場合

・ 当該用途が地階にある場合

なお、施行令で指定していない規模であっても、地方公共団体が上

乗せの基準で指定することが可能。報告の頻度は、半年～３年の間で、

各地方公共団体が定めることとなっている。

⑦ 消費者事故等が発生した場合の通知について

社会福祉施設等の利用に係る消費者事故等が発生した旨の情報を得

た場合には、消費者安全法第12条に基づき、消費者庁あて通知いただ

くこととなっているので、遺漏なきようお願いする。また、消費者庁

へ通知する際は、併せて、厚生労働省にも通知いただくようお願いす

る。

《参照通知等》

・ 「社会福祉施設等の利用に係る消費者事故等の通知について」（平

成21年9月1日事務連絡、平成27年５月29日事務連絡（再周知））
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６．東日本大震災により被災した子どもへの支援について

（関連資料36参照）

東日本大震災により被災した子どもへの支援については、「被災した子

どもの健康・生活対策等総合支援事業」として、被災者支援の基幹的事業

を一括化した「被災者支援総合交付金」（復興庁所管）において実施して

いる。

都道府県等におかれては、地域の状況を踏まえ、被災した子どもへの支

援に係る事業の更なる推進に努めていただくようお願いする。

（被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業として実施する事業）

① 子ども健やか訪問事業（避難生活をしている子育て家庭や、長期避難

から自宅に戻った子育て家庭を訪問し、子どもの心身の健康に関する相

談・支援を行う）

② 仮設住宅に住む子どもが安心して過ごすことができる環境づくり事業

③ 遊具の設置や子育てイベントの開催

④ 親を亡くした子ども等への相談・援助事業

⑤ 児童福祉施設等給食安心対策事業

⑥ 保育料等減免事業
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７．平成28年熊本地震により被害を受けた児童福祉施設等の

災害復旧について

（関連資料37参照）

平成28年熊本地震への対応については、種々御尽力いただいているとこ

ろであるが、被害を受けた児童福祉施設等に関し、災害による被害からの

速やかな復旧を図り、もって施設入所者等の福祉を確保するため、平成28

年度第二次補正予算において、被災施設の施設整備及び設備整備に要する

費用22.6億円を計上したので活用をお願いする。
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［関連資料：総務課・虐待防止対策推進室］
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児
童
福
祉
法
等
の
⼀
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
2
8
年
法
律
第
6
3
号
）
の
概
要

全
て
の
児
童
が
健
全
に
育
成
さ
れ
る
よ
う
、
児
童
虐
待
に
つ
い
て
発
⽣
予
防
か
ら
⾃
⽴
⽀
援
ま
で
⼀
連
の
対
策
の
更
な
る
強
化
等
を
図
る

た
め
、
児
童
福
祉
法
の
理
念
を
明
確
化
す
る
と
と
も
に
、
⺟
⼦
健
康
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
の
全
国
展
開
、
市
町
村
及
び
児
童
相
談
所
の
体
制
の

強
化
、
⾥
親
委
託
の
推
進
等
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

１
．
児
童
福
祉
法
の
理
念
の
明
確
化
等

（
1
）
児
童
は
、
適
切
な
養
育
を
受
け
、
健
や
か
な
成
⻑
・
発
達
や
⾃
⽴
等
を
保
障
さ
れ
る
こ
と
等
の
権
利
を
有
す
る
こ
と
を
明
確
化
す
る
。

（
2
）
国
・
地
方
公
共
団
体
は
、
保
護
者
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
家
庭
と
同
様
の
環
境
に
お
け
る
児
童
の
養
育
を
推
進
す
る
も
の
と
す
る
。

（
3
）
国
・
都
道
府
県
・
市
町
村
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
・
責
務
を
明
確
化
す
る
。

（
4
）
親
権
者
は
、
児
童
の
し
つ
け
に
際
し
て
、
監
護
・
教
育
に
必
要
な
範
囲
を
超
え
て
児
童
を
懲
戒
し
て
は
な
ら
な
い
旨
を
明
記
。

２
．
児
童
虐
待
の
発
生
予
防

（
1
）
市
町
村
は
、
妊
娠
期
か
ら
⼦
育
て
期
ま
で
の
切
れ
⽬
な
い
⽀
援
を
⾏
う
⺟
⼦
健
康
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
2
）
⽀
援
を
要
す
る
妊
婦
等
を
把
握
し
た
医
療
機
関
や
学
校
等
は
、
そ
の
旨
を
市
町
村
に
情
報
提
供
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
3
）
国
・
地
⽅
公
共
団
体
は
、
⺟
⼦
保
健
施
策
が
児
童
虐
待
の
発
⽣
予
防
・
早
期
発
⾒
に
資
す
る
こ
と
に
留
意
す
べ
き
こ
と
を
明
確
化
す
る
。

３
．
児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応

（
1
）
市
町
村
は
、
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
た
め
の
拠
点
の
整
備
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
2
）
市
町
村
が
設
置
す
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
調
整
機
関
に
つ
い
て
、
専
門
職
を
配
置
す
る
も
の
と
す
る
。

（
3
）
政
令
で
定
め
る
特
別
区
は
、
児
童
相
談
所
を
設
置
す
る
も
の
と
す
る
。

（
4
）
都
道
府
県
は
、
児
童
相
談
所
に
①
児
童
⼼
理
司
、
②
医
師
⼜
は
保
健
師
、
③
指
導
・
教
育
担
当
の
児
童
福
祉
司
を
置
く
と
と
も
に
、

弁
護
⼠
の
配
置
⼜
は
こ
れ
に
準
ず
る
措
置
を
⾏
う
も
の
と
す
る
。

（
5
）
児
童
相
談
所
等
か
ら
求
め
ら
れ
た
場
合
に
、
医
療
機
関
や
学
校
等
は
、
被
虐
待
児
童
等
に
関
す
る
資
料
等
を
提
供
で
き
る
も
の
と
す
る
。

４
．
被
虐
待
児
童
へ
の
⾃
⽴
⽀
援

（
1
）
親
⼦
関
係
再
構
築
⽀
援
に
つ
い
て
、
施
設
、
⾥
親
、
市
町
村
、
児
童
相
談
所
な
ど
の
関
係
機
関
等
が
連
携
し
て
⾏
う
べ
き
旨
を
明
確
化
す
る
。

（
2
）
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
の
業
務
と
し
て
、
⾥
親
の
開
拓
か
ら
児
童
の
⾃
⽴
⽀
援
ま
で
の
⼀
貫
し
た
⾥
親
⽀
援
を
位
置
付
け
る
。

（
3
）
養
⼦
縁
組
⾥
親
を
法
定
化
す
る
と
と
も
に
、
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
の
業
務
と
し
て
、
養
⼦
縁
組
に
関
す
る
相
談
・
⽀
援
を
位
置
付
け
る
。

（
4
）
⾃
⽴
援
助
ホ
ー
ム
に
つ
い
て
、
2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
に
あ
る
⼤
学
等
就
学
中
の
者
を
対
象
に
追
加
す
る
。

（
検
討
規
定
等
）

○
施
⾏
後
速
や
か
に
、
要
保
護
児
童
の
保
護
措
置
に
係
る
⼿
続
に
お
け
る
裁
判
所
の
関
与
の
在
り
⽅
、
特
別
養
⼦
縁
組
制
度
の
利
⽤
促
進
の
在
り
⽅
を
検
討
す
る
。

○
施
⾏
後
２
年
以
内
に
、
児
童
相
談
所
の
業
務
の
在
り
⽅
、
要
保
護
児
童
の
通
告
の
在
り
⽅
、
児
童
福
祉
業
務
の
従
事
者
の
資
質
向
上
の
⽅
策
を
検
討
す
る
。

○
施
⾏
後
５
年
を
⽬
途
と
し
て
、
中
核
市
・
特
別
区
が
児
童
相
談
所
を
設
置
で
き
る
よ
う
、
そ
の
設
置
に
係
る
⽀
援
等
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
。

改
正
の
概
要

平
成
2
9
年
４
⽉
１
⽇
（
１
、
２
（
3
）
に
つ
い
て
は
公
布
日
、
２
（
2
）
、
３
（
4
)
(5
）
、
４
（
1
）
に
つ
い
て
は
平
成
2
8
年
1
0
月
１
日
）

施
⾏
期
⽇

（
平
成
2
8
年
5
月
2
7
⽇
成
⽴
・
6
月
3
日
公
布
）

※
赤
字
は
平
成
2
9
年
４
⽉
１
⽇
施
⾏
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児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令案（概要） 

 

１．改正の趣旨 

平成 28年通常国会で成立した児童福祉法等の一部を改正する法律（平成 28年法律第 63

号。以下「児童福祉法等改正法」という。）の施行（平成 29 年４月１日施行分）に伴い、

必要な政令の整備を行うもの。 

２．改正の概要 

（１）児童福祉法施行令（昭和 23年政令第 74号）の一部改正（第１条関係） 

  児童福祉法等改正法において、政令で定める特別区が、児童相談所を設置することと

されたことに伴い、児童相談所を設置する市と同様、都道府県が処理する事務を原則と

して処理することとするため、都道府県が処理する事務を、児童相談所を設置する特別

区に適用するに当たって、「児童相談所設置市の市長」という読替を「児童相談所設置

市の長」という読替に変更する等、所要の規定の整備を行う（第 45 条の３第３項及び

第８項）。 

（２）辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律施行令等

の一部改正及び経過措置の整備（第６条、第７条、附則第２条～第４条関係） 

児童福祉法等改正法における母子保健法の改正において、母子健康センターを母子健

康包括支援センターに改めたことに伴い、母子健康センターについて規定する関係政令

について同様の改正等を行うとともに、必要な経過措置の整備を行う。 

（３）その他 

児童福祉法等改正法の施行に伴い、母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和 39

年政令第 224号）等の所要の規定の整備を行う。（第２条～第５条、第８条～第 10条関

係） 

３．根拠法令 

・児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 59条の４第１項 

・辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和 37 年

法律第 88 号）第２条第２項第６号 

・防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和 49 年法律 101 号）第３条第２項第

３号 

・過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第 12 条第１項第 23 号 

・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 57

号）第 10 条第２項 

・地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法（平成 17

年法律第 19 号）第６条第６項 

・津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第 71 条第１項第２号及び第

73 条第２項第１号 

・活動火山対策特別措置法（昭和 48 年法律第 61 号）第６条第１項第５号ロ   等 

４．施行期日 

  平成 29年４月 1日（予定） 
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児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する

省令案（概要） 

 

１．改正の趣旨 

平成 28 年通常国会で成立した児童福祉法等の一部を改正する法律（平成 28 年法

律第 63 号。以下「児童福祉法等改正法」という。）（平成 29 年４月１日施行分）の

施行に伴い、厚生労働省関係省令の整備を行うもの。 

 

２．改正の概要 

（１）児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号。以下「規則」という。）の一

部改正 

① 児童自立生活援助事業の対象者として厚生労働省令で定める者（満 20歳に達

した日から満 22歳に達する日の属する年度の末日までにあるものであって、満

20 歳に達する日の前日において、義務教育終了児童等であったもののうち、措

置解除者等に限る。）について、義務教育終了後に高等学校、中等教育学校、特

別支援学校（高等部に限る。）、大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学

校、専修学校等に在学している学生・生徒とする。 

② 児童福祉法等改正法により、養子縁組里親についても養育里親と同様、都道

府県知事による養子縁組里親名簿の作成、研修の義務化、欠格要件を定めたこ

とに伴い、研修や名簿の登録に関する規定について、養育里親と同様の手続き

に関する規定等を設けることとする。 

③ 児童福祉法等改正法により、児童相談所の業務とされた里親委託に関する計

画に記載すべき事項として厚生労働省令で定める事項は、児童及びその保護者

の意向並びに解決すべき課題、児童を養育する上での留意事項、児童及びその

保護者並びに里親に対する支援の目標、達成時期並びに当該支援の内容等とす

る。 

④ 児童福祉法等改正法により、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 13 条

第３項第５号に定める社会福祉主事を児童福祉司に任用する際の要件に、厚生

労働大臣が定める講習会を修了することを追加することに伴い、規則第６条第

11 号及び第 12 号に定める社会福祉主事を児童福祉司に任用する際の要件につ

いても、同様の講習会の課程を修了することを追加する。 

⑤ 要保護児童対策調整機関は、支援対象児童等の心身の状況、その置かれてい

る環境その他の状況を定期的に確認し、それを踏まえて支援の内容の見直しが

行われるよう、関係機関等との連絡調整を行うものとする。 

 

（２）母子保健法施行規則（昭和 40年厚生省令第 55号）の一部改正 

母子健康包括支援センターの実施事業のうち、母子保健法（昭和 40年法律第 141

号）に「厚生労働省令に定める支援」と規定された事業を母性並びに乳児及び幼

児に対する支援に関する計画の作成、進捗管理及び見直しと定める。 
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（３）児童虐待の防止等に関する法律施行規則（平成 20年厚生労働省令第 30号）の一

部改正 

児童福祉法等改正法により、児童虐待の防止等に関する法律（平成 12年法律第

82 号）における児童、保護者、児童虐待等の概念を拡張し、同法第 11 条から第

13条まで、第 13条の４及び第 13条の５について、延長者を児童とみなして適用

する等の措置を講じたことに伴い、児童虐待の防止等に関する法律施行規則第２

条から第７条までの規定についても同様に、延長者を児童とみなして適用する等

の措置を講じる。 

 

（４）情緒障害児短期治療施設の名称を児童心理治療施設に改称することに伴う関係規

定の整備 

① 情緒障害児短期治療施設の改称 

次に掲げる省令中「情緒障害児短期治療施設」を「児童心理治療施設」に改

める。 

・ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23年厚生省令第 63号） 

・ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和 62年厚生省令第 49号） 

・ 精神保健福祉士法施行規則（平成 10年厚生省令第 11号） 

・ 独立行政法人国立病院機構の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関

する省令（平成 16年厚生労働省令第 77号） 

② 経過措置 

情緒障害児短期治療施設の名称を児童心理治療施設に改称することに伴い、

情緒障害児短期治療施設等で相談援助業務に一定期間従事したことを要件とし

ている以下の資格に関し、この省令の施行日前に、情緒障害児短期治療施設に

おいて相談援助業務に従事した者は、児童心理治療施設において相談援助業務

に従事した者とみなすこととする。 

    ・家庭支援専門相談員の資格 

・児童心理治療施設の長の資格 

・社会福祉士試験の受験資格 

・精神保健福祉士試験の受験資格 

 

※ その他、児童福祉法等改正法の施行に伴う所要の規定の整備を行う。 

 

３．根拠法令 

  児童福祉法 第６条の３第１項第２号及び第８項、第６条の４、第 11 条第１項第

２号ヘ(5)、第 13条第３項第６号、第 19条の 22第１項、第 25条の２第５項、

第６項及び第７項、第 33条の６第１項、第２項及び第５項、第 34条の 19 

母子保健法 第 22条第２項第４号   等 

 

４．施行期日等 

  公布日：平成 29年３月（予定） 

施行日：平成 29年４月１日（予定）（児童福祉法等改正法の施行日と同日） 
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数
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検
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分
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対
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児
童

虐
待

相
談

対
応

件
数

の
推

移

児
童

虐
待

相
談

対
応

件
数

○
平
成
2
７
年
度
に
お
け
る
児
童
相
談
所
の
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
は
、
1
0
3
,2
8
6
件
。
平
成
1
1
年
度
に
⽐
べ
て
約
8
.9
倍
。

・
⼼
理
的
虐
待
の
割
合
が
最
も
多
く
（
4
7
.2
%
）
、
次
い
で
身
体
的
虐
待
の
割
合
が
多
い
（
2
7
.7
%
）
。

・
相
談
経
路
は
、
警
察
等
（
3
7
％
）
、
近
隣
知
⼈
（
1
7
％
）
、
家
族
（
９
％
）
、
学
校
等
（
８
％
）
か
ら
の
通
告
が
多
く

な
っ
て
い
る
。

○
毎
年
、
多
く
の
死
亡
事
例
が
発
⽣
。
（
平
成
2
6
年
度
⼼
中
以
外
の
虐
待
死

4
4
人
）

・
０
歳
児
が
最
も
多
く
（
6
1
.4
％
）
、
そ
の
う
ち
０
日
児
死
亡
は
5
5
.6
％
で
あ
っ
た
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児
童
虐
待
防
止
対
策
関
係
・
平
成
2
9
年
度
予
算
案
の
概
要

厚
⽣
労
働
省
雇
⽤
均
等
・
児
童
家
庭
局

総
務
課
虐
待
防
止
対
策
推
進
室

家
庭
福
祉
課

⺟
⼦
保
健
課

児
童
虐
待
防
止
対
策
関
係
予
算

１
，
４
９
３
億
円
の
内
数

（
１
，
２
９
５
億
円
の
内
数
）

○
児
童
虐
待
防
止
対
策
に
つ
い
て
は
、
「
児
童
虐
待
防
止
対
策
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
（
※
）
、
改
正
児
童
福
祉
法
等

に
基
づ
き
、
発
⽣
予
防
か
ら
⾃
⽴
⽀
援
ま
で
の
総
合
的
な
対
策
を
推
進
す
る
。

こ
れ
を
踏
ま
え
た
、
平
成
２
９
年
度
予
算
案
の
主
な
内
容
は
以
下
の
と
お
り
。

※
子
ど
も
の
貧
困
対
策
会
議
（
平
成
2
7
年
1
2
月
2
1
日
）
で
決
定
さ
れ
た
「
す
く
す
く
サ
ポ
ー
ト
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
（
す
べ
て
の
子
ど
も
の
安
心
と
希

望
の
実
現
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）
の
１
つ
。

※
児
童
虐
待
防
⽌
対
策
関
連
予
算
と
し
て
、
以
下
を
積
み
上
げ
た
⾦
額
（
括
弧
内
は
平
成
２
８
年
度
予
算
額
）

・
児
童
虐
待
・
D
V
対
策
等
総
合
支
援
事
業

・
児
童
入
所
施
設
措
置
費
等

・
次
世
代
育
成
⽀
援
対
策
施
設
整
備
交
付
⾦

・
妊
娠
・
出
産
包
括
支
援
事
業

・
産
婦
健
康
診
査
事
業

・
児
童
虐
待
防
⽌
対
策
費
（
本
省
費
）
等

・
児
童
相
談
体
制
整
備
事
業

1
5
4
億
円
の
内
数

1
,2
2
7
億
円
の
内
数

6
6
億
円
の
内
数

3
8
億
円

４
億
円

１
億
円

４
億
円

（
7
3
億
円
の
内
数
）

（
1
,1
4
0
億
円
の
内
数
）

（
5
7
億
円
の
内
数
）

（
2
4
億
円
）

（
０
億
円
）

（
１
億
円
）

（
0
.3
億
円
）

1
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１
．
児
童
虐
待
の
発
生
予
防

児
童
相
談
所
や
市
町
村
に
お
け
る
児
童
虐
待
に
係
る
相
談
対
応
件
数
は
依
然
と
し
て
増
加
傾
向
に
あ
り
、
虐
待
に

よ
る
死
亡
事
例
の
う
ち
、
０
歳
児
の
割
合
が
約
６
割
（
平
成
2
6
年
度
）
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
地
域
社
会
か
ら
孤

⽴
し
て
い
る
家
庭
へ
の
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
⽀
援
を
積
極
的
に
⾏
う
こ
と
を
含
め
、
妊
娠
期
か
ら
⼦
育
て
期
に
わ
た
る
切

れ
⽬
の
な
い
⽀
援
を
通
じ
て
、
妊
娠
や
⼦
育
て
の
不
安
、
孤
⽴
等
に
対
応
し
、
児
童
虐
待
の
リ
ス
ク
を
早
期
に
発

⾒
・
逓
減
す
る
。

（
１
）
妊
娠
期
か
ら
子
育
て
期
に
わ
た
る
切
れ
⽬
の
な
い
支
援

①
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
全
国
展
開
【
拡
充
】

妊
娠
期
か
ら
⼦
育
て
期
に
わ
た
る
切
れ
⽬
の
な
い
⽀
援
を
提
供
す
る
⼦
育
て
世
代
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
の
全
国
展
開
に
向
け
、

そ
の
設
置
促
進
を
図
る
と
と
も
に
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
産
前
・
産
後
サ
ポ
ー
ト
事
業
、
産
後
ケ
ア
事
業
を
実
施
す
る
。

※
「
⼦
育
て
世
代
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
」
の
う
ち
利
⽤
者
⽀
援
事
業
（
⼦
ど
も
及
び
そ
の
保
護
者
等
の
⾝
近
な
場
所
で
、
教
育
・
保
育
・
保
健
そ
の

他
の
⼦
育
て
⽀
援
の
情
報
提
供
及
び
必
要
に
応
じ
相
談
・
助
⾔
等
を
⾏
う
と
と
も
に
、
関
係
機
関
と
の
連
絡
調
整
等
を
実
施
す
る
事
業
）
に
つ
い

て
は
、
内
閣
府
予
算
に
計
上
。

【
妊
娠
・
出
産
包
括
支
援
事
業
：
3
8
億
円
】

③
産
婦
健
康
診
査
事
業
の
創
設
【
新
規
】

産
後
う
つ
の
予
防
や
新
生
児
へ
の
虐
待
予
防
等
を
図
る
観
点
か
ら
、
産
婦
健
康
診
査
の
費
用
を
助
成
す
る
こ
と
に
よ
り
、
産
後

の
初
期
段
階
に
お
け
る
⺟
⼦
に
対
す
る
⽀
援
を
強
化
す
る
。

【
実
施
要
件
】

（
１
）
産
婦
健
康
診
査
に
お
い
て
、
⺟
体
の
⾝
体
的
機
能
の
回
復
や
授
乳
状
況
及
び
精
神
状
態
の
把
握
等
を
実
施
す
る
こ
と
。

（
２
）
産
婦
健
康
診
査
の
結
果
が
健
診
実
施
機
関
か
ら
市
区
町
村
へ
速
や
か
に
報
告
さ
れ
る
よ
う
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
。

（
３
）
産
婦
健
康
診
査
の
結
果
、
支
援
が
必
要
と
判
断
さ
れ
る
産
婦
に
対
し
て
、
産
後
ケ
ア
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
。

【
産
婦
健
康
診
査
事
業
：
3
.5
億
円
】

②
産
前
・
産
後
⺟
⼦
⽀
援
事
業
（
仮
称
）
の
創
設
【
新
規
】

妊
娠
期
か
ら
出
産
後
の
養
育
に
支
援
が
必
要
な
妊
婦
、
妊
婦
健
診
を
受
け
ず
に
出
産
に
至
っ
た
産
婦
と
い
っ
た
特
定
妊
婦
等
へ

の
⽀
援
の
強
化
を
図
る
た
め
、
⺟
⼦
⽣
活
⽀
援
施
設
、
乳
児
院
、
助
産
所
、
産
科
医
療
機
関
、
N
P
O
法
人
等
に
お
け
る
特
定
妊
婦

や
飛
び
込
み
出
産
に
対
す
る
支
援
を
モ
デ
ル
的
に
実
施
し
、
成
果
や
課
題
を
検
証
し
、
具
体
的
な
仕
組
み
の
検
討
に
活
用
す
る
た

め
の
事
業
を
創
設
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

2
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１
．
児
童
虐
待
の
発
生
予
防
（
続
き
）

（
２
）
孤
⽴
し
が
ち
な
⼦
育
て
家
庭
へ
の
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
（
内
閣
府
予
算
）

①
乳
児
家
庭
全
⼾
訪
問
事
業

⽣
後
４
か
⽉
ま
で
の
乳
児
の
い
る
全
て
の
家
庭
を
訪
問
し
、
⼦
育
て
⽀
援
に
関
す
る
情
報
提
供
や
養
育
環
境
等
の
把
握
を
⾏
う
。

【
⼦
ど
も
・
⼦
育
て
⽀
援
交
付
⾦
：
1
,0
7
6
億
円
の
内
数
】

3

②
養
育
支
援
訪
問
事
業
【
拡
充
】

養
育
⽀
援
が
特
に
必
要
な
家
庭
に
対
し
て
、
そ
の
居
宅
を
訪
問
し
、
養
育
に
関
す
る
指
導
・
助
⾔
等
を
⾏
う
こ
と
に
よ
り
、
当

該
家
庭
の
適
切
な
養
育
の
実
施
を
確
保
す
る
。

ま
た
、
「
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
」
を
踏
ま
え
、
公
的
な
支
援
に
つ
な
が
っ
て
い
な
い
児
童
の
い
る
家
庭
や
、
妊
娠
や

⼦
育
て
に
不
安
を
持
ち
⽀
援
を
希
望
す
る
家
庭
に
つ
い
て
、
養
育
⽀
援
の
対
象
と
し
て
明
確
化
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
が
⺠
間

団
体
に
委
託
し
て
事
業
を
⾏
う
場
合
、
運
営
に
必
要
と
な
る
事
務
費
に
係
る
補
助
を
創
設
す
る
。

【
⼦
ど
も
・
⼦
育
て
⽀
援
交
付
⾦
：
1
,0
7
6
億
円
の
内
数
】

２
．
児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応

○
児
童
虐
待
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
児
童
の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
の
初
期
対
応
が
確
実
・
迅
速
に
図
ら
れ
る
よ

う
、
児
童
相
談
所
・
市
町
村
の
体
制
の
強
化
及
び
専
門
性
の
向
上
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
機
能
強
化
等

を
⾏
う
。

（
１
）
児
童
相
談
所
の
体
制
整
備
等

①
児
童
相
談
所
の
法
的
機
能
の
強
化
【
拡
充
】

児
童
相
談
所
の
業
務
が
円
滑
に
⾏
わ
れ
る
よ
う
、
司
法
的
な
相
談
や
対
応
が
必
要
と
な
る
事
例
に
つ
い
て
家
族
、
家
庭
裁
判
所
、

関
係
機
関
等
と
の
調
整
を
⾏
う
弁
護
⼠
の
配
置
を
促
進
す
る
。
こ
の
た
め
、
補
助
基
準
額
を
引
上
げ
、
児
童
相
談
所
が
弁
護
士
を

配
置
す
る
た
め
の
費
用
の
充
実
を
図
り
、
日
常
的
に
法
的
支
援
を
受
け
ら
れ
る
体
制
を
強
化
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】

3
,0
8
0
千
円
→
7
,8
2
2
千
円
（
週
３
回
→
５
回
、
日
額
1
9
,6
0
0
円
→
3
0
,0
0
0
円
）

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
都
道
府
県
等
1
/2
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②
児
童
相
談
所
・
市
町
村
に
お
け
る
安
全
確
認
体
制
の
強
化
【
拡
充
】

児
童
相
談
所
及
び
市
町
村
に
お
い
て
、
児
童
虐
待
の
通
告
を
受
け
た
際
に
児
童
の
安
全
確
認
等
を
⾏
う
体
制
の
強
化
を
図
る
。

ま
た
、
市
町
村
分
に
つ
い
て
、
実
施
市
町
村
数
の
拡
⼤
を
⾏
う
。 【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】

・
児
童
相
談
所
分
1
2
,8
1
3
千
円
（
３
人
分
）

・
市
町
村
分

8
,5
4
2
千
円
（
２
人
分
）

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
都
道
府
県
等
・
市
町
村
1
/2

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】
研
修
専
任
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

4
,2
7
1
千
円
（
1
都
道
府
県
市
当
た
り
）

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
都
道
府
県
等
1
/2

④
児
童
相
談
所
の
設
置
促
進
【
新
規
】

中
核
市
及
び
特
別
区
に
お
け
る
児
童
相
談
所
の
設
置
準
備
に
伴
い
、
増
加
す
る
業
務
に
対
応
す
る
た
め
の
補
助
職
員
や
児
童
相

談
所
の
業
務
を
学
ぶ
間
の
代
替
職
員
の
配
置
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
補
助
を
⾏
う
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】

・
補
助
職
員

2
,1
7
2
千
円
（
1
市
区
当
た
り
）

・
代
替
職
員

1
,3
0
3
千
円
（
1
市
区
当
た
り
）

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
市
区
1
/2

③
児
童
相
談
所
・
市
町
村
に
従
事
す
る
者
の
資
質
の
向
上
【
拡
充
】

改
正
児
童
福
祉
法
の
施
⾏
に
向
け
、
新
た
に
義
務
付
け
ら
れ
た
研
修
等
を
実
施
す
る
た
め
、
研
修
メ
ニ
ュ
ー
の
組
み
替
え
を
⾏

い
、
都
道
府
県
等
が
当
該
研
修
を
円
滑
に
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
⽀
援
の
強
化
を
図
る
。

ま
た
、
義
務
研
修
等
を
円
滑
に
⾏
う
た
め
、
研
修
手
続
全
般
を
担
う
研
修
専
任
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
都
道
府
県
等
に
新
た
に

配
置
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

２
．
児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応
（
続
き
）
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２
．
児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応
（
続
き
）

⑤
虐
待
・
思
春
期
問
題
情
報
研
修
セ
ン
タ
ー
事
業
の
充
実
【
拡
充
】

児
童
相
談
所
、
市
町
村
、
児
童
福
祉
施
設
な
ど
の
虐
待
問
題
等
対
応
機
関
職
員
の
研
修
、
児
童
相
談
所
な
ど
の
専
門
機
関
か
ら

の
専
門
的
な
相
談
助
⾔
、
児
童
福
祉
施
設
で
の
臨
床
研
究
と
連
携
し
た
研
究
等
を
実
施
す
る
。

ま
た
、
改
正
児
童
福
祉
法
に
基
づ
き
、
児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修
の
充
実
及
び
都
道
府
県
等
が
実
施
す
る
要
保
護

児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
調
整
機
関
の
専
門
職
等
を
対
象
と
し
た
義
務
研
修
の
講
師
や
企
画
担
当
者
の
研
修
の
新
た
な
実
施
等
の

研
修
経
費
の
拡
充
及
び
実
施
体
制
の
強
化
を
図
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

⑥
児
童
相
談
所
全
国
共
通
ダ
イ
ヤ
ル
（
１
８
９
）
の
改
善

児
童
相
談
所
全
国
共
通
ダ
イ
ヤ
ル
「
１
８
９
」
に
つ
い
て
は
、
発
信
者
の
利
便
性
向
上
を
図
る
た
め
、
郵
便
番
号
等
の
⼊
⼒
が

必
要
な
携
帯
電
話
等
か
ら
の
発
信
に
つ
い
て
、
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
方
式
を
導
入
し
、
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
に
代
わ
り
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

（
人
）
が
対
応
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
。

【
児
童
相
談
体
制
整
備
事
業
：
3
.7
億
円
】

（
２
）
市
町
村
の
体
制
強
化

①
市
町
村
に
お
け
る
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
た
め
の
拠
点
（
仮
称
）
の
運
営
支
援
及
び
整
備
の
推
進
【
新
規
・
拡
充
】

市
町
村
が
、
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
支
援
（
実
情
の
把
握
、
情
報
提
供
、
相
談
、
調
査
、
指
導
、
関
係
機
関
と
の
連
絡
調
整
）
を
⾏
う

た
め
の
拠
点
を
運
営
す
る
費
用
（
人
件
費
等
）
及
び
既
存
の
施
設
の
修
繕
等
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
補
助
を
⾏
う
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

【
次
世
代
育
成
⽀
援
対
策
施
設
整
備
交
付
⾦
：
6
6
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】

○
直
営
の
場
合
（
１
支
援
拠
点
当
た
り
）

・
小
規
模
Ａ
型

3
,7
2
1
千
円

・
小
規
模
Ｂ
型

9
,4
3
8
千
円

・
小
規
模
Ｃ
型

1
5
,6
6
0
千
円

・
中
規
模
型

2
0
,8
7
3
千
円

・
大
規
模
型

3
8
,7
0
1
千
円

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
市
町
村
1
/2

※
小
規
模
Ｂ
型
以
上
の
類
型
か
つ
児
童
千
人
当
た
り
の
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
が
全
国
平
均
を
上
回
る
市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）
は
、
児
童
相
談
所
の
児
童

福
祉
司
の
配
置
基
準
の
算
定
を
準
用
し
た
算
式
で
算
定
さ
れ
た
人
数
を
、
虐
待
対
応
専
門
員
の
類
型
ご
と
の
最
低
配
置
人
数
に
上
乗
せ
し
て
配
置
す
る
こ
と
と

し
て
い
る
た
め
、
当
該
市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）
に
は
上
乗
せ
配
置
人
数
分
の
額
を
加
算
し
た
補
助
基
準
額
が
適
用
さ
れ
る
。

○
一
部
委
託
の
場
合
（
１
支
援
拠
点
当
た
り
）

・
小
規
模
Ａ
型

8
,9
4
0
千
円

・
小
規
模
Ｂ
型

1
4
,6
5
7
千
円

・
小
規
模
Ｃ
型

2
0
,8
7
9
千
円

・
中
規
模
型

3
1
,3
1
0
千
円

・
大
規
模
型

5
9
,5
7
6
千
円
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【
補
助
基
準
額
（
案
）
】

・
代
替
職
員

6
8
千
円
（
1
市
町
村
当
た
り
）

・
虐
待
対
応
強
化
支
援
員
（
仮
称
）
2
,6
0
5
千
円
（
1
市
町
村
当
た
り
）

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
市
町
村
1
/2

④
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
情
報
共
有
モ
デ
ル
事
業
の
実
施

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
に
登
録
さ
れ
て
い
る
す
べ
て
の
児
童
、
妊
産
婦
に
対
し
て
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
配
慮
し
な
が
ら

関
係
者
が
常
に
情
報
を
更
新
、
検
索
で
き
る
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
た
め
の
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

③
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
機
能
強
化
【
新
規
】

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
調
整
機
関
の
専
門
職
が
義
務
研
修
を
受
講
す
る
間
の
代
替
職
員
の
配
置
や
支
援
内
容
の
ア
ド

バ
イ
ス
等
を
⾏
う
虐
待
対
応
強
化
⽀
援
員
（
仮
称
）
等
を
配
置
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

⑤
子
ど
も
を
守
る
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機
能
強
化
事
業
（
内
閣
府
予
算
）

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
機
能
強
化
を
図
る
た
め
、
調
整
機
関
職
員
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
成
員
（
関
係
機
関
）
の
専
門

性
強
化
と
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機
関
間
の
連
携
強
化
を
図
る
取
組
を
実
施
す
る
。

【
⼦
ど
も
・
⼦
育
て
⽀
援
交
付
⾦
（
内
閣
府
予
算
）
：
1
,0
7
6
億
円
】

➁
市
町
村
へ
の
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置
【
新
規
】

市
町
村
が
児
童
相
談
所
か
ら
の
指
導
措
置
の
委
託
な
ど
在
宅
で
の
児
童
の
⽀
援
が
適
切
に
⾏
わ
れ
る
よ
う
、
市
町
村
に
ス
ー

パ
ー
バ
イ
ザ
ー
を
配
置
し
、
相
談
機
能
の
強
化
を
図
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】

・
児
童
相
談
所
設
置
を
目
指
す
市
区
（
中
核
市
、
特
別
区
）

2
,6
0
5
千
円
（
1
市
区
当
た
り
）

・
そ
の
他
、
一
般
市
町
村

1
,3
0
3
千
円
（
1
市
町
村
当
た
り
）

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
市
町
村
1
/2

２
．
児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応
（
続
き
）
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（
３
）
適
切
な
環
境
に
お
け
る
児
童
へ
の
対
応

①
一
時
保
護
所
に
お
け
る
き
め
細
か
い
ケ
ア
の
推
進

一
時
保
護
所
が
担
う
⾏
動
観
察
や
短
期
⼊
所
指
導
の
機
能
を
充
実
・
強
化
す
る
た
め
、
実
務
経
験
者
で
あ
る
教
員
Ｏ
Ｂ
、
看
護

師
、
⼼
理
に
関
す
る
専
門
的
な
知
識
及
び
技
術
を
有
す
る
者
、
警
察
官
Ｏ
Ｂ
、
児
童
指
導
員
Ｏ
Ｂ
及
び
通
訳
な
ど
に
よ
る
一
時
保

護
対
応
協
⼒
員
を
配
置
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】
1
,6
3
5
千
円
（
⼀
時
保
護
対
応
協
⼒
員
⼀
⼈
当
た
り
）

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
都
道
府
県
等
1
/2

②
一
時
保
護
所
の
整
備
の
推
進

一
時
保
護
を
要
す
る
児
童
の
増
加
に
対
応
す
る
た
め
、
一
時
保
護
所
の
整
備
を
推
進
す
る
。

【
次
世
代
育
成
⽀
援
対
策
施
設
整
備
交
付
⾦
：
6
6
億
円
の
内
数
】

（
参
考
）
平
成
２
８
年
度
第
２
次
補
正
予
算

○
市
町
村
に
お
け
る
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
た
め
の
拠
点
の
整
備

市
町
村
が
、
児
童
福
祉
法
に
規
定
さ
れ
た
支
援
（
実
情
の
把
握
、
情
報
の
提
供
、
相
談
、
調
査
、
指
導
、
関
係
機
関
と
の
連

絡
調
整
）
を
一
体
的
に
担
う
拠
点
を
整
備
す
る
た
め
、
既
存
の
施
設
の
修
繕
等
に
要
す
る
費
⽤
に
つ
い
て
補
助
を
⾏
う
。

【
次
世
代
育
成
⽀
援
対
策
施
設
整
備
交
付
⾦
7
0
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
】
１
施
設
当
た
り
7
,2
3
0
千
円
（
B
地
域
の
例
）

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
市
町
村
1
/2

③
一
時
保
護
所
に
お
け
る
第
三
者
評
価
の
受
審
費
用
の
創
設
【
新
規
】

⼀
時
保
護
所
に
お
い
て
、
保
護
・
⽀
援
を
受
け
る
児
童
の
⽴
場
に
⽴
っ
た
、
質
の
確
保
・
向
上
を
図
る
た
め
の
第
三
者
評
価
を

受
審
す
る
一
時
保
護
所
に
対
し
、
第
三
者
評
価
受
審
費
を
創
設
す
る
。

【
児
童
入
所
施
設
措
置
費
等
：
1
,2
2
7
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】
3
0
8
千
円

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
都
道
府
県
等
1
/2

２
．
児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応
（
続
き
）

7
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（
参
考
）
平
成
２
８
年
度
第
２
次
補
正
予
算

○
一
時
保
護
さ
れ
た
児
童
の
処
遇
向
上
の
た
め
の
環
境
整
備

①
一
時
保
護
所
に
お
け
る
環
境
改
善
等
事
業

児
童
相
談
所
⼀
時
保
護
施
設
に
お
い
て
、
⼊
所
事
由
（
虐
待
、
⾮
⾏
等
）
に
応
じ
た
個
別
的
ケ
ア
等
、
個
々
の
児
童
の
状

況
に
配
慮
し
た
処
遇
を
図
る
た
め
、
施
設
の
創
設
及
び
改
修
等
を
実
施
す
る
場
合
の
費
⽤
に
対
し
て
⽀
援
を
⾏
う
。

【
次
世
代
育
成
⽀
援
対
策
施
設
整
備
交
付
⾦
7
0
億
円
の
内
数
】

②
児
童
養
護
施
設
等
に
お
け
る
受
入
機
能
強
化
の
た
め
の
整
備
事
業

⼀
時
保
護
さ
れ
た
児
童
は
、
保
護
直
後
は
⼼
⾝
が
不
安
定
で
あ
り
、
特
に
丁
寧
な
ケ
ア
と
と
も
に
、
落
ち
着
い
て
過
ご

せ
る
空
間
が
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、
一
時
保
護
委
託
先
と
な
る
児
童
養
護
施
設
等
に
当
該
児
童
の
ケ
ア
に
適
し
た
居
室

等
を
整
備
す
る
場
合
の
費
⽤
に
対
し
て
⽀
援
を
⾏
う
。

【
次
世
代
育
成
⽀
援
対
策
施
設
整
備
交
付
⾦
7
0
億
円
の
内
数
】

（
４
）
関
係
機
関
に
お
け
る
早
期
発
⾒
と
適
切
な
初
期
対
応

○
医
療
従
事
者
に
対
す
る
研
修
の
充
実
【
拡
充
】
【
再
掲
】

医
療
機
関
は
、
児
童
虐
待
を
発
⾒
し
や
す
い
⽴
場
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
児
童
虐
待
を
早
期
に
発
⾒
し
、
迅
速
か
つ
的
確
に
対
応

で
き
る
体
制
を
整
え
る
た
め
、
医
療
機
関
従
事
者
へ
の
研
修
を
実
施
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】
5
4
0
千
円

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
都
道
府
県
等
1
/2

２
．
児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応
（
続
き
）

8
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３
．
被
虐
待
児
へ
の
⾃
⽴
⽀
援

○
被
虐
待
児
童
に
つ
い
て
、
親
⼦
関
係
の
再
構
築
を
図
る
た
め
の
⽀
援
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
⾥
親
等
へ
の
委
託

や
児
童
養
護
施
設
等
へ
の
入
所
措
置
が
採
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
1
8
歳
（
措
置
延
⻑
の
場
合
は
2
0
歳
）

到
達
後
や
施
設
退
所
後
等
も
含
め
、
個
々
の
⼦
ど
も
の
状
況
に
応
じ
た
⽀
援
を
実
施
し
、
⾃
⽴
に
結
び
つ
け
る
。

（
１
）
親
子
関
係
再
構
築
の
支
援

○
家
族
再
統
合
に
向
け
た
取
組
の
推
進
【
拡
充
】

児
童
相
談
所
に
お
い
て
、
地
域
の
精
神
科
医
等
の
協
⼒
を
得
て
保
護
者
等
に
対
す
る
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
実
施
す
る
な
ど
、

家
族
再
統
合
へ
の
取
組
を
進
め
る
。
特
に
、
虐
待
の
再
発
防
止
の
た
め
、
保
護
者
を
指
導
す
る
保
護
者
指
導
支
援
員
の
配
置
を
拡

充
す
る
と
と
も
に
、
措
置
解
除
後
の
保
護
者
指
導
に
係
る
経
費
の
拡
充
を
⾏
う
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

【
補
助
基
準
額
（
案
）
】

・
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

7
0
6
千
円
→

8
8
6
千
円

・
保
護
者
指
導
支
援
員

1
,5
0
6
千
円
→
3
,5
2
8
千
円

【
補
助
率
】
国
1
/2
、
都
道
府
県
等
1
/2

（
２
）
家
庭
養
護
の
推
進

①
⾥
親
⽀
援
事
業
（
仮
称
）
の
創
設
【
⾥
親
⽀
援
機
関
事
業
を
拡
充
し
名
称
変
更
】

改
正
児
童
福
祉
法
に
お
い
て
、
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
の
業
務
と
し
て
、
⾥
親
の
開
拓
か
ら
児
童
の
⾃
⽴
⽀
援
ま
で
の
⼀

貫
し
た
⾥
親
⽀
援
及
び
養
⼦
縁
組
に
関
す
る
相
談
・
⽀
援
が
位
置
付
け
ら
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
従
来
の
⾥
親
⽀
援
機
関
事
業
を
拡

充
の
上
、
名
称
変
更
し
、
⾥
親
制
度
の
普
及
促
進
に
よ
る
新
規
⾥
親
の
開
拓
、
⾥
親
と
児
童
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
、
委
託
児
童
に
係

る
⾃
⽴
⽀
援
計
画
策
定
、
委
託
後
の
相
談
⽀
援
等
及
び
養
⼦
縁
組
に
関
す
る
相
談
・
⽀
援
を
⾏
う
⾥
親
⽀
援
事
業
（
仮
称
）
を
創

設
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】
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３
．
被
虐
待
児
へ
の
⾃
⽴
支
援
（
続
き
）

②
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め
の
環
境
改
善
事
業
の
実
施

児
童
養
護
施
設
等
の
家
庭
的
養
護
の
更
な
る
推
進
等
を
図
る
た
め
、
児
童
養
護
施
設
の
⼩
規
模
化
等
、
⽣
活
環
境
改
善
を
図
る

た
め
の
補
助
を
⾏
う
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

（
３
）
家
庭
的
養
護
の
推
進

①
児
童
養
護
施
設
の
小
規
模
化
等
の
推
進
【
拡
充
】

改
正
児
童
福
祉
法
の
施
⾏
を
踏
ま
え
、
家
庭
養
護
が
適
当
で
な
い
場
合
に
、
で
き
る
限
り
良
好
な
家
庭
的
環
境
で
養
育
さ
れ
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
児
童
養
護
施
設
等
に
対
し
、
施
設
整
備
費
や
既
存
の
建
物
の
賃
借
料
に
対
す
る
助
成
を
⾏
い
、
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
、
小
規
模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア
等
の
実
施
を
推
進
す
る
。

【
児
童
入
所
施
設
措
置
費
等
：
1
,2
2
7
億
円
の
内
数
】

【
次
世
代
育
成
⽀
援
対
策
施
設
整
備
交
付
⾦
：
6
6
億
円
の
内
数
】

（
参
考
）
平
成
２
８
年
度
第
２
次
補
正
予
算

○
児
童
養
護
施
設
等
に
お
け
る
⼩
規
模
化
等
や
⾃
⽴
の
た
め
の
⽀
援
の
場
の
整
備

子
ど
も
を
よ
り
家
庭
的
な
環
境
で
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
児
童
養
護
施
設
等
の
小
規
模
化
や
施
設
機
能
の
分
散
化
を

進
め
る
と
と
も
に
、
⼊
所
し
て
い
る
⼦
ど
も
の
退
所
に
向
け
た
準
備
や
⾃
⽴
の
た
め
の
⽀
援
を
⾏
う
ス
テ
ッ
プ
ル
ー
ム
（
仮

称
）
の
整
備
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
⾃
⽴
援
助
ホ
ー
ム
に
つ
い
て
、
改
正
児
童
福
祉
法
の
施
⾏
を
踏
ま
え
、
2
2
歳
の
年
度
末

ま
で
の
間
に
あ
る
大
学
等
就
学
中
の
者
が
引
き
続
き
必
要
な
支
援
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
定
員
増
や
新
設
等
の
整
備
を
推
進
す

る
。

【
次
世
代
育
成
⽀
援
対
策
施
設
整
備
交
付
⾦
7
0
億
円
の
内
数
】

1
0
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（
４
）
被
虐
待
児
な
ど
へ
の
支
援
の
充
実

①
児
童
⾃
⽴
⽣
活
援
助
事
業
（
仮
称
）
の
創
設
【
新
規
】

改
正
児
童
福
祉
法
に
よ
り
、
2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
に
あ
る
⼤
学
等
就
学
中
の
者
が
児
童
⾃
⽴
⽣
活
援
助
事
業
（
⾃
⽴
援

助
ホ
ー
ム
）
の
対
象
に
追
加
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、
2
0
歳
到
達
後
か
ら
2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
に
お
け
る
⽀
援
の
た
め
、
児

童
⾃
⽴
⽣
活
援
助
事
業
（
仮
称
）
を
創
設
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

②
社
会
的
養
護
⾃
⽴
⽀
援
事
業
（
仮
称
）
の
創
設
【
新
規
】

⼤
学
等
に
就
学
し
て
い
な
い
⾃
⽴
援
助
ホ
ー
ム
の
⼊
居
者
や
児
童
養
護
施
設
等
の
⼊
所
児
童
等
に
つ
い
て
も
同
様
に
、
原
則

2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
引
き
続
き
必
要
な
⽀
援
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
事
業
と
し
て
、
社
会
的
養
護
⾃
⽴
⽀
援
事
業
（
仮
称
）

を
創
設
す
る
。

【
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
：
1
5
4
億
円
の
内
数
】

３
．
被
虐
待
児
へ
の
⾃
⽴
支
援
（
続
き
）

1
1
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（
１
）
①
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
全
国
展
開

（
妊
娠
・
出
産
包
括
支
援
事
業
の
拡
充
）

妊
娠
期
か
ら
⼦
育
て
期
に
わ
た
る
切
れ
⽬
の
な
い
⽀
援
を
提
供
す
る
⼦
育
て
世
代
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
の
全
国
展
開
に
向
け
て
設
置
促
進
を
図
る

た
め
、
同
セ
ン
タ
ー
を
⽴
ち
上
げ
る
た
め
の
準
備
員
の
雇
上
費
や
協
議
会
の
開
催
経
費
等
の
補
助
を
⾏
う
。

ま
た
、
同
セ
ン
タ
ー
の
拡
充
に
伴
い
、
「
産
前
・
産
後
サ
ポ
ー
ト
事
業
」
や
「
産
後
ケ
ア
事
業
」
に
つ
い
て
も
、
妊
産
婦
等
を
支
え
る
た
め
の
総

合
的
な
支
援
体
制
の
構
築
を
図
る
た
め
一
体
的
に
拡
充
す
る
。

要
旨

要
求
内
容

事
業
内
容

妊
娠
前

妊
娠
期

出
産

産
後

育
児

産
後
ケ
ア
事
業

妊
婦
健
診

乳 児 家 庭

全 戸 訪 問

事 業

子
育
て
支
援
策

・
保
育
所

・
地
域
子
育
て
支
援
拠
点

・
⾥
親

・
乳
児
院

・
そ
の
他
子
育
て
支
援
策

両
親
学
級
等

妊
娠
に
関
す
る

普
及
啓
発

不
妊
相
談

産
前
・
産
後
サ
ポ
ー
ト
事
業

定
期
健
診

予
防
接
種

養
子
縁
組

【
妊
娠
期
か
ら
⼦
育
て
期
に
わ
た
る
切
れ
⽬
の
な
い
⽀
援
の
実
施
】

子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

○
妊
娠
期
か
ら
⼦
育
て
期
に
わ
た
る
切
れ
⽬
の
な
い
⽀
援
の
実
施

○
保
健
師
等
の
専
門
職
が
全
て
の
妊
産
婦
等
の
状
況
を
継
続
的
に
把
握
し
、
必
要
に
応
じ
て
支
援
プ
ラ
ン
を
策
定

【
2
8
年
度
予
算
】

【
2
9
年
度
予
算
案
】

1
6
0
市
町
村

→
2
4
0
市
町
村

1
6
0
市
町
村

→
2
4
0
市
町
村

5
2
市
町
村

→
5
2
市
町
村

1
5
0
市
町
村

4
7
都
道
府
県

→
4
7
都
道
府
県

①
産
前
・
産
後
サ
ポ
ー
ト
事
業
（
子
育
て
経
験
者
等
に
よ
る
相
談
支
援
等
）

②
産
後
ケ
ア
事
業
（
⺟
⼦
へ
の
⼼
⾝
の
ケ
ア
や
育
児
サ
ポ
ー
ト
等
）

③
妊
娠
・
出
産
包
括
支
援
緊
急
整
備
事
業
（
①
及
び
②
の
修
繕
費
）

④
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
開
設
準
備
事
業
【
新
規
】
（
⽴
ち
上
げ
準
備
経
費
）

⑤
妊
娠
・
出
産
包
括
支
援
推
進
事
業
（
都
道
府
県
に
よ
る
研
修
の
実
施
等
）

（
実
施
主
体
：
市
町
村
（
⑤
は
都
道
府
県
）
、
負
担
割
合
：
国
１
／
２
、
市
町
村
（
都
道
府
県
）
１
／
２
）

２
３
．
８
億
円

→
３
７
．
８
億
円

1
.児
童
虐
待
の
発
生
予
防

子
育

て
世

代
包

括
支
援

セ
ン
タ
ー
開
設

準
備
事

業
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン
タ
ー
の
立

ち
上
げ
を
支

援
し
、
同

セ
ン
タ
ー
の

設
置

促
進
を
図
る
。

1
2

ITUVL
スタンプ



⺟
⼦
⽣
活
⽀
援
施
設

⺠
間
シ
ェ
ル
タ
ー
等

自
治
体

産
科
医
療
機
関
等

住
居

支
援

連
携

⾃
⽴

支
援

妊
娠

相
談

分
娩

産
前
・
産
後
⺟
⼦
⽀
援
事
業

複
数
の
支
援
機
関
の
間
の
連
携
は
委
託
先

（
産
科
医
療
機
関
等
）
が
コ
ー
デ
ィ
ネ
イ
ト

委
託

⺟
⼦
⽣
活
⽀
援
施
設

⺠
間
シ
ェ
ル
タ
ー
等

自
治
体

産
科
医
療
機
関
等

連
携

妊
娠

相
談

分
娩

産
前
・
産
後
⺟
⼦
⽀
援
事
業

委
託

複
数
の
⽀
援
機
関
の
間
の
連
携
は
委
託
先
（
⺟
⼦
⽣

活
支
援
施
設
等
）
が
コ
ー
デ
ィ
ネ
イ
ト

子
育
て

支
援

住
居

支
援

⾃
⽴

支
援

子
育
て

支
援

コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー

コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー

○
平

成
２

８
年

通
常

国
会

に
お

い
て

成
立

し
た

改
正

児
童

福
祉

法
の

施
行

を
踏

ま
え

、
妊

娠
期

か
ら

出
産

後
の

養
育

に
支

援
が

必
要

な
妊

婦
、

妊
婦

健
診

を
受

け
ず

に
出

産
に

至
っ

た
産

婦
と

い
っ

た
特

定
妊

婦
等

へ
の

支
援

の
具

体
的

な
仕

組
み

を
検

討
す

る
た

め
、

母
子

生
活

支
援

施
設

、
乳

児
院

、
助

産
所

、
産

科
医

療
機

関
、

N
P
O
法

人
等

に
お

い
て

、
既

存
資

源
と

の
連

携
・

活
用

等
に

よ
り

特
定

妊
婦

等
へ

の
支

援
を

提
供

す
る

モ
デ

ル
事

業
を

創
設

す
る

。

施
策

の
目

的

事
業

イ
メ
ー
ジ

（
１
）
②
産
前
・
産
後
⺟
⼦
⽀
援
事
業
（
仮
称
）
の
創
設

1
.児
童
虐
待
の
発
生
予
防 1
3
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産
後

う
つ

の
予

防
や

新
生

児
へ

の
虐

待
予

防
等

を
図

る
観

点
か

ら
、

産
後

2
週

間
、

産
後

１
か

月
な

ど
出

産
後

間
も

な
い

時
期

の
産

婦
に

対
す

る
健

康
診

査
（

産
後

の
母

体
の

回
復

や
授

乳
状

況
及

び
産

婦
の

精
神

状
態

の
把

握
等

）
の

重
要

性
が

指
摘

さ
れ

て
い

る
。

こ
の

た
め

、
産

婦
健

康
診

査
の

費
用

を
助

成
す

る
こ

と
に

よ
り

、
産

後
の

初
期

段
階

に
お

け
る

母
子

に
対

す
る

支
援

を
強

化
し

、
妊

娠
期

か
ら

子
育

て
期

に
わ

た
る

切
れ

目
の

な
い

支
援

体
制

を
整

備
す

る
。

要
旨

○
地

域
に

お
け

る
全

て
の

産
婦

を
対

象
に

、
産

婦
健

康
診

査
２

回
分

に
係

る
費

用
に

つ
い

て
助

成
を

行
う

。

【
実

施
主

体
】

市
町

村
【

負
担

割
合

】
国

１
／

２
、

市
町

村
１

／
２

【
実

施
要

件
】

（
1
）

産
婦

健
康

診
査

に
お

い
て

、
母

体
の

身
体

的
機

能
の

回
復

や
授

乳
状

況
及

び
精

神
状

態
の

把
握

等
を

実
施

す
る

こ
と

。
（

2
）

産
婦

健
康

診
査

の
結

果
が

健
診

実
施

機
関

か
ら

市
区

町
村

へ
速

や
か

に
報

告
さ

れ
る

よ
う

体
制

を
整

備
す

る
こ

と
。

（
3
）

産
婦

健
康

診
査

の
結

果
、

支
援

が
必

要
と

判
断

さ
れ

る
産

婦
に

対
し

て
、

産
後

ケ
ア

事
業

を
実

施
す

る
こ

と
。

事
業

内
容

（
１
）
③
産
婦
健
康
診
査
事
業
の
創
設

1
.児
童
虐
待
の
発
生
予
防

妊
娠

出
産

乳
児

１ 歳 ６ か 月 児 健 診

※

地 方 交 付 税 措 置

３ 歳 児 健 診

※

地 方 交 付 税 措 置

妊 娠 の 届 出 ・

母 子 健 康 手 帳 の 交 付

妊
婦

健
診

（
１
４
回

）

※
地

方
交

付
税

措
置

幼
児

産 婦 健 診

妊
娠

期
か

ら
子

育
て
期

に
わ

た
る
切

れ
目

の
な
い
支

援

２
回

分
を
助

成

乳
幼
児

健
診

（
３
～

４
か

月
児

健
診

な
ど
）

※
市

町
村

が
必

要
に
応

じ
実
施

（
地

方
交

付
税

措
置
）

支
援

が
必

要
な
産
婦

の
把
握

産
後

ケ
ア
事
業

※
産

婦
の
心

身
の
不

調
や

産
後

う
つ
等

を
防

ぐ
た
め
、
母

子
へ
の

心
身
の

ケ
ア
や
育

児
サ
ポ
ー
ト
等

の
実

施
1
4
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現
状
・
課
題

０
歳

１
歳

２
歳

３
歳

４
歳

５
歳

出 生 届

乳 児 家 庭 全 戸

訪 問 事 業

１ 歳 ６ か 月

児 健 診

３ 歳 児 健 診

幼
稚
園
や
保
育
所
に
通
っ
て
い
な
い
場
合
、

公
的
な
支
援
と
つ
な
が
り
の
な
い
期
間
と
な
る

公
的
な
支
援
と
つ
な
が
り

の
な
い
期
間
が
存
在

〈
イ
メ
ー
ジ
図
〉

・
生
後
４
か
月
ま
で
の
乳
児
の
い
る
す
べ
て
の
家
庭
を
訪
問
し
、
養
育
環
境
等
を
把
握

・
⺟
⼦
保
健
法
に
基
づ
く
、
各
種
健
診
に
よ
り
養
育
環
境
等
を
把
握

・
上
記
等
に
よ
り
、
養
育
支
援
が
必
要
と
認
め
た
家
庭
に
対
し
て
、
訪
問
に
よ
る
指
導
や

助
言
を
実
施

■
妊
娠
や
⼦
育
て
に
不
安
を
持
ち
⽀
援
を
希
望
す
る
家
庭
が
存
在

■
１
歳
６
か
⽉
児
健
診
〜
３
歳
児
健
診
ま
で
の
間
は
、
⺟
⼦
保
健
法
に
基
づ
く
健
診
も
な

く
、
⾏
政
と
接
点
を
持
た
な
い
家
庭
が
存
在

■
３
歳
〜
５
歳
ま
で
の
間
で
、
幼
稚
園
や
保
育
所
等
に
通
っ
て
い
な
い
場
合
な
ど
、
⾏
政

と
接
点
を
持
た
な
い
家
庭
が
存
在

■
養
育
支
援
訪
問
事
業
に
つ
い
て
、
未
実
施
市
町
村
が
存
在
。

養
育
支
援
訪
問
事
業
に
つ
い
て
、

・
妊
娠
や
⼦
育
て
に
不
安
を
持
ち
⽀
援
を
希
望

す
る
家
庭
へ
の
訪
問
支
援
を
明
確
化
。

・
健
診
の
⾕
間
に
あ
る
児
童
や
、
３
〜
５
歳
児

で
幼
稚
園
や
保
育
所
等
に
通
っ
て
い
な
い
児

童
の
い
る
家
庭
に
対
す
る
訪
問
支
援
を
明
確

化
。

・
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
市
町
村
が
⺠
間
団

体
に
委
託
し
て
事
業
を
⾏
う
場
合
、
運
営
に

必
要
と
な
る
事
務
費
に
係
る
補
助
を
創
設
。

予
算
措
置
に
よ
る
対
応

支
援
対
象
と
し
て
明
確
化

支
援
対
象
と
し
て
明
確
化

支
援
対
象
と
し
て
明
確
化

妊
娠
や
⼦
育
て
に
不
安
を
持
ち
⽀
援
を
希
望
す
る
家
庭
が
存
在

０
歳

１
歳

２
歳

３
歳

４
歳

５
歳

（
２
）
②
養
育
支
援
訪
問
事
業

1
.児
童
虐
待
の
発
生
予
防 1
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（
１
）
③
児
童
相
談
所
・
市
町
村
に
従
事
す
る
者
の
資
質
の
向
上

○
改
正
児
童
福
祉
法
で
は
、
児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修
、
児
童
福
祉
司
の
任
用
後
研
修
、
社
会
福
祉
主
事
を
児
童
福
祉
司
と
し
て
任
用
す
る
場
合
の
任
用

前
講
習
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
調
整
機
関
に
配
置
さ
れ
る
専
門
職
の
任
用
後
研
修
が
義
務
化
さ
れ
る
。

○
研
修
の
実
施
に
際
し
て
は
、
都
道
府
県
等
が
実
施
す
る
研
修
体
系
の
整
理
を
⾏
う
と
と
も
に
、
研
修
実
施
に
関
す
る
都
道
府
県
等
へ
の
補
助
の
充
実
、
⼦
ど
も
の
虹

情
報
研
修
セ
ン
タ
ー
等
の
研
修
実
施
機
関
に
お
け
る
研
修
体
制
の
強
化
を
図
る
。

義
務
研
修
の
内
容

平
成
2
9
年
度
に
お
け
る
対
応

都 道 府 県 等 市 町 村

2
.児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応

児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修
実
施
機
関

①
児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修

・
子
ど
も
の
虹
情
報
研
修
セ
ン
タ
ー

【
現
⾏
】
定
員
8
0
名
で
年
１
回
開
催

○
子
ど
も
の
虹
情
報
研
修
セ
ン
タ
ー

・
定
員
8
0
名
で
年
２
回
開
催
（
計
1
6
0
名
）
【
拡
充
】

○
国
が
選
定
し
た
研
修
実
施
機
関

・
選
定
、
実
施
方
法
等
に
つ
い
て
今
後
検
討
【
新
規
】

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
児
童
相
談
所
設
置
市 ○
全
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
児
童
相
談
所

設
置
市
で
実
施

○
実
施
率
の
引
上
げ
（
例
：
児
童
福
祉
司

任
用
資
格
取
得
の
た
め
の
研
修
）

・
6
5
％
→
１
０
０
％

○
新
た
な
研
修
事
業
の
創
設

②
児
童
福
祉
司
の
任
用
後
研
修

③
社
会
福
祉
主
事
を
児
童
福
祉
司
と
し
て
任
用
す
る
場
合
の
任
用

前
講
習

④
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
調
整
機
関
に
配
置
さ
れ
る

専
門
職
の
任
用
後
研
修

子
ど
も
の
虹
情
報
研
修
セ
ン
タ
ー

②
児
童
福
祉
司
の

任
用
後
研
修

○
都
道
府
県
等
が
実
施
す
る
②
➂
④
研
修
の
講
師
や
企
画

担
当
者
を
対
象
と
す
る
研
修
【
新
規
】

○
研
修
内
容

・
講
義
で
触
れ
る
べ
き
重
要
項
目
、
演
習
方
法
の

紹
介
、
研
修
企
画
の
方
法
な
ど
で
構
成
す
る
予
定

①
児
童
福
祉
司

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー

研
修

③
社
会
福
祉
主
事
を

児
童
福
祉
司
と
し
て

任
用
す
る
場
合
の

任
用
前
講
習

④
要
保
護
児
童
対
策
地
域

協
議
会
の
調
整
機
関
に

配
置
さ
れ
る
専
門
職
の

任
用
後
研
修

1
6
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事
業

名
概
要

H
2
8
’
予

算
H
2
6
’

実
施

箇
所

➀
協

力
体

制
整

備
事

業
地

域
で
活

動
す
る
主

任
児
童

委
員

、
保

育
所
職

員
、
児
童
養
護
施
設

職
員

等
に
対
し
、
児
童
虐
待
に
関
す
る
専

門
研
修

を
実
施

す
る
。

3
4
,5
4
9
千
円

6
2
県
市

➁
専

門
性

強
化

事
業

・
地

域
に
お
け
る
児

童
虐

待
問

題
等

に
関

連
の

深
い
医

師
、
保

健
師

、
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
な
ど
専

門
家

の
養

成
な
ど
、
実

践
的

研
修

を
実
施

す
る
。

・
児

童
相

談
所

、
市

町
村
職

員
等

に
対

す
る
専
門

研
修

3
5
,0
6
4
千
円

1
7
4
県
市

③
児

童
福

祉
司

任
用

資
格

取
得

の
た
め
の
研

修
児

童
福

祉
司
に
任
用

す
る
た
め
の

、
保

健
師

や
保
育
士
に
対
す
る
講

習
会
を
実

施
す
る
。

1
1
1
,5
9
7
千
円

4
2
県
市

④
未

成
年

後
見

人
制

度
研

修
新

た
に
未

成
年

後
見

人
の
対

象
と
な
る
法
人
等

に
対
し
、
未

成
年
後
見
人
制

度
の
研
修

を
実
施
す
る
。

3
,3
7
8
千
円

0
県

合
計

1
8
4
,5
8
8
千
円

（
平

成
２

８
年

度
）

児
童

虐
待

防
止

対
策

研
修

事
業

○
研

修
メ

ニ
ュ

ー
の

組
み

替
え

の
内

容

事
業

名
概

要
H
2
9
’
予

算
案

１
都
道
府
県
市

当
た
り
単
価
案

備
考

➀
児

童
福
祉

司
任
用

前
講

習
会

保
健
師
や
社
会
福
祉
主
事
な
ど
が
、
児
童
福
祉
司
に
任
用
さ
れ
る
た
め
に
必
ず
受
講
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

講
習
会
を
実
施
す
る
。

7
0
,3
1
1
千
円

2
,0
3
8
千

円
2
8
年
度
の

③
を
拡
充

➁
児

童
福
祉

司
任
用

後
研

修
全
て
の
児
童
福
祉
司
が
任
用
後
に
必
ず
受
講
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
研
修
を
実
施
す
る
。

7
3
,5
5
4
千
円

2
,1
3
2
千

円
創
設

③
要

保
護
児

童
対
策

調
整

機
関

担
当
者

研
修

全
て
の
要
対
協
の
調
整
機
関
の
職
員
が
任
用
後
に
必
ず
受
講
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
研
修
を
実
施
す
る
。

4
6
,8
6
7
千
円

1
,3
9
9
千

円
創
設

④
虐

待
対
応

関
係
機

関
専

門
性

強
化
事

業
地
域
で
活
動
す
る
主
任
児
童
委
員
、
保
育
所
職
員
、
児
童
養
護
施
設
等
職
員
に
対
し
、
児
童
虐
待
に
関
す

る
専
門
的
な
研
修
を
実
施
す
る
。

ま
た
、
新
た
に
未
成
年
後
見
人
の
対
象
と
な
る
法
人
等
に
対
し
、
未
成
年
後
見
人
制
度
の
研
修
を
実
施
す
る
。

2
4
,1
5
8
千
円

6
1
2
千
円

2
8
年
度
の

➀
＋
④

⑤
児

童
相
談

所
等
職

員
専

門
性

強
化
事

業
児
童
相
談
所
の
児
童
福
祉
司
、
児
童
心
理
司
等
及
び
市
町
村
職
員
に
対
す
る
ス
キ
ル
向
上
の
た
め
の
研

修
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
多
職
種
に
よ
る
合
同
研
修
を
実
施
す
る
。

5
3
,3
3
1
千
円

6
1
3
千
円

2
8
年
度
の

➁
を
拡
充

⑥
医

療
機
関

従
事
者

研
修

児
童
虐
待
の
早
期
発
見
・早

期
対
応
を
図
る
た
め
､医

療
機
関
従
事
者
に
対
し
､児

童
虐
待
に
関
す
る
研
修

を
実
施
す
る
。

3
6
,9
9
0
千
円

5
4
0
千
円

医
療

的
機

能
強

化
事

業
か

ら
継

続

合
計

3
0
5
,2
1
1
千
円

（
平

成
２

９
年

度
）

児
童

虐
待

防
止

対
策

研
修

事
業

事
業

再
編

1
7
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・
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
の
増
加
が
続
く
と
と
も
に
、
複
雑
・
困
難
な
ケ
ー
ス
も
増
加

・
虐
待
が
疑
わ
れ
る
ケ
ー
ス
へ
の
き
め
細
か
な
対
応
が
必
要

現
状
・
課
題

・
政
令
で
定
め
る
特
別
区
（
希
望
す
る
特
別
区
の
要
請
に
応
じ
て
指
定
）

は
、
政
令
に
よ
る
指
定
を
受
け
て
児
童
相
談
所
を
設
置
す
る
も

の
と
す
る
【
2
9
年
4
⽉
施
⾏
】

・
政
府
は
、
施
⾏
後
５
年
を
⽬
途
と
し
て
、
中
核
市
・
特
別
区
が

児
童
相
談
所
を
設
置
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
支
援
を
実
施
す
る

改
正
法
に
よ
る
対
応

〈
イ
メ
ー
ジ
図
〉

○
児
童
相
談
所
設
置
に
必
要
な
補
助
を
創
設

予
算
措
置
に
よ
る
対
応

・
児
童
相
談
所
の
設
置
に
伴
い
増
加
す
る
業
務
（
事
務
手
続
、
関
係
機
関

と
の
調
整
、
地
域
住
⺠
へ
の
周
知
・
説
明
等
）
に
対
応
す
る
た
め
、
市

区
に
補
助
職
員
（
非
常
勤
）
の
配
置
に
要
す
る
補
助
を
創
設

・
児
童
相
談
所
の
設
置
を
検
討
す
る
市
区
の
職
員
が
、
児
童
相
談
所
に

赴
き
、
実
務
を
通
じ
て
児
童
相
談
所
の
業
務
を
学
ぶ
間
、
当
該
市
区

に
代
替
職
員
を
置
く
た
め
の
補
助
を
創
設

①
家
庭
や
子
ど
も
に
対
す
る
相
談
、
指
導
、
②
要
保
護
児
童
の
保
護
措
置
、

③
⾥
親
認
定
・
⽀
援

と
い
っ
た
業
務
を
⼀
貫
し
て
遂
⾏
で
き
る
よ
う
、
児
童
相
談
所
設
置
を
促
進

【
市
区
】

児
童
相
談
所
の
設
置
に
当
た
っ
て
は
、
新
た
に
、

・
要
保
護
児
童
の
保
護
措
置

・
⾥
親
の
認
定
・
⽀
援

・
児
童
及
び
家
庭
の
調
査
・
判
定

等
に
つ
い
て
の
⾒
識
が
必
要
と
な
る

児
童
相
談
所
に
赴
き
、
実
務
を
通
じ

て
児
童
相
談
所
の
業
務
を
学
ぶ
間
の

代
替
職
員
を
補
助

【
児
童
相
談
所
】

・
要
保
護
児
童
の
保
護
措
置

・
⾥
親
の
認
定
・
⽀
援

・
児
童
及
び
家
庭
の
調
査
・
判
定

等

児
童
相
談
所
に

赴
き
、
実
務
研
修

市
区
の
職
員
を
受
け
入
れ
、
児
童
相
談
所
を
設

置
す
る
に
当
た
り
必
要
と
な
る
知
識
等
に
つ
い

て
、
実
務
を
通
じ
て
助
言
、
指
導

【
市
区
職
員
】

【
代
替
職
員
】

【
補
助
職
員
】

児
童
相
談
所
の
設

置
に
伴
い
増
加
す

る
業
務
に
対
応
す

る
た
め
、
補
助
職

員
を
配
置

（
１
）
④
児
童
相
談
所
の
設
置
促
進

2
.児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応 1
8
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（
１
）
⑥
児
童
相
談
所
全
国
共
通
ダ
イ
ヤ
ル
「
１
８
９
」
の
改
善

オ
ペ
レ
ー
タ
ー
が
住
所
を
聞
き
取
り
、
最
寄
り
の
児
童
相
談
所
へ
電
話
を
つ
な
げ
る

児 童 相 談 所

市
内
局
番
か
ら
自
動
的
に
最
寄
り
の
児
童
相
談
所
を
特
定

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
方
式
（
現
在
の
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
仕
組
み
を
活
用
し
つ
つ
、
携
帯
電
話
等
か
ら
の
入
電
の
み
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
化
）

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

固
定
電
話

児
相
に
つ
な
が
る
ま
で
「
3
0
秒
〜
１
分
5
0
秒
（
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
）
」
（
現
在
）
⇒

３
０
秒
程
度

児
相
に
つ
な
が
る
ま
で
「
1
5
秒
〜
2
8
秒
（
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
）
」
⇒

（
変
更
な
し
）

携
帯
電
話
等

発 信 者

全
入
電
数

（
６
月
）
の

4
0
.3
%

全
入
電
数

（
６
月
）
の

5
9
.7
%

※
仮
に
全
て
を
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
化
し
た
場
合
、
「
固
定
電
話
」
に
つ
い
て
は
、
児
童
相
談
所
へ
つ
な
が
る
ま
で
の
時
間
が
、
現
在
よ
り
も
⻑
く
な
る
ケ
ー
ス
が
あ
る

変
更
な
し

3
0
秒
程
度

☞
改
修
期
間
：
５
ヶ
⽉
程
度

2
.児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応 1
9
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1
,5

1
9

1
,4
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,7

0
7

1
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0
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,4
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3
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,9
8

7
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,4
2

4
2

4
,4

3
1

2
4

,3
6

5
2

3
,9

1
1

2
6

,3
0

2

2
4

,5
1

4

2
1

,1
2

4

2
5

,7
4

2
2

5
,5

7
3

2
2

,8
8

9
2

3
,4

7
4

8
8

9
8

7
8

6
9

2
6

6
7

7
0

3
6

5
8

8
2

6
1

,0
1

1
1

,2
5

4

4
,2

6
3

2
,4

9
2

2
,8

4
7

2
,7

3
9

2
,9

1
1

2
,5

2
7

2
,5

9
8

2
,5

6
4

3
,0

5
1

4
,7

7
8

4
,6

6
0

4
,9

1
6

5
0

.4
%

4
8

.7
%

4
2

.6
%

4
9

.8
%

4
6

.3
%

4
4

.1
%

4
8

.4
%

5
1

.8
%

5
1

.8
%

1
2

.9
%

1
0

.2
%

1
1

.7
%

1
1

.2
%

1
2

.2
%

9
.6

%
1

0
.6

%
1

2
.1

%
1

1
.9

%

1
8

.7
%

2
0

.4
%

2
0

.9
%

0
.0

%

1
0

.0
%

2
0

.0
%

3
0

.0
%

4
0

.0
%

5
0

.0
%

6
0

.0
%

0

5
,0

00

1
0,

00
0

1
5,

00
0

2
0,

00
0

2
5,

00
0

3
0,

00
0

3
5,

00
0

総
入

電
数

正
常

接
続
数

接
続

率

※
N

TT
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ズ
よ
り
デ
ー
タ
提
供

。
※

総
入

電
数

は
、
全

て
の

入
電
数

（
「

0
5

7
0

-0
6

4
-0

0
0
」
の

入
電

を
含
む
）
。

※
正

常
接

続
数

は
、
話

し
中
や

児
童
相

談
所
に
つ
な
が

る
前

に
電

話
を
切

る
等

に
よ
り
正

常
に
つ
な
が

ら
な
か
っ
た
電

話
を
除

い
た
入
電

数
。

※
接

続
率

は
、
接

続
率

（
％

）
＝

正
常

接
続
数

／
総
入

電
数

【
1

8
9
運
用

開
始

前
後

の
正

常
接

続
数
等
の

比
較
】

2
6
年

1
0
月

～
2

7
年

6
月

（
運

用
開

始
前

9
ヶ
月
）

総
入

電
数

：
1

5
,6

2
6
件

正
常

接
続

数
：

7
,5

7
8
件

接
続

率
：

4
8

.5
%
⇓

2
7
年

7
月

～
2

8
年

3
月

（
運

用
開
始

後
9
ヶ
月
）

総
入

電
数

：
2

2
7

,8
0

0
件

⇐
導

入
前

と
比

べ
1
4
.6
倍

正
常

接
続

数
：

2
5

,9
9

2
件

⇐
導

入
前

と
比

べ
3
.4
倍

接
続

率
：

1
1

.4
%

⇐
導

入
前

と
比

べ
3
7
.1
％
減

⇓
2

8
年

４
月

・
５
月

（
1

8
9
の

改
善

後
（
音
声

ガ
イ
ダ
ン
ス
の

短
縮
等

）
）

４
月
：
接

続
率

:1
8

.7
%

５
月

：
接

続
率

：
2

0
.4

%

2
8
年

６
月

接
続

率
：

2
0

.9
%

⇐
1

8
9
運

用
開

始
後

最
高

の
接

続
率

児
童
相
談
所
全
国
共
通
ダ
イ
ヤ
ル
（
１
８
９
）
の
利
⽤
状
況
等

1
8
9
の
⼊
電
数
及
び
接
続
率
の
推
移

1
8
9
の
⼊
電
数
及
び
接
続
率
の
推
移

【
正

常
接

続
数

】
平

成
2

8
年
３
月

：3
,0

5
1
件

→
４
月

：
4

,7
78
件

（1
,7

2
7
件
増

）
→

５
月

：
4

,6
6

0件
（1

1
8
件
減

）
→

６
月

：
4

,9
1

6
件
（

2
56
件

増
）

【
接

続
率

】
平

成
2

8
年
３
月

：1
1
.9
%

→
４
月

：
1

8
.7

%
（

6
.8

%
増
）

→
５
月

：
2

0
.4

%
（

1
.7

%
増

）
６
月

：
2

0
.9
％

（0
.5

%
増

）

2
0
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対
応

現
状
・
課
題

【
改
正
法
】

・
調
整
機
関
に
専
門
職
の
配
置
が
義
務
化

（
平
成
2
9
年
4
⽉
施
⾏
）

・
調
整
機
関
の
専
門
職
に
つ
い
て
、
研
修
受
講
が
義
務

化
（
平
成
2
9
年
4
⽉
施
⾏
）

【
予
算
】

・
義
務
研
修
を
受
講
す
る
職
員
の
代
替
職
員
の
配
置
に

必
要
な
経
費
の
補
助
を
創
設

・
関
係
機
関
職
員
に
⽀
援
内
容
の
ア
ド
バ
イ
ス
等
を
⾏

う
虐
待
対
応
強
化
支
援
員
（
仮
称
）
⼜
は
⼼
理
担
当

職
員
の
配
置
に
必
要
な
経
費
の
補
助
を
創
設

・
都
道
府
県
等
が
要
対
協
調
整
機
関
職
員
向
け
の
研
修

を
実
施
す
る
経
費
の
補
助
を
創
設

【
改
正
法
】

・
市
町
村
が
、
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
た
め
の
拠
点
の
整
備
に
努
め
る
こ
と
が
規

定
（
平
成
2
9
年
4
⽉
施
⾏
）

・
児
童
相
談
所
に
よ
る
指
導
措
置
の
委
託
先
と
し
て
市
町
村
を
追
加
（
公
布
⽇
施
⾏
）

・
一
義
的
な
児
童
相
談
や
子
育
て
支
援
に
よ
り
対
応
す
べ
き
事
案
に
つ
い
て
、
児
童
相
談
所
か
ら

市
町
村
へ
の
送
致
を
新
設
（
平
成
2
9
年
4
⽉
施
⾏
）

【
予
算
】

①
市
町
村
に
お
け
る
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
た
め
の
拠
点
（
仮
称
）
の
創
設

・
市
町
村
が
、
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
支
援
（
実
情
の
把
握
、
情
報
提
供
、
相
談
、
調
査
、

指
導
、
関
係
機
関
と
の
連
絡
調
整
）
を
⾏
う
た
め
の
拠
点
を
運
営
す
る
費
⽤
（
⼈
件
費
等
）

の
補
助
の
創
設
及
び
既
存
の
施
設
の
修
繕
等
に
要
す
る
費
用
の
補
助
を
拡
充
。

②
市
町
村
へ
の
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

・
児
童
相
談
所
に
よ
る
指
導
措
置
の
委
託
等
に
対
応
す
る
た
め
、
市
町
村
に
ス
ー
パ
ー
バ
イ

ザ
ー
を
配
置
す
る
た
め
の
補
助
を
創
設

③
訪
問
型
支
援
の
拡
充
（
⼦
ど
も
・
⼦
育
て
⽀
援
交
付
⾦
の
養
育
⽀
援
訪
問
事
業
）

・
公
的
な
⽀
援
に
つ
な
が
っ
て
い
な
い
児
童
の
い
る
家
庭
や
、
妊
娠
や
⼦
育
て
に
不
安
を
持
ち

支
援
を
希
望
す
る
家
庭
に
つ
い
て
、
養
育
支
援
の
対
象
と
し
て
明
確
化

・
「
育
児
家
事
援
助
」
に
つ
い
て
、
⺠
間
団
体
に
委
託
し
て
事
業
を
⾏
う
場
合
、
運
営
に
必
要

と
な
る
事
務
費
に
係
る
補
助
を
創
設

（
２
）
市
町
村
の
体
制
強
化

(1
)在
宅
⽀
援
の
強
化

・
児
童
相
談
所
が
相
談
対
応
等
を
⾏
っ
た
児
童
の
う
ち
９
割
強
は
、
在
宅
⽀
援
と
な
っ
て
い

る
が
、
そ
の
後
に
親
⼦
の
状
況
が
変
化
し
、
重
篤
な
虐
待
事
例
が
⽣
じ
る
場
合
が
少
な
く

な
い

・
市
町
村
が
、
身
近
な
場
所
で
、
児
童
・
保
護
者
に
寄
り
添
っ
て
継
続
的
に
支
援
し
、
児
童

虐
待
の
発
生
を
防
止
す
る
た
め
、
市
町
村
を
中
⼼
と
し
た
在
宅
⽀
援
を
強
化
す
る
必
要

・
地
域
社
会
か
ら
孤
⽴
し
が
ち
な
⼦
育
て
家
庭
が
存
在
し
て
お
り
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
（
訪
問
型
）

支
援
の
強
化
が
必
要

※
健
診
の
谷
間
に
あ
る
児
童
や
、
保
育
所
・
幼
稚
園
等
に
通
っ
て
い
な
い
児
童
等
の
い
る
家
庭

・
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
が
設
置
さ
れ
て
い
る

市
町
村
で
あ
っ
て
も
、
深
刻
な
ケ
ー
ス
で
連
携
の
漏

れ
が
あ
り
、
責
任
を
も
っ
て
関
係
機
関
の
対
応
を
統

括
す
る
こ
と
が
必
要

・
調
整
機
関
が
、
個
々
の
ケ
ー
ス
に
応
じ
て
関
係
機
関

の
対
応
を
統
括
し
、
実
効
あ
る
役
割
を
果
た
す
た
め

に
は
、
児
童
の
問
題
に
通
じ
た
専
門
性
を
有
す
る
人

材
が
必
要

(２
)要
対
協
の
機
能
強
化
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１
．
要

旨

○
改
正
児
童
福
祉
法
に
お
い
て
、
市
町
村
が
、
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
た
め
の
拠
点
の
整
備
に
努
め
る
こ
と
が
規
定
さ
れ
た
こ
と
を

踏
ま
え
、
市
町
村
が
拠
点
を
設
置
す
る
際
の
財
政
⽀
援
を
⾏
う
。

○
ま
た
、
拠
点
機
能
の
あ
り
方
、
推
進
方
策
に
つ
い
て
は
、
「
市
区
町
村
の
支
援
業
務
の
あ
り
方
に
関
す
る
検
討
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」
に
お
い

て
検
討
を
⾏
い
、
「
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
」
運
営
指
針
（
案
）
が
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
と
こ
ろ
。

２
．
内

容

「
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
」
運
営
指
針
（
案
）
に
基
づ
き
、
国
に
お
い
て
設
置
運
営
要
綱
を
定
め
、
支
援
拠
点
の
運
営
に
要
す
る

人
件
費
等
の
費
用
に
つ
い
て
補
助
を
創
設
す
る
。

設
置
運
営
要
綱
（
案
）
の
主
な
内
容
は
、
以
下
の
と
お
り
。

（
１
）
趣
旨
・
目
的

市
区
町
村
は
、
⼦
ど
も
の
最
も
⾝
近
な
場
所
に
お
け
る
⼦
ど
も
の
福
祉
に
関
す
る
⽀
援
等
に
係
る
業
務
を
⾏
う
こ
と
が
役
割
・
責
務
と
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
⼦
ど
も
と
そ
の
家
庭
及
び
妊
産
婦
等
を
対
象
に
、
実
情
の
把
握
、
⼦
ど
も
等
に
関
す
る
相
談
全
般
か
ら
通
所
・
在
宅
⽀
援
を

中
心
と
し
た
よ
り
専
門
的
な
相
談
対
応
や
必
要
な
調
査
、
訪
問
等
に
よ
る
継
続
的
な
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
業
務
ま
で
を
⾏
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。

こ
の
た
め
、
市
区
町
村
は
、
地
域
の
リ
ソ
ー
ス
や
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
と
有
機
的
に
つ
な
い
で
い
く
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
を
中
心
と
し
た
機
能
を

担
う
拠
点
（
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
。
以
下
「
支
援
拠
点
」
と
い
う
。
）
の
設
置
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
２
）
実
施
主
体

支
援
拠
点
の
実
施
主
体
は
、
市
区
町
村
（
一
部
事
務
組
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
と
す
る
。

た
だ
し
、
市
区
町
村
が
適
切
か
つ
確
実
に
業
務
を
⾏
う
こ
と
が
で
き
る
と
認
め
た
社
会
福
祉
法
⼈
等
に
そ
の
⼀
部
を
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

ま
た
、
小
規
模
や
児
童
人
口
が
少
な
い
市
区
町
村
に
お
い
て
は
、
複
数
の
地
方
自
治
体
が
共
同
で
設
置
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

（
３
）
対

象

市
区
町
村
（
⽀
援
拠
点
）
は
、
管
内
に
所
在
す
る
す
べ
て
の
⼦
ど
も
と
そ
の
家
庭
（
⾥
親
及
び
養
⼦
縁
組
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
妊
産
婦

等
を
対
象
と
す
る
。

（
参
考
）
児
童
福
祉
法
第
十
条
の
二

市
町
村
は
、
前
条
第
⼀
項
各
号
に
掲
げ
る
業
務
を
⾏
う
に
当
た
り
、
児
童
及
び
妊
産
婦
の
福
祉
に
関
し
、
実
情
の
把
握
、
情
報
の
提
供
、
相
談
、

調
査
、
指
導
、
関
係
機
関
と
の
連
絡
調
整
そ
の
他
の
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
た
め
の
拠
点
の
整
備
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
２
）
①
市
町
村
に
お
け
る
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
た
め
の
拠
点
（
仮
称
）
へ
の
運
営
支
援
及
び
整
備
の
推
進
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（
４
）
業
務
内
容

市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
基
盤
に
し
た
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
の
機
能
を
担
い
、
子
ど
も
と
そ
の
家
庭
及
び
妊
産
婦
等
を

対
象
と
し
て
、
そ
の
福
祉
に
関
し
必
要
な
⽀
援
に
係
る
業
務
全
般
を
⾏
う
。

ま
た
、
今
般
の
児
童
福
祉
法
等
改
正
を
踏
ま
え
、
要
⽀
援
児
童
若
し
く
は
要
保
護
児
童
及
び
そ
の
家
庭
⼜
は
特
定
妊
婦
（
以
下
「
要
⽀
援
児
童

及
び
要
保
護
児
童
等
」
と
い
う
。
）
を
対
象
と
し
た
「
②
要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
へ
の
支
援
業
務
」
に
つ
い
て
強
化
を
図
る
。

具
体
的
に
は
、
①
子
ど
も
家
庭
支
援
全
般
に
係
る
業
務
（
実
情
の
把
握
、
情
報
の
提
供
、
相
談
等
へ
の
対
応
、
総
合
調
整
）
、
②
要
支
援
児
童

及
び
要
保
護
児
童
等
へ
の
支
援
業
務
（
危
機
判
断
と
そ
の
対
応
、
調
査
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
、
支
援
計
画
の
作
成
等
、
支
援
及
び
指
導
等
、
都
道
府
県

（
児
童
相
談
所
）
に
よ
る
指
導
措
置
の
委
託
を
受
け
て
市
区
町
村
が
⾏
う
指
導
）
、
③
関
係
機
関
と
の
連
絡
調
整
、
④
そ
の
他
の
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
。

（
５
）
類

型

支
援
拠
点
は
、
児
童
人
口
規
模
に
応
じ
て
、

①
小
規
模
Ａ
型
【
児
童
人
口
概
ね
0
.9
万
人
未
満
（
人
口
約
5
.6
万
人
未
満
）
当
た
り
１
か
所
】

②
小
規
模
Ｂ
型
【
児
童
人
口
概
ね
0
.9
万
人
以
上
1
.8
万
人
未
満
（
人
口
約
5
.6
万
人
以
上
約
1
1
.3
万
人
未
満
）
当
た
り
１
か
所
】

③
小
規
模
Ｃ
型
【
児
童
人
口
概
ね
1
.8
万
人
以
上
2
.7
万
人
未
満
（
人
口
約
1
1
.3
万
人
以
上
約
1
7
万
人
未
満
）
当
た
り
１
か
所
】

④
中
規
模
型

【
児
童
人
口
概
ね
2
.7
万
人
以
上
7
.2
万
人
未
満
（
人
口
約
1
7
万
人
以
上
約
4
5
万
人
未
満
）
当
た
り
１
か
所
】

⑤
大
規
模
型

【
児
童
人
口
概
ね
7
.2
万
人
以
上
（
人
口
約
4
5
万
人
以
上
）
当
た
り
１
か
所
】

以
上
５
類
型
を
基
本
と
す
る
。

ま
た
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
⼩
規
模
型
の
⼩
規
模
市
・
町
村
部
に
お
い
て
は
、
２
次
医
療
圏
を
単
位
と
し
た
広
域
で
の
設
置
、
中
規
模
型

及
び
大
規
模
型
の
市
部
に
お
い
て
は
、
区
域
等
に
応
じ
て
複
数
の
支
援
拠
点
の
設
置
な
ど
の
方
法
も
考
え
ら
れ
る
。
特
に
、
指
定
都
市
に
お
い
て
は
、

⾏
政
区
ご
と
に
設
置
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

（
６
）
職
員
配
置
等

支
援
拠
点
に
は
、
原
則
と
し
て
、
①
⼦
ど
も
家
庭
⽀
援
員
、
②
⼼
理
担
当
⽀
援
員
、
③
虐
待
対
応
専
門
員
の
職
務
を
⾏
う
職
員
を
置
く
も
の
と
し
、

必
要
に
応
じ
て
、
④
安
全
確
認
対
応
職
員
、
⑤
事
務
処
理
対
応
職
員
を
置
く
こ
と
が
で
き
、
職
員
の
そ
れ
ぞ
れ
の
主
な
職
務
、
資
格
等
に
つ
い
て
は
、

以
下
の
と
お
り
と
す
る
。

①
子
ど
も
家
庭
支
援
員

○
職

務
：
実
情
の
把
握
、
相
談
対
応
、
総
合
調
整
、
調
査
・
支
援
及
び
指
導
等
、
他
関
係
機
関
等
と
の
連
携

な
ど

○
資
格
等
：
社
会
福
祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
、
医
師
、
保
健
師
、
保
育
士
等

（
な
お
、
当
分
の
間
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
研
修
を
受
け
た
者
も
認
め
る
。
）

②
⼼
理
担
当
⽀
援
員

○
職

務
：
⼼
理
ア
セ
ス
メ
ン
ト
、
⼦
ど
も
や
保
護
者
等
の
⼼
理
的
側
⾯
か
ら
の
ケ
ア

な
ど

○
資
格
等
：
⼤
学
や
⼤
学
院
に
お
い
て
、
⼼
理
学
を
専
修
す
る
学
科
⼜
は
こ
れ
に
相
当
す
る
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者
等
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③
虐
待
対
応
専
門
員

○
職

務
：
虐
待
相
談
、
虐
待
が
認
め
ら
れ
る
家
庭
等
へ
の
支
援
、
児
童
相
談
所
、
保
健
所
、
保
健
セ
ン
タ
ー
な
ど
関
係
機
関
と
の
連
携
及
び

調
整

な
ど

○
資
格
等
：
社
会
福
祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
、
医
師
、
保
健
師
等

（
な
お
、
当
分
の
間
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
研
修
を
受
け
た
者
も
認
め
る
。
）

主
な
職
員
の
最
低
配
置
人
数
は
以
下
の
と
お
り

（
７
）
施
設
・
設
備

支
援
拠
点
に
は
、
相
談
室
（
相
談
の
秘
密
が
守
ら
れ
る
こ
と
）
、
親
⼦
の
交
流
ス
ペ
ー
ス
、
事
務
室
、
そ
の
他
必
要
な
設
備
を
設
け
る
こ
と
を
標
準
と
す
る
。

な
お
、
⽀
援
拠
点
と
し
て
の
機
能
を
効
果
的
に
発
揮
す
る
た
め
に
は
、
⼀
定
の
独
⽴
し
た
ス
ペ
ー
ス
を
確
保
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

た
だ
し
、
新
た
に
施
設
を
設
置
（
整
備
）
す
る
の
で
は
な
く
、
既
存
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
機
関
の
機
能
を
活
用
し
て
実
施
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

子
ど
も
家
庭
支
援
員

⼼
理
担
当
⽀
援
員

虐
待
対
応
専
門
員

合
計

小
規
模
型

小
規
模
Ａ
型

常
時
２
名
（
１
名
は
非
常
勤
可
）

―
―

常
時
２
名

小
規
模
Ｂ
型

常
時
２
名
（
１
名
は
非
常
勤
可
）

―
常
時
１
名
（
非
常
勤
可
）

常
時
３
名

小
規
模
Ｃ
型

常
時
２
名
（
１
名
は
非
常
勤
可
）

―
常
時
２
名
（
非
常
勤
可
）

常
時
４
名

中
規
模
型

常
時
３
名
（
１
名
は
非
常
勤
可
）

常
時
１
名
（
非
常
勤
可
）

常
時
２
名
（
非
常
勤
可
）

常
時
６
名

大
規
模
型

常
時
５
名
（
１
名
は
非
常
勤
可
）

常
時
２
名
（
非
常
勤
可
）

常
時
４
名
（
非
常
勤
可
）

常
時
１
１
名

（
注
）
小
規
模
Ｂ
型
以
上
の
類
型
か
つ
児
童
千
人
当
た
り
の
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
が
全
国
平
均
を
上
回
る
市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）
は
、
児
童
相
談

所
の
児
童
福
祉
司
の
配
置
基
準
の
算
定
を
準
用
し
た
算
式
で
算
定
さ
れ
た
人
数
を
、
虐
待
対
応
専
門
員
の
類
型
ご
と
の
最
低
配
置
人
数
に
上
乗
せ
し
て

配
置
す
る
こ
と
。
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都 道 府 県市 区 町 村

市
区
町
村
に
お
け
る
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
⽀
援
を
⾏
う
体
制
の
関
係
整
理
（
イ
メ
ー
ジ
図
）

○
子
ど
も
家
庭
支
援
全
般
に
係
る
業
務

・
実
情
の
把
握
、
情
報
の
提
供
、
相
談
等
へ
の
対
応
、
総
合
調
整

○
要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
へ
の
支
援
業
務

・
危
機
判
断
と
そ
の
対
応
、
調
査
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
、
支
援
計
画
の

作
成
等
、
支
援
及
び
指
導
等
、
児
童
相
談
所
の
指
導
措
置
委
託
を
受
け
て
市
区
町
村
が
⾏
う
指
導

○
関
係
機
関
と
の
連
絡
調
整

○
そ
の
他
の
必
要
な
支
援

・
一
時
保
護
又
は
措
置
解
除
後
の
児
童
等
が
安
定
し
た
生
活
を
継
続
し
て
い
く
た
め
の
支
援

他

○
相
談
、
養
育
環
境
等
の
調
査
、
専
門
診
断
等
（
児
童
や
家
族
へ
の
援
助
方
針
の
検
討
・
決
定
）

○
一
時
保
護
、
措
置
（
⾥
親
委
託
、
施
設
⼊
所
、
在
宅
指
導
等
）

○
市
区
町
村
援
助
（
市
区
町
村
相
互
間
の
連
絡
調
整
、
情
報
提
供
等
必
要
な
援
助
）

等

○
妊
娠
期
か
ら
子
育
て
期
に
わ
た
る
総
合
的
相
談
や
支
援
を
実
施

・
妊
産
婦
等
の
支
援
に
必
要
な
実
情
の
把
握

・
妊
娠
・
出
産
・
育
児
に
関
す
る
相
談
に
応
じ
、
必
要
な
情
報
提
供
・
助
言
・
保
健
指
導

・
関
係
機
関
と
の
連
絡
調
整

・
支
援
プ
ラ
ン
の
策
定

児
童
相
談
所
（
一
時
保
護
所
）

要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関

・
責
任
を
も
っ
て
対
応
す
べ
き

支
援
機
関
を
選
定

→
主
担
当
機
関
が
中
心
と
な
っ

て
支
援
方
針
・
計
画
を
作
成

・
⽀
援
の
進
⾏
状
況
確
認
等
を

管
理
・
評
価

・
関
係
機
関
間
の
調
整
、
協
⼒

要
請

等

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
・
児
童
館

医
療
機
関

保
育
所
・
幼
稚
園

学
校
・
教
育
委
員
会

⺠
⽣
児
童
委
員

⾥
親

乳
児
院

児
童
養
護
施
設

児
童
⼼
理
治
療
施
設

警
察

児
童
相
談
所

利
⽤
者
⽀
援
機
関

支
援

拠
点
（

主
に
児

童
福
祉

担
当
課

）
が
調

整
機
関

の
主
担

当
機
関

を
担

う
こ

と
で

、
支

援
の
一

体
性
、

連
続
性

を
確
保

し
、
児

童
相
談

所
と
の

円
滑
な

連
携
・

協
働

の
体

制
を

推
進

弁
護
士
会

役
割

分
担

・
連

携
を

図
り
つ

つ
、
常

に
協
働

し
て
支

援
を

実
施

⺠
間
団
体

・
実
施
主
体
は
市
区
町
村

（
業
務
の
一
部
委
託
可
）

・
複
数
の
市
区
町
村
に

よ
る
共
同
設
置
可

○
関
係
機
関
が
情
報
を
共
有
し
、
連
携
し
て
対
応

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会

市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
（
案
）

同
一
の

主
担

当
機
関

が
、

２
つ

の
機

能
を
担

い
一
体

的
に
支

援
を
実

施
※
た

だ
し

、
大
規
模

市
部
等
で

は
、

そ
れ

ぞ
れ
別

の
主
担
当

機
関
が

機
能
を
担

い
、
適
切

に
情
報

を
共
有

し
な
が
ら

、
子
ど
も

の
発

達
段

階
や
家

庭
の
状
況

等
に
応

じ
て
支
援

を
継
続
し

て
実
施

リ ス ク の 程 度低
⼦
育
て
世
代
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
（
⺟
⼦
健
康
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー
）

高

保
健
機
関

2
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・
市
町
村
が
適
切
な
相
談
⽀
援
を
実
施
で

き
る
よ
う
、
市
町
村
が
支
援
を
実
施
す

る
に
当
た
り
、
職
員
に
助
⾔
を
⾏
う
、

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
を
配
置

・
児
童
相
談
所
に
よ
る
指
導
措
置
（
通
所
・
在
宅
）
に
つ
い
て
、

委
託
先
と
し
て
市
町
村
を
追
加
【
公
布
⽇
施
⾏
】

・
一
義
的
な
児
童
相
談
や
子
育
て
支
援
に
よ
り
対
応
す
べ
き
事
案

に
つ
い
て
、
児
童
相
談
所
か
ら
市
町
村
へ
の
送
致
を
新
設

【
平
成
2
9
年
4
⽉
施
⾏
】

〈
イ
メ
ー
ジ
図
〉

・
児
童
相
談
所
・
市
町
村
の
間
で
虐
待
事
案
の
評
価
に
関
す
る
共
通
基
準
（
尺
度
）
が
な
く
、
対
応
の
漏
れ
や
、
虐
待
事
案
の
軽
重
と
対

応
機
関
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
が
生
じ
て
い
る

・
児
童
相
談
所
が
相
談
対
応
等
を
⾏
っ
た
児
童
の
う
ち
多
く
（
９
割
強
）
は
、
施
設
⼊
所
等
措
置
を
採
る
に
⾄
ら
ず
在
宅
⽀
援
と
な
っ
て

い
る
が
、
そ
の
後
に
親
⼦
の
状
況
が
変
化
し
、
重
篤
な
虐
待
事
例
が
⽣
じ
る
場
合
が
少
な
く
な
い

・
市
町
村
が
、
身
近
な
場
所
で
、
児
童
・
保
護
者
を
積
極
的
に
支
援
し
、
児
童
虐
待
の
発
生
を
防
止
す
る
た
め
、
市
町
村
を
中
心
と
し

た
在
宅
⽀
援
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
る

現
状
・
課
題

改
正
法
に
よ
る
対
応

・
市
町
村
が
適
切
な
相
談
⽀
援
を
実
施
で
き
る
よ
う
、
市
町
村

が
⽀
援
を
実
施
す
る
に
当
た
り
、
職
員
に
助
⾔
を
⾏
う
ス
ー

パ
ー
バ
イ
ザ
ー
（
児
相
O
B
等
）
の
配
置
に
必
要
な
経
費
の
補
助

を
創
設

予
算
措
置
に
よ
る
対
応

市
町
村

市
町
村

送
致

児
童
・
保
護
者
に
対
し
、
以
下
の
よ
う
な
在
宅
⽀
援
を
実
施

・
広
域
的
な
実
情
把
握

・
調
査
、
判
定
に
基
づ
く
指
導

・
よ
り
専
門
的
な
相
談

・
そ
の
他
広
域
的
・
専
門
的
な
支
援

等

※
児
童
相
談
所
の
責
任
の
下
、
市
町
村
に
委
託
し
て
指
導
措
置
を
実

施

児
童
・
保
護
者
に
対
し
、
以
下
の
よ
う
な
在
宅
⽀
援
を
実
施

・
実
情
把
握

・
情
報
提
供

・
相
談
対
応

・
連
絡
調
整

・
養
育
支
援

・
そ
の
他
必
要
な
支
援

等

※
児
童
相
談
所
か
ら
委
託
を
受
け
て
、
通
所
・
在
宅
に
よ
る
指
導
措

置
を
実
施

委
託

・
児
童
相
談
所
Ｏ
Ｂ
等

児
童
相
談
所

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

（
２
）
②
市
町
村
へ
の
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

2
.児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応
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・
調
整
機
関
に
専
門
職
の
配
置
を
義
務
付
け

・
調
整
機
関
に
配
置
さ
れ
る
専
門
職
に
、
研
修
受
講
を
義
務
付
け

【
2
9
年
4
⽉
施
⾏
】

➀
義
務
研
修
を
受
講
す
る
専
門
職
の
代
替
職
員
の
配
置
に
必
要
な
経
費
の

補
助
を
創
設

➁
要
対
協
調
整
機
関
職
員
が
関
係
機
関
職
員
に
⽀
援
内
容
の
ア
ド
バ
イ
ス

等
を
⾏
う
虐
待
対
応
強
化
⽀
援
員
（
仮
称
)（
児
相
O
B
・
ソ
ー
シ
ャ
ル

ワ
ー
カ
ー
等
）
⼜
は
⼼
理
担
当
職
員
の
配
置
に
必
要
な
経
費
の
補
助
を

創
設

➂
都
道
府
県
等
が
要
対
協
調
整
機
関
職
員
向
け
の
研
修
を
実
施
す
る
経
費

の
補
助
を
創
設

〈
イ
メ
ー
ジ
図
〉

➂
調
整
機
関
の
職
員
を
対
象
と
し
た

研
修
の
実
施

・
児
童
福
祉
法
や
個
人
情
報
保
護
法
等

の
基
礎
知
識

・
関
係
機
関
を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
す
る

知
識
、
技
術

等

【
調
整
機
関
の
専
門
職
】

・
研
修
受
講
を
義
務
付
け

義
務
研
修

➀
代
替
職
員
の
配
置

・
調
整
機
関
の
専
門
職
の

義
務
研
修
受
講
に
伴
う

代
替
職
員
の
配
置

➁
虐
待
対
応
強
化
⽀
援
員
（
仮
称
）

⼜
は
⼼
理
担
当
職
員
の
配
置

・
要
対
協
を
よ
り
効
果
的
に
運

用
す
る
た
め
、
児
童
福
祉
司

等
で
ノ
ウ
ハ
ウ
を
有
す
る
者

を
配
置

・
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
が
設
置
さ
れ
て
い
る
市
町
村
で
あ
っ
て
も
、
深
刻
な
ケ
ー
ス
で
連
携
の
漏
れ
が
指
摘
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
、
責
任
を
も
っ
て

関
係
機
関
の
対
応
を
統
括
す
る
こ
と
が
必
要
。

・
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
が
、
個
々
の
ケ
ー
ス
に
応
じ
て
関
係
機
関
の
対
応
を
統
括
し
、
実
効
あ
る
役
割
を
果
た
す
た
め
に
は
、
児
童
の
問
題
に
通
じ
た

専
門
性
を
有
す
る
人
材
が
必
要
。

現
状
・
課
題

改
正
法
に
よ
る
対
応

予
算
措
置
に
よ
る
対
応

【
調
整
機
関
】

【
都
道
府
県
】

（
２
）
③
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
機
能
強
化

2
.児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応
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○
親

子
関

係
再

構
築

に
つ
い
て
、
保

護
者

の
意

向
に
左

右
さ
れ

る
こ
と
等

に
よ
り
、
実

効
あ
る
支

援
が
十

分
行

わ
れ

て
い
な
い
ほ
か
、
支

援

の
際

の
関

係
機

関
間

の
連

携
が
不

十
分

。

○
措

置
を
解

除
し
た
後

に
、
よ
り
深

刻
な
虐

待
が
発

生
す
る
ケ
ー
ス
が
み

ら
れ

る
。

児
童

相
談

所
や

市
町

村
の
み

な
ら
ず
、
児

童
を
現

に
養

育
す
る
施

設
や

里
親

も
、
積

極
的

に
親

子
関

係
再

構
築

支
援

を
行

う
と
と
も

に
、
都

道
府

県
が
措

置
を
解

除
す
る
に
当

た
っ
て
は
、
継

続
的

な
フ
ォ
ロ
ー
を
行

う
必

要
が
あ
る
。

課 題 ○
親

子
関

係
再

構
築

支
援

に
つ
い
て
、
児

童
相

談
所

、
市

町
村

、
施

設
、
里

親
な
ど
の

関
係

機
関

等
が

連
携

し
て
行

う
べ

き
旨

を
明

確
化

す
る
。

○
措

置
の

解
除

に
当

た
っ
て
、
以

下
の

取
組

を
実

施
す
る
。

・
措

置
解

除
時

、
児

童
相

談
所

が
保

護
者

に
対

し
、
児

童
へ

の
接

し
方

等
の

助
言

・
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
実

施
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
等

に
委

託
可

）
・
措

置
解

除
後

の
一

定
期

間
、
児

童
相

談
所

は
地

域
の

関
係

機
関

と
連

携
し
、
定

期
的

な
児

童
の

安
全

確
認

、
保

護
者

へ
の

相
談

・
支

援
等

を
実

施
※

併
せ

て
、
児

童
相

談
所
の

体
制

強
化
・
専
門
性

向
上
に
よ
る
保

護
者
へ

の
継
続

的
な
指

導
等

の
実
施

、
親

子
関

係
再

構
築

プ
ロ
グ
ラ
ム
の

充
実

を
含

む
国

の
調

査
・
研

究
の

推
進

、
一
時

保
護
・
保
護

者
指
導

等
へ

の
裁

判
所
の

関
与

の
在

り
方
の

検
討
等

に
取

り
組

む
。

改
正
法
に
よ
る
対
応

親
子

の
再

統
合

児
童

相
談

所
に
よ
る

定
期

的
な
連

絡
・
訪

問
、

相
談

支
援

児
童
相

談
所
に
よ
る
一

時
保
護

や
施

設
等

入
所
措

置
の
解

除

児
童

相
談

所
に
よ
る

助
言

・
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

※
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
等

に
委

託
可

市
町

村
、
児

童
養
護
施
設

、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

等
の

関
係
機
関
と
連
携
し
て
対
応

児
童

相
談
所

に
よ
る
一

時
保

護
や
施

設
等

入
所

措
置
の

実
施

※
保

護
者

指
導

（
親

子
関
係

再
構

築
支
援

を
含

む
。
）
を
同
時

に
実
施

親
子
関
係
再
構
築
支
援
の
イ
メ
ー
ジ
図

支
援

全
般

に
つ
い
て
、
関

係
機

関
等

が
連
携

し
て
対

応

（
１
）
親
子
関
係
再
構
築
の
支
援
【
平
成
2
8
年
1
0
⽉
施
⾏
・
児
童
虐
待
防
⽌
法
】

○
親

子
再

構
築

の
た
め
に
重

要
な
要

素
で
あ
る
、
保

護
者

指
導

に
つ
い
て
、
個

々
の

状
況

に
応

じ
た
継

続
的

な
指

導
が

実
施

で
き
る
よ
う
、
そ
の

保
護

者
に
対

し
寄

り
添

っ
た
指

導
を
行

え
る
保

護
者

指
導

支
援

員
を
配

置
。
（
児

童
相

談
所

１
ヶ
所

当
た
り
1
,5
0
6
千
円
→

3
,5
2
8
千

円
）

○
措

置
解

除
後

に
お
け
る
定

期
的

な
連

絡
・
訪

問
・
相

談
支

援
を
実

施
す
る
。
（
児

童
相

談
所

１
ヶ
所

当
た
り
7
0
6
千

円
→

8
8
6
千

円
）

予
算
措
置
に
よ
る
対
応

3
.被
虐
待
児
へ
の
⾃
⽴
⽀
援

2
8

ITUVL
スタンプ



一 時 保 護

（ 必 要 に 応 じ て ）

判 定 ・ 援 助 方 針 会 議

受 理

調 査

段 階 的 親 子 交 流

判 定 ・ 援 助 方 針 会 議

家 庭 復 帰 （ 措 置 解 除 等 ）

施 設 入 所 ・ 里 親 委 託 等 措 置

（
参

考
）
児

童
相

談
所

で
の

児
童

虐
待

に
お
け
る
親

子
関

係
再

構
築

に
向

け
た
取

組
児
童

相
談

所
の

業
務

親
子

再
構

築
に
向

け
た
支
援

保
護

者
支

援
プ
ロ
グ
ラ
ム
実

施
継

続
的

な
訪

問
相

談
、
助

言
安

全
確

認
民
間

委
託
可

市
町

村
等

と
連
携

保
護

者
指

導
（

N
P

O
等

に
委

託
可

）
予

算
の

充
実

保
護

者
指

導
（

N
P

O
等

に
委

託
可

）

面
会
・
外

出
・
外

泊
な
ど
を
行

い

施
設
等

の
意

見
を
十

分
に
反
映

し
て
家

庭
復

帰
を
判

断

順 調 な 場 合 ６ ヶ 月 で 解 除

ア フ タ ー ケ ア ・ 在 宅 支 援

（ 児 童 福 祉 司 指 導 等 ）

施
設

・
里
親

と

情
報

共
有
の

う
え

随
時
ア
セ
ス
メ
ン
ト

・
子

へ
の
支

援
・
保

護
者
支

援

・
保

護
者
以

外
の

親
族

へ
の

支
援

要
対

協
登

録
個

別
ケ
ー
ス
検

討
会

議
家

庭
復

帰
後

の
体

制
整

備

・
生
育

歴
・
生
活
歴
の

把
握

・
心
理

診
断
、
医
学

診
断
、
行
動

観
察

の
実
施

・
本
家

庭
に
必

要
な
支
援

及
び

現
状
取
り
う
る
サ
ポ
ー
ト
体
制

の
確

認

・
個

別
の
面

接
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
継

続
・
地

域
機

関
に
よ
る
援
助

、
在

宅
サ

ー
ビ
ス
の

活
用

・
親

子
グ
ル

ー
プ
へ

の
参

加
な
ど

・
関

係
機
関

か
ら
の

情
報
収

集
・
保

護
者
・
子
ど
も
と
の

面
接
、
指

導
・
子

ど
も
・
保
護

者
へ

の
ア
セ
ス
メ
ン
ト

一
時
保

護
の
必

要
性

を
判
断

新
規

予
算

2
9
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○
平

成
２

８
年

通
常

国
会

に
お

い
て

成
立

し
た

改
正

児
童

福
祉

法
に

お
い

て
、

都
道

府
県

（
児

童
相

談
所

）
の

業
務

と
し

て
、

里
親

の
開

拓
か

ら
児

童
の

自
立

支
援

ま
で

の
一

貫
し

た
里

親
支

援
及

び
養

子
縁

組
に

関
す

る
相

談
・

支
援

が
位

置
付

け
ら

れ
た

こ
と

に
伴

い
、

従
来

の
里

親
支

援
機

関
事

業
を

拡
充

の
上

、
名

称
変

更
し

、
里

親
制

度
の

普
及

促
進

に
よ

る
新

規
里

親
の

開
拓

、
里

親
と

児
童

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
、

委
託

児
童

に
係

る
自

立
支

援
計

画
策

定
、

委
託

後
の

相
談

支
援

等
及

び
養

子
縁

組
に

関
す

る
相

談
・

支
援

を
行

う
里

親
支

援
事

業
（

仮
称

）
を

創
設

す
る

。

施
策

の
目

的

現
⾏
（
平
成
2
8
年
度
）

平
成
2
9
年
度

名
称

⾥
親
⽀
援
機
関
事
業

⾥
親
⽀
援
事
業
（
仮
称
）

実
施
主
体

都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市

（
⾥
親
会
、
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
、
児
童
養
護

施
設
、
乳
児
院
等
に
委
託
可
）

同
左

事
業
の
内
容

・
⾥
親
制
度
の
普
及
啓
発
、
研
修
の
実
施

・
⾥
親
委
託
⽀
援

・
⾥
親
へ
の
訪
問
⽀
援
、
⾥
親
の
相
互
交
流

・
未
委
託
⾥
親
へ
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

・
共
働
き
家
庭
へ
の
⾥
親
委
託
促
進
（
モ
デ
ル
事
業
）

・
マ
ッ
チ
ン
グ
・
⾃
⽴
⽀
援
計
画
作
成

※
2
8
年
度
に
追

加

・
⾥
親
制
度
の
普
及
啓
発
、
研
修
の
実
施

・
⾥
親
委
託
⽀
援

・
⾥
親
へ
の
訪
問
⽀
援
、
⾥
親
の
相
互
交
流

・
未
委
託
⾥
親
へ
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

・
共
働
き
家
庭
へ
の
⾥
親
委
託
促
進
（
モ
デ
ル
事
業
）

・
マ
ッ
チ
ン
グ
・
⾃
⽴
⽀
援
計
画
作
成

・
養
子
縁
組
相
談
支
援

相
談
員
の
配
置

⾥
親
委
託
等
推
進
員
（
非
常
勤
１
名
）

⾥
親
ト
レ
ー
ナ
ー
（
⾮
常
勤
１
名
）
※
１

委
託
調
整
員
（
常
勤
１
名
）
※
２

調
整
補
助
員
（
非
常
勤
１
名
）
※
２

⾥
親
相
談
⽀
援
員
（
常
勤
１
名
）

⼼
理
⾯
か
ら
の
訪
問
⽀
援
員
（
常
勤
１
名
⼜
は
⾮
常
勤
１
名
）

⾥
親
ト
レ
ー
ナ
ー
（
⾮
常
勤
１
名
）
※
１

委
託
調
整
員
（
常
勤
１
名
）
※
２

調
整
補
助
員
（
非
常
勤
１
名
）
※
２

⾥
親
の
新
規

開
拓
か
ら
⾃

⽴
⽀
援
ま
で

一
貫
し
た

支
援
が
可
能

※
１
：
未
委
託
⾥
親
へ
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
実
施
す
る
場
合
に
配
置

※
２
：
マ
ッ
チ
ン
グ
・
⾃
⽴
⽀
援
計
画
作
成
を
実
施
す
る
場
合
に
配
置

内
容

（
２
）
①
⾥
親
⽀
援
事
業
（
仮
称
）
の
創
設

3
.被
虐
待
児
へ
の
⾃
⽴
⽀
援
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②
⽣
活
相
談
・
就
労
相
談
を
利
⽤
可

③
⾝
元
保
証
を
利
⽤
可

①
居
住
支
援

・
進
学
又
は
就
職
し
一
般
の
賃
貸
物
件
を
実
施
主
体
が
賃
借
し
て
居
住
。
家
賃
は
貸
付
事
業
を

活
用
。

・
進
学
し
た
が
中
退
し
た
者

②
生
活
相
談
・
就
労
相
談
（
必
須
）
⇒
別
紙

③
⾝
元
保
証
を
利
⽤
可

①
居
住
支
援

・
⾥
親
家
庭
⼜
は
施
設
（
定
員
外
で
⼀
定
枠
を
確
保
）
に
居
住
。

・
本
事
業
の
た
め
に
確
保
し
た
部
分
は
本
事
業
に
よ
り
補
助

①
生
活
費
支
援

・
進
学
し
た
が
引
き
続
き
支
援
が
必
要
な
者
（
一
部
自
己
負
担
有
り
）

・
進
学
、
就
職
し
て
い
な
い
者
（
全
額
を
補
助
）

②
生
活
相
談
・
就
労
相
談
（
必
須
）
⇒
別
紙

③
⾝
元
保
証
を
利
⽤
可

1
8
歳
（
又
は
2
0
歳
）

2
2
歳
の
年
度
末

措 置 終 了

家
庭
養
護

施
設
養
護

又
は

⾥
親
家
庭
・
施
設

一
般
の
住
居

※
個
々
の
支
援
内
容
に
応
じ
て

⺠
間
団
体
へ
の
委
託
も
可

※
実
施
主
体
は
、
都
道
府
県
、

指
定
都
市
、
児
童
相
談
所

設
置
市
、
市
町
村
（
市
町

村
は
③
の
み
実
施
可
）

一
般
の
住
居

例
１

貸
付
事
業
を
利
⽤
可

※
親
族
等
と
同
居
す
る
場
合
を
含
む

（
そ
の
場
合
は
②
⽣
活
相
談
・
就
労
相
談
の
利
⽤
可
）

例
２

例
３

一
般
の
住
居

3
1

継 続 支 援 計 画 の 作 成

（ 本 人 の 同 意 を 得 る ）

必 要 に 応 じ て 一 般 施 策 に 移 行

（ 生 活 困 窮 者 自 立 支 援 制 度 な ど ）

⽣
活
困
窮
者
⾃
⽴
⽀
援

制
度
等
に
よ
る
⽀
援
の

必
要
性
が
⾒
込
ま
れ
る

場
合
に
は
、
継
続
支
援

計
画
に
そ
の
利
⽤
を
位

置
付
け
、
段
階
的
に
利

用
開
始

児
相
が
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を

⾏
い
、
そ
の
結
果
を
踏
ま

え
、
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
は
、
本
人
、
⾥
親
等
、

施
設
の
意
⾒
を
聞
き
な
が

ら
継
続
支
援
計
画
を
作
成

社
会
的
養
護
⾃
⽴
⽀
援
事
業
（
仮
称
）
の
創
設
（
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
）

○
平

成
２

８
年

通
常

国
会
に

お
い

て
成

立
し

た
改

正
児

童
福

祉
法

に
お

い
て

、
児

童
自

立
生

活
援

助
事

業
（

自
立
援

助
ホ

ー
ム

）
の

対
象

者
に

、
２

２
歳

の
年

度
末

ま
で

の
間

に
あ

る
大

学
等

就
学

中
の

者
が
追

加
さ
れ

た
こ

と
と

併
せ

て
、

里
親
等

へ
の

委
託

や
、
児

童
養

護
施

設
等
へ

の
施

設
入

所
措

置
を

受
け

て
い

た
者

に
つ

い
て

、
１

８
歳

（
措

置
延

長
の

場
合

は
２

０
歳
）
到
達

後
も
原
則

２
２
歳
の

年
度

末
ま
で
、

引
き
続
き
必
要

な
支

援
を
受

け
る
こ
と
が

で
き

る
事
業
と

し
て

、
社
会

的
養

護
自

立
支

援
事

業
（
仮

称
）

を
創

設
す

る
。

施
策
の

目
的

3
1
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生
活
相
談
・
就
労
相
談
（
イ
メ
ー
ジ
）

対
象

者

退
所
前
の
ソ
ー

シ
ャ
ル
ス
キ
ル

ト
レ
ー
ニ
ン
グ

等

担
当
児
童
福
祉
司

支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

・
継
続
支
援
計
画
を
作
成

・
生
活
や
就
労
面
か
ら
の
支
援
を
フ
ォ
ロ
ー

就
労
支
援
担
当
職
員

・
就
労
面
か
ら
の
支
援

都
道
府
県
・
児
童
相
談
所

生
活
相
談
・
就
労
相
談

⾃
⽴
⽀
援
担
当
職
員

児
童
指
導
員
・
保
育
士

施
設

⑤ 相 談

⑤ 支 援

相
談
支
援
担
当
職
員

・
主
に
生
活
面
か
ら
の
支
援

⑤ 居 住 支 援 ・ 生 活 費 支 援

③ 事 業 利 用 決 定 （ 原 則 措 置 期 間 中 に 行 う ）

② 事 業 利 用 申 請 （ 原 則 措 置 期 間 中 に 行 う ）

養
育
者

⾥
親

⾥
親
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム

支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
、
本
人
、

児
童
福
祉
司
、
⾥
親
等
、
施
設
職
員

の
意
⾒
を
聞
い
て
、
計
画
を
作
成
し
、

本
人
同
意
を
得
る

④
継
続
支
援
計
画
の
作
成

（
原
則
措
置
期
間
中
）

① 委 託

想
定
さ
れ
る
受
託
機
関

・
現
⾏
の
退
所
児
童
等
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
事
業
者

・
⽣
活
困
窮
者
⾃
⽴
⽀
援
制
度
に
お
け
る
⾃
⽴

相
談
支
援
機
関

（ 相 談 ）

（ 支 援 ）

① 委 託

⾥
親
家
庭
・
施
設
に

居
住
継
続
の
場
合
の

居
住
支
援

3
2
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義
務
研
修
等
の
実
施
体
制
に
つ
い
て

○
改
正
児
童
福
祉
法
で
は
、
児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修
、
児
童
福
祉
司
の
任
用
後
研
修
、
社
会
福
祉
主
事
を
児
童
福
祉
司
と
し
て
任
用
す
る
場
合
の
任
用

前
講
習
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
調
整
機
関
に
配
置
さ
れ
る
専
門
職
の
任
用
後
研
修
が
義
務
化
さ
れ
る
。

○
研
修
の
実
施
に
際
し
て
は
、
都
道
府
県
等
が
実
施
す
る
研
修
体
系
の
整
理
を
⾏
う
と
と
も
に
、
研
修
実
施
に
関
す
る
都
道
府
県
等
へ
の
補
助
の
充
実
、
⼦
ど
も
の
虹

情
報
研
修
セ
ン
タ
ー
等
の
研
修
実
施
機
関
に
お
け
る
研
修
体
制
の
強
化
を
図
る
。

義
務
研
修
の
内
容

平
成
2
9
年
度
に
お
け
る
対
応

都 道 府 県 等 市 町 村

児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修
実
施
機
関

①
児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修

・
子
ど
も
の
虹
情
報
研
修
セ
ン
タ
ー

【
現
⾏
】
定
員
8
0
名
で
年
１
回
開
催

○
子
ど
も
の
虹
情
報
研
修
セ
ン
タ
ー

・
定
員
8
0
名
で
年
２
回
開
催
（
計
1
6
0
名
）
【
拡
充
】

○
国
が
選
定
し
た
研
修
実
施
機
関

・
選
定
、
実
施
方
法
等
に
つ
い
て
今
後
検
討
【
新
規
】

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
児
童
相
談
所
設
置
市 ○
全
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
児
童
相
談
所

設
置
市
で
実
施

○
実
施
率
の
引
上
げ
（
例
：
児
童
福
祉
司

任
用
資
格
取
得
の
た
め
の
研
修
）

・
6
5
％
→
１
０
０
％

○
新
た
な
研
修
事
業
の
創
設

②
児
童
福
祉
司
の
任
用
後
研
修

③
社
会
福
祉
主
事
を
児
童
福
祉
司
と
し
て
任
用
す
る
場
合
の
任
用

前
講
習

④
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
調
整
機
関
に
配
置
さ
れ
る

専
門
職
の
任
用
後
研
修

子
ど
も
の
虹
情
報
研
修
セ
ン
タ
ー

②
児
童
福
祉
司
の

任
用
後
研
修

○
都
道
府
県
等
が
実
施
す
る
②
➂
④
研
修
の
講
師
や
企
画

担
当
者
を
対
象
と
す
る
研
修
【
新
規
】

○
研
修
内
容

・
講
義
で
触
れ
る
べ
き
重
要
項
目
、
演
習
方
法
の

紹
介
、
研
修
企
画
の
方
法
な
ど
で
構
成
す
る
予
定

①
児
童
福
祉
司

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー

研
修

③
社
会
福
祉
主
事
を

児
童
福
祉
司
と
し
て

任
用
す
る
場
合
の

任
用
前
講
習

④
要
保
護
児
童
対
策
地
域

協
議
会
の
調
整
機
関
に

配
置
さ
れ
る
専
門
職
の

任
用
後
研
修

NKARR
テキストボックス
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平
成

2
9年

度
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
研

修
の

実
施

の
仕

組
み

に
つ

い
て

（
イ

メ
ー

ジ
）

研
修

可
能
な

団
体

（
西
日

本
）

厚
生

労
働

省

募
集

厚
生

労
働

省

候
補

A
候

補
B

候
補

C

応
募

研
修

実
施

機
関

（
西

日
本
）

厚
生

労
働

省

選
定

都
道

府
県

等

研
修

実
施

（
西
日

本
）

研
修

実
施

機
関

（
西
日

本
）

O
R

子
ど

も
の

虹
情

報
研

修
セ

ン
タ

ー

①
②

③

⑤
④

厚
生

労
働

省

情
報
提
供

○
応

募
が

あ
っ
た
機

関
の

中
か

ら
選

定

都
道

府
県

等

○
選

定
し
た
研

修
実

施
機

関
に
つ
い

て
都

道
府

県
等

に
情

報
提

供

研
修

委
託

○
都

道
府

県
等

は
、
選

定
さ
れ

た
研

修
実

施
機

関
ま
た
は

、
子

ど
も
の

虹
情

報
研

修
セ
ン
タ
ー
に

研
修

の
実

施
を
委

託

都
道

府
県

等

研
修

実
施

（
西

日
本

）

研
修

実
施

機
関

（
西

日
本

）
O

R
子

ど
も

の
虹

情
報

研
修

セ
ン

タ
ー

⑥

研
修
修

了
報

告

○
選
定
さ
れ
た
研
修
実
施
機

関
ま
た
は
子
ど
も
の

虹
情
報

研
修
セ
ン
タ
ー
は

研
修
を
実
施
し
、
都
道
府
県

に
対

し
研
修
の
修

了
を
報
告

ITUVL
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児
童
虐
待
対
応
に
係
る
児
童
相
談
所
と
市
町
村
の
共
通
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル
に
つ
い
て
（
案
）

１
．
作
成
の
必
要
性

（
１
）
児
童
虐
待
防
止
対
策
に
関
す
る
副
大
臣
等
会
議
決
定
（
平
成
2
6
年
1
2
月
2
6
日
）

○
遅
延
な
く
初
期
対
応
を
実
施
す
る
た
め
に
、
共
通
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル
を
整
備
（
児
童
相
談
所
と
市
町
村
に
お
い
て
、
児
童
虐
待
の
内
容
や
世
帯
の

状
態
、
緊
急
度
等
を
表
す
共
有
ラ
ン
ク
表
を
整
備
）

（
２
）
社
会
保
障
審
議
会
児
童
部
会
・
新
た
な
子
ど
も
家
庭
福
祉
の
あ
り
方
に
関
す
る
専
門
委
員
会
報
告
（
提
言
）
（
平
成
2
8
年
3
月
1
0
日
）

○
当
⾯
、
初
期
対
応
の
漏
れ
が
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、
児
童
相
談
所
と
市
区
町
村
の
間
で
共
通
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
基
準
を
作
成
す
る
と
と
も
に
、
児
童

相
談
所
か
ら
市
区
町
村
へ
送
致
す
る
仕
組
み
を
設
け
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

（
３
）
改
正
児
童
福
祉
法
の
施
⾏

○
児
童
が
心
身
と
も
に
健
や
か
に
養
育
さ
れ
る
よ
う
、
市
町
村
と
都
道
府
県
の
役
割
を
明
確
化
【
児
童
福
祉
法
第
３
条
の
３
・
公
布
⽇
施
⾏
】

○
児
童
相
談
所
か
ら
市
町
村
へ
の
事
案
送
致
を
新
設
【
児
童
福
祉
法
第
２
６
条
第
１
項
第
３
号
・
平
成
2
9
年
4
⽉
施
⾏
】

→
（
児
童
相
談
所
⻑
は
、
）
児
童
及
び
妊
産
婦
の
福
祉
に
関
し
、
（
略
）
そ
の
他
の
⽀
援
（
専
⾨
的
な
知
識
及
び
技
術
を
必
要
と
す
る
も
の
を
除
く
。
）

を
⾏
う
こ
と
を
要
す
る
と
認
め
る
者
（
措
置
を
要
す
る
と
認
め
る
者
を
除
く
。
）
は
、
こ
れ
を
市
町
村
に
送
致
す
る
こ
と
。

２
．
作
成
の
目
的
・
趣
旨
等

○
法
改
正
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
ケ
ー
ス
対
応
に
際
し
て
は
、
児
童
相
談
所
と
市
町
村
の
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
や
機
能
を
有
効
に
活
用
す
る
こ
と
が
必
要

○
児
童
相
談
所
と
市
町
村
の
間
で
、
ケ
ー
ス
対
応
に
関
す
る
共
通
理
解
や
円
滑
な
情
報
共
有
を
図
り
、
役
割
分
担
を
⾏
う
指
標
（
⽬
安
）
と
な
る

よ
う
、
共
通
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル
を
作
成
。
そ
の
際
、
児
童
相
談
所
と
市
町
村
の
押
し
付
け
合
い
に
な
ら
な
い
仕
組
み
と
す
る
こ
と
が
肝
要
。

児
童
相
談
所

市
町
村

通 告 ・ 相 談

◆
専

門
性

の
高

い
困

難
事
案

へ
の

対
応

◆
市

町
村

の
後

方
支

援

◆
一
義

的
な

児
童

相
談

対
応

◆
児
童

虐
待

の
予

防
・

早
期

発
見

送
致

事
案

送
致

の
規

定
な

し

通 告 ・ 相 談

児
童
相
談
所

専
門
性

の
高
い
困
難

事
案
へ

の
対
応

市
町
村

包
括
・
継

続
的
な

子
育
て
支
援
等

安
全

確
認

・
初

期
評

価
（

共
通
ア
セ
ス
メ

ン
ト
ツ
ー
ル

）

あ
ら
か

じ
め

地
域

ご
と
に
、

共
通

基
準
に

よ
る
役
割

分
担

を
明
確
化

児
相
→
市
町
村

の
送
致
を
新
設

状
況

変
化

に
応

じ
て
送

致

送
致

【 現 行 （ 平 成 十 六 年 改 正 ～ ） 】

【 今 回 の 改 正 後 】

１

要 保 護 児 童 対 策 地 域 協 議 会

要 保 護 児 童 対 策 地 域 協 議 会
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○
現
⾏
に
お
い
て
各
⾃
治
体
が
既
に
作
成
・
活
⽤
し
て
い
る
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
等
を
参
考
と
し
て
、
今
後
提
⽰
を
す
る
シ
ー
ト
例
と
2
0
〜

3
0
項
⽬
程
度
の
リ
ス
ク
因
⼦
の
主
な
指
標
例
を
作
成
中
。

（
参
考
）
各
自
治
体
に
お
け
る
児
童
相
談
所
と
市
町
村
の
共
通
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
策
定
状
況
（
平
成
２
８
年
厚
⽣
労
働
省
雇
⽤
均
等
・
児
童
家
庭
局
総
務
課
調
べ
）

４
．
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル
使
用
に
よ
る
考
え
ら
れ
る
効
果

○
児
童
相
談
所
及
び
市
町
村
が
共
通
の
指
標
を
使
用
す
る
こ
と
で
、
機
関
相
互
の
問
題
認
識
の
共
有
化
と
対
応
漏
れ
の
防
⽌
が
図
ら
れ
る
。

○
担
当
者
の
経
験
則
、
思
い
込
み
や
希
望
的
観
測
を
で
き
る
だ
け
排
除
し
、
判
断
の
客
観
性
・
的
確
性
を
高
め
、
対
応
の
遅
れ
を
防
止
す
る
。

○
必
要
な
情
報
に
つ
い
て
の
チ
ェ
ッ
ク
や
、
断
⽚
的
な
情
報
を
整
理
し
、
統
合
し
、
評
価
す
る
上
で
有
効
で
あ
る
。

○
不
明
と
な
っ
て
い
る
項
⽬
が
多
い
領
域
を
確
認
で
き
、
今
後
の
調
査
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
が
絞
ら
れ
る
。

○
前
回
評
価
し
た
と
き
の
子
ど
も
や
家
庭
の
状
況
と
現
状
と
の
比
較
が
出
来
る
。
こ
の
間
の
援
助
内
容
に
効
果
が
あ
っ
た
か
ど
う
か
の
評
価
に
も

活
用
で
き
る
。

○
⻑
期
化
し
た
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
、
関
係
機
関
相
互
の
意
⾒
が
異
な
る
場
合
、
ケ
ー
ス
の
客
観
的
な
⾒
⽴
て
の
⾒
直
し
を
す
る
際
に
役
⽴
つ
。

策
定
し
て
い
る

２
１
自
治
体

策
定
し
て
い
な
い

４
８
自
治
体

○
策
定
し
て
い
る
２
１
自
治
体

栃
⽊
県
・
群
⾺
県
・
埼
⽟
県
・
千
葉
県
・
東
京
都
・
⼤
阪
府
・
兵
庫
県
・
奈
良
県
・
岡
⼭
県
・

⼭
⼝
県
・
愛
媛
県
・
⾼
知
県
・
⼤
分
県
・
千
葉
市
・
横
浜
市
・
川
崎
市
・
浜
松
市
・
名
古
屋
市
・

大
阪
市
・
福
岡
市
・
熊
本
市

３
．
シ
ー
ト
の
対
象
及
び
使
用
方
法
等

○
児
童
相
談
所
又
は
市
町
村
が
通
告
等
に
よ
り
把
握
し
た
「
虐
待
ケ
ー
ス
」
及
び
「
虐
待
が
疑
わ
れ
る
ケ
ー
ス
」
を
対
象
と
す
る
。

○
虐
待
通
告
等
受
理
後
、
受
理
会
議
等
に
お
い
て
、
初
期
対
応
を
検
討
す
る
た
め
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
⾏
う
。
そ
れ
以
後
、
必
要
に
応
じ
て
、

不
明
と
な
っ
て
い
る
事
項
の
調
査
を
進
め
、
適
宜
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
⾒
直
し
を
⾏
う
。

○
⼀
定
期
間
後
、
児
童
相
談
所
⼜
は
市
町
村
の
い
ず
れ
か
を
主
担
当
機
関
と
し
て
定
め
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
、
事
案
送
致
等
を
⾏
う
事
前
協
議

の
場
に
お
い
て
の
活
用
も
可
。

→
そ
の
際
に
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
結
果
を
踏
ま
え
た
主
担
当
機
関
の
決
定
方
法
に
つ
い
て
の
基
本
的
な
ル
ー
ル
を
事
前
に
双
方
協
議
の
上
で

定
め
て
お
く
こ
と
が
必
要

○
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
関
係
機
関
間
で
、
個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
に
お
い
て
評
価
内
容
の
共
有
等
に
も
活
用
。

２
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６
．
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
案
）

【
平
成
２
８
年
度
】

（
○

１
１
月
３
０
日
：
第
４
回
市
区
町
村
の
支
援
業
務
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
シ
ー
ト
例
（
案
）
と
リ
ス
ク
因
⼦
の
指
標
例
を
提
⽰
）

（
○

１
２
月

９
日
：
第
４
回
子
ど
も
家
庭
福
祉
人
材
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
シ
ー
ト
例
（
案
）
と
リ
ス
ク
因
⼦
の
指
標
例
を
提
⽰
）

○
３
月
中
旬

：
共
通
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル
の
取
扱
い
通
知
を
技
術
的
助
言
と
し
て
地
方
自
治
体
に
発
出

○
４
⽉
１
⽇
以
降
：
各
地
方
自
治
体
に
お
い
て
共
通
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル
（
案
）
を
も
と
に
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
児
童
相
談
所
と
市
町
村

の
役
割
分
担
等
を
検
討
し
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
を
策
定

【
平
成
２
９
年
度
以
降
】

○
各
地
方
自
治
体
で
の
運
用
状
況
等
に
つ
い
て
の
情
報
を
収
集

○
必
要
に
応
じ
て
、
共
通
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル
の
取
扱
い
通
知
の
⾒
直
し
を
検
討

○
将
来
的
に
は
、
研
究
者
に
よ
る
研
究
成
果
等
を
踏
ま
え
、
状
況
に
応
じ
、
ニ
ー
ズ
や
ス
ト
レ
ン
グ
ス
も
含
め
た
包
括
的
な
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の

策
定
が
可
能
か
ど
う
か
の
検
討
が
必
要

５
．
共
通
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル
の
取
扱
い
通
知
（
雇
⽤
均
等
・
児
童
家
庭
局
⻑
通
知
）
作
成
に
当
た
っ
て
の
留
意
事
項

○
児
童
相
談
所
及
び
市
町
村
の
役
割
分
担
に
当
た
っ
て
の
基
本
的
な
考
え
方
の
明
確
化

○
シ
ー
ト
例
（
案
）
と
リ
ス
ク
因
子
の
指
標
例
の
考
え
⽅
及
び
使
⽤
上
の
留
意
点
に
つ
い
て
の
具
体
的
な
記
載
内
容

○
送
致
の
決
定
過
程
と
事
前
調
整
の
手
法
、
送
致
の
受
け
手
の
検
討
期
間
等
に
つ
い
て
の
考
え
方
の
提
示

な
ど

３
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都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
と
市
区
町
村
の
各
種
指
針
等
に
係
る
主
な
改
正
事
項

都
道
府
県
（
児
童
相
談

所
）

市
区

町
村

公 布 日 及 び 平 成

二 八 年 十 月 一 日

平 成 二 九 年 四 月 一 日

（
主

な
改

正
事

項
）

□
児

童
の

福
祉

を
保

障
す
る
た
め
の

原
理

の
明

確
化

□
家

庭
と
同

様
の

環
境

に
お
け
る
養

育
の

推
進

□
国

・
都

道
府

県
・
市

町
村

の
役

割
・
責

務
の

明
確

化
□

通
所

・
在

宅
指

導
措

置
の

明
確

化
■

弁
護

士
の

配
置

又
は

こ
れ

に
準

ず
る
措

置

児
童

相
談

所
運

営
指

針

（
主

な
改

正
事

項
）

□
児

童
の

福
祉

を
保

障
す
る
た
め
の

原
理

の
明

確
化

□
家

庭
と
同

様
の

環
境

に
お
け
る
養

育
の

推
進

□
国

・
都

道
府

県
・
市

町
村

の
役

割
・
責

務
の

明
確

化
□

通
所

・
在

宅
指

導
措

置
の

明
確

化
■

支
援

を
要

す
る
妊

婦
等

に
関

す
る
情

報
提

供

市
町

村
児

童
家

庭
相

談
援

助
指

針

（
主

な
改

正
事

項
）

□
児

童
相

談
所

か
ら
市

町
村

へ
の

事
案

送
致

□
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン
タ
ー
の

法
定

化
□

市
町

村
に
お
け
る
支

援
拠

点
の

整
備

■
児

童
福

祉
司

（
ス
ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
を
含

む
。
）
の

研
修

義
務

化
→
児
童
福
祉
司
等
の
義
務
化
さ
れ
た
研
修
の
骨
子
案

を
作
成
済

■
里

親
支

援
業

務
及

び
養

子
縁

組
支

援
業

務
の

追
加

（
主

な
改

正
事

項
）

□
児

童
相

談
所

か
ら
市

町
村

へ
の

事
案

送
致

□
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン
タ
ー
の

法
定

化
□

市
町

村
に
お
け
る
支

援
拠

点
の

整
備

→
「
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
」
運
営

指
針
（
案
）
を
作
成
済

■
要

保
護

児
童

対
策

調
整

機
関

に
専

門
職

の
配

置
及

び
研

修
受

講
の

義
務

付
け

→
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
専
門
職
の
義
務
化
さ
れ
た

研
修
の
骨
子
案
を
作
成
済
（
☆
）

（
主

な
改

正
事

項
）

■
要

保
護

児
童

対
策

調
整

機
関

に
専

門
職

の
配

置
及

び
研

修
受

講
の

義
務

付
け

→
（
☆
）
の
と
お
り

児
童

相
談

所
運

営
指

針
市

町
村

児
童

家
庭

相
談

援
助

指
針

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

設
置

・
運

営
指

針

平
成
２
８
年
９
⽉
２
９
⽇
付
け
で
形
式
的
な
改
正

平
成
２
８
年
１
０
⽉
３
１
⽇
付
け
で
形
式
的
な
改
正

平
成
２
９
年
３
⽉
末
ま
で
に
、
上
記
改
正
事
項

を
含
め
指
針
全
体
の
内
容
を
抜
本
的
に
改
正

平
成
２
９
年
３
⽉
末
ま
で
に
抜
本
的
に
改
正

施
行

○
児

童
相

談
所

運
営

指
針

及
び
市

町
村

児
童

家
庭

相
談

援
助

指
針

等
の

改
正

内
容

を
踏

ま
え
、
平
成
２
９
年
夏
頃
ま
で
に
抜
本
的
に
改
正

子
ど

も
虐

待
対

応
の

手
引

き

平
成
２
９
年
３
⽉
末
ま
で
に
、
上
記
改
正
事
項
を
含
め

指
針
全
体
の
内
容
を
抜
本
的
に
改
正

NKARR
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【
児

童
福

祉
法

等
改

正
関

係
】

○
子

育
て
世

代
包

括
支

援
セ
ン
タ
ー
の

法
定

化
、
市

区
町

村
子

ど
も
家

庭
総

合
支

援
拠

点
の

整
備

（
改

正
母

子
保

健
法

第
2

2
条

及
び
改

正
児

童
福

祉
法

第
1

0
条

の
２
）

（
改

正
内

容
）

児
童

相
談

所
と
市

町
村
と
の

役
割

の
明
確

化
を
踏

ま
え
、
子

育
て
世

代
包
括

支
援

セ
ン
タ
ー
及
び
市

区
町

村
子

ど
も
家

庭
総

合
支

援
拠

点
の

業
務
内

容
や

市
町

村
と
の
協

働
・
連
携

・
役
割
分

担
等
を
追

加
。

○
児

童
福

祉
司

（
ス
ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
含

む
。
）
が

受
講

す
る
研

修
、
社

会
福

祉
主

事
か

ら
の

任
用

要
件

（
改

正
児

童
福

祉
法

第
1

3
条

第
３
項

第
５
号

及
び
８
項

）

（
改

正
内

容
）

児
童

福
祉

司
（
ス
ー
パ

ー
バ
イ
ザ
ー
含

む
。
）
に
つ
い
て
研
修

の
受
講

が
義
務

で
あ
る
旨

、
社

会
福

祉
主
事

か
ら
任

用
す
る
要

件
に
講

習
会

の
課

程
を
修

了
す
る
こ
と

を
追
加

。
ま
た
、
児
童
福

祉
司

等
に
求

め
ら
れ

る
専

門
性

（
知

識
・
技

術
・
態

度
）
に
つ
い
て
も
追
加

。

○
児

童
相

談
所

か
ら
市

町
村

へ
の

事
案

送
致

（
改

正
児

童
福

祉
法

第
2

6
条

第
１
項

第
３
号

）

（
改

正
内

容
）

児
童

相
談

所
が

受
理
し
た
ケ
ー
ス
を
市

町
村
へ

送
致
す
る
場

合
の

手
続
（
事

前
の
協

議
等
）
や

留
意

事
項

等
を
追

加
。

※
平

成
2

8
年

1
0
月
に
施
行

さ
れ
た
「
市

町
村

へ
の

指
導
委

託
」
に
関

す
る
手
続

等
（
行
政

処
分
の

考
え
方

等
）
の

記
載
に
つ
い
て
も
見

直
し
を
行

う
予

定
。

○
里

親
・
養

子
縁

組
の

推
進

（
改

正
児

童
福

祉
法

第
1

1
条

第
１
項

第
２
号

及
び
第

1
2
条

）

（
改

正
内

容
）

改
正

児
童

福
祉

法
で
規

定
さ
れ
た
、
里
親
や

養
子
縁

組
に
よ
り
養
子

と
な
る
子
ど
も
等

へ
の

支
援
を
児

童
相
談

所
の

業
務

に
追

加
。

【
そ
の

他
】

○
児

童
相

談
所
の

名
称
表

示
に
つ
い
て

○
障

害
者

（
児

）
の

方
か
ら
の
通
告

・
相

談
に
適

切
に
対

応
す
る
た
め
の

合
理

的
な
配

慮
に
つ
い
て

○
要

保
護

児
童
対

策
地
域

協
議
会

を
活
用
し
た
関
係

機
関
と
の

適
切
な
情

報
共
有

の
実
施

に
つ
い
て

児
童
相
談
所
運
営
指
針
の
改
正
に
つ
い
て
（
改
正
児
童
福
祉
法
平
成
2
9
年
４
⽉
施
⾏
）

主
な
改
正
事
項
及
び
改
正
の
方
向
性

※
具
体
的
な
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
、
現
在
厚
⽣
労
働
省
で
開
催
し
て
い
る
「子
ど
も
家
庭
福
祉
人
材
の
専
門
性
確
保
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」等
の
ご
意
⾒
を
踏
ま
え
検
討
。

児
童

相
談

所
運
営
指

針
に
つ
い
て
は
、
平
成

2
8
年

９
月

に
改

正
児

童
福

祉
法

の
公

布
日

及
び
平

成
2

8
年

1
0
月

施
行

分
に
つ
い
て
形

式
的

な
改

正
を

行
っ
た
と
こ
ろ
。
今

般
、
改

正
児

童
福

祉
法

の
平

成
2

9
年

４
月

の
本

格
施

行
に
あ
わ

せ
、
「
市

町
村

児
童

家
庭

相
談

援
助

指
針

」
等

と
あ
わ

せ
て
抜

本
的

な
改

正
を
行

う
こ
と
と
す
る
。

ITUVL
スタンプ



【
児
童
福
祉
法
等
改
正
関
係
】

○
市
町
村
に
お
け
る
子
ど
も
家
庭
支
援
に
求
め
ら
れ
る
専
門
性
（
改
正
児
童
福
祉
法
第
３
条
の
３
）

（
改
正
内
容
）

市
町
村
が
⼦
ど
も
家
庭
⽀
援
を
⾏
う
際
の
基
本
的
な
考
え
⽅
・
知
識
・
技
術
・
態
度
等
の
専
⾨
性
に
つ
い
て
追
加
。

○
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
の
整
備
（
改
正
児
童
福
祉
法
第
1
0
条
の
２
）

（
改
正
内
容
）

市
区
町
村
⼦
ど
も
家
庭
総
合
⽀
援
拠
点
（
市
町
村
）
が
⾏
う
べ
き
業
務
内
容
や
児
童
相
談
所
と
の
協
働
・
連
携
・
役
割
分
担
、
市
町
村
の
子
ど
も
家
庭
支
援

に
お
け
る
体
制
等
を
追
加
。

○
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
へ
の
調
整
担
当
者
の
配
置
及
び
研
修
受
講
の
義
務
付
け

（
改
正
児
童
福
祉
法
第
2
5
条
の
２
第
６
項
、
第
７
項
及
び
第
８
項
）

（
改
正
内
容
）

市
町
村
の
設
置
し
た
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
に
係
る
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
の
調
整
担
当
者
の
配
置
及
び
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に

適
合
す
る
研
修
受
講
の
義
務
付
け
等
の
内
容
を
追
加
。

○
児
童
相
談
所
か
ら
市
町
村
へ
の
事
案
送
致
（
改
正
児
童
福
祉
法
第
2
6
条
第
１
項
第
３
号
）

（
改
正
内
容
）

児
童
相
談
所
が
受
理
し
た
ケ
ー
ス
を
市
町
村
へ
送
致
す
る
場
合
の
⼿
続
や
留
意
事
項
等
を
追
加
。

※
平
成
2
8
年
1
0
⽉
に
施
⾏
さ
れ
た
「
市
町
村
へ
の
指
導
委
託
」
に
関
す
る
⼿
続
等
（
⾏
政
処
分
の
考
え
⽅
等
）
の
記
載
に
つ
い
て
も
⾒
直
し
を
⾏
う
予
定
。

【
そ
の
他
】

○
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
役
割
・
機
能
に
つ
い
て

○
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
の
支
援
に
つ
い
て

等

市
町
村
児
童
家
庭
相
談
援
助
指
針
の
改
正
に
つ
い
て
（
改
正
児
童
福
祉
法
平
成
2
9
年
４
⽉
施
⾏
）

主
な
改
正
事
項
及
び
改
正
の
方
向
性

※
具
体
的
な
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
、
現
在
厚
⽣
労
働
省
で
開
催
し
て
い
る
「
市
区
町
村
の
支
援
業
務
の
あ
り
方
に
関
す
る
検
討
W
G
」
等
の
ご
意
⾒
を
踏
ま
え
検
討
。

市
町
村
児
童
家
庭
相
談
援
助
指
針
に
つ
い
て
は
、
平
成
2
8
年
1
0
月
に
改
正
児
童
福
祉
法
の
公
布
日
及
び
平
成
2
8
年
1
0
⽉
施
⾏
分
に
つ
い
て

形
式
的
な
改
正
を
⾏
っ
た
と
こ
ろ
。
今
般
、
改
正
児
童
福
祉
法
の
平
成
2
9
年
４
⽉
の
本
格
施
⾏
に
あ
わ
せ
、
「
児
童
相
談
所
運
営
指
針
」
等

と
あ
わ
せ
て
抜
本
的
な
改
正
を
⾏
う
こ
と
と
す
る
。

ITUVL
スタンプ



【
児
童
福
祉
法
等
改
正
関
係
】

○
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
へ
の
調
整
担
当
者
の
配
置
及
び
研
修
受
講
の
義
務
付
け
（
改
正
児
童
福
祉
法
第
2
5
条
の
２
）

（
改
正
内
容
）

市
町
村
の
設
置
し
た
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
に
係
る
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
の
調
整
担
当
者
の
配
置
及
び
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に

適
合
す
る
研
修
受
講
の
義
務
付
け
等
の
内
容
を
追
加
。

○
調
整
担
当
者
が
業
務
を
⾏
う
上
で
必
要
な
専
⾨
性
（
改
正
児
童
福
祉
法
第
2
5
条
の
２
第
６
項
）

（
改
正
内
容
）

調
整
担
当
者
が
支
援
対
象
児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
し
、
必
要
に
応
じ
て
、
各
関
係
機
関
等
と
の
連
絡
調
整
等
の
業
務
に
係
る

事
務
を
適
切
に
⾏
う
た
め
に
必
要
な
知
識
・
技
術
・
態
度
等
の
専
⾨
性
に
つ
い
て
追
加
。

○
要
支
援
児
童
等
（
特
定
妊
婦
を
含
む
）
に
関
す
る
情
報
提
供
（
改
正
児
童
福
祉
法
第
2
1
条
の
1
0
の
５
）

（
改
正
内
容
）

医
療
機
関
、
児
童
福
祉
施
設
、
学
校
等
が
要
支
援
児
童
等
（
特
定
妊
婦
を
含
む
）
を
把
握
し
た
場
合
の
市
町
村
へ
の
情
報
提
供
の
努
⼒
義
務
等
の
内
容
を

追
加
。

【
児
童
虐
待
防
止
対
策
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
平
成
2
7
年
1
2
月
2
1
日
付
け
子
ど
も
の
貧
困
対
策
会
議
決
定
）
関
係
】

○
医
療
従
事
者
に
対
す
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
参
加
促
進

（
改
正
内
容
）

医
療
機
関
に
お
い
て
虐
待
を
受
け
た
子
ど
も
を
早
期
に
発
⾒
す
る
と
と
も
に
、
虐
待
を
受
け
た
子
ど
も
や
そ
の
保
護
者
へ
の
対
応
を
適
切
に
⾏
う
た
め
、

医
療
従
事
者
に
対
す
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
参
加
を
促
進
す
る
旨
を
記
載
。

【
そ
の
他
】

○
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
に
お
け
る
⽀
援
の
実
施
状
況
の
把
握
と
関
係
機
関
等
と
の
連
絡
調
整
を
⾏
う
こ
と
に
つ
い
て

○
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
と
の
関
係
に
つ
い
て

等

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
設
置
・
運
営
指
針
の
改
正
に
つ
い
て
（
改
正
児
童
福
祉
法
平
成
2
9
年
４
⽉
施
⾏
）

主
な
改
正
事
項
及
び
改
正
の
方
向
性

※
具
体
的
な
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
、
現
在
厚
⽣
労
働
省
で
開
催
し
て
い
る
「
市
区
町
村
の
支
援
業
務
の
あ
り
方
に
関
す
る
検
討
W
G
」
等
の
ご
意
⾒
を
踏
ま
え
検
討
。

ITUVL
スタンプ



○
児
童

相
談

所
の

専
門

職
を
大
幅

に
増

員
。

○
児
童

福
祉

司
の

配
置

標
準

に
つ
い
て
、

人
口
に
加
え
、
虐

待
相

談
対

応
を
考

慮
。

○
弁
護

士
の

配
置

を
積

極
的

に
推

進
。

「
す
べ

て
の

子
ど
も
の

安
心

と
希

望
の

実
現

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
（
平

成
2

7
年

1
2
月

2
1
日

子
ど
も
の

貧
困

対
策

会
議

決
定

）
に
基

づ
き
、
児

童
相

談
所

の
体

制
及

び
専

門
性

を
計

画
的

に
強

化
す
る
た
め
、
「
児

童
相

談
所

強
化

プ
ラ
ン
」
を
策

定
す
る
。
（
平

成
2

8
年

度
か

ら
3

1
年

度
ま
で
）

①
専
門
職
の
増
員
等

③
関
係
機
関
と
の
連
携
強
化
等

②
資
質
の
向
上

○
児

童
福
祉

司
、
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー

の
研

修
受
講

を
義

務
化
。

○
児

童
福
祉

司
に
任
用

さ
れ
る
社
会
福

祉
主

事
の
任

用
前

講
習
受

講
を
義
務
化

。

○
ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル

（
共

通
基

準
）
を
作

成
し
、

児
童

相
談

所
と
市

町
村

の
役

割
分

担
を
明

確
化

。
○

市
町

村
に
お
け
る
要

保
護

児
童
対

策
地

域
協

議
会

の
設

置
を
徹

底
。
調

整
機

関
に
専

門
職

を
置
き

研
修

受
講

を
義

務
化

。
○

警
察

と
連

携
し
、
人

事
交

流
や

研
修

等
を
推
進

。

３
，
４
８
０
人

児
童

福
祉
司

※
保
健

師
に
つ
い
て
は
、
平
成

2
9
年
度
を
目

標
と
す
る
。

平
成

2
7
年

度
実

績
平

成
3
1
年

度
目

標
（
強

化
プ
ラ
ン
期

間
４
年

間
）

４
７
０
人

５
８
０
人

ス
ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー

１
，
２
９
０
人

１
，
７
４
０
人

児
童

心
理
司

９
０
人

２
１
０
人

保
健

師

４
，
３
１
０
人

５
，
４
３
０
人

合
計

＋
１
，
１
２
０
⼈
程
度

（
Ｈ
２
７
‘
比
＋
２
６
％

）

※
児

童
相

談
所

の
人
員

体
制

強
化

に
当
た
り
、
上
記

専
門

職
以

外
の

職
員

の
一

部
（

4
5

0人
程
度

）
を
専
門

職
に
振
り
替

え
る
（全

体
で

6
70
人

程
度

の
純

増
）
。

１
．
目

的

児
童

相
談

所
強

化
プ
ラ
ン
（
概

要
）

３
．
専

門
職
の

増
員

目
標

２
，
９
３
０
人

２
．
内
容

＋
５
５
０
人
程
度

（
Ｈ
２
７
‘
比
＋
1
9
％
）

＋
１
１
０
⼈
程
度

（
Ｈ
２
７
‘
比
＋
2
3
％
）

＋
４
５
０
⼈
程
度

（
Ｈ
２
７
‘
比
＋
3
5
％

）

＋
１
２
０
⼈
程
度

（
Ｈ
２
７
‘
比
＋
1
3
3
％

）

（
平
成

2
8
年
４
月

2
5
日

厚
生

労
働

省
児

童
虐

待
防

止
対

策
推

進
本

部
決

定
）
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（
１
）
常

勤
職

員
と
し
て
弁

護
士

を
配

置
４
か

所
（
１
．
９
％

）
［
４
か

所
］

内
訳

：
和
歌

山
県

１
か

所
（

１
名

）
、
名

古
屋
市

２
か

所
（
２

名
）
、

福
岡
市

１
か

所
（
１

名
）

（
２
）
非

常
勤

職
員

と
し
て
弁

護
士

を
配

置
４
１
か

所
（
１
９
．
５
％

）
［
３
１
か

所
］

※
常

勤
弁

護
士

と
非

常
勤

弁
護

士
の
両

方
を
配

置
し
て
い
る
児

相
（
１
か

所
）
を
除

く
（
当
該

児
相
は

（
１
）
に
計

上
）。

（
３
）
弁

護
士

事
務

所
や

県
弁

護
士

会
推

薦
の

弁
護

士
と
の

契
約

な
ど

１
６
５
か

所
（
７
８
．
６
％

）
［
１
７
４
か

所
］

※
非

常
勤

弁
護

士
を
配

置
し
て
い
る
児
相

（
３
か

所
）
を
除

く
（
当

該
児

相
は
（
２
）
に
計
上

）
。

児
童

相
談

所
に

お
け

る
弁

護
士

の
活

用
状

況
等

１
．

弁
護

士
の

活
用

状
況

（
平

成
2
8
年

1
0
月

１
日

現
在

）

①
箇

所
数

（
配
置
割
合
（
÷

2
1
0
か
所

）
）

②
人

数

常
勤
職
員
と
し
て
配

置
４
か

所
（
１
．
９
％

）
４
人

非
常
勤
職
員
（
※
）
と
し
て
配
置

（
計
）

４
１
か

所
（
１
９
．
５
％

）
６
２
人

①
常
勤
的

非
常

勤
（
勤

務
態

様
が

常
勤
職

員
に
準
じ
る
者

）
２
か

所
（
１
．
０
％

）
２
人

②
週
１
日
（
別
途

、
随

時
相

談
あ
り
）

２
か

所
（
１
．
０
％

）
２
人

③
月
２
日
以

内
（
別

途
、
随

時
相

談
あ
り
）

２
４
か

所
（
１
１
．
４
％

）
３
４
人

④
不
定
期

（
随
時

）
１
５
か

所
（
７
．
１
％

）
２
４
人

※
非

常
勤

職
員

と
は

、
地
方

公
務

員
法

第
３
条

第
３
項

第
３
号

に
規

定
す
る
特
別

職
の

地
方

公
務

員
で
あ
り
、
各

自
治

体
で
規
定

す
る
訓

令
等

に
基

づ
き
任

命
さ
れ
た
職

員
※

①
と
④

を
併

用
し
て
い
る
児

童
相

談
所

（２
か

所
）
が

あ
る
た
め
、
①

～
④

の
合

計
は

計
４
１
か

所
と
一

致
し
な
い
。

箇
所
数

（
割
合
（
÷

2
1
0
か
所
）
）

弁
護

士
事

務
所

と
の

契
約

等
（
計

）
１
６
５
か

所
（
７
８
．
６
％
）

①
随
時

相
談

で
き
る
（
定
期

的
な
相

談
を
含

む
。
）
。

１
０
５
か

所
（
５
０
．
０
％
）

②
定
期

的
に
相

談
す
る
機

会
を
設

け
て

い
る
。

３
７
か

所
（
１
７
．
６
％

）

③
不
定

期
に
相

談
す
る
機

会
を
設

け
て

い
る
。

２
３
か

所
（
１
１
．
０
％

）

【
雇
用
均
等

･児
童
家

庭
局

総
務

課
調

べ
】

弁
護

士
の

活
用

状
況

２
１
０
か
所
／
全

国
２
１
０
か
所
（

1
0

0
％
）

［
２
０
９
か

所
／
２
０
９
か
所
］

※
［
］
内

は
平

成
2
8
年
４
月

１
日
現

在
の

児
童

相
談

所
数

【
そ

の
他
の

1
0
月
以

降
に
実

施
し

て
い

る
新

た
な
取

組
例
】

・
非

常
勤
弁

護
士
の

勤
務
日

数
を

週
１

日
→

週
２
日

に
変
更

し
て

い
る

。
・

児
童

福
祉

法
第

28
条

審
判

や
親

権
喪

失
等

の
審
判

案
件
に

つ
い

て
、

こ
れ

ま
で
の

相
談
に

加
え

、
弁

護
士

を
代
理

人
と
す

る
委

託
契

約
を

締
結
し

て
い
る

。
・

県
弁

護
士

会
と
協

議
し
、

こ
れ

ま
で

の
相

談
に
加

え
、
１

～
２

回
程

度
試

行
的
に

各
児
相

で
の

勤
務

を
実

施
し
て

い
る
。

・
週

１
回
の

援
助
方

針
会
議

へ
の

出
席

を
お

願
い
し

て
い
る

。
等

２
．

平
成

2
9
年

４
月

に
向

け
た

弁
護

士
活

用
の

検
討

状
況

２
．
平
成

2
9
年

４
月

に
向

け
た

弁
護

士
活

用
の

検
討

状
況

常
勤

職
員

と
し
て
配
置

（配
置
割
合
（
÷

2
1
0
か

所
）
）

非
常

勤
職

員
と
し
て
配
置

（配
置
割
合
（
÷

2
1
0
か
所

）
）

弁
護

士
事

務
所

と
の

契
約

等
箇

所
数

（
割
合
（
÷

2
1
0
か
所

）
）

①
箇

所
数

②
人

数
①

箇
所

数
②

人
数

平
成

2
8
年

1
0
月

１
日

４
か
所

（
１
．
９
％

）
４
人

４
１
か

所
（
１
９
．
５
％

）
６
２
人

１
６
５
か

所
（
７
８
．
６
％
）

平
成

2
9
年

４
月

１
日
（
予
定

）
６
か

所
（
２
．
９
％

）
６
人

８
３
か

所
（
３
９
．
５
％

）
１
０
７
人

１
２
１
か

所
（
５
７
．
６
％

）

※
平

成
2
9
年

４
月
１
日

に
つ
い
て
は

調
査

時
点

（
平
成

2
9
年

１
月
時

点
）
に
お
け
る
予
定

。

【
具
体

的
な

活
用

状
況

】
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⼦
ど
も
の
⼼
理
的
負
担
等
に
配
慮
し
た
⾯
接
の
取
組
に
向
け
た
警
察
・
検
察
と
の

更
な
る
連
携
強
化
に
係
る
取
組
状
況
（
児
童
相
談
所
に
お
け
る
取
組
状
況
）

○
「⼦
ど
も
の
⼼
理
的
負
担
等
に
配
慮
し
た
⾯
接
の
取
組
に
向
け
た
警
察
・検
察
と
の
更
な
る
連
携
強
化
に
つ
い
て
」（
平
成
2
7
年
1
0
月
2
8
日
雇
児
総
発
1
0
2
8

第
１
号
雇
⽤
均
等
・児
童
家
庭
局
総
務
課
⻑
通
知
）
に
基
づ
き
、
事
例
件
数
、
虐
待
種
別
や
協
同
⾯
接
の
実
施
状
況
等
を
四
半
期
ご
と
に
調
査
を
実
施
。

調
査
方
法

○
協
議
実
施
事
例
（
２
機
関
で
の
協
議
を
含
む
。
）

○
協
同
面
接
（
２
機
関
に
よ
る
面
接
を
含
む
。
）
の
実
施
状
況
※
１
事
例
に
つ
き
、
協
同
⾯
接
・２
機
関
に
よ
る
⾯
接
を
両
⽅
実
施
し
た
場
合
は
、
２
件
と
し
て

計
上
し
て
い
る
。

（
参
考
）
協
議
実
施
事
例
の
う
ち
、
虐
待
相
談
の
事
例

調
査
結
果
の
概
要
（
児
童
相
談
所
に
お
け
る
取
組
状
況
（
四
半
期
毎
）
）

調
査
期
間

平
成
2
7
年
1
0
⽉
〜
1
2
月

平
成
2
8
年

１
⽉
〜
３
⽉

４
⽉
〜
６
⽉

７
⽉
〜
９
⽉

事
例
件

数
2

6
件

5
9
件

8
6
件

7
6
件

調
査
期
間

平
成
2
7
年
1
0
⽉
〜
1
2
月

平
成
2
8
年

１
⽉
〜
３
⽉

４
⽉
〜
６
⽉

７
⽉
〜
９
⽉

事
例
件

数
2

6
件

5
9
件

8
6
件

7
6
件

虐 待 相 談

身
体
的

虐
待

1
2
件

1
8
件

3
1
件

2
0
件

性
的

虐
待

1
2
件

2
3
件

3
4
件

3
4
件

心
理
的

虐
待

１
件

４
件

３
件

４
件

ネ
グ
レ
ク
ト

０
件

1
1
件

1
3
件

1
6
件

合
計

2
5
件

5
6
件

8
1
件

7
4
件

調
査
期
間

平
成
2
7
年
1
0
⽉
〜
1
2
月

平
成
2
8
年

１
⽉
〜
３
⽉

４
⽉
〜
６
⽉

７
⽉
〜
９
⽉

実
施
件
数

2
4
件

5
0
件

7
6
件

6
4
件

※
虐
待
相
談
の
事
例
数
は
、
協
議
実
施
事
例
の
う
ち
虐
待
相
談
の
事
例
の
み
を
計
上
し
て
お
り
、
合
計
は
事
例
件
数
と
は
⼀
致
し
な
い
。
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四
半
期
毎
の
取
組
状
況

【
2
7
年
1
0
⽉
〜
1
2
月
の
実
施
状
況
】

・
実
施
事
例
：

2
6
件

（
1
1
府
県
1
7
児
相
）

・
性
別
：
男

5
件
、
⼥

2
1
件

（
計
2
6
件
）

・
年
齢
：

・
相
談
種
別
：

養
護
相
談
（
虐
待
）

2
5
件
、
⾮
⾏
相
談

1
件

（
計
2
6
件
）

・
虐
待
種
別
：

身
体
的
虐
待

1
2
件
、
性
的
虐
待

1
2
件
、
⼼
理
的
虐
待

1
件

（
計
2
5
件
）

・
協
議
方
法
：

３
者
対
面
協
議

4
件
、
電
話
や
メ
ー
ル
に
よ
る
協
議

2
1
件
、
そ
の
他

1
件

（
計
2
6
件
）

・
取
組
内
容
：

協
同
面
接
の
実
施

1
1
件

２
機
関
に
よ
る
面
接
の
実
施

8
件

各
機
関
に
お
け
る
面
接
内
容
の
情
報
共
有

4
件

・
面
接
者
：

警
察

5
件
、
検
察

6
件
、
児
相

8
件

（
計
1
9
件
）

・
面
接
場
所
：

児
相

1
5
件
、
検
察
庁

3
件
、
⾃
宅

1
件

（
計
1
9
件
）

・
モ
ニ
タ
ー
画
面
、
ワ
ン
ウ
ェ
イ
ミ
ラ
ー
の
有
無
：

モ
ニ
タ
ー
画
面
有

1
3
件
、
両
方
有

1
件
、

両
方
無

1
件

未
回
答

4
件

（
計
1
9
件
）

・
録
画
の
有
無
：

有
1
4
件
、
無

5
件

（
計
1
9
件
）

（
参
考
：
面
接
方
法
）

Ｃ
Ｈ
Ｉ
Ｌ
Ｄ

Ｆ
Ｉ
Ｒ
Ｓ
Ｔ

2
件
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｈ
Ｄ

7
件
、
R
A
T
A
C
2
件

等

3
歳

4
歳

5
歳

6
歳

7
歳

8
歳

9
歳

1
0
歳

1
2
歳

1
3
歳

1
4
歳

1
5
歳

1
6
歳

計

1
1

1
2

2
3

4
1

2
1

6
1

1
2
6

ITUVL
スタンプ



【
2
8
年
1
⽉
〜
3
月
の
実
施
状
況
】

・
実
施
事
例
：
5
9
件

（
2
4
都
府
県
市
3
8
児
相
）

・
性
別
：
男

1
7
件
、
⼥

4
2
件

（
計
5
9
件
）

・
児
童
の
年
齢
：

・
相
談
種
別
：

養
護
相
談
（
虐
待
）

5
6
件
、
⾮
⾏
相
談
1
件
、
そ
の
他
の
相
談
2
件

・
虐
待
種
別
：

身
体
的
虐
待

1
8
件
、
性
的
虐
待

2
3
件
、
⼼
理
的
虐
待

4
件
、
ネ
グ
レ
ク
ト
1
1
件

（
計
5
6
件
）

・
協
議
方
法
：

３
者
対
面
協
議

1
9
件
、
電
話
や
メ
ー
ル
に
よ
る
協
議

3
8
件
、
そ
の
他

2
件

（
計
5
9
件
）

・
取
組
内
容
：

協
同
面
接
の
実
施

2
2
件

２
機
関
に
よ
る
面
接
の
実
施

2
8
件

各
機
関
に
お
け
る
面
接
内
容
の
情
報
共
有

8
件

・
面
接
者
：
警
察

6
件
、
検
察

1
9
件
、
児
相

2
1
件
、
児
相
・
警
察
3
件
、
そ
の
他
機
関
1
件

（
計
5
0
件
）

・
面
接
場
所
：
児
相

3
2
件
、
検
察
庁
1
0
件
、
警
察
署
1
件
、
そ
の
他
6
件
、
未
回
答
1
（
計
4
9
件
）
※
未
回
答
１
件
を
除
く
。

・
モ
ニ
タ
ー
画
面
、
ワ
ン
ウ
ェ
イ
ミ
ラ
ー
の
有
無
：

モ
ニ
タ
ー
画
面
有

2
4
件
、
両
方
有

1
0
件
、
両
方
無

1
6
件
（
計
5
0
件
）

・
録
画
の
有
無
：
有

3
9
件
、
無

1
1
件

（
計
5
0
件
）

（
参
考
：
面
接
方
法
）

Ｃ
Ｈ
Ｉ
Ｌ
Ｄ

Ｆ
Ｉ
Ｒ
Ｓ
Ｔ

7
件
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｈ
Ｄ

1
7
件

等

3
歳

4
歳

5
歳

6
歳

7
歳

8
歳

9
歳

1
0
歳

1
1
歳

1
2
歳

1
3
歳

1
4
歳

1
5
歳

1
6
歳

1
7
歳

1
8
歳

計

2
2

2
3

3
4

4
5

1
8

5
8

4
4

3
1

5
9

ITUVL
スタンプ



【
2
8
年
4
⽉
〜
6
月
の
実
施
状
況
】

・
実
施
事
例
：
8
6
件

（
3
1
都
道
府
県
市
4
7
児
相
）

・
性
別
：
男

2
4
件
、
⼥

6
2
件

（
計
8
6
件
）

・
児
童
の
年
齢
：

・
相
談
種
別
：

養
護
相
談
（
虐
待
）

8
1
件
、
育
成
相
談
1
件
、
そ
の
他
の
相
談
4
件

・
虐
待
種
別
：

身
体
的
虐
待

3
1
件
、
性
的
虐
待

3
4
件
、
⼼
理
的
虐
待

3
件
、
ネ
グ
レ
ク
ト
1
3
件

（
計
8
1
件
）

・
協
議
方
法
：

３
者
対
面
協
議

2
7
件
、
電
話
や
メ
ー
ル
に
よ
る
協
議

4
9
件
、
そ
の
他

1
0
件

（
計
8
6
件
）

・
取
組
内
容
：

協
同
面
接
の
実
施

5
5
件

２
機
関
に
よ
る
面
接
の
実
施

2
1
件

各
機
関
に
お
け
る
面
接
内
容
の
情
報
共
有

1
4
件

・
面
接
者
：
警
察

1
1
件
、
検
察

3
1
件
、
児
相

2
9
件
、
児
相
・
警
察
3
件
、
そ
の
他
機
関
2
件

（
計
7
6
件
）

・
面
接
場
所
：
児
相

6
0
件
、
検
察
庁
1
3
件
、
そ
の
他
3
件

（
計
7
6
件
）

・
モ
ニ
タ
ー
画
面
、
ワ
ン
ウ
ェ
イ
ミ
ラ
ー
の
有
無
：

モ
ニ
タ
ー
画
面
有

4
7
件
、
両
方
有

1
8
件
、
両
方
無

1
1
件

（
計
7
6
件
）

・
録
画
の
有
無
：
有

6
7
件
、
無

9
件

（
計
7
6
件
）

（
参
考
：
面
接
方
法
）

Ｃ
Ｈ
Ｉ
Ｌ
Ｄ

Ｆ
Ｉ
Ｒ
Ｓ
Ｔ

1
6
件
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｈ
Ｄ

3
2
件

等

2
歳

3
歳

4
歳

5
歳

6
歳

7
歳

8
歳

9
歳

1
0
歳

1
1
歳

1
2
歳

1
3
歳

1
4
歳

1
5
歳

1
6
歳

1
7
歳

1
8
歳

計

2
4

4
8

5
4

5
5

1
0

5
4

8
7

5
7

3
0

8
6

ITUVL
スタンプ



【
2
8
年
7
⽉
〜
9
月
の
実
施
状
況
】

・
実
施
事
例
：
7
6
件

（
3
1
都
道
府
県
市
4
7
児
相
）

・
性
別
：
男

1
4
件
、
⼥

6
2
件

（
計
7
6
件
）

・
児
童
の
年
齢
：

・
相
談
種
別
：

養
護
相
談
（
虐
待
）

7
4
件
、
育
成
相
談
1
件
、
そ
の
他
の
相
談
1
件

・
虐
待
種
別
：

身
体
的
虐
待

2
0
件
、
性
的
虐
待

3
4
件
、
⼼
理
的
虐
待

4
件
、
ネ
グ
レ
ク
ト
1
6
件

（
計
7
4
件
）

・
協
議
方
法
：

３
者
対
面
協
議

3
3
件
、
電
話
や
メ
ー
ル
に
よ
る
協
議

3
7
件
、
そ
の
他

6
件

（
計
7
6
件
）

・
取
組
内
容
：

協
同
面
接
の
実
施

4
7
件

２
機
関
に
よ
る
面
接
の
実
施

1
7
件

各
機
関
に
お
け
る
面
接
内
容
の
情
報
共
有

1
0
件

・
面
接
者
：
警
察

1
2
件
、
検
察

2
5
件
、
児
相

2
4
件
、
そ
の
他
機
関
3
件

（
計
6
4
件
）

・
面
接
場
所
：
児
相

5
0
件
、
検
察
庁
1
0
件
、
警
察

2
件
、
そ
の
他
2
件

（
計
6
4
件
）

・
モ
ニ
タ
ー
画
面
、
ワ
ン
ウ
ェ
イ
ミ
ラ
ー
の
有
無
：

モ
ニ
タ
ー
画
面
有

4
6
件
、
両
方
有

1
4
件
、
ワ
ン
ウ
ェ
イ
ミ
ラ
ー
有

1
件
、

両
方
無

3
件

（
計
6
4
件
）

・
録
画
の
有
無
：
有

6
1
件
、
無

3
件

（
計
6
4
件
）

（
参
考
：
面
接
方
法
）

Ｃ
Ｈ
Ｉ
Ｌ
Ｄ

Ｆ
Ｉ
Ｒ
Ｓ
Ｔ

1
2
件
、
Ｎ
Ｉ
Ｃ
Ｈ
Ｄ

3
5
件

等

3
歳

4
歳

5
歳

6
歳

7
歳

8
歳

9
歳

1
0
歳

1
1
歳

1
2
歳

1
3
歳

1
4
歳

1
5
歳

1
6
歳

1
7
歳

1
8
歳

計

3
7

2
3

4
3

7
4

3
7

1
0

1
2

3
4

4
0

7
6

ITUVL
スタンプ



一
時

保
護

さ
れ
た
子

ど
も
の
処

遇
向

上
に
関

す
る
予

算
に
つ
い
て

（
平

成
２
８
年

度
補

正
予

算
・
平

成
２
９
年

度
予

算
案

）

１
．
児

童
相

談
所

の
一

時
保

護
所

に
お
け
る
処

遇
の
向

上


個

別
対

応
の
推
進
や

混
合

処
遇
の
解
消

を
図
る
た
め
の
整

備
＜

２
８
年
度
補

正
予

算
・
次

世
代
育

成
支
援

対
策
施
設

整
備
交
付
金

7
0
億
円
の
内
数

＞

児
童
相

談
所
の

一
時
保

護
所
に
お
い
て
、
年

齢
、
性

別
、
入
所

事
由
（
虐

待
、
非

行
等

）
、
そ
の
他

個
々

の
児
童

の
特

性
に
配

慮
し
た
処

遇
を
図

る
た
め
、
①

個
別

対
応

や
混

合
処
遇

解
消
の

た
め
の

居
室
の

小
規

模
化

や
施
設

の
模
様

替
等
、
②

入
所

児
童
の

処
遇
環

境
の

向
上
を
図

る
た
め
の
浴

室
、
食

堂
等

の
改

修
工

事
等

の
整

備
を
行
う
。

・
補

助
率
：

定
額
（
２
／
３
相

当
）

←
通
常

１
／

２
相

当
の
と
こ
ろ
を
引

き
上

げ


一

時
保

護
所

に
お
け
る
き
め
細
か
い
ケ
ア
の
推

進
（
一

時
保
護

機
能
強

化
事
業

）
＜
２
９
年
度

予
算
案

・
児
童

虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対

策
等
総
合
支

援
事
業
１
５
４
億
円
の
内

数
＞

子
ど
も
の

日
常

生
活

に
寄
り
添
っ
て
丁

寧
か
つ
専

門
的
な
ケ
ア
を
行

う
心

理
担

当
職
員

等
を
配

置
す
る
。

・
１
児
童

相
談

所
当
た
り
：
（
１
人

配
置
に
つ
き
）

＠
１
，
６
３
５
千
円

（
年

額
）

・
補
助

率
：

１
／
２


一

時
保

護
所

に
お
け
る
第
三
者

評
価
の
受
審

費
用
の
創
設

＜
２
９
年

度
予

算
案
・
児
童
入

所
措
置

費
等

１
，
２
２
７
億
円
の
内
数

＞

一
時

保
護

所
に
お
い
て
、
質
の

確
保
・
向

上
を
図

る
た
め
の

第
三

者
評
価

を
受

審
す
る
費

用
を
創

設
す
る
。

・
１
児
童

相
談

所
当
た
り
：
（
１
人

配
置
に
つ
き
）

＠
３
０
８
千
円

（
年

額
）

・
補
助

率
：

１
／
２

２
．
一

時
保

護
委

託
先

と
な
る
児

童
養

護
施

設
等

に
お
け
る
処

遇
の
向

上


一

時
保

護
児

童
の
受
入
機

能
強
化

の
た
め
の
整
備

＜
２
８
年
度
補

正
予

算
・
次
世

代
育

成
支
援
対
策

施
設
整
備
交

付
金
７
０
億
円
の
内

数
＞

委
託

一
時
保

護
さ
れ
た
子
ど
も
が
、
落

ち
着

い
た
環

境
の

下
で
、
き
め
細

か
い
ケ
ア
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
４
人
～

６
人

の
一

時
保

護
児

童
の

受
入

の
た
め
の

小
規
模

グ
ル
ー
プ
ケ
ア
設
備
の

整
備
を
行
う
。

・
補

助
率
：

定
額

（
２
／
３
相
当
）

←
通

常
１
／

２
相

当
の
と
こ
ろ
を
引
き
上
げ

・
対

象
施
設

：
児

童
養
護

施
設
、
乳
児

院
、
児

童
自

立
支
援

施
設

及
び
児

童
心
理

治
療
施

設


児

童
養

護
施
設

等
に
お
け
る
一
時
保

護
児

童
の
受
入

体
制
の
充

実
＜

２
９
年

度
予

算
案
・
児
童
入

所
施
設
措

置
費
等
１
，
２
２
７
億
円
の
内
数
＞

一
時
保

護
児
童

の
受
入

機
能
強

化
の
た
め
の

整
備

（
上

記
）
を
行
っ
た
施

設
に
対

し
て
、
受

入
経

費
を
加

算
（
※

対
象
施

設
は

都
道

府
県

等
が

指
定

）
・

１
施
設

当
た
り
加
算
額

：
＠

１
７
，
８
０
０
千

円
程
度

（
年

額
）

→
専

任
職

員
２
名

＋
非
常

勤
職
員

を
配

置
・

補
助

率
：

１
／

２


里

親
へ

の
一

時
保
護

委
託

手
当
の
改
善

＜
２
９
年
度

予
算
案

・
児
童

入
所
施

設
措

置
費
等
１
，
２
２
７
億
円
の
内
数

＞

家
庭

養
護

を
行

う
里
親

へ
の
一

時
保
護
委

託
を
推

進
す
る
た
め
、
平

成
２
８
年

度
か

ら
委
託

し
た
際
の

手
当

を
こ
れ
ま
で
の

日
額

２
，
３
６
０
円

か
ら
４
，
０
４
０
円

に
改

善

虐
待

を
受

け
た
子

ど
も
等

の
一

時
保

護
は

、
「
児

童
相

談
所

が
一

時
保

護
所

で
実

施
す
る
場

合
」
と
、
「
児

童
養

護
施

設
等

に
委

託
し
て
実

施
す
る

場
合

」
が

あ
り
、
そ
れ

ぞ
れ

に
お
い
て
、
以

下
の

と
お
り
子

ど
も
の

処
遇

向
上

を
図

る
。

1
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00
0

1
5,

00
0

2
0,

00
0

2
5,

00
0

3
0,

00
0

3
5,

00
0

総
入

電
数

正
常

接
続

数

接
続

率

※
N

TT
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ズ
よ
り
デ
ー
タ
提

供
。

※
総

入
電

数
は

、
全

て
の

入
電
数

（
「

0
5

7
0

-0
6

4
-0

0
0
」
の

入
電

を
含
む
）
。

※
正

常
接

続
数

は
、
話

し
中

や
児
童

相
談

所
に
つ
な
が

る
前

に
電
話

を
切
る
等

に
よ
り
正

常
に
つ
な
が

ら
な
か

っ
た
電
話
を
除

い
た
入

電
数

。
※

接
続
率

は
、
接
続

率
（
％
）
＝

正
常
接

続
数

／
総

入
電

数

児
童
相
談
所
全
国
共
通
ダ
イ
ヤ
ル
（
１
８
９
）
の
⼊
電
数
及
び
接
続
率
の
推
移

○
児

童
相

談
所

全
国

共
通

ダ
イ
ヤ
ル

３
桁

化
（

1
8

9
）
導

入
後

（
平

成
2

7
年
７
月

～
平

成
2

8
年

３
月

）
①

平
均

入
電
数

：
1

9
,4

9
0
件

②
平
均

正
常
接

続
数

：
2

,4
2

4
件

③
平
均

接
続
率

：
1

2
.4

%

○
音

声
ガ
イ
ダ
ン
ス
短

縮
等

の
改

善
後

（
平

成
2

8
年

４
月

～
平

成
2

9
年
１
月

）
①

平
均

入
電

数
：

2
3

,7
9

2
件

②
平

均
正

常
接

続
数
：

4
,7

3
0
件

③
平

均
接

続
率

：
1

9
.9

%

概
況
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児
童
相
談
所
全
国
共
通
ダ
イ
ヤ
ル
「
１
８
９
」
の
改
善
（
児
童
相
談
支
援
事
業
委
託
費
）

オ
ペ
レ
ー
タ
ー
が
住
所
を
聞
き
取
り
、
最
寄
り
の
児
童
相
談
所
へ
電
話
を
つ
な
げ
る

児 童 相 談 所

市
内
局
番
か
ら
自
動
的
に
最
寄
り
の
児
童
相
談
所
を
特
定

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
方
式
（
現
在
の
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
仕
組
み
を
活
用
し
つ
つ
、
携
帯
電
話
等
か
ら
の
入
電
の
み
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
化
）

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

固
定
電
話

児
相
に
つ
な
が
る
ま
で
「
3
0
秒
〜
１
分
5
0
秒
（
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
）
」
（
現
在
）
⇒

３
０
秒
程
度

児
相
に
つ
な
が
る
ま
で
「
1
5
秒
〜
2
8
秒
（
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
）
」
⇒

（
変
更
な
し
）

携
帯
電
話
等

発 信 者

全
入
電
数

（
６
月
）
の

4
0
.3
%

全
入
電
数

（
６
月
）
の

5
9
.7
%

※
仮
に
全
て
を
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
化
し
た
場
合
、
「
固
定
電
話
」
に
つ
い
て
は
、
児
童
相
談
所
へ
つ
な
が
る
ま
で
の
時
間
が
、
現
在
よ
り
も
⻑
く
な
る
ケ
ー
ス
が
あ
る

変
更
な
し

3
0
秒
程
度

☞
改
修
期
間
：
５
ヶ
⽉
程
度

平
成
2
9
年
度
予
算
案
：
3
4
9
,8
6
9
千
円

ITUVL
スタンプ



72

13
6 48

12

84

2410
421

648
0 36

2424

1224

4813
2 12

6924
4 12

0 12
1230

24
57

60
12

48
48

362
44

848

1
12

36

18
0 60

84

1224
1248

5624
0 36

1212
0 96

16
8

12
24

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

山 梨 県

長 野 県

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三 重 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和 歌 山 県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿 児 島 県

沖 縄 県

札 幌 市

仙 台 市

さ い た ま 市

千 葉 市

横 浜 市

川 崎 市

相 模 原 市

新 潟 市

静 岡 市

浜 松 市

名 古 屋 市

京 都 市

大 阪 市

堺 市
神 戸 市

岡 山 市

広 島 市

北 九 州 市

福 岡 市

熊 本 市

横 須 賀 市

金 沢 市

平
成

2
8
年

度
に

お
け

る
未

成
年

後
見

人
支

援
事

業
の

活
用

状
況

※
件

数
は

、
平

成
2
8
年

度
児

童
虐

待
・

Ｄ
Ｖ

対
策

等
総

合
支

援
事

業
国

庫
補

助
金

当
初

交
付

申
請

上
の

実
施

件
数

単
位

：
件

数
（

未
成

年
後

見
人

数
×

延
べ

事
業

実
施

月
数

）

○
未

成
年

後
見

人
支

援
事

業
は

、
平

成
２

４
年

度
か

ら
開

始
し

て
い

る
が

、
実

施
状

況
に

つ
い

て
は

、
自

治
体

に
よ

り
ば

ら
つ

き
が

あ
る

。
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児
童
相
談
所
設
置
に
向
け
た
支
援
策
に
つ
い
て

◆
中

核
市

・特
別

区
等

の
児

童
相

談
所

設
置

に
係

る
国

の
支

援
策

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
資

料
１

◆
中

核
市

・特
別

区
等

の
児

童
相

談
所

設
置

に
係

る
都

道
府

県
等

の
支

援
策

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
・・

・・
資

料
２

支
援

策
の

具
体

的
な

内
容

○
平

成
28

年
５

月
に

成
立

した
「児

童
福

祉
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
（

平
成

28
年

法
律

第
63

号
）

」（
以

下
「改

正
法

」と
い

う。
）

に
お

い
て

、児
童

相
談

所
の

設
置

主
体

とし
て

新
た

に
「政

令
で

定
め

る
特

別
区

」が
追

加
され

、平
成

29
年

４
月

１
日

よ
り施

行
され

る
。

ま
た

、改
正

法
の

附
則

に
お

い
て

「政
府

は
、こ

の
法

律
の

施
行

後
５

年
を

目
途

とし
て

、地
方

自
治

法
（

昭
和

22
年

法
律

第
67

号
）

第
25

2条
の

22
第

１
項

の
中

核
市

及
び

特
別

区
が

児
童

相
談

所
を

設
置

す
る

こと
が

で
き

る
よ

う、
その

設
置

に
係

る
支

援
その

他
の

必
要

な
措

置
を

講
ず

る
も

の
とす

る
。」

と規
定

され
て

い
る

。
○

児
童

相
談

所
の

設
置

準
備

に
お

い
て

は
、専

門
人

材
の

確
保

・育
成

、一
時

保
護

所
の

整
備

・運
営

や
児

童
相

談
所

設
置

市
とし

て
の

業
務

を
行

う上
で

の
体

制
な

ど、
様

々
な

事
項

の
検

討
が

必
要

で
あ

る
が

、市
区

の
み

で
検

討
す

る
の

で
は

な
く、

厚
生

労
働

省
及

び
都

道
府

県
等

に
よ

る
設

置
支

援
も

必
要

で
あ

る
。

○
この

た
め

、現
時

点
に

お
け

る
、児

童
相

談
所

の
設

置
に

向
け

た
支

援
策

を
ま

とめ
た

の
で

、こ
れ

らを
参

考
に

設
置

に
向

け
た

検
討

を
進

め
て

い
た

だ
き

た
い

。

支
援

実
施

の
必

要
性

KKRMR
スタンプ

KKRMR
スタンプ



中
核

市
・特

別
区

等
に

お
け

る
児

童
相

談
所

設
置

に
係

る
国

の
支

援
策

①
児

童
相

談
所

設
置

準
備

等
に

係
る

補
助

職
員

の
配

置

②
児

童
相

談
所

の
業

務
を

学
ぶ

間
の

代
替

職
員

の
配

置

③
研

修
専

任
コー

デ
ィネ

ー
タ

ー
の

配
置

④
そ

の
他財

政
面

に
お

け
る

支
援

策
（

参
考

資
料

１
）

①
児

童
相

談
所

設
置

の
た

め
の

マ
ニ

ュア
ル

の
作

成
（

参
考

資
料

２
）

②
児

童
福

祉
司

等
の

義
務

化
さ

れ
た

研
修

の
実

施
（

参
考

資
料

３
）

③
児

童
福

祉
司

の
任

用
資

格
要

件
の

見
直

し（
参

考
資

料
４

）

④
児

童
相

談
所

設
置

ま
で

の
ロ

ー
ド

マ
ップ

（
例

）
・児

童
相

談
所

設
置

市
の

政
令

指
定

の
仕

組
み

（
参

考
資

料
５

・６
）

制
度

・運
用

面
に

お
け

る
支

援
策

（
主

な
内

容
）

児
童

相
談

所
の

設
置

準
備

に
伴

う事
務

手
続

、関
係

機
関

や
地

域
住

民
との

調
整

等
の

業
務

に
対

応
す

る
補

助
職

員
の

配
置

。

（
主

な
内

容
）

市
区

の
職

員
が

、児
童

相
談

所
に

派
遣

され
、実

務
を

通
じて

児
童

相
談

所
の

業
務

を
学

ぶ
間

に
、当

該
職

員
等

の
代

替
とし

て
業

務
を

行
う職

員
の

配
置

。

（
主

な
内

容
）

都
道

府
県

等
が

義
務

研
修

等
の

講
師

の
依

頼
、場

所
の

確
保

、
日

程
調

整
、

修
了

証
の

作
成

、受
講

者
名

簿
の

作
成

及
び

管
理

等
、研

修
等

を
円

滑
に

実
施

す
る

た
め

の
事

務
手

続
全

般
を

担
う職

員
の

配
置

。

以
下

の
職

員
（

非
常

勤
）

に
つ

い
て

も
配

置
を

充
実

。
・保

護
者

指
導

を
行

う者
・弁

護
士

・安
全

確
認

を
行

う者
等

【資
料

１
】

（
主

な
内

容
）

児
童

相
談

所
の

設
置

準
備

か
ら、

開
設

ま
で

の
流

れ
を

網
羅

的
に

把
握

で
き

る
よ

う必
要

な
整

理
事

項
を

ま
とめ

た
、児

童
相

談
所

設
置

の
た

め
の

マ
ニュ

ア
ル

を
今

年
度

中
に

作
成

。

（
主

な
内

容
）

平
成

29
年

４
月

か
ら実

施
され

る
、児

童
福

祉
司

等
の

義
務

化
され

た
研

修
に

つ
い

て
、「

子
ども

家
庭

福
祉

人
材

の
専

門
性

確
保

ワ
ー

キ
ング

グ
ル

ー
プ

」に
お

い
て

カリ
キ

ュラ
ム

等
を

作
成

。

（
主

な
内

容
）

児
童

福
祉

法
第

13
条

第
３

項
第

２
号

に
規

定
す

る
「厚

生
労

働
省

令
で

定
め

る
施

設
」に

都
道

府
県

・市
区

町
村

に
お

け
る

子
育

て
支

援
担

当
部

局
を

含
め

る
な

ど、
対

象
施

設
の

拡
大

を
行

い
、児

童
福

祉
司

の
任

用
資

格
要

件
の

緩
和

を
検

討
。

（
主

な
内

容
）

児
童

相
談

所
設

置
の

検
討

を
進

め
る

際
に

留
意

す
べ

き
事

項
を

ま
とめ

た
ロー

ドマ
ップ

を
作

成
す

る
とと

も
に

、児
童

相
談

所
設

置
市

とし
て

政
令

指
定

を
受

け
る

際
の

仕
組

み
を

作
成

。

○
平

成
29

年
度

予
算

案
に

お
い

て
、以

下
に

掲
げ

る
取

組
に

必
要

な
経

費
を

計
上

して
い

る
。

○
児

童
相

談
所

の
設

置
に

向
け

て
、準

備
を

円
滑

に
進

め
る

た
め

の
取

組
を

促
す

以
下

に
掲

げ
る

支
援

を
行

う。

KKRMR
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現
行

の
児

童
相

談
所

・一
時

保
護

所
に

対
す

る
財

政
措

置
整

備
費

運
営

費
補

助
（

非
常

勤
）

職
員

経
費

児
童

相
談

所
○

一
般

財
源

※
平

成
18

年
度

一
般

財
源

化
○

一
般

財
源

※
昭

和
60

年
度

一
般

財
源

化
○

国
庫

補
助

金
※

児
童

虐
待

・Ｄ
Ｖ

対
策

等
支

援
事

業
費

補
助

金
◆

補
助

単
価

・保
護

者
指

導
を

行
う者

（
児

童
相

談
所

1か
所

あ
た

り）
1,

50
6千

円
(H

28
’)

⇒
3,

52
8千

円
（

H2
9予

算
案

）
・非

常
勤

医
師

（
１

都
道

府
県

あ
た

り）
2,

08
5千

円
(H

28
’)

⇒
2,

08
5千

円
（

H2
9予

算
案

）
・非

常
勤

弁
護

士
（

児
童

相
談

所
１

か
所

あ
た

り）
3,

08
0千

円
(H

28
’)

⇒
7,

82
2千

円
（

H2
9予

算
案

）
・安

全
確

認
を

行
う者

（
児

童
相

談
所

１
か

所
あ

た
り）

12
,5

55
千

円
(H

28
’)

⇒
12

,8
13

千
円

（
H2

9予
算

案
）

・研
修

専
任

コー
デ

ィネ
ー

ター
（

１
都

道
府

県
市

あ
た

り）
4,

27
1千

円
（

H2
9予

算
案

）
【新

規
】

・児
童

相
談

所
設

置
準

備
に

係
る

補
助

職
員

（
１

市
区

あ
た

り）
2,

17
2千

円
（

H2
9予

算
案

）
【新

規
】

・児
童

相
談

所
の

業
務

を
学

ぶ
間

の
代

替
職

員
（

１
市

区
あ

た
り）

1,
30

3千
円

（
H2

9予
算

案
）

【新
規

】
◆

補
助

率
：

１
／

２
◆

予
算

額
：

73
億

円
の

内
数

（
H2

8’
）

⇒
 1

54
億

円
の

内
数

（
H2

9予
算

案
）

一
時

保
護

所
○

国
庫

補
助

金
※

次
世

代
育

成
支

援
対

策
施

設
整

備
交

付
金

◆
補

助
単

価
(H

28
’)

定
員

１
人

あ
た

り2
42

万
円

（
A地

域
東

京
等

）
◆

補
助

率
：

１
／

２
相

当
（

平
成

28
年

度
２

次
補

正
予

算
に

お
い

て
補

助
率

２
／

３
相

当
に

引
き

上
げ

）
◆

予
算

額
：

57
億

円
の

内
数

(H
28

’)
⇒

 6
6億

円
の

内
数

（
H2

9予
算

案
）

○
国

庫
負

担
金

※
児

童
入

所
施

設
措

置
費

等
国

庫
負

担
金

◆
補

助
単

価
(H

28
’)

１
か

所
あ

た
り4

,6
18

万
円

（
東

京
都

特
別

区
定

員
30

人
の

場
合

）
※

定
員

数
に

よ
り単

価
が

異
な

る
◆

負
担

率
：

１
／

２
◆

予
算

額
：

1,
14

0億
円

の
内

数
（

H2
8’

）
⇒

 1
,2

27
億

円
の

内
数

（
H2

9予
算

案
）

○
国

庫
補

助
金

※
児

童
虐

待
・Ｄ

Ｖ
対

策
等

支
援

事
業

費
補

助
金

◆
補

助
単

価
(H

29
予

算
案

)
・学

習
指

導
協

力
員

・障
害

等
援

助
協

力
員

・ト
ラブ

ル
対

応
協

力
員

・専
門

的
ケ

ア
対

応
協

力
員

・一
時

保
護

委
託

付
添

協
力

員
◆

補
助

率
：

１
／

２
◆

予
算

額
：

73
億

円
の

内
数

（
H2

8’
)

⇒
 1

54
億

円
の

内
数

（
H2

9予
算

案
）

児
童

相
談

所
１

か
所

あ
た

り
1,

63
5千

円
×

実
施

協
力

員
数

（
参

考
資

料
１

）

KKRMR
スタンプ



背
景
・
目
的

改
正
児
童
福
祉
法
に
お
い
て
は
、
児
童
相
談
所
の
設
置
主
体
と
し
て
、
政
令
で
定
め
る
特
別
区
も
児
童
相

談
所
を
設
置
で
き
る
こ
と
と
な
っ
た
。

ま
た
、
指
定
都
市
以
外
の
市
に
つ
い
て
は
、
平
成

16
年
改
正
に
よ
り
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
っ

た
が
、
横
須
賀
市
・
金
沢
市
の
２
市
に
と
ど
ま
り
、
設
置
が
進
ん
で
い
な
い
。

こ
れ
ま
で
児
童
相
談
所
を
設
置
し
た
自
治
体
か
ら
は
、
開
設
に
向
け
て
苦
労
し
た
点
と
し
て
、

・
ど
の
よ
う
な
準
備
が
必
要
で
あ
る
か

・
開
設
ま
で
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

・
都
道
府
県
と
必
要
と
な
る
調
整
事
項

・
設
置
後
に
必
要
な
体
制

・
運
営
費
用

な
ど

が
分
か
ら
な
か
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
て
お
り
、
市
に
お
い
て
設
置
が
進
ま
な
い
要
因
の
一
つ
と
な
っ
て
い
る

と
考
え
ら
れ
る
。

こ
の
た
め
、
設
置
に
向
け
て
の
検
討
を
進
め
る
に
必
要
な
参
考
資
料
と
し
て
活
用
い
た
だ
け
る
よ
う
、
児
童

相
談
所
設
置
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
す
る
。

研
究
内
容

近
年
、
児
童
相
談
所
を
設
置
し
た
、
横
須
賀
市
、
金
沢
市
な
ど
の
自
治
体
の
担
当
者
に
対
し
ヒ
ア
リ
ン
グ
を

行
い
、
設
置
準
備
か
ら
、
開
設
ま
で
の
流
れ
を
網
羅
的
に
把
握
で
き
る
よ
う
必
要
な
整
理
事
項
を
ま
と
め
た
、

児
童
相
談
所
設
置
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
今
年
度
中
に
作
成
す
る
。

実
施
者

（
福
）
恩
賜
財
団
母
子
愛
育
会
愛
育
研
究
所

平
成

２
８

年
度

子
ども

・子
育

て
支

援
推

進
調

査
研

究
事

業
（

児
童

相
談

所
設

置
の

た
め

の
マ

ニ
ュア

ル
作

成
に

関
す

る
調

査
研

究
）

（
参

考
資

料
２

）

KKRMR
スタンプ



子
ども

家
庭

福
祉

人
材

の
専

門
性

確
保

W
G

（
児

童
福

祉
司

等
の

義
務

化
さ

れ
た

研
修

の
骨

子
案

に
つ

い
て

）
改
正
児
童
福
祉
法
を
踏
ま
え
義
務
化
さ
れ
た
、
平
成
２
９
年
４
月
か
ら
実
施
さ
れ
る
児
童
福
祉
司
等
に
対
す
る
研
修
の
内
容
に

つ
い
て
は
、
「
子
ど
も
家
庭
福
祉
人
材
の
専
門
性
確
保
Ｗ
Ｇ
（
座
長
山
縣
文
治
：
関
西
大
学
教
授
）
」
に
よ
り
議
論
・
検
討
が

進
め
ら
れ
、
以
下
に
示
す
骨
子
案
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
。

児
童
福
祉
司
任
用
前
講
習
会

児
童
福
祉
司
任
用
後
研
修

児
童
福
祉
司

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修

要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関

専
門
職
研
修

到
達
目
標

知
識
、
態
度
に
つ
い
て

８
２
項
目

知
識
、
技
術
、
態
度
に
つ
い
て

１
５
１
項
目

知
識
、
技
術
、
態
度
に
つ
い
て

８
７
項
目

知
識
、
技
術
、
態
度
に
つ
い
て

２
１
９
項
目

時
間
数
等

3
0
時
間
（
9
0
分
×
2
0
コ
マ
）

3
0
時
間
（
9
0
分
×
2
0
コ
マ
）

2
8
.
5
時
間
（
9
0
分
×
1
9
コ
マ
）

2
8
.
5
時
間
（
9
0
分
×
1
9
コ
マ
）

講
義
を
中
心
に
演
習
と
一
体
的
に

実
施

演
習
を
中
心
に
講
義
と
一
体
的
に

実
施

演
習
１
５
コ
マ
、
講
義
４
コ
マ

講
義
１
３
コ
マ
、
演
習
６
コ
マ

研
修
期
間

５
日
間
程
度

（
修
業
期
間
は
概
ね
１
月
以
内
）

５
日
間
程
度

（
修
業
期
間
は
概
ね
６
月
以
内
）

Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
は
さ
ん
で
前
期
３
日
程

度
、
後
期
３
日
程
度

（
修
業
期
間
は
概
ね
６
月
以
内
）

５
日
間
程
度
、
ま
た
は
３
日
程
度
を

２
回

（
修
業
期
間
は
概
ね
６
月
以
内
）

実
施
主
体

都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市
又
は
研
修
を
適
切
に
実
施
す
る
と
認
め
ら
れ
る
団
体
と
し
て
都
道
府
県
等
か
ら
委
託
を
受
け
た
法
人

※
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修
に
つ
い
て
は
、
平
成
29
年
度
は
試
行
的
実
施

講
師

講
師
は
各
科
目
を
教
授
す
る
の
に
適
当
な
者
で
あ
る
こ
と

研
修
の

修
了

振
り
返
り
（
レ
ポ
ー
ト
作
成
等
）
、
修
了
証
の
交
付
、
修
了
の
記
録
（
修
了
者
名
簿
等
に
よ
る
管
理
）

4

（
参

考
資

料
３

）

KKRMR
スタンプ

KKRMR
スタンプ



児
童
福
祉
司
任
用
前
講
習
会

児
童
福
祉
司
任
用
後
研
修

児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修

要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
専
門
職
研
修

番 号
科

目
コ マ 数
番
号

科
目

コ マ 数
番
号

科
目

コ マ 数

番 号
科

目
コ マ 数

1
子
ど
も
の
権
利
擁
護

1
1
子
ど
も
家
庭
支
援
の
た
め
の
ケ
ー

ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

4
1
子
ど
も
の
権
利
擁
護
と
子
ど
も

家
庭
福
祉
の
現
状
・
課
題

1
1
子
ど
も
の
権
利
擁
護
と
倫
理

1

2
子
ど
も
家
庭
福
祉
に
お
け
る

倫
理
的
配
慮

1
2
子
ど
も
の
面
接
・
家
族
面
接
に
関

す
る
技
術

1
2
ス
ー
パ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
の
基
本

（
講
義
）

1
2
子
ど
も
家
庭
相
談
援
助
制
度
及
び
実
施

体
制

1

3
子
ど
も
家
庭
相
談
援
助
制
度

及
び
実
施
体
制

1
3
児
童
相
談
所
に
お
け
る
方
針
決
定

の
過
程

1
3
子
ど
も
家
庭
支
援
の
た
め
の

ケ
ー
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

2
3
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
運
営
2

4
子
ど
も
の
成
長
・
発
達
と
生

育
環
境

2
4
社
会
的
養
護
に
お
け
る
自
立
支
援

3
4
子
ど
も
の
面
接
・
家
族
面
接
に

関
す
る
技
術

1
4
会
議
の
運
営
と
ケ
ー
ス
管
理

1

5
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
の
基
本

1
5
関
係
機
関
（
市
区
町
村
を
含
む
）

と
の
連
携
・
協
働
と
在
宅
支
援

3
5
関
係
機
関
（
市
区
町
村
を
含

む
）
と
の
連
携
・
協
働
と
在
宅

支
援

1
5
児
童
相
談
所
の
役
割
と
連
携

1

6

子
ど
も
家
庭
支
援
の
た
め
の

ケ
ー
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
基

本
3
6
行
政
権
限
の
行
使
と
司
法
手
続
き

2
6
行
政
権
限
の
行
使
と
司
法
手
続

き
1
6
子
ど
も
家
庭
相
談
の
運
営
と
相
談
援
助

の
あ
り
方

2

7
児
童
相
談
所
に
お
け
る
方
針

決
定
の
過
程

1
7
子
ど
も
虐
待
対
応

4
7
子
ど
も
虐
待
対
応

4
7
社
会
的
養
護
と
市
区
町
村
の
役
割

1

8
社
会
的
養
護
に
お
け
る
自
立

支
援

2
8
非
行
対
応

2
8
非
行
対
応

1
8
子
ど
も
の
成
長
・
発
達
と
生
育
環
境

1

9

関
係
機
関
（
市
区
町
村
を
含

む
）
と
の
連
携
・
協
働
と
在

宅
支
援

2
9
社
会
的
養
護
に
お
け
る
自
立
支

援
と
フ
ァ
ミ
リ
ー
ソ
ー
シ
ャ
ル

ワ
ー
ク

2
9
子
ど
も
の
生
活
に
関
す
る
諸
問
題

1

1
0
行
政
権
限
の
行
使
と
司
法
手

続
き

1
1
0
ス
ー
パ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
の
基
本

（
演
習
）

3
1
0
子
ど
も
家
庭
支
援
の
た
め
の
ソ
ー
シ
ャ

ル
ワ
ー
ク

2

1
1
子
ど
も
虐
待
対
応
の
基
本

3
1
1
子
ど
も
の
発
達
と
虐
待
の
影
響
、

子
ど
も
の
生
活
に
関
す
る
諸
問

題
1
1
1
子
ど
も
虐
待
対
応

3

1
2
非
行
対
応
の
基
本

1
1
2
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
と
ケ
ー
ス

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

1
1
2
母
子
保
健
の
役
割
と
保
健
機
関
と
の
連

携
1

1
3
障
害
相
談
・
支
援
の
基
本

1
1
3
子
ど
も
の
所
属
機
関
の
役
割
と
連
携

1

1
4
子
ど
も
と
家
族
の
生
活
に
関
す
る
法
と

制
度
の
理
解
と
活
用

1

合
計

２
０
コ
マ
【
３
０
時
間
】

合
計

２
０
コ
マ
【
３
０
時
間
】

合
計

１
９
コ
マ
【
２
８
．
５
時
間
】

合
計

１
９
コ
マ
【
２
８
．
５
時
間
】

※
１
コ
マ
＝
９
０
分

※
科
目
の
番
号
は
講
義
、
演
習
の
順
番
を
表
す
も
の
で
は
な
い
。

KKRMR
スタンプ



○
上

記
通

知
を

改
正

し、
「厚

生
労

働
大

臣
が

認
め

る
施

設
」に

、都
道

府
県

・市
区

町
村

に
お

け
る

子
育

て
支

援
担

当
部

局
を

追
加
す
る
方
向

で
検
討
中
。※
対
象
とな
る
業
務
に
つ
い
て
も
あ
わ
せ
て
検
討
中
。

児
童

福
祉

司
の

任
用

資
格

要
件

の
見

直
し

現
行

の
取

扱

対
象

施
設

の
拡

大
に

向
け

た
検

討
状

況

・保
健

所
、市

町
村

保
健

セ
ンタ

ー
・児

童
相

談
所

、母
子

生
活

支
援

施
設

、児
童

養
護

施
設

、
乳

児
院

、障
害

児
入

所
施

設
、情

緒
障

害
児

短
期

治
療

施
設

、児
童

自
立

支
援

施
設

、児
童

家
庭

支
援

セ
ンタ

ー
、

障
害

児
通

所
支

援
事

業
・病

院
、診

療
所

・身
体

障
害

者
更

生
相

談
所

、身
体

障
害

者
福

祉
セ

ンタ
ー

・精
神

保
健

福
祉

セ
ンタ

ー
・救

護
施

設
、更

生
施

設
・福

祉
事

務
所

、市
町

村
社

会
福

祉
協

議
会

・婦
人

相
談

所
、婦

人
保

護
施

設
・知

的
障

害
者

更
生

相
談

所
・老

人
デ

イサ
ー

ビス
セ

ンタ
ー

、老
人

短
期

入
所

施
設

、養
護

老
人

ホ
ー

ム
、特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

、軽
費

老
人

ホ
ー

ム
、老

人
福

祉
セ

ンタ
ー

、老
人

介
護

支
援

セ
ンタ

ー
・母

子
・父

子
福

祉
セ

ンタ
ー

・介
護

保
険

施
設

、地
域

包
括

支
援

セ
ンタ

ー
・障

害
者

支
援

施
設

、地
域

活
動

支
援

セ
ンタ

ー
、福

祉
ホ

ー
ム

、障
害

福
祉

サ
ー

ビス
事

業
、一

般
相

談
支

援
事

業
、特

定
相

談
支

援
事

業
を行

う施
設

・広
域

障
害

者
職

業
セ

ンタ
ー

、地
域

障
害

者
職

業
セ

ンタ
ー

、障
害

者
就

業
・生

活
支

援
セ

ンタ
ー

・保
護

観
察

所
、更

生
保

護
施

設
・発

達
障

害
者

支
援

セ
ンタ

ー
等

○
社

会
福

祉
士

及
び

介
護

福
祉

士
法

第
７

条
第

４
号

の
厚

生
労

働
省

令
で

定
め

る
施

設
○

精
神

保
健

福
祉

士
法

第
７

条
第

４
号

の
厚

生
労

働
省

令
で

定
め

る
施

設

・乳
児

院
、保

育
所

○
上

記
に

掲
げ

る
施

設
に

準
ず

る
施

設
とし

て
厚

生
労

働
大

臣
が

認
め

る
施

設
※

 「
児

童
福

祉
司

の
任

用
資

格
要

件
に

関
す

る
指

定
施

設
に

お
け

る
業

務
の

範
囲

等
に

つ
い

て
」（

平
成

17
年

２
月

25
日

雇
児

発
第

02
25

00
3号

厚
生

労
働

省
雇

用
均

等
・児

童
家

庭
局

長
通

知
）

に
お

い
て

以
下

の
施

設
を

指
定

。

（
参

考
資

料
４

）

KKRMR
スタンプ



児
童

相
談

所
設

置
ま

で
の

ロ
ー

ド
マ

ップ
（

例
）

準
備

期
移

行
期

完
全

移
行

国

○
児

童
相

談
所

設
置

に
向

け
た

検
討

会
議

（
都

道
府

県
・市

合
同

）
、準

備
室

の
設

置

２
年

程
度

２
年

程
度

２
年

程
度

○
都

道
府

県
児

童
相

談
所

と市
区

職
員

の
相

互
派

遣
○

児
童

相
談

所
・一

時
保

護
所

配
置

予
定

職
員

の
事

前
派

遣
実

習
⇒

児
童

虐
待

防
止

対
策

支
援

事
業

の
対

象

○
児

童
相

談
所

及
び

一
時

保
護

所
設

置
場

所
の

検
討

○
児

童
相

談
所

及
び

一
時

保
護

所
の

整
備

※
一

時
保

護
所

に
つ

い
て

は
、必

要
に

応
じて

都
道

府
県

の
施

設
を

利
用

で
き

る
よ

う調
整

⇒
次

世
代

育
成

支
援

対
策

施
設

整
備

交
付

金
の

対
象

（
一

時
保

護
所

に
限

る
。）

○
専

門
職

（
心

理
司

等
）

の
採

用
○

市
区

職
員

の
各

種
研

修
等

へ
の

参
加

（
児

童
福

祉
司

、一
時

保
護

所
職

員
等

の
養

成
）

※
児

童
福

祉
司

任
用

前
講

習
会

の
受

講
可

⇒
児

童
虐

待
防

止
対

策
支

援
事

業
の

対
象

○
都

道
府

県
児

童
相

談
所

か
ら市

区
児

童
相

談
所

へ
の

職
員

派
遣

○
地

域
住

民
へ

の
周

知

○
政

令
指

定
に

関
す

る
事

前
協

議
（

対
厚

生
労

働
省

）

○
一

時
保

護
所

の
整

備
（

一
時

保
護

所
未

設
置

の
場

合
）

⇒
次

世
代

育
成

支
援

対
策

施
設

整
備

交
付

金
の

対
象

○
一

時
保

護
所

の
運

営
⇒

児
童

入
所

施
設

措
置

費
等

国
庫

負
担

金
の

対
象

○
一

時
保

護
所

の
改

修
⇒

次
世

代
育

成
支

援
対

策
施

設
整

備
交

付
金

の
対

象

検
討

期

○
都

道
府

県
か

ら移
譲

され
る

業
務

の
整

理
（

児
相

業
務

、児
童

福
祉

審
議

会
の

設
置

等
）

○
条

例
、規

則
等

の
制

定
・改

正

○
地

域
住

民
へ

の
周

知

○
組

織
体

制
の

検
討

（
相

談
受

付
体

制
・専

門
職

の
配

置
等

）

○
児

童
相

談
所

及
び

一
時

保
護

所
設

置
予

定
地

域
周

辺
住

民
へ

の
説

明

○
政

令
指

定
の

要
請

（
対

厚
生

労
働

省
）

○
市

区
（

児
相

含
む

。）
職

員
の

各
種

研
修

等
へ

の
参

加
（

児
童

福
祉

司
等

の
養

成
）

・児
童

福
祉

司
任

用
前

講
習

会
・児

童
福

祉
司

任
用

後
研

修
・Ｓ

Ｖ
研

修
等

⇒
児

童
虐

待
防

止
対

策
支

援
事

業
の

対
象

○
児

童
相

談
所

を
設

置
して

い
る

自
治

体
へ

の
調

査

児 童 相 談 所 の 設 置 を 目 指 す 市 ・ 区

人 材 確 保 ・ 育 成 施 設 整 備 そ の 他

児 童 相 談 所 設 置

○
政

令
指

定

○
設

置
報

告
（

対
厚

生
労

働
省

）

○
児

童
福

祉
施

設
に

お
け

る
都

道
府

県
・市

区
の

相
互

利
用

○
ケ

ー
ス

移
管

厚
生

労
働

大
臣

が
定

め
る

基
準

に
適

合
す

る
研

修

○
児

童
福

祉
施

設
等

の
利

用
計

画
（

都
道

府
県

・市
区

の
協

議
）

○
措

置
入

所
児

童
等

の
保

護
者

へ
の

周
知

○
児

童
福

祉
施

設
等

関
係

団
体

へ
の

説
明

及
び

入
所

措
置

等
の

調
整

（
参

考
資

料
５

）

KKRMR
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○
児
童
福
祉
法
第

59
条
の
４
第
１
項
に
規
定
す
る
「
児
童
相
談
所
を
設
置
す
る
市
と
し
て
政
令
で
定
め
る
市
」
（
「
児
童
相
談
所
設
置
市
」
）
の

政
令
指
定
に
つ
い
て
は
、
政
令
指
定
を
希
望
す
る
市
か
ら
の
要
請
に
よ
り
、
国
に
お
い
て
希
望
市
に
お
け
る
事
務
遂
行
体
制
や
希
望
市
と
都

道
府
県
の
連
携
体
制
等
に
つ
い
て
支
障
が
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
上
で
、
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

○
児
童
相
談
所
設
置
市
の
政
令
指
定
は
、
こ
れ
ま
で
横
須
賀
市
、
金
沢
市
、
熊
本
市
に
対
し
実
施
し
て
い
る
。
（
た
だ
し
、
熊
本
市
は
平
成

24
年
４
月
か

ら
指
定
都
市
へ
移
行
）

○
国
に
お
け
る
確
認
は
、
以
下
の
（
１
）
～
（
３
）
に
つ
い
て
の
希
望
市
か
ら
の
報
告
に
基
づ
き
行
う
も
の
と
す
る
。

児
童

相
談

所
設

置
市

の
政

令
指

定
の

仕
組

み
概
要 政
令
指
定
ま
で
の
流
れ
（
熊
本
市
の
事
例
、
主
に
国
・
市
の
関
係
）

※
そ
の
他
、
平
成

18
年
度
か
ら
県
市
で
交
流
職
員
派
遣
や
連
絡
会
議
等
の
開
催
に
よ
り
、
児
童
相
談
所
設
置
市
と
し
て
の
事
務
遂
行
体
制
や
都
道
府
県
と
の
連
携
体
制
を
確
保
。

国 市 の

事 前 協 議

市 か ら

政 令 指 定 の 要 請

県 市 連 名 で

政 令 指 定 の 要 請

政 令 公 布

（ 政 令 に よ り 指 定 ）

政 令 施 行

児 童 相 談 所 開 所

19
年
４
月

21
年
３
月

21
年
７
月

21
年
８
月

21
年

10
月

22
年
４
月

「
児
童
相
談
所
を
設
置
す
る
市
に
つ
い
て
」
（
平
成

20
年
８
月

29
日
雇
児
総
発
第

08
29

00
1号
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
総
務
課
長
通
知
）
抜
粋

市 長 が 意 思 表 明

・ 県 市 の

条 例 の 制 定

・ 地 域 住 民 へ の

周 知 等

国 に お け る

事 務 遂 行 体 制

等 の 確 認

（
２
）
希
望
市
と
都
道
府
県
と
の
連
携
体
制
の
確
保

一
時
保
護
や
児
童
福
祉
施
設
の
入
所
等
に
関
し

て
の
広
域
的
な
調
整
、
児
童
相
談
所
立
ち
上
げ
当

初
の
支
援
、
特
に
高
度
な
専
門
的
知
識
及
び
技
術

を
要
す
る
相
談
へ
の
対
応
な
ど
に
関
し
て
、
都
道
府

県
が
適
切
に
希
望
市
に
助
言
又
は
援
助
を
行
う
体

制
が
確
保
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
こ
と
。

（
３
）
希
望
市
と
都
道
府
県
と
の
協
議
状
況
に
つ
い

て （
１
）
及
び
（
２
）
に
つ
い
て
、
希
望
市
と
都
道
府
県

と
が
十
分
に
協
議
を
実
施
し
て
お
り
、
希
望
市
の

児
童
相
談
所
設
置
市
へ
の
移
行
後
も
、
児
童
福

祉
行
政
の
円
滑
な
実
施
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
を
都

道
府
県
に
お
い
て
も
確
認
し
て
い
る
こ
と
。

（
１
）
希
望
市
に
お
け
る
事
務
遂
行
体
制
の
確
保

希
望
市
に
お
い
て
、
事
務
を
一
貫
し
て
遂
行
す

る
た
め
の
人
的
体
制
の
整
備
や
児
童
福
祉
施
設

の
確
保
等
が
見
込
ま
れ
て
い
る
こ
と
。

市
か
ら
の
要
請

国
に
お
け
る
確
認

政
令
指
定（

参
考

資
料

６
）

KKRMR
スタンプ



◆
専

門
人

材
の

確
保

・育
成

・市
区

に
お

け
る

児
童

相
談

所
設

置
準

備
か

ら設
置

後
に

至
る

ま
で

の
都

道
府

県
等

職
員

と市
区

職
員

の
相

互
派

遣
・市

区
職

員
を

含
め

た
研

修
等

の
実

施
◆

児
童

相
談

所
及

び
一

時
保

護
所

の
整

備
・運

営
・児

童
相

談
所

及
び

一
時

保
護

所
の

整
備

・運
営

に
関

す
る

助
言

◆
その

他
・都

道
府

県
等

と市
区

合
同

の
協

議
体

等
の

設
置

・社
会

的
養

護
に

関
す

る
助

言
・児

童
相

談
所

設
置

市
の

業
務

内
容

に
関

す
る

助
言

等
※

今
後

、上
記

の
内

容
を

含
め

、児
童

相
談

所
設

置
自

治
体

の
拡

大
に

向
け

た
協

力
依

頼
を都

道
府

県
等

に
させ

て
い

た
だ

く予
定

。

中
核

市
・特

別
区

等
に

お
け

る
児

童
相

談
所

設
置

に
係

る
都

道
府

県
等

の
支

援
策

○
平

成
16

年
の

児
童

福
祉

法
等

の
改

正
に

お
い

て
、都

道
府

県
・指

定
都

市
に

加
え

、指
定

都
市

以
外

の
児

童
相

談
所

の
設

置
を

希
望

す
る

市
に

つ
い

て
も

、設
置

で
き

る
こと

とさ
れ

て
い

る
が

、現
在

児
童

相
談

所
を

設
置

して
い

る
市

は
横

須
賀

市
・金

沢
市

の
２

市
に

とど
ま

って
い

る
。

○
児

童
虐

待
相

談
対

応
件

数
の

増
加

が
続

くと
とも

に
、複

雑
・困

難
な

ケ
ー

ス
も

増
加

す
る

な
ど、

特
に

都
市

部
に

お
い

て
児

童
相

談
所

を
中

心
に

き
め

細
か

な
対

応
が

求
め

られ
て

い
る

こと
か

ら、
平

成
28

年
の

児
童

福
祉

法
等

の
改

正
に

よ
り、

新
た

に
特

別
区

も
児

童
相

談
所

を
設

置
で

き
る

こと
とさ

れ
た

。
○

市
や

区
が

、新
た

に
児

童
相

談
所

を
設

置
す

る
場

合
、専

門
人

材
の

確
保

や
育

成
に

関
す

る
ノウ

ハ
ウの

修
得

が
極

め
て

困
難

で
あ

る
な

どの
課

題
が

あ
り、

その
解

決
に

は
、す

で
に

児
童

相
談

所
を

設
置

して
い

る
都

道
府

県
等

の
支

援
・協

力
が

必
要

不
可

欠
で

あ
る

。

現
状

都
道

府
県

等
で

考
え

ら
れ

る
具

体
的

な
支

援
・協

力

【資
料

２
】

KKRMR
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「市区町村子ども家庭総合支援拠点」設置運営要綱（案）

１．趣旨・目的

（１）今般の児童福祉法等改正において、市区町村は、子どもが心身ともに健やかに育成

されるよう、基礎的な地方公共団体として、子ども及び妊産婦の福祉に関し、必要な

実情の把握に努め、情報の提供を行い、家庭その他からの相談に応じ、調査及び指導

を行うとともに、その他の必要な支援に係る業務を適切に行わなければならないこと

が明確化された。

（２）また、都道府県（児童相談所）が虐待相談を受けて対応したケースのうち多くは、

施設入所等の措置を採るに至らず在宅支援となっているが、その後に重篤な虐待事例

が生じる場合が少なくない実態があり、市区町村が、身近な場所で、子どもやその保

護者（親権を行う者、未成年後見人その他子どもを現に監護する者。以下同じ。）に寄

り添って継続的に支援し、児童虐待の発生を防止することが重要であることから、市

区町村を中心とした在宅支援の強化を図ることが盛り込まれている。

（３）市区町村は、子どもの最も身近な場所における子どもの福祉に関する支援等に係る

業務を行うことが役割・責務とされていることを踏まえ、子どもとその家庭及び妊産

婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から通所・在宅支援を中心と

したより専門的な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業

務までを行うことが求められている。

このため、市区町村は、地域のリソースや必要なサービスと有機的につないでいく

ソーシャルワークを中心とした機能を担う拠点（市区町村子ども家庭総合支援拠点。

以下「支援拠点」という。）の設置に努めるものとする。

（４）本設置運営要綱は、支援拠点が、福祉、保健・医療、教育等の関係機関と連携しな

がら、責任を持って必要な支援を行うことを明確化するとともに、子育て世代包括支

援センターや要保護児童対策地域協議会（以下「協議会」という。）・要保護児童対策

調整機関との関係整理や児童相談所との連携、協働のあり方など、適切な運営が行わ

れるようにするための基本的考え方を示すものである。

２．実施主体

支援拠点の実施主体は、市区町村（一部事務組合を含む。以下同じ。）とする。

ただし、市区町村が適切かつ確実に業務を行うことができると認めた社会福祉法人等

にその一部を委託することができる。

また、委託先の選定に当たっては、支援拠点が子どもとその家庭及び妊産婦等の個人

情報を取り扱うことになるため、徹底した情報の管理や知り得た内容を外部に漏らすこ

とがないように守秘義務の徹底等を図る体制が整備されている委託先を選定すること。

その際、市区町村は、支援内容の役割分担や個人情報の取扱いなどについて、支援拠点

に係る条例や規則等で定め、委託先の社会福祉法人等が適切に業務を行うことができる

よう援助する必要がある。さらに、委託先が行った業務の結果の把握と管理など、業務

を適正に行う責任は市区町村にあるため、委託先と緊密に連携し、信頼関係を構築する

NKARR
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必要がある。

また、小規模や児童人口が少ない市区町村においては、複数の地方自治体が共同で設

置することも可能である。

３．対 象

市区町村（支援拠点）は、管内に所在するすべての子どもとその家庭（里親及び養子

縁組を含む。以下同じ。）及び妊産婦等を対象とする。

４．業務内容

市区町村（支援拠点）は、コミュニティを基盤にしたソーシャルワークの機能を担い、

子どもとその家庭及び妊産婦等を対象として、その福祉に関し必要な支援に係る業務全

般を行う。

また、その支援に当たっては、子どもの自立を保障する観点から、妊娠期から子ども

の社会的自立に至るまでの包括的・継続的な支援に努める。

さらに、今般の児童福祉法等改正を踏まえ、要支援児童若しくは要保護児童及びその

家庭又は特定妊婦等（以下「要支援児童及び要保護児童等」という。）を対象とした、「（２）

要支援児童及び要保護児童等への支援業務」について強化を図る。

（１）子ども家庭支援全般に係る業務

① 実情の把握

子どもとその家庭及び妊産婦等に関し、母子保健事業に基づく状況、親子関係、

夫婦関係、きょうだい関係、家庭の環境及び経済状況、保護者の心身の状態、子ど

もの特性などの養育環境全般について、家庭全体の問題として捉え、関係機関等か

ら必要な情報を収集するとともに、インフォーマルなリソースも含めた地域全体の

社会資源の情報等の実情の把握を継続的に行う。

その際、保育所・幼稚園、学校等に在籍していない子どもや「居住実態が把握で

きない児童」にも留意して把握に努める。

② 情報の提供

子どもとその家庭及び妊産婦等が自主的に活用できるように、当該地域の実情や

社会資源等に関する情報の提供を行うとともに、関係機関にも連携に資するその福

祉に関する資源や支援等に関する情報の提供を行う。

なお、関係機関への個人情報の提供に関しては、法律を遵守するとともに、④の

総合調整を行う際にも、その方法について工夫する必要がある。

③ 相談等への対応

子どもとその家庭及び妊産婦等や関係機関等から、一般子育てに関する相談から

養育困難な状況や児童虐待等に関する相談まで、また妊娠期から子どもの自立に至

るまでの子ども家庭等に関する相談全般に応じる。

その対応に際して、まずは、子どもとその家庭及び妊産婦等からの相談を受けや

すい体制や遅滞なく適切に対応する体制を整備して、相談に応じることが必要であ

る。
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相談対応に当たっては、適切に相談者のニーズを把握し、それに応じたカウンセ

リング等の支援を行うとともに、子ども・子育て支援施策に係る市区町村事業（利

用者支援事業（基本型）など）を十分に活用することが必要であり、さらに密接に

連携する必要がある母子保健施策や障害児施策に係る市区町村事業の活用を図るこ

とが求められる。当該家庭に関わる場合には、生活保護や高齢者等の福祉施策との

連携、民生・児童委員（主任児童委員）、妊娠相談や子育て支援などを行う民間団体

等の社会資源も活用して、相談者のニーズに応じた支援を行うとともに、学齢期の

子どもへの対応では、いじめ等の問題への取組や特別支援教育等の教育関連施策と

の連携も視野に相談対応を行うなど、妊娠期から子どもの自立までに関わる社会資

源の機能を的確に把握し、十分な連携を図りながら相談対応、支援を行う。

また、児童福祉法（昭和 22年法律第 164 号。以下「法」という。）第 25 条に基づ

く要保護児童を発見した者からの通告及び児童虐待の防止等に関する法律（平成 12

年法律第 82号。以下「児童虐待防止法」という。）第６条第１項に基づく児童虐待

を受けたと思われる子どもを発見した者からの通告や、法第 21 条の 10の５第１項

に基づく要支援児童及び要保護児童等と思われる者を把握した関係機関等からの情

報の提供を受け、その場合には、（２）①及び②の対応を行う。

さらに、法第 26条第１項第３号に基づく児童相談所からの送致や、法第 26 条第

１項第８号に基づく通知を受け、その場合には、児童相談所を含む関係機関と連携

して、必要な支援等を行う。

④ 総合調整

個々のニーズ、家庭の状況等に応じて最善の方法で課題解決が図られるよう、支

援を行うことと併せ、関係機関等と緊密に連携し、地域における子育て支援の様々

な社会資源を活用して、適切な支援に有機的につないでいくため、支援内容やサー

ビスの調整を行い、包括的な支援に結び付けていく適切な援助を行う。

特に、要支援児童及び要保護児童等に関しては、支援拠点が中核となって必要な

支援を行うとともに、関係機関でサービスを分担する際には、責任を明確にして、

円滑なサービス提供を行う。

（２）要支援児童及び要保護児童等への支援業務

① 危機判断とその対応

４（１）③の通告や関係機関等からの情報の提供があった場合、状況により要支

援児童及び要保護児童等に関する認識を得た場合には、以下の手順で危機判断とそ

の対応を行う。

ア 情報源からの聞き取り

通告又は情報の提供があった場合には、危機判断に資するよう、詳細に内容を

聞き取る。

イ 安全確認

子どもや妊産婦を直接目視することにより行うことを基本とし、速やかに、関

係機関等と連携しながら、当該子どもや妊産婦等の家庭に訪問する等により、安

全を確認する。

ITUVL
スタンプ



- 4 -

ウ 危機判断

②アの調査を行いつつ、限られた情報の中からでもリスクが高いかどうかに常

に留意して、危機判断を行う。

エ 危機対応

子どもがその養育環境により、危機状態である可能性もしくは危機状態に至る

可能性が高いと判断した場合には、速やかに児童相談所と連携して、児童相談所

に送致することを含め、危機対応を行う。

また、自殺企図や胎児への虐待を行っている妊婦等については、母子保健分野

や精神保健分野などの関係機関等とも連携しながら、危機対応を行う。

② 支 援

ア 調 査

関係機関等に協力を求め、家庭の生活状況や得られた情報に関する事実把握を

行った上で、要支援児童及び要保護児童等と判断した子どもとその家庭及び妊産

婦等に関しては、子どもの状況、保護者の状況、親子関係等の家庭環境、家庭と

その支援体制の状況及び地域との関係等に関する情報や要支援児童及び要保護児

童等に至った経緯の把握等の必要な調査を行う。

イ アセスメント

アの調査によって得られた情報を基に、家庭、子ども、保護者、妊婦、親子関

係、地域との関係及び支援の状況等の評価を行い、ニーズやリスクを的確に把握

して、支援計画の作成に資する総合的なアセスメントを行う。また、必要に応じ

て、協議会の個別ケース検討会議を開催し、情報を共有する。

ウ 支援計画の作成等

必要に応じた関係機関等との連携を行い、支援方針や支援の内容を具体的に実

施していくための支援計画を作成する。その作成に当たっては、イのアセスメン

トに基づき支援目標を設定し、可能な限り子ども、保護者及び妊婦の意見や参加

を求める。

なお、支援計画を立てる際に、支援の過程で危機状態に至る可能性があること

を常に念頭に置きながら作成する必要がある。

また、エの支援及び指導等を行いながら、必要に応じて、定期的にその支援計

画の見直しを行う。

エ 支援及び指導等

支援計画に基づき、子ども、保護者及び妊婦等に電話、面接等の適切な方法に

よる助言指導や継続的な支援が必要な場合には、関係機関と役割分担を行い、通

所、訪問等の方法による継続的な養育支援やカウンセリング、ソーシャルワーク

等を行う。

また、必要に応じて関係機関と協議、調整した上で、要支援児童及び要保護児童

等への在宅支援サービス（養育支援訪問事業、ショートスティ事業、保育所、一時

預かり事業、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）等）

の提供や、障害児・者施策、生活困窮者施策、ひとり親支援施策等のサービスを活

用するとともに、身近で利用しやすい社会資源を活用して効果的な在宅支援を行う。
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さらに、相談対応から支援及び指導等に至る一連の援助過程が理解でき、継続

的に支援できるよう、要支援児童及び要保護児童等に関する支援経過や関係機関

間の情報のやり取りなどの記録を作成し、管理・保管する。

また、必要に応じて、児童相談所で対応している施設入所等の措置を行ってい

る子どもの保護者やその家庭の支援についても、家庭復帰支援の一環として児童

相談所と連携しながら対応する。

オ 都道府県（児童相談所）による指導措置の委託を受けて市区町村が行う指導

法第 26 条第１項第２号及び法第 27条第 1項第２号に基づき、都道府県（児童

相談所）による指導措置の委託を受けて市区町村が行う指導（以下「市区町村指

導」という。）は、支援を適切に受け入れられない保護者、家庭等や継続的に寄り

添った支援が適当と考えられる事例に対し、都道府県（児童相談所）の措置とい

う行政処分を背景に行うものであり、都道府県（児童相談所）から委託を受けた

市区町村では、以下の事項に留意し、児童相談所と常に協働して市区町村指導を

実施する。

（ア）市区町村は、都道府県（児童相談所）の措置による児童福祉司指導という枠

組みの中で委託を受けて、子どもや保護者等の家庭を訪問し、家事援助等の支

援や必要に応じ通所による支援等の市区町村指導（以下「市区町村による支援

等」という。）を実施する。また、児童相談所と情報を共有し、参考となる事項

を詳細に把握するとともに、児童相談所と市区町村の役割を明確にし、協働し

て支援計画を作成し、共有する。

（イ）市区町村による支援等を行うに当たっては、頻回に児童相談所と情報を共有

し、その有効性を判断する。また、市区町村による支援等の趣旨の徹底を図る

必要がある場合には、児童相談所が当該家庭に対して当該措置に関する理解を

促す対応を行うよう、児童相談所と協議を行うとともに、児童相談所の介入的

な対応と並行して市区町村による支援等を行う。

（ウ）当該措置の解除又は変更に当たっては、事前に都道府県（児童相談所）と市

区町村とが十分協議を行う必要がある。また、市区町村による支援等の結果、

市区町村が当該措置の解除又は変更を適当と認めた場合にも、児童相談所と協

議を行い、措置の解除又は変更を促す。

（３）関係機関との連絡調整

① 協議会の活用

協議会の対象ケースに関しては、進行管理を行う会議など実務者会議等を通じて、

要支援児童及び要保護児童等に関する情報の交換及び共有や支援内容の協議等を行

う協議会を構成する関係機関等との連絡調整を密に行う。

② 児童相談所との連携、協働

ア 支援拠点と児童相談所は、個々のケースの状況等により、役割分担・連携を図

りつつ、常に協働して支援を行うこととし、定例的に情報交換や連絡調整の機会

を設けるなど、日頃から良好なコミュニケーションを図る必要がある。

イ また、ケースが関係機関の隙間に落ちたり、責任の所在が曖昧になることを防
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ぐため、必ず主担当機関を定め、緊密な連携のもとに相談援助活動を行う。その

際、ケース対応に関する共通理解や問題認識の共有、円滑な情報共有を図り、遅

延なく初期対応に当たる必要がある。その後のケース対応においても、児童相談

所と認識を共有しながら、相互の意見が違ったときに、ケースの客観的な見立て

の見直しを行う。

③ 他関係機関、地域協議会等との連携

支援業務を円滑かつ効率的に実施するために、保健所、保健センター、民生・児

童委員（主任児童委員）、教育委員会、学校、医療機関、幼保連携型認定こども園、

児童福祉施設・里親、養子縁組家庭、地域子ども・子育て支援事業実施機関、障害

児支援実施事業所、発達障害者支援センター、子ども・若者総合相談センター、地

域若者サポートステーション、警察、少年サポートセンター及び子ども・若者支援

地域協議会その他地域の関係機関、地域協議会等との連携の確保に努める。

（４）その他の必要な支援

① 児童相談所が一時保護又は施設入所等の措置を解除した後の子ども等が、新しい

生活環境の下で安定した生活を継続していくために、支援拠点は、児童相談所と十

分に連携を図り、必要に応じて、協議会（進行管理を行う会議など実務者会議等）

の活用などにより、子どもや家族からの相談や定期的な訪問等を行うなどのアフタ

ーケアを行う。

② 子どもを養育している里親、養子縁組里親の家庭や養子縁組家庭が、地域におい

て社会的につながりを持ち、孤立しないために、支援拠点は、地域の社会資源の活

用や、役所の手続が円滑に進むよう、児童相談所や関係機関と連携して必要な支援

を行う。

③ 不良行為に関する相談など非行相談の対応に当たっては、地域での支援の可否に

ついて判断し、学校、児童相談所、警察等の関係機関との連携を密にして、十分協

議を行いながら対応する。

５．設置形態等

（１）類 型

支援拠点は、児童人口規模に応じて、

① 小規模型【小規模市・町村部】

ア 小規模Ａ型：児童人口概ね 0.9 万人未満（人口約 5.6 万人未満）

イ 小規模Ｂ型：児童人口概ね 0.9 万人以上 1.8 万人未満（人口約 5.6 万人以上約

11.3 万人未満）

ウ 小規模Ｃ型：児童人口概ね 1.8 万人以上 2.7 万人未満（人口約 11.3 万人以上約

17 万人未満）

② 中規模型【中規模市部】：児童人口概ね 2.7 万人以上 7.2 万人未満（人口約 17万

人以上約 45万人未満）

③ 大規模型【大規模市部】：児童人口概ね 7.2 万人以上（人口約 45 万人以上）

の５類型に区分する。
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また、地域の実情に応じて、小規模型の小規模市・町村部においては、２次医療圏

を単位とした広域での設置、中規模型及び大規模型の市部においては、区域等に応じ

て複数の支援拠点の設置などの方法も考えられる。特に、指定都市においては、行政

区ごとに設置することが求められる。

（２）運営方法等

地域の実情に応じた多様な運営方法等を工夫することができる。

① 要保護児童対策地域協議会との関係

支援拠点は、多くの関係機関の役割や責務を明確にし、関係機関相互の円滑な連

携・協力を図り、具体的な支援に結び付けていく役割も担っているため、法第 25

条の２第５項に基づく、要保護児童等に対する支援の実施状況を的確に把握し、児

童相談所、養育支援訪問事業を行う者その他の関係機関等との連絡調整を行う「要

保護児童対策調整機関」を担うことが求められる。

② 子育て世代包括支援センター（利用者支援事業（母子保健型））との関係

支援拠点は、特定妊婦等を対象とした相談支援等を行う役割も担っているため、

子育て支援施策と母子保健施策との連携、調整を図り、より効果的な支援につなげ

るために、同一の主担当機関が、支援拠点と子育て世代包括支援センターの２つの

機能を担い、一体的に支援を実施することが求められる。

また、支援拠点と子育て世代包括支援センターをそれぞれ別の主担当機関が機能

を担う場合には、適切に情報を共有するとともに、子どもの発達段階や家庭の状況

等に応じて連携して対応し、継続した支援が行えるような体制を整備（それぞれ別

の主担当機関が機能を担うことによる漏れを防止するため、担うべき機能を所掌事

務等で明確化するなど）することが必要である。

③ 利用者支援事業（基本型）との関係

支援拠点は、一般子育てに関する相談などにも応じ、適切な支援に有機的につな

いでいく役割も担っているため、子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）

第 59条に規定する地域子ども・子育て支援事業やその他の子ども・子育て支援を円

滑に利用できるようにするには、利用者支援事業実施機関と適切に情報を共有する

とともに、子どもの発達段階や家庭の状況等に応じて連携して対応し、継続した支

援が行えるよう、有効な社会資源の一つとして活用することが求められる。

④ 家庭児童相談室との関係

支援拠点は、通所・在宅支援を中心としたより専門的な相談対応を行う役割も担

っており、福祉事務所の家庭児童福祉に関する専門的技術を必要とする相談指導業

務を行う既存の家庭児童相談室の機能を包含することにもなるため、家庭児童相談

室の機能を核として支援拠点の機能を拡充していくことも想定される。

⑤ 庁内の関係部局との関係

支援拠点は、子どもとその家庭及び妊産婦等の状況に応じて、様々な社会資源を

活用して、有機的につなげ、包括的な支援に結び付けていく役割も担っているため、

庁内の関係部局、特に、保健担当部局（母子保健、精神保健、地域保健）、教育担当

部局（生徒指導、特別支援教育）、福祉担当部局（障害児・者福祉、生活保護、母子
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福祉、地域福祉、高齢者福祉）、青少年担当部局（青少年育成、若者支援）とは、情

報の共有を含む緊密な連携が不可欠であり、これらを相互に結び付けるネットワー

クの中核機関となることが求められる。

６．職員配置等

（１）主な職員

支援拠点には、原則として、①子ども家庭支援員、②心理担当支援員、③虐待対応

専門員の職務を行う職員を置くものとし、必要に応じて、④安全確認対応職員、⑤事

務処理対応職員を置くことができる。

（２）主な職務、資格等

職員のそれぞれの主な職務、資格等については、以下のとおりとする。

① 子ども家庭支援員

ア 主な職務

(ア) 実情の把握

(イ) 相談対応

(ウ) 総合調整

(エ) 調査、支援及び指導等

(オ) 他関係機関等との連携

イ 資格等

社会福祉士、精神保健福祉士、医師、保健師、保育士等（別表の１参照）

なお、当分の間、厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を受けた者も認め

ることとする。

② 心理担当支援員

ア 主な職務

(ア) 心理アセスメント

(イ) 子どもや保護者等の心理的側面からのケア

イ 資格等

大学や大学院において、心理学を専修する学科又はこれに相当する課程を修め

て卒業した者等

③ 虐待対応専門員

ア 主な職務

(ア) 虐待相談

(イ) 虐待が認められる家庭等への支援

(ウ) 児童相談所、保健所、保健センターなど関係機関との連携及び調整

イ 資格等

社会福祉士、精神保健福祉士、医師、保健師等（別表の２参照）

なお、当分の間、厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を受けた者も認め

ることとする。
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（３）配置人員等（別紙の１参照）

５（１）の類型ごとに、主な職員のそれぞれの最低配置人員等を定めることとし、

① 小規模型

ア 小規模Ａ型：子ども家庭支援員を常時２名（１名は非常勤形態でも可）の常時

計２名以上

イ 小規模Ｂ型：子ども家庭支援員を常時２名（１名は非常勤形態でも可）、虐待対

応専門員を常時１名（非常勤形態でも可）の常時計３名以上

ウ 小規模Ｃ型：子ども家庭支援員を常時２名（１名は非常勤形態でも可）、虐待対

応専門員を常時２名（非常勤形態でも可）の常時計４名以上

② 中規模型：子ども家庭支援員を常時３名（１名は非常勤形態でも可）、心理担当支

援員を常時１名（非常勤形態でも可）、虐待対応専門員を常時２名（非

常勤形態でも可）の常時計６名以上

③ 大規模型：子ども家庭支援員を常時５名（１名は非常勤形態でも可）、心理担当支

援員を常時２名（非常勤形態でも可）、虐待対応専門員を常時４名（非

常勤形態でも可）の常時計１１名以上

を配置するなどを標準とする。

ただし、小規模Ｂ型以上の類型かつ児童千人当たりの児童虐待相談対応件数が全国

平均を上回る市区町村（支援拠点）は、児童相談所の児童福祉司の配置基準の算定を

準用した算式（別紙の２参照）で算定された人数を、虐待対応専門員の類型ごとの最

低配置人員に上乗せして配置することを標準とする。

また、今般の児童福祉法等改正の趣旨を踏まえ、市区町村の虐待対応担当窓口の一

層の体制強化を図り、現行の水準を下回ることがないように努めること。

なお、福祉事務所に設置している家庭児童相談室の職員（家庭児童福祉の業務に従

事する社会福祉主事及び家庭児童福祉に関する相談指導業務に従事する職員（家庭相

談員））と兼務することも可能である。

（４）人材育成

市区町村は、支援拠点に配置する職員の計画的な育成に努め、人事異動等によって

質の低下を招くことがないよう、効果的かつ計画的なローテーションに配慮しつつ、

社会福祉士等の資格等の取得や、研修受講やスキルアップのための自己研鑽等を行う

職員に対する必要な支援など、職員の資質の向上に努めることが求められる。

７．施設・設備

支援拠点には、相談室（相談の秘密が守られること）、親子の交流スペース、事務室、

その他必要な設備を設けることを標準とする。

なお、支援拠点としての機能を効果的に発揮するためには、一定の独立したスペース

を確保することが望ましい。

ただし、新たに施設を設置（整備）するのではなく、既存のサービス提供機関の機能

を活用して実施することも可能である。
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８．費 用

国は、市区町村がこの事業のために支出した費用を、別に定めるところにより補助す

るものとする。
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１．「子ども家庭支援員」の資格等

（１）都道府県知事の指定する児童福祉司若しくは児童福祉施設の職員を養成する学校そ

の他の施設を卒業し、又は都道府県知事の指定する講習会の課程を修了した者

（２）学校教育法（昭和 22年法律第 26号）に基づく大学又は旧大学令（大正７年勅令第

388 号）に基づく大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又は

これらに相当する課程を修めて卒業した者であって、厚生労働省令で定める施設にお

いて１年以上児童その他の者の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を

行う業務（以下「相談援助業務」という。）に従事したもの

（３）医師

（４）社会福祉士

（５）社会福祉主事として２年以上児童福祉事業に従事した者であって、厚生労働大臣が

定める講習会の課程を修了したもの

（６）学校教育法による大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又

はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第１

０２条第２項の規定により大学院への入学を認められた者であって、指定施設におい

て１年以上相談援助業務に従事したもの

（７）学校教育法による大学院において、心理学、教育学若しくは社会学を専攻する研究

科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、指定施設において１年以

上相談援助業務に従事したもの

（８）外国の大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに

相当する課程を修めて卒業した者であって、指定施設において１年以上相談援助業務

に従事したもの

（９）社会福祉士となる資格を有する者（（４）に規定する者を除く。）

（10）精神保健福祉士となる資格を有する者

（11）保健師

（12）助産師

（13）看護師

（14）保育士

（15）教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）に規定する普通免許状を有する者

（16）社会福祉主事たる資格を得た後の次に掲げる期間の合計が２年以上である者であっ

て、厚生労働大臣が定める講習会の課程を修了したもの

① 社会福祉主事として児童福祉事業に従事した期間

② 児童相談所の所員として勤務した期間

（17）社会福祉主事たる資格を得た後３年以上児童福祉事業に従事した者（（16）に規定す

る者を除く。）

（18）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23年厚生省令第 63号）第 21条第

６項に規定する児童指導員

（別表）
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２．「虐待対応専門員」の資格等

（１）都道府県知事の指定する児童福祉司若しくは児童福祉施設の職員を養成する学校そ

の他の施設を卒業し、又は都道府県知事の指定する講習会の課程を修了した者

（２）学校教育法に基づく大学又は旧大学令に基づく大学において、心理学、教育学若し

くは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、

厚生労働省令で定める施設において１年以上相談援助業務に従事したもの

（３）医師

（４）社会福祉士

（５）社会福祉主事として２年以上児童福祉事業に従事した者であって、厚生労働大臣が

定める講習会の課程を修了したもの

（６）学校教育法による大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又

はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第１

０２条第２項の規定により大学院への入学を認められた者であって、指定施設におい

て１年以上相談援助業務に従事したもの

（７）学校教育法による大学院において、心理学、教育学若しくは社会学を専攻する研究

科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、指定施設において１年以

上相談援助業務に従事したもの

（８）外国の大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに

相当する課程を修めて卒業した者であって、指定施設において１年以上相談援助業務

に従事したもの

（９）社会福祉士となる資格を有する者（（４）に規定する者を除く。）

（10）精神保健福祉士となる資格を有する者

（11）保健師

（12）助産師

（13）看護師

（14）保育士であって、指定施設において２年以上相談援助業務に従事したものであり、

かつ、指定講習会の課程を修了したもの

（15）教育職員免許法に規定する普通免許状を有する者

（16）社会福祉主事たる資格を得た後の次に掲げる期間の合計が２年以上である者であっ

て、厚生労働大臣が定める講習会の課程を修了したもの

① 社会福祉主事として児童福祉事業に従事した期間

② 児童相談所の所員として勤務した期間

（17）社会福祉主事たる資格を得た後３年以上児童福祉事業に従事した者（（16）に規定す

る者を除く。）

（18）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第 21 条第６項に規定する児童指導員
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１．主な職員の最低配置人員

子ども家庭支援員 心理担当支援員 虐待対応専門員 合 計

小規模型

小規模Ａ型 常時２名 ― ― 常時２名

小規模Ｂ型 常時２名 ― 常時１名 常時３名

小規模Ｃ型 常時２名 ― 常時２名 常時４名

中規模型 常時３名 常時１名 常時２名 常時６名

大規模型 常時５名 常時２名 常時４名 常時１１名

（※）この他、支援拠点には、必要に応じて、安全確認対応職員、事務処理対応職員等の職員を配

置することが望ましい。

２．虐待対応専門員の上乗せ配置の算定式

○ 各市区町村の児童虐待相談対応件数 ― 各市区町村管轄地域の児童人口 ×

÷ ４０

（※１）市区町村内に複数の支援拠点を設置する場合には、支援拠点単位で算定。

（※２）各年度における上乗せ人員は、児童人口は直近の国勢調査（平成 27年）の数値を、児童

虐待相談対応件数は前々年度の福祉行政報告例の数値を用いて算定。

（※３）「４０」は、平均的な児童相談所の児童福祉司の虐待相談に係る持ちケース数（年間約 40

ケース（雇用均等・児童家庭局総務課調））を踏まえたもの。

全国の児童虐待相談対応件数

全国の児童人口

（別紙）
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支
援
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等
（
特
定
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婦
を
含
む
）
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情
報
提
供
に
係
る
保
健
・
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療
・
福
祉
・
教
育
等
の
連
携
の
⼀
層
の
推
進
に
つ
い
て

１
情
報
提
供
に
当
た
っ
て
の
共
通
の
留
意
事
項

○
関
係
機
関
が
市
町
村
に
情
報
提
供
す
る
こ
と
は
、
個
人
情
報
保
護
法
第
1
6
条
第
３
項
第
１
号
及
び
第
2
3
条
第
１
項
第
１
号
に
規
定
す
る
「
法
令
に
基
づ
く
場
合
」
に
該
当

す
る
た
め
、
例
外
的
に
、
本
⼈
の
同
意
を
得
な
い
で
情
報
を
提
供
し
て
も
個
人
情
報
保
護
法
違
反
に
な
ら
な
い
。

○
地
方
公
共
団
体
の
機
関
か
ら
の
情
報
提
供
は
、
一
般
的
に
は
、
各
地
方
公
共
団
体
の
個
⼈
情
報
保
護
条
例
に
お
い
て
、
個
⼈
情
報
の
⽬
的
外
利
⽤
⼜
は
提
供
禁
⽌
の
例
外

規
定
と
し
て
「
法
令
に
定
め
が
あ
る
と
き
」
等
が
規
定
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
「
法
令
に
定
め
が
あ
る
と
き
」
に
該
当
す
る
た
め
、
条
例
に
例
外
規
定
が
あ
る
場
合
に
は
条
例

違
反
と
は
な
ら
な
い
。

○
関
係
機
関
は
、
対
象
と
す
る
者
に
対
し
て
、
原
則
、
情
報
提
供
の
概
要
及
び
要
支
援
児
童
等
が
居
住
す
る
市
町
村
に
よ
る
支
援
が
、
要
支
援
児
童
等
の
身
体
的
・
精
神
的

負
担
を
軽
減
し
、
養
育
の
支
援
と
な
り
う
る
こ
と
を
説
明
す
る
こ
と
。
説
明
が
困
難
な
場
合
で
も
、
必
要
な
支
援
が
つ
な
が
る
よ
う
、
居
住
す
る
市
町
村
へ
の
情
報
提
供
に

努
め
る
こ
と
。

○
児
童
福
祉
法
第
2
1
条
の
1
0
の
５
第
１
項
の
規
定
の
趣
旨
に
沿
っ
て
⾏
わ
れ
る
限
り
、
刑
法
の
秘
密
漏
⽰
罪
や
守
秘
義
務
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
抵
触
し
な
い
。

２
各
個
別
分
野
の
留
意
事
項

（
1
）
市
町
村
（
⺟
⼦
保
健
担
当
、
教
育
委
員
会
事
務
局
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
）

・
関
係
機
関
か
ら
の
情
報
を
基
に
、
必
要
な
実
情
の
把
握
や
関
係
機
関
の
協
⼒
を
求
め
つ
つ
、
家
庭
の
生
活
状
況
や
虐
待
の
事
実
把
握
等
の
調
査
を
実
施
。

・
協
議
会
調
整
機
関
と
し
て
、
協
議
会
に
必
要
な
情
報
の
提
供
を
⾏
い
、
関
係
機
関
と
の
情
報
共
有
、
⽀
援
の
要
否
及
び
⽀
援
内
容
の
協
議
を
実
施
。

・
協
議
後
は
、
市
町
村
の
担
当
課
と
関
係
機
関
が
連
携
を
図
り
な
が
ら
必
要
な
支
援
を
実
施
。

（
2
）
病
院
、
診
療
所

・
別
表
を
参
考
に
、
特
定
妊
婦
を
含
む
要
支
援
児
童
等
と
判
断
し
た
場
合
は
、
居
住
す
る
市
町
村
に
相
談
し
、
情
報
提
供
を
⾏
う
こ
と
。

・
対
象
と
な
る
者
の
同
意
を
得
て
市
町
村
に
情
報
提
供
を
⾏
っ
た
病
院
、
診
療
所
は
、
診
療
情
報
提
供
料
と
し
て
診
療
報
酬
上
の
算
定
が
可
能
。

・
市
町
村
と
の
連
絡
等
の
窓
口
と
な
る
部
署
や
担
当
者
を
事
前
に
決
め
て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。

（
3
）
児
童
福
祉
施
設
等
（
助
産
施
設
、
保
育
所
及
び
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
、
児
童
館
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
、
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
）

・
別
表
を
参
考
に
、
要
支
援
児
童
等
と
判
断
し
た
場
合
は
、
居
住
す
る
市
町
村
に
相
談
し
、
情
報
提
供
を
⾏
う
こ
と
。

・
協
議
会
と
の
関
係
を
深
め
る
な
ど
連
携
体
制
の
構
築
に
取
り
組
む
こ
と
。
個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
に
は
、
積
極
的
に
参
加
し
、
関
わ
り
を
も
つ
こ
と
。

（
4
）
学
校
（
幼
稚
園
、
小
学
校
及
び
中
学
校
等
）

・
別
表
を
参
考
に
、
要
支
援
児
童
等
と
判
断
し
た
場
合
は
、
居
住
す
る
市
町
村
に
相
談
し
、
情
報
提
供
を
⾏
う
こ
と
。

・
協
議
会
と
の
関
係
を
深
め
る
な
ど
連
携
体
制
の
構
築
に
取
り
組
む
こ
と
。
個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
に
は
、
積
極
的
に
参
加
し
、
関
わ
り
を
も
つ
こ
と
。

・
私
⽴
園
及
び
私
⽴
学
校
に
お
い
て
協
議
会
に
参
画
し
て
い
な
い
場
合
に
は
、
積
極
的
に
参
画
し
関
係
機
関
と
の
連
携
・
協
⼒
を
図
り
、
⼦
ど
も
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る

市
町
村
の
施
策
へ
の
協
⼒
が
望
ま
し
い
。

（
5
）
そ
の
他
（
助
産
所
、
家
庭
的
保
育
事
業
実
施
機
関
、
⼩
規
模
保
育
実
施
機
関
、
⼀
時
預
か
り
事
業
実
施
機
関
、
利
⽤
者
⽀
援
事
業
実
施
機
関
等
）

３
そ
の
他

（
1
）
別
表
１
〜
３
：
特
定
妊
婦
及
び
要
⽀
援
児
童
等
（
乳
幼
児
期
及
び
学
齢
期
）
の
様
⼦
や
状
況
例
を
⽬
安
と
し
て
例
⽰
。

（
2
）
別
添
１
〜
２
：
医
療
機
関
か
ら
市
町
村
に
対
す
る
情
報
提
供
、
診
療
報
酬
に
関
す
る
通
知
⽂
を
添
付
。

（
3
）
参
考
資
料

：
支
援
経
過
・
結
果
報
告
書
（
例
）
、
特
定
妊
婦
及
び
要
支
援
児
童
等
の
情
報
提
供
に
関
わ
る
支
援
の
流
れ
等
を
添
付
。

○
「
要
⽀
援
児
童
等
（
特
定
妊
婦
を
含
む
）
の
情
報
提
供
に
係
る
保
健
・
医
療
・
福
祉
・
教
育
等
の
連
携
の
⼀
層
の
推
進
に
つ
い
て
」
（
平
成
2
8
年
1
2
月
1
6
日

雇
児
総
発
1
2
1
6
第
2
号
・
雇
児
⺟
発
1
2
1
6
第
2
号
）
を
新
た
な
通
知
と
し
て
発
出
。

【
主
な
内
容
】
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児童虐待対応における司法関与の在り方について

（これまでの議論の整理）

１．はじめに

○ 平成28年３月10日に取りまとめられた「新たな子ども家庭福祉のあり方に

関する専門委員会報告（提言）」において、「要保護児童の保護措置等の手

続における裁判所の関与のあり方については、様々な意見が出されたが、児

童相談所による保護者指導の緊急性、必要性が特に高い場合（児童が現に虐

待を受けている場合等）において、その実効性を確保するため、裁判所又は

裁判官が保護者に対する指導に直接関与する制度の導入等の、司法関与を一

層強化する制度の導入について、関係部署と調整を行った上、早期に検討を

開始する必要がある。また、一時保護等や28条審判における裁判所の関与の

あり方についても、児童相談所の機能強化の状況等を踏まえた検討を行うべ

きである」とされた。

○ 平成28年５月27日に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平

成28年法律第63号）附則第２条第２項では、「この法律の施行後速やかに、

児童福祉法第六条の三第八項に規定する要保護児童（中略）を適切に保護す

るための措置に係る手続における裁判所の関与の在り方について、児童虐待

の実態を勘案しつつ検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする」とされた。

○ また、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日閣議決定）にお

いても、「児童保護手続における裁判所の関与の在り方について検討し、必

要な措置を講ずる」とされた。

○ これらを踏まえ、上記各事項について調査・検討を行うため、平成28年７

月から「児童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度の利用促進の

在り方に関する検討会」を開催し、議論を進めてきた。

○ 児童虐待対応における司法関与の在り方については、その基本的な考え方

とともに、主に以下の５項目を個別の論点事項として検討してきた。

・一時保護

・裁判所命令

児童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度
の利用促進の在り方に関する検討会

平成 29 年１月 16日
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・面会通信制限、接近禁止命令

・親権停止制度の活用

・28条措置に係る裁判所の承認

○ 司法関与の在り方の検討に当たっては、一時保護の期間や児童相談所にお

ける司法関与に対する見解、保護者への指導の状況等を調査するため、児童

相談所への実態調査（以下「実態調査」という。）を行った。

２．基本的な考え方

○ 今般の児童福祉法の改正の以下のような趣旨を踏まえて、児童虐待対応の

今後の在り方を検討する必要がある。

１）子どもは、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、適切な養育を受

け、健やかな成長・発達や自立等を保障される権利を有することを位置付

けたこと。

２）家庭は、子どもの成長・発達にとって最も自然な環境であり、まずは、

子どもが家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、保護者を支援

するといった、家庭養育の原則が明記されたこと。

○ 全国の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は、一貫して増加して

おり、平成 27 年度（速報値）では、はじめて 10 万件を突破した。児童虐待

の相談対応件数の増加とともに、親権をめぐり保護者と児童相談所との間で

軋轢が生じる場合も増えてきている。

○ こうした背景を踏まえ、手続の適正性を一層確保し、在宅での養育環境を

改善し、できる限り子どもが家庭において養育されるよう、児童相談所や家

庭裁判所の体制整備と併せて、児童虐待対応における司法関与の在り方を見

直す。

○ なお、本検討会における議論の中では、司法を関与させる必要性・有効性

が必ずしも明らかになっておらず、現時点で司法関与を強化するべきという

点について、意見の一致が見られないとして、見直しについて疑問を呈する

意見もあった。
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３．議論の整理

（１）一時保護について

①課題

○ 近年は虐待を理由とする一時保護の増加に伴い、親権者等の意に反するケ

ースも多くなっており、一時保護は、親権者等の意に反しても行政の判断に

より実施することができるが、児童相談所の実務では、一時保護を行うべき

か判断に迷う事案も存在する。

○ 一時保護は、強制的に親子を分離するものであり、親権への強い制限を伴

うことから、児童福祉法第28条の措置との均衡も考慮し、司法の関与の強化

を検討するべきであるとの指摘がある。

○ 一時保護については、行政訴訟の提起が可能ではあるが、親権への強い制

限を伴うこと、親権者等の意に反する一時保護が増加していること、一時保

護が解除されると訴えの利益が消滅することから、事後の行政訴訟による救

済だけでは十分ではないとの指摘がある。

○ 現行では、一時保護の期間は原則として２か月を超えてはならないとされ

ているところ、実態調査によれば、２か月を超える一時保護は、3612件（年

換算。うち、親権者等の意に反するケースは468件）となっており、本来暫定

的な措置であるはずの一時保護が長期化している場合もある。

○ 司法の関与を強化するためには、児童相談所や家庭裁判所の体制整備が前

提となる。実態調査によれば、体制整備が「必要である」と回答した児童相

談所が89％に上っている。

○ 一時保護に対する司法関与の強化についての各児童相談所の見解について

は、実態調査によれば、「必要である」が35％、「必要でない」が36％、「その

他」が28％となっている。なお、「その他」を選択した場合の具体的な意見の

記述を見ると、その賛否は様々となっている。

また、その対象範囲については、「親権者等の同意のない場合に限って対象

とすべき」が87％（182/209児童相談所）となっている。
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②主な議論

［提案された対応案］

○ 一時保護の手続の適正性を一層担保する観点から、一時保護に家庭裁判所

による審査を導入する。

○ 緊急に児童の安全確保を図る必要がある場合があることから、行政の職権

により一時保護を行うこととする必要がある。

○ 家庭裁判所による審査の対象としては、現行の児童福祉法第28条の措置と

同様に、親権者等の意に反する場合とすることが考えられる。

○ 一時保護を開始する際に、その必要性を審査するためには、家庭裁判所に

よる一定期間内の速やかな審査や事前審査の導入を目指すことが求められる。

○ 児童相談所や家庭裁判所の体制整備と併せて段階的に司法審査を導入する

こととし、その第一段階として、現行の一時保護の期間（２か月）を考慮し、

一時保護が一定期間を超える場合に司法審査を導入することが考えられる。

○ この場合、制度の実施後相当期間内に、その実態や効果を検証し、必要な

見直しを行う。

［指摘された事項］

○ 司法審査の目的等について必ずしも認識が一致しておらず、一時保護の要

件や裁判所における審理手続等についても明確になっていない。

○ 制度の在り方によっては、保護者の権利保障が優先され、子どもの安全確

保に支障が生じるおそれがある。

○ 緊急時の対応に支障が生じたり、児童相談所が必要な一時保護をためらう

ことがないようにすべき。

○ 司法審査の対象を親権者等の意に反する場合とする際には、具体的な同意

の確認方法・手続について検討する必要がある。

○ 児童相談所や家庭裁判所の体制整備を計画的に行う必要がある。例えば、

児童福祉司や弁護士等の人員体制の強化、児童相談所内の介入機能と支援機
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能の分化、児童相談所の調査機能・権限の強化を行うことが考えられる。
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（２）裁判所命令について

①課題

○ 児童虐待を行った保護者に対しては、行政による指導や勧告が行われるが、

現行の児童福祉司指導では、児童相談所と保護者とが対立構造となるケース

も多く、結果、保護者指導の実効性が上げられないケースがある。

○ 児童福祉司指導に保護者が従わない場合の措置としては、一時保護や施設

入所等の措置のほか、親権停止等の申立てが考えられるが、必ずしもすべて

の親権を停止する必要がない場合もあり、これらの手段のみでは、必ずしも

指導の実効性が担保されないという指摘がある。

○ 改正児童福祉法において、家庭での養育が原則（保護者は児童の育成に第

一義的責任を負う、国及び地方公共団体は保護者を支援しなければならない）

と位置づけられたことから、虐待の再発防止や親子再統合に向けた保護者指

導の重要性がより一層高まっており、在宅での養育環境を改善し、できる限

り子どもが家庭において養育されるよう、保護者指導の実効性を高めるため

の措置が必要である。

②主な議論

［提案された対応案］

○ 保護者指導の実効性を高める観点からは、まずは、福祉・医療・教育等の

諸機関の連携を通じた適切な保護者支援の実施や、児童虐待防止法第 11 条第

４項に基づき、指導・勧告に従わない場合には、一時保護等を行うなど、現

行制度の活用の徹底を図るなどの取組を行う。

○ 指導が、親権行使の態様への介入に該当するような場合には、親権の在り

方について後見的な役割を担う家庭裁判所が関与する仕組みを導入し、児童

相談所長等の申立てにより、家庭裁判所が、児童虐待を行った保護者が従う

べき事項を定めた養育環境の改善計画を作成し、保護者に対してそれに従う

よう命じることが考えられる。

○ 児童福祉法第 28 条における家庭裁判所の審査の前段階として、家庭裁判所

が関与する仕組みとすることが考えられる。

○ 保護者が当該措置に従わなかった場合には、その後、児童福祉法第 28 条措
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置や親権停止、親権喪失等の家庭裁判所の審判において考慮され、段階的に

親権に対するより強い制限を伴う措置に移行することとなる。

○ 保護者指導の実効性を高めることが必要な場面としては、在宅ケース（児

童福祉司指導）のほか、一時保護、同意による入所、28 条審判（施設入所、

里親委託）の場合が考えられる。

［指摘された事項］

○ 保護者指導の実効性を高める手段として、司法を関与させる必要性・有効

性（立法事実）が明らかでない。

○ 司法に行政（福祉機関）の役割を代替させる結果となり、司法の中立性・

公正性を損なうことがないようにする必要がある。

○ 現行の親権停止を有効に活用するための方策を検討することが先決である。

○ 保護者に対する裁判所命令については、以下の指摘があった。

・ 司法が私人に対して行政の指導に従うよう義務付けることができるとす

る実体法上の根拠が不明であるほか、裁判所による家庭への過度の介入と

なる危険を防ぐ方法がなく、憲法上の制約がある。

・ 家庭への介入あるいは権利制限であるとして、司法審査を必要とすると

すれば、児童相談所における児童福祉司指導と、学校や警察における保護

者への指導との性格や位置付けの違いを整理する必要がある。

・ 親権行使の態様への介入に該当する場合について、現状では、親権の一

部制限という考え方が法的に整理されていない。

・ 裁判所が生活実態等を踏まえて、虐待の事実や保護者指導の具体的内容

の認定・判断を行い、保護者に命令することは、制度的な限界がある。ま

た、裁判所命令の申立てが却下された場合等に、逆に保護者指導が難しく

なるおそれがある。
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（３）面会通信制限、接近禁止命令について

①課題

○ 現行では、面会通信制限、接近禁止命令については、行政の判断により行

われているが、親権者等の行動の自由の制限を伴うことから、司法の関与を

強化すべきであるとの指摘がある。

○ また、現行の面会通信制限の対象は、一時保護や同意入所、児童福祉法第

28 条の措置の場合であり、現行の接近禁止命令の対象は、児童福祉法第 28 条

の措置の場合であるが、在宅の場合を含め、その対象範囲を拡大すべきであ

るとの指摘がある。

○ 例えば、性的虐待を受けた高校生を一時保護している場合において、虐待

を行った保護者との接触を防ぎ、通学を可能とするため、接近禁止命令が必

要との指摘がある。また、実態調査によれば、児童が児童虐待を行った又は

疑いがある保護者と別居し、親族宅で暮らしている場合等にも面会通信制限、

接近禁止命令が必要とする意見がある。

②主な議論

［提案された対応案］

○ 面会通信制限、接近禁止命令については、親権者等の行動の自由の制限を

伴うことから、手続の適正性を一層確保するため、司法関与を強化すること

が考えられる。

○ 対象範囲の拡大については、接近禁止命令について、一時保護や同意入所

の場合に拡大することが考えられる。

［指摘された事項］

○ 現行の面会通信制限、接近禁止命令が十分に活用されているかどうかの検

証を行うとともに、新たな制度を設ける必要性を明確にすべきである。

○ 緊急の場合であっても、迅速に面会通信制限をすることができなくなり、

かえって児童の保護に反する結果となるおそれがある。

○ 現在の児童相談所等の体制を前提とすると、これらの命令主体を裁判所と

した場合、実務上の負荷が課題となり、柔軟な運用ができなくなるおそれが

ITUVL
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ある。

○ 面会通信制限や接近禁止命令の妥当性の判断においては、親子分離措置の

適否についても検討せざるを得ない場合があることに鑑みて、司法関与の在

り方については、一時保護への司法関与の在り方と関連して検討する必要が

ある。

○ 面会通信制限、接近禁止命令の対象範囲を在宅の場合にまで拡大する場合

には、裁判所の関与が必要とも考えられる。
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（４）親権停止制度の活用について

① 課題

○ 児童福祉法第 28 条措置と親権停止等の使い分けについて、親権停止等をま

ず活用すべきという指摘がある一方で、謙抑性の原則からすると、児童福祉

法第 28 条措置から検討せざるを得ないという指摘もある。

② 主な議論

○ 児童福祉法第 28 条措置や親権停止等について、両制度の趣旨や目的を勘案

した上で、必要に応じて、より適切に法的権限を使い分けられるよう、児童

相談所運営指針等において、明確にする。

（５）28 条措置に係る裁判所の承認について

① 課題

○ 児童福祉法第 28 条に基づく裁判所の承認は、措置の種別を特定してなされ

ているが、裁判所の承認は措置の種別を特定せずになすことを検討するべき

であるとの指摘がある。

○ この点については、既存の調査結果では、措置開始後２年以内に措置先を

変更した場合でも、あらかじめ複数の措置先について裁判所の承認を得てい

る場合が多数であるという結果となっている。

② 主な議論

○ 児童福祉法第 28 条に基づく裁判所の承認について、措置先を複数併記して

承認を受けることが可能である旨について、全国の児童相談所等の関係機関

に改めて周知することとする。

○ あわせて、措置種別が不適当であることを理由に却下の審判がなされた場

合に、児童相談所が一時保護を解除することがないよう周知する。
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４．今後の対応

○ 今回の「議論の整理」を踏まえ、厚生労働省においては、児童虐待対応に

おける司法関与の在り方について、関係省庁等と協議を行い、必要な制度的

検討を進めるべきである。

○ 今後とも、子どもの最善の利益に資するよう、児童虐待対応の在り方につ

いて、引き続き、評価・検証を行うとともに、必要な見直しを行っていくべ

きである。
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（
１
）
死
亡
事
例

厚
⽣
労
働
省
が
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
（
以
下
「
都
道
府
県
等
」
と
い
う
。
）
に
対
す
る
調
査
に
よ
り
把
握
し
た
、
平
成

2
6
年
４
⽉
１
⽇
か
ら
平
成
2
7
年
３
⽉
3
1
⽇
ま
で
の
間
に
発
⽣
し
、
⼜
は
表
⾯
化
し
た
⼦
ど
も
虐
待
に
よ
る
死
亡
事
例
6
4
例
（
7
1
人
）
を
対
象
と
し
た
。

※
未
遂
と
は
、
親
は
⽣
存
し
た
が
⼦
ど
も
は
死
亡
し
た
事
例
を
い
う
。

（
２
）
重
症
事
例
（
死
亡
に
⾄
ら
な
か
っ
た
事
例
）

厚
⽣
労
働
省
が
、
都
道
府
県
等
に
対
す
る
調
査
に
よ
り
把
握
し
た
、
平
成
2
6
年
４
⽉
１
⽇
か
ら
６
⽉
3
0
日
ま
で
の
間
に
全
国
の
児
童
相
談
所
が
虐
待

相
談
と
し
て
受
理
し
た
事
例
の
中
で
、
同
年
９
⽉
１
⽇
時
点
ま
で
に
、
「
⾝
体
的
虐
待
」
等
に
よ
る
⽣
命
の
危
険
に
か
か
わ
る
受
傷
、
⼜
は
「
養
育
の

放
棄
・
怠
慢
」
等
の
た
め
に
衰
弱
死
の
危
険
性
が
あ
っ
た
事
例
1
0
例
（
1
0
人
）
を
対
象
と
し
た
。

【
参
考
】
死
亡
事
例
数
及
び
⼈
数
（
第
１
次
報
告
か
ら
第
1
2
次
報
告
）

1

区
分

第
１
２
次

報
告
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参
考

）
第
１
１
次
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心
中
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外
の

虐
待

死

心
中
に
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る

虐
待
死
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未

遂
を
含

む
）

計
心

中
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待
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中
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待
死
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遂
を
含

む
）
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２
１

６
４

３
６
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３
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６
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６
９
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計
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計
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計
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計
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－
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0
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0
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6
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7
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8

5
8
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1
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9
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1

3
9
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0

3
6

3
3

6
9

4
4

2
7

7
1

第
９
次
報

告

(平
成

25
年
7月

)

第
１
０
次
報
告

(平
成

26
年
9月

)

H
26

.4
.1
～

H
27
.3
.3
1

（1
年
間

）

H
19
.1
.1
～

H
20
.3
.3
1

（1
年
3か

月
間
）

H
20

.4
.1
～

H
21
.3
.3
1

（1
年
間

）

H
21

.4
.1
～

H
22
.3
.3
1

（1
年
間

）

H
22

.4
.1
～

H
23
.3
.3
1

（1
年

間
）

H
23
.4
.1
～

H
24

.3
.3
1

（1
年

間
）

H
24
.4
.1
～

H
25

.3
.3
1

（1
年
間
）

第
１
１
次
報

告

(平
成

27
年

10
月

)

H
25
.4
.1
～

H
26
.3
.3
1

（1
年
間
）

第
１
２
次
報
告

(平
成

28
年

9月
)

第
５
次

報
告

(平
成

21
年

7月
)

第
６
次

報
告

(平
成

22
年

7月
)

第
７
次
報
告

(平
成

23
年

7月
)

第
８
次
報
告

(平
成

24
年
7月

)

第
１
次
報
告

(平
成

17
年
4月

)

第
２
次
報

告

(平
成

18
年
3月

)

第
３
次
報

告

(平
成

19
年
6月

)

第
４
次

報
告

(平
成

20
年
3月

)

H
15

.7
.1
～

H
15

.1
2.
31

（6
か
月
間

）

H
16
.1
.1
～

H
16
.1
2.
31

（1
年

間
）

H
17
.1
.1
～

H
17
.1
2.
31

（1
年
間
）

H
18
.1
.1
～

H
18
.1
2.
31

（1
年
間
）

⼦
ど
も
虐
待
に
よ
る
死
亡
事
例
等
の
検
証
結
果
等
に
つ
い
て
（
第
1
2
次
報
告
）
の
概
要

社
会
保
障
審
議
会
児
童
部
会
児
童
虐
待
等
要
保
護
事
例
の
検
証
に
関
す
る
専
⾨
委
員
会
【
平
成
2
8
年
９
⽉
】

１
．
検
証
対
象
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○
死
亡
し
た
⼦
ど
も
の
年
齢
は
、
０
歳
が
2
7
人
（
6
1
.4
％
）
と
最
も
多
く
、
特
に
、
０
歳
の
う
ち
月
齢
０
か
月
が
1
5
人
（
5
5
.6
％
）
と
高
い
割
合
を
占
め
た
。

○
虐
待
の
種
類
は
、
身
体
的
虐
待
が
2
4
人
（
5
4
.5
％
）
、
ネ
グ
レ
ク
ト
が
1
5
人
（
3
4
.1
％
）
、
⼼
理
的
虐
待
が
1
人
（
2
.3
％
）
。
直
接
の
死
因
は
、
「
頭
部
外
傷
」
1
0
人

（
2
6
.3
％
※
）
が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
頚
部
絞
扼
（
け
い
ぶ
こ
う
や
く
）
以
外
に
よ
る
窒
息
」
が
8
人
（
2
1
.1
％
※
）
で
あ
っ
た
。

○
主
た
る
加
害
者
は
、
「
実
⺟
」
が
2
8
人
（
6
3
.6
％
）
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
実
父
」
が
3
人
（
6
.8
％
）
、
「
実
⺟
と
実
⽗
」
が
2
人
（
4
.5
％
）
で
あ
っ
た
。

○
実
⺟
の
抱
え
る
問
題
（
複
数
回
答
）
と
し
て
、
「
望
ま
な
い
妊
娠
／
計
画
し
て
い
な
い
妊
娠
」
が
2
4
人
（
5
4
.5
％
）
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
妊
婦
健
康
診
査
未
受
診
」

が
1
8
人
（
4
0
.9
％
）
、
「
遺
棄
」
が
1
5
人
（
3
4
.1
％
）
で
あ
っ
た
。

○
加
害
の
動
機
（
複
数
回
答
）
と
し
て
は
、
「
子
ど
も
の
存
在
の
拒
否
・
否
定
」
が
1
4
人
（
3
1
.8
％
）
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
保
護
を
怠
っ
た
こ
と
に
よ
る
死
亡
」
が

5
人
（
1
1
.4
％
）
、
「
し
つ
け
の
つ
も
り
」
が
４
人
（
9
.1
％
）
で
あ
っ
た
。

○
乳
幼
児
健
康
診
査
の
受
診
状
況
で
は
、
「
３
〜
４
か
⽉
児
健
診
」
の
未
受
診
者
が
９
⼈
（
3
4
.6
％
※
）
、
「
３
歳
児
健
診
」
の
未
受
診
者
が
３
人
（
3
0
.0
％
※
）
で
あ
っ

た
。

○
死
亡
し
た
⼦
ど
も
の
年
齢
は
、
０
歳
か
ら
1
７
歳
ま
で
の
各
年
齢
に
分
散
し
て
い
る
傾
向
。

○
直
接
の
死
因
は
、
「
頚
部
絞
扼
（
け
い
ぶ
こ
う
や
く
）
に
よ
る
窒
息
」
が
1
1
人
（
4
4
.0
％
※
）
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
頭
部
外
傷
」
が
7
人
（
2
8
.0
％
※
）
で
あ
っ
た
。

○
主
た
る
加
害
者
は
、
「
実
⺟
」
が
2
3
人
（
8
5
.2
％
）
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
⺟
⽅
祖
⽗
」
が
1
人
（
3
.7
％
）
で
あ
っ
た
。

○
加
害
の
動
機
（
複
数
回
答
）
と
し
て
は
、
「
保
護
者
⾃
⾝
の
精
神
疾
患
、
精
神
不
安
」
が
1
6
人
（
5
9
.3
％
）
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
育
児
不
安
や
育
児
負
担
感
」
が

9
人
（
3
3
.3
％
）
、
「
夫
婦
間
の
ト
ラ
ブ
ル
な
ど
の
家
庭
の
不
和
」
が
5
人
（
1
8
.5
％
）
で
あ
っ
た
。

○
乳
幼
児
健
康
診
査
の
受
診
状
況
で
は
、
「
３
〜
４
か
⽉
児
健
診
」
の
未
受
診
者
が
１
⼈
（
4
.8
％
※
）
、
同
じ
く
「
１
歳
６
か
月
児
健
診
」
の
未
受
診
者
も
１
人

（
5
.9
％
※
）
、
「
３
歳
児
健
診
」
の
未
受
診
者
が
２
人
（
1
5
.4
％
※
）
で
あ
っ
た
。

○
心
中
以
外
の
虐
待
死
の
事
例
で
は
、
児
童
相
談
所
の
関
与
が
あ
り
は
1
1
例
（
2
5
.6
％
）
、
市
町
村
（
虐
待
対
応
担
当
部
署
）
の
関
与
が
あ
り
は
1
2
例
（
2
7
.9
％
）
、
心

中
に
よ
る
虐
待
死
の
事
例
で
は
、
児
童
相
談
所
の
関
与
が
あ
り
は
3
例
（
1
4
.3
％
）
、
市
町
村
（
虐
待
対
応
担
当
部
署
）
の
関
与
が
あ
り
は
４
例
（
1
9
.0
％
）
で
あ
っ
た
。

○
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
で
検
討
さ
れ
て
い
た
事
例
は
、
⼼
中
以
外
の
虐
待
死
が
８
例
（
1
8
.6
％
）
、
⼼
中
に
よ
る
虐
待
死
事
例
が
1
例
（
4
.8
％
）
で
あ
っ
た
。

○
⼼
中
以
外
の
虐
待
死
事
例
が
発
⽣
し
た
地
域
に
お
け
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
進
⾏
管
理
会
議
で
の
１
回
あ
た
り
の
平
均
検
討
事
例
数
は
7
1
.0
例
で
、
会
議
の

平
均
時
間
は
2
.6
時
間
で
あ
っ
た
。

○
⼼
中
以
外
の
虐
待
死
事
例
が
発
⽣
し
た
地
域
に
お
け
る
当
該
事
例
担
当
職
員
の
受
け
持
ち
事
例
数
は
⼀
⼈
あ
た
り
平
均
1
0
4
.9
件
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
虐
待
事
例
と
し
て

担
当
し
て
い
る
事
例
数
は
平
均
5
9
.7
件
で
あ
っ
た
。

2

（
１
）
心
中
以
外
の
虐
待
死
（
4
3
例
・
4
4
人
）

（
２
）
心
中
に
よ
る
虐
待
死
（
未
遂
を
含
む
）
（
2
1
例
・
2
7
人
）

２
．
死
亡
事
例
（
6
4
例
・
7
1
人
）
の
分
析

（
３
）
関
係
機
関
の
関
与

（
４
）
児
童
相
談
所
の
受
け
持
ち
事
例
数

※
こ
の
割
合
は
「
不
明
・
未
記
⼊
」
と
し
た
回
答
を
除
い
た
数
を
合
計
数
と
し
て
算
出
し
た
有
効
割
合

ITUVL
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○
重
症
と
な
っ
た
⼦
ど
も
の
受
傷
時
の
年
齢
は
、
「
０
歳
」
が
8
人
（
8
0
.0
％
）
と
最
も
多
く
、
受
傷
し
た
０
歳
児
を
月
齢
別
に
み
る
と
、
月
齢
「
１
か

月
」
が
３
人
（
3
7
.5
％
）
で
最
も
多
く
、
次
い
で
「
２
か
月
」
が
２
人
（
2
5
.0
％
）
で
あ
っ
た
。

○
虐
待
の
類
型
は
、
「
身
体
的
虐
待
」
が
7
人
（
7
0
.0
％
）
、
「
ネ
グ
レ
ク
ト
」
が
3
人
（
3
0
.0
％
）
で
あ
っ
た
。

○
直
接
の
受
傷
要
因
は
、
「
頭
部
外
傷
」
が
8
人
（
8
0
.0
％
）
と
最
も
多
か
っ
た
。

○
主
た
る
加
害
者
は
、
「
実
父
」
が
５
人
（
5
0
.0
％
）
、
「
実
⺟
」
が
３
⼈
（
3
0
.0
％
）
、
「
実
⺟
と
⺟
の
交
際
相
⼿
」
が
2
人
（
2
0
.0
％
）
で
あ
っ
た
。

○
加
害
の
主
な
動
機
（
複
数
回
答
）
は
、
「
泣
き
や
ま
な
い
こ
と
に
い
ら
だ
っ
た
た
め
」
が
3
人
（
3
7
.5
％
※
）
、
「
し
つ
け
の
つ
も
り
」
が

2
人
（
2
5
.0
％
※
）
で
あ
っ
た
。

○
重
症
の
受
傷
以
前
に
お
い
て
、
児
童
相
談
所
の
関
与
あ
り
が
４
例
（
4
0
.0
％
）
、
市
町
村
（
虐
待
対
応
担
当
部
署
）
の
関
与
あ
り
が
3
例
（
3
0
.0
％
）

で
あ
っ
た
。

○
重
症
の
受
傷
以
前
に
お
い
て
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
で
検
討
さ
れ
て
い
た
事
例
は
、
３
例
（
3
0
.0
％
）
で
あ
っ
た
。

○
重
症
事
例
が
発
生
し
た
地
域
に
お
け
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
進
⾏
管
理
会
議
で
の
１
回
あ
た
り
の
平
均
検
討
事
例
数
は
4
8
.3
例
で
、
会
議

の
平
均
時
間
は
2
.7
時
間
で
あ
っ
た
。

○
す
べ
て
の
事
例
に
つ
い
て
、
重
症
と
な
っ
た
受
傷
後
に
医
療
機
関
へ
⼊
院
し
て
お
り
、
こ
の
う
ち
、
医
療
機
関
に
⼀
時
保
護
委
託
し
た
事
例
は
６
例

（
6
0
.0
%
)、
対
応
し
た
診
療
科
は
「
⼩
児
科
」
が
7
例
（
7
0
.0
％
）
で
あ
っ
た
。

○
受
傷
後
に
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
に
登
録
さ
れ
た
事
例
は
、
６
例
（
6
0
.0
％
）
で
あ
っ
た
。

○
平
成
2
6
年
9
月
１
日
時
点
で
加
害
者
と
同
居
し
て
い
な
い
事
例
は
7
例
（
7
0
.0
％
）
あ
り
、
こ
の
う
ち
、
援
助
方
針
と
し
て
「
家
族
再
統
合
」
と
し
て

い
る
も
の
が
2
例
（
2
8
.6
％
）
、
「
分
離
」
と
し
て
い
る
も
の
が
4
例
（
5
7
.1
％
）
で
あ
っ
た
。

○
検
証
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
、
⾏
政
機
関
内
部
に
お
け
る
検
証
を
実
施
し
た
事
例
は
３
例
（
3
0
.0
%
）
、
第
三
者
に
よ
る
検
証
を
実
施
し
た
事
例
は

２
例
（
2
0
.0
％
）
で
あ
っ
た
。

3

３
．
重
症
事
例
（
1
0
例
・
1
0
人
）
の
分
析
（
個
別
調
査
票
に
よ
る
調
査
の
結
果
）

（
１
）
重
症
と
な
っ
た
子
ど
も
の
特
性

（
２
）
虐
待
の
類
型
と
加
害
の
状
況

（
３
）
関
係
機
関
の
関
与

（
４
）
重
症
と
な
っ
た
受
傷
後
の
対
応
状
況

※
こ
の
割
合
は
「
不
明
・
未
記
⼊
」
と
し
た
回
答
を
除
い
た
数
を
合
計
数
と
し
て
算
出
し
た
有
効
割
合

ITUVL
スタンプ



○
た
び
重
な
る
頭
部
外
傷
の
際
に
は
、
児
童
相
談
所
は
虐
待
の
可
能
性
を
十

分
に
認
識
し
、
一
時
保
護
等
の
対
応
を
⾏
う
こ
と
、
特
に
乳
児
期
に
お
い
て

は
、
原
因
不
明
の
け
が
や
受
傷
が
繰
り
返
さ
れ
た
場
合
に
は
、
養
育
困
難
対

応
か
ら
虐
待
対
応
に
切
り
替
え
、
一
時
保
護
な
ど
の
迅
速
な
対
応
が
必
要
。

○
児
童
虐
待
は
、
家
族
・
家
庭
の
状
況
を
踏
ま
え
て
適
切
に
判
断
す
る
こ
と
が
重
要
で

あ
る
た
め
、
可
能
な
限
り
学
校
で
家
庭
状
況
を
把
握
し
、
必
要
な
場
合
に
は
関
係
機
関

と
情
報
共
有
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

○
⾝
体
的
虐
待
と
考
え
ら
れ
る
状
況
を
把
握
し
た
場
合
に
は
、
医
療
機
関
へ
の

受
診
の
有
無
に
よ
ら
ず
、
虐
待
の
可
能
性
を
念
頭
に
置
い
た
継
続
的
な
確
認
と

リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
必
要
。

4

【
事
例
１
】
⻑
男
（
当
時
２
歳
）
が
頭
部
外
傷
で
死
亡
、
⽗
⺟
離
婚
後
に
実
⽗
と
再
婚
相
⼿
と
の
間
に
⽣
ま
れ
た
異
⺟
妹
（
当
時
８
か
月
）
も
頭
部
外
傷
で
死
亡
し
た

事
例
（
※
）

【
事
例
２
】
次
男
（
当
時
１
０
か
⽉
）
、
三
男
（
当
時
３
歳
）
と
も
に
実
⺟
か
ら
の
⾝
体
的
な
暴
⼒
に
よ
っ
て
死
亡
し
た
事
例
（
※
）

【
事
例
３
】
実
⺟
と
⽗
⽅
叔
⺟
が
、
⻑
⼥
（
当
時
３
歳
）
の
両
⾜
・
両
⼿
⾸
を
縛
り
上
げ
、
口
に
ガ
ム
テ
ー
プ
を
貼
る
な
ど
し
て
窒
息
に
よ
り
死
亡
し
た
事
例

【
事
例
４
】
⻑
男
（
当
時
中
学
２
年
⽣
）
が
養
⽗
か
ら
⾝
体
的
暴
⼒
を
繰
り
返
し
受
け
た
う
え
で
、
「
2
4
時
間
以
内
に
⾃
殺
し
ろ
」
と
教
唆
さ
れ
死
に
⾄
っ
た
事
例

（
※
）
事
例
１
及
び
事
例
２
は
、
き
ょ
う
だ
い
が
異
な
る
時
期
に
、
そ
れ
ぞ
れ
死
亡
し
た
事
例

①
施
設
措
置
及
び
解
除
後
の
児
童
相
談
所
と
関
係
機
関
の
対
応

○
一
時
保
護
及
び
乳
児
院
の
入
所
措
置
時
に
は
、
再
発
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
た

指
導
内
容
と
あ
ら
ゆ
る
可
能
性
を
想
定
し
た
支
援
目
標
の
設
定
及
び
リ
ス
ク

ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
⾏
う
こ
と
が
必
要
。

○
施
設
措
置
の
解
除
決
定
前
に
は
、
施
設
や
在
宅
指
導
時
に
関
わ
る
関
係

者
・
機
関
と
ア
セ
ス
メ
ン
ト
内
容
を
協
議
し
、
施
設
か
ら
在
宅
へ
切
れ
⽬
の

な
い
支
援
を
引
き
継
ぎ
、
措
置
解
除
後
の
子
ど
も
の
安
全
確
保
の
た
め
の
事

前
調
整
が
必
要
。

②
関
係
機
関
間
の
情
報
共
有
及
び
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト

○
現
時
点
で
の
状
況
の
み
な
ら
ず
、
養
育
⼒
や
育
児
⾏
動
の
基
盤
と
な
る
⽗

⺟
の
⽣
育
歴
、
そ
れ
ぞ
れ
の
家
庭
の
養
育
に
関
す
る
情
報
を
意
識
的
に
聞
き

取
り
、
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
家
庭
状
況
の
急
激
な
変
化
が
起
き
た
場
合
に
は
、
個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議

等
に
お
い
て
関
係
機
関
と
情
報
共
有
・
連
携
を
図
り
つ
つ
、
早
期
に
児
童
相

談
所
と
の
協
議
の
場
を
設
け
、
介
⼊
に
つ
い
て
の
検
討
を
⾏
う
こ
と
が
望
ま

し
い
。

③
頭
部
外
傷
を
繰
り
返
す
養
育
者
へ
の
対
応

④
精
神
疾
患
の
あ
る
養
育
者
等
の
支
援
を
必
要
と
し
て
い
る
家
庭
へ
の
対
応

○
精
神
疾
患
の
症
状
に
よ
っ
て
は
、
妊
娠
・
出
産
・
産
後
の
管
理
が
可
能
な
産

科
、
も
し
く
は
精
神
科
が
併
設
さ
れ
た
医
療
機
関
に
早
期
か
ら
つ
な
げ
、
精
神

保
健
の
観
点
か
ら
の
⽀
援
を
⾏
う
こ
と
が
必
要
。

○
養
育
者
の
⽣
育
歴
に
着
⽬
し
、
適
切
な
養
育
を
受
け
な
い
ま
ま
に
親
に
な
っ

た
養
育
者
の
課
題
や
⼦
ど
も
の
頃
の
成
⻑
・
発
達
の
状
況
を
踏
ま
え
た
精
神
面

の
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
必
要
。

⑤
き
ょ
う
だ
い
の
虐
待
死
を
う
け
て
、
虐
待
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
対
応

○
過
去
に
虐
待
の
お
そ
れ
・
疑
い
が
あ
っ
た
養
育
者
は
、
養
育
支
援
の
必
要
な

対
象
者
で
あ
り
、
生
ま
れ
て
く
る
子
ど
も
の
安
全
を
第
一
に
、
危
機
感
を
関
係

者
の
中
で
共
有
し
、
妊
娠
期
か
ら
虐
待
を
防
止
す
る
た
め
の
支
援
策
を
検
討
す

る
こ
と
が
必
要
。

○
出
産
直
後
の
介
⼊
も
含
め
、
医
療
機
関
と
事
前
に
打
ち
合
わ
せ
を
⾏
う
と
と

も
に
、
児
童
相
談
所
の
⼀
時
保
護
も
意
識
し
た
積
極
的
な
関
わ
り
が
重
要
。

⑥
学
齢
期
以
降
の
⼦
ど
も
に
対
す
る
⽀
援
の
あ
り
⽅

４
．
個
別
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
結
果
の
分
析

○
検
証
対
象
事
例
の
う
ち
、
特
徴
的
で
、
か
つ
、
特
に
重
⼤
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
事
例
（
４
例
）
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
、
市
町
村
及
び
関
係
機
関
等
を

対
象
に
、
事
例
発
⽣
当
時
の
状
況
や
対
応
等
の
詳
細
に
関
し
て
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
を
実
施
し
た
。

（
１
）
事
例
の
概
要

（
２
）
事
例
か
ら
考
え
ら
れ
る
主
な
対
応
策

ITUVL
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5

（
１
）
子
ど
も
の
年
齢

・
施
設
に
お
い
て
は
「
１
年
〜
３
年
未
満
」
が
６
⼈
（
5
4
.5
％
）
、
一
時
保
護
所

で
は
「
１
か
⽉
〜
２
か
⽉
未
満
」
が
５
⼈
（
8
3
.3
％
）
と
最
も
多
い
。

・
児
童
相
談
所
等
の
「
公
的
機
関
等
に
よ
る
支
援
体
制
が
確
保
さ
れ
て
い
る
」
が

６
人
（
4
2
.9
％
）
と
最
も
多
い
。

・
退
所
前
後
に
個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
を
開
催
し
、
情
報
を
共
有
し
た
事
例
は
５
⼈

（
3
5
.7
％
）
、
情
報
を
共
有
し
て
い
な
い
事
例
は
４
⼈
（
2
8
.6
％
）
。

・
児
童
相
談
所
が
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
⽀
援
し
て
い
た
事
例
及
び
市
町
村

（
虐
待
対
応
担
当
部
署
）
が
関
与
し
た
事
例
が
９
⼈
（
6
4
.3
％
）
。

・
家
庭
復
帰
後
「
１
か
⽉
〜
３
か
⽉
未
満
」
に
死
亡
し
て
い
る
事
例
が
４
⼈

（
2
8
.6
％
）
、
「
半
年
未
満
」
に
死
亡
し
て
い
る
事
例
は
９
⼈
（
6
4
.3
％
）

と
６
割
を
超
え
て
い
る
。

・
要
保
護
児
童
と
し
て
検
討
し
て
い
た
事
例
が
６
⼈
（
4
2
.9
％
）
、
検
討
し
て
い

な
い
事
例
が
８
⼈
（
5
7
.1
％
）
。

○
乳
幼
児
期
、
特
に
３
歳
以
下
の
⼦
ど
も
の
家
庭
復
帰
に
つ
い
て
は
、
慎
重
に

検
討
し
、
そ
の
際
は
、
分
離
に
よ
り
阻
害
さ
れ
た
愛
着
形
成
を
図
る
支
援
を
時

間
を
か
け
て
⾏
う
こ
と
が
重
要
。

○
市
町
村
の
虐
待
対
応
担
当
部
署
や
⺟
⼦
保
健
担
当
部
署
等
と
連
携
を
図
り
、

家
族
か
ら
の
相
談
に
応
じ
る
体
制
の
整
備
が
必
要
。

・
「
３
歳
」
が
４
人
（
2
8
.6
％
）
で
最
も
多
く
、
３
歳
以
下
が
９
人
（
6
4
.3
％
）

と
６
割
を
超
え
て
い
る
。

（
２
）
入
所
期
間

○
⼊
所
期
間
に
か
か
わ
ら
ず
、
家
庭
復
帰
後
に
起
こ
り
得
る
虐
待
発
⽣
の
リ
ス

ク
に
つ
い
て
、
慎
重
か
つ
丁
寧
な
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
必
要
。

（
３
）
退
所
の
判
断
基
準

○
家
庭
復
帰
後
に
⽀
援
機
関
と
の
関
係
が
疎
遠
に
な
る
場
合
は
、
子
ど
も
に
と
っ

て
の
危
機
の
サ
イ
ン
で
あ
る
と
考
え
、
再
度
の
⼊
所
措
置
に
つ
い
て
速
や
か
な
検

討
が
必
要
。

（
４
）
退
所
時
に
お
け
る
児
童
相
談
所
と
関
係
機
関
と
の
情
報
共
有

○
入
所
措
置
解
除
の
決
定
に
際
し
て
は
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
に
お
け

る
個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
を
必
ず
開
催
し
、
家
庭
復
帰
後
の
支
援
の
あ
り
方
を
関

係
機
関
間
で
検
討
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
。

（
５
）
家
庭
復
帰
後
の
関
係
機
関
の
関
与
状
況

○
家
庭
復
帰
後
、
⼀
定
の
期
間
は
、
き
め
細
か
に
当
該
家
庭
へ
の
⽀
援
や
子
ど
も

の
安
全
確
認
を
⾏
う
こ
と
が
重
要
。

○
関
係
機
関
が
当
該
家
庭
へ
の
援
助
方
針
や
互
い
の
役
割
に
つ
い
て
共
通
認
識
を

持
ち
、
緊
密
に
連
携
す
る
こ
と
が
重
要
。

（
６
）
家
庭
復
帰
か
ら
死
亡
事
例
発
⽣
ま
で
の
期
間

○
家
族
関
係
や
養
育
環
境
の
変
化
は
虐
待
の
再
発
に
つ
な
が
り
や
す
い
要
因
と
な

る
た
め
、
特
に
留
意
し
て
把
握
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
家
庭
復
帰
か
ら
少
な
く
と
も
６
か
⽉
間
程
度
は
、
と
り
わ
け
リ
ス
ク
が
高
ま
る

期
間
と
し
て
、
養
育
状
況
の
把
握
と
、
必
要
な
援
助
の
実
施
が
必
要
。

（
７
）
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
に
お
け
る
本
事
例
の
検
討
状
況

○
重
要
な
資
源
を
把
握
し
、
つ
な
が
り
を
維
持
す
る
た
め
に
は
、
家
族
に
関
す

る
様
々
な
情
報
を
有
す
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
と
連
携
す
る
こ
と
が

有
効
。

○
施
設
入
所
中
に
も
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
に
報
告
し
、
⼀
時
帰
宅

や
外
泊
を
実
施
す
る
前
に
は
地
域
の
関
係
機
関
に
連
絡
し
、
必
要
に
応
じ
て
協

⼒
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
。

５
.【
特
集
】
施
設
入
所
等
の
経
験
の
あ
る
子
ど
も
の
死
亡
事
例

○
第
1
0
次
報
告
か
ら
第
1
2
次
報
告
ま
で
の
⼼
中
以
外
の
虐
待
死
事
例
の
中
で
、
施
設
⼊
所
等
の
経
験
の
あ
る
事
例
1
4
例
（
1
4
人
）
を
対
象
に
、
施
設
等
入
所

か
ら
家
庭
復
帰
ま
で
の
状
況
や
退
所
時
に
お
け
る
児
童
相
談
所
と
関
係
機
関
と
の
情
報
共
有
な
ど
に
つ
い
て
検
証
を
⾏
っ
た
。

概
要
と
考
察

ITUVL
スタンプ



１
虐
待
の
発
生
予
防
及
び
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応

①
妊
娠
期
か
ら
⽀
援
を
必
要
と
す
る
養
育
者
の
早
期
把
握
と
切
れ
⽬
な
い
⽀
援
の
強
化

・
妊
婦
が
抱
え
て
い
る
不
安
感
を
軽
減
す
る
ア
プ
ロ
ー
チ
を
タ
イ
ミ
ン
グ
を
逃
さ
ず

実
施

・
「
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
」
の
設
置
促
進

②
養
育
者
等
に
精
神
疾
患
の
あ
る
家
庭
に
対
す
る
支
援

・
保
健
・
医
療
・
福
祉
分
野
な
ど
多
職
種
に
よ
る
チ
ー
ム
⽀
援

③
医
療
機
関
か
ら
の
情
報
提
供
の
促
進
と
⽀
援
・
連
携
の
た
め
の
体
制
づ
く
り

・
市
町
村
と
医
療
機
関
の
⽇
頃
か
ら
の
連
携
体
制
の
構
築

・
医
療
機
関
に
お
け
る
虐
待
防
⽌
委
員
会
（
C
A
P
Ｓ
）
の
設
置
、
組
織
的
な
対
応
を

⾏
え
る
体
制
整
備

④
学
齢
期
以
降
の
⼦
ど
も
へ
の
⽀
援
の
た
め
の
学
校
等
と
の
連
携

・
学
校
内
で
の
虐
待
に
関
す
る
理
解
の
向
上
、
組
織
的
な
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の

必
要
性
と
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
等
を
活
用
し
た
支
援
体
制
づ
く
り

２
関
係
機
関
の
連
携
及
び
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
積
極
的
な
活
用

①
入
所
措
置
解
除
時
の
支
援
体
制
の
整
備

・
関
係
機
関
間
の
事
前
調
整
、
個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
を
活
用
し
た
支
援
機
関
の
役

割
と
⽀
援
⽅
針
の
認
識
の
共
有

②
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
効
果
的
な
運
営

・
総
合
的
な
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
⾏
え
る
専
⾨
職
の
配
置
及
び
研
修
の
義
務
づ

け
に
よ
る
調
整
機
関
の
調
整
能
⼒
の
向
上

③
児
童
相
談
所
及
び
市
町
村
職
員
の
相
談
援
助
技
術
の
向
上

３
児
童
相
談
所
及
び
市
町
村
職
員
に
よ
る
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
実
施

・
組
織
的
な
判
断
に
基
づ
く
、
定
期
的
な
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
重
要

４
児
童
相
談
所
及
び
市
町
村
職
員
体
制
の
充
実
強
化

・
専
門
職
の
採
用
及
び
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
の
工
夫

５
検
証
の
積
極
的
な
実
施
と
検
証
結
果
の
有
効
活
用

・
検
証
報
告
の
積
極
的
な
活
⽤
と
重
篤
な
虐
待
事
例
の
再
発
防
⽌

１
虐
待
の
発
生
予
防
及
び
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応

①
妊
娠
期
か
ら
切
れ
⽬
の
な
い
⽀
援
体
制
の
整
備

・
特
定
妊
婦
等
や
出
産
直
後
か
ら
支
援
が
必
要
な
家
庭

を
医
療
機
関
及
び
市
町
村
が
確
実
に
把
握
で
き
る
体
制

の
整
備

・
「
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
」
の
全
国
的
な

拡
充
の
た
め
の
支
援

②
虐
待
の
早
期
発
⾒
及
び
早
期
対
応
の
広
報
・
啓
発

・
医
療
機
関
、
学
校
等
が
⽀
援
対
象
者
を
適
切
に
把
握

す
る
た
め
の
支
援
対
象
者
の
特
徴
を
ま
と
め
て
周
知
。

２
虐
待
対
応
に
お
け
る
児
童
相
談
所
と
市
町
村
の
役
割
分
担

及
び
連
携
強
化
に
関
わ
る
体
制
整
備

・
児
童
相
談
所
と
市
町
村
が
共
通
認
識
に
⽴
て
る
よ
う
な

ア
セ
ス
メ
ン
ト
ツ
ー
ル
の
開
発
、
初
期
対
応
で
⾒
落
と
し

な
く
、
相
互
理
解
と
連
携
を
深
め
な
が
ら
適
切
な
⽀
援
を

⾏
う
体
制
の
整
備

３
児
童
相
談
所
及
び
市
町
村
職
員
の
人
員
体
制
の
強
化
及
び

専
門
性
の
確
保
と
資
質
の
向
上

・
地
方
公
共
団
体
の
人
員
確
保
及
び
人
材
育
成
に
関
す
る

制
度
等
の
検
討

４
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
活
用
の
徹
底
と
体
制

整
備

・
好
事
例
の
周
知
及
び
専
⾨
職
の
配
置
の
促
進

５
入
所
措
置
解
除
時
及
び
措
置
解
除
後
の
支
援
体
制
の
整
備

・
家
庭
復
帰
の
適
否
に
関
す
る
ア
セ
ス
メ
ン
ト
実
施
の
必

要
性
の
周
知
、
親
子
再
構
築
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
の
養
育
者
支

援
策
の
検
討

６
再
発
防
止
を
目
的
と
し
た
検
証
の
積
極
的
な
実
施
と
検
証

結
果
の
活
用
促
進

・
死
亡
事
例
の
検
証
を
⽬
的
と
し
て
個
⼈
情
報
の
共
有
を

可
能
と
す
る
制
度
改
正
等
の
検
討

6

地
方
公
共
団
体
へ
の
提
言

国
へ
の
提
言

６
．
課
題
と
提
言

ITUVL
スタンプ



○
子
ど
も
の
身
体
、
特
に
、
顔
や
首
、
頭
等
に
外
傷
が
認
め
ら
れ
る

○
⼀
定
期
間
の
体
重
増
加
不
良
や
低
栄
養
状
態
が
認
め
ら
れ
る

○
子
ど
も
が
保
育
所
等
に
来
な
く
な
っ
た

○
施
設
等
へ
の
入
退
所
を
繰
り
返
し
て
い
る

（
家
庭
復
帰
後
６
か
⽉
以
内
の
死
亡
事
案
が
多
い
）

○
き
ょ
う
だ
い
に
虐
待
が
あ
っ
た

○
児
童
委
員
、
近
隣
住
⺠
等
か
ら
様
⼦
が
気
に
か
か
る
旨
の
情
報
提
供
が
あ
る

○
生
活
上
に
何
ら
か
の
困
難
を
抱
え
て
い
る

○
転
居
を
繰
り
返
し
て
い
る

○
孤
⽴
し
て
い
る

○
関
係
機
関
や
関
係
部
署
が
把
握
し
て
い
る
情
報
を
共
有
で
き
ず
得
ら
れ
た

情
報
を
統
合
し
虐
待
発
⽣
の
リ
ス
ク
を
認
識
で
き
な
か
っ
た

○
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
（
子
ど
も
を
守
る
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
に

お
け
る
検
討
の
対
象
事
例
に
な
っ
て
い
な
か
っ
た

○
家
族
全
体
を
捉
え
た
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
不
⾜
し
て
お
り
、
危
機
感
が

希
薄
で
あ
っ
た

○
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
の
結
果
を
必
要
な
支
援
や
迅
速
な
対
応
に
結
び
つ
け
て

い
な
か
っ
た

○
妊
娠
の
届
出
が
な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
⺟
⼦
健
康

手
帳
が
未
発
⾏
で
あ
る

○
妊
婦
健
康
診
査
が
未
受
診
で
あ
る
又
は
受
診
回
数

が
極
端
に
少
な
い

○
関
係
機
関
か
ら
の
連
絡
を
拒
否
し
て
い
る

（
途
中
か
ら
関
係
が
変
化
し
た
場
合
も
含
む
）

○
望
ま
な
い
妊
娠
／
計
画
し
て
い
な
い
妊
娠

○
医
師
、
助
産
師
の
⽴
会
い
な
く
⾃
宅
等
で
出
産

し
た

○
乳
幼
児
健
康
診
査
や
就
学
時
の
健
康
診
断
が
未

受
診
で
あ
る
又
は
予
防
接
種
が
未
接
種
で
あ
る

（
途
中
か
ら
受
診
し
な
く
な
っ
た
場
合
も
含
む
）

○
精
神
疾
患
や
強
い
抑
う
つ
状
態
が
あ
る

○
過
去
に
自
殺
企
図
が
あ
る

○
⼦
ど
も
の
発
達
等
に
関
す
る
強
い
不
安
や
悩
み
を

抱
え
て
い
る

○
子
ど
も
を
保
護
し
て
ほ
し
い
等
、
養
育
者
が
自
ら

相
談
し
て
く
る

○
虐
待
が
疑
わ
れ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
養
育
者
が

虐
待
を
否
定

○
訪
問
等
を
し
て
も
子
ど
も
に
会
わ
せ
な
い

○
多
胎
児
を
含
む
複
数
人
の
子
ど
も
が
い
る

※
子
ど
も
が
低
年
齢
で
あ
る
場
合
や
離
婚
等
に
よ
る
⼀
⼈
親
の
場
合
で
あ
っ
て
、
上
記
ポ
イ
ン
ト
に
該
当
す
る
と
き
に
は
、
特
に
注
意
し
て
対
応
す
る
必
要
が
あ
る
。

7

養
育
者
の
側
面

養
育
者
の
側
面

子
ど
も
の
側
面

子
ど
も
の
側
面

生
活
環
境
等
の
側
面

生
活
環
境
等
の
側
面

援
助
過
程
の
側
面

援
助
過
程
の
側
面

第
1
次
か
ら
第
1
２
次
報
告
を
踏
ま
え
て

⼦
ど
も
虐
待
に
よ
る
死
亡
事
例
等
を
防
ぐ
た
め
の
リ
ス
ク
と
し
て
留
意
す
べ
き
ポ
イ
ン
ト

ITUVL
スタンプ



＜
調
査
の
経
緯
・
目
的
＞

○
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
※
１
）
や
そ
の
家
庭
は
特
に
支
援
を
必
要
と
し
て
い
る
場
合
が
あ
り
、
平
成
2
6
年
1
1
月
、
関
係
府
省
庁
（
内
閣
府
、

総
務
省
、
法
務
省
、
⽂
部
科
学
省
、
厚
⽣
労
働
省
、
警
察
庁
）
に
よ
る
「
児
童
虐
待
防
⽌
対
策
に
関
す
る
副
⼤
⾂
等
会
議
」
に
お
い
て
、
児
童
の
所
在
確
認
の

た
め
の
市
町
村
間
の
情
報
共
有
と
連
携
の
あ
り
方
に
つ
い
て
申
し
合
わ
せ
が
な
さ
れ
た
。

○
更
に
、
今
後
の
対
応
策
の
検
討
の
参
考
と
す
る
た
め
、
児
童
の
所
在
及
び
安
全
確
認
の
た
め
の
市
町
村
に
お
け
る
取
組
状
況
等
に
つ
い
て
、
平
成
2
6
年
度

（
※
２
）
に
引
き
続
き
、
調
査
を
実
施
。

（
※
１
）
当
該
市
町
村
に
住
⺠
票
は
あ
る
が
、
乳
幼
児
健
診
が
未
受
診
等
で
、
電
話
や
家
庭
訪
問
等
に
よ
る
連
絡
が
取
れ
な
い
児
童
（
以
下
の
①
〜
③
の
い
ず
れ
か
に
該
当
）

で
あ
っ
て
、
市
町
村
が
引
き
続
き
所
在
及
び
安
全
の
確
認
を
⾏
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
所
在
等
が
確
認
で
き
な
い
児
童
。

（
※
２
）
初
年
度
と
な
る
平
成
2
6
年
度
は
、
平
成
2
6
年
５
⽉
1
⽇
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
に
つ
い
て
、
同
年
1
0
月
2
0
日
時
点
の
状
況
を

調
査
し
、
結
果
を
公
表
。

＜
調
査
の
対
象
＞

全
国
の
市
町
村
（
1
,7
4
1
市
町
村
）

＜
主
な
調
査
内
容
＞

平
成
2
7
年
６
⽉
１
⽇
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
（
以
下
「
調
査
対
象
児
童
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
平
成
2
8
年
４
⽉
１
⽇

時
点
で
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
＊
１
）
の
個
別
の
状
況
と
、
平
成
2
8
年
３
⽉
3
1
日
ま
で
に
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
（
＊
２
）
の
全
体
の
児
童
数

や
確
認
方
法
等
に
つ
い
て
調
査
を
実
施
。

平
成
２
７
年
度
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
関
す
る
調
査
結
果
【
概
要
】

（
＊
１
）
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
関
す
る
主
な
調
査
項
目

（
＊
２
）
「
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
」
に
関
す
る
主
な
調
査
項
目

・
学
年
、
年
齢
、
性
別

・
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
の
状
況
、
児
童
相
談
所
と
の
情
報

共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
の
状
況
、
警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
の
状
況

等

・
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
数
（
確
認
方
法
別
）

・
所
在
等
が
確
認
で
き
た
際
に
虐
待
又
は
虐
待
の
疑
い
が
あ
っ
た
児
童
数

等

調
査
の
概
要

①
乳
幼
児
健
康
診
査
、
予
防
接
種
、
新
⽣
児
訪
問
、
乳
児
家
庭
全
⼾
訪
問
事
業
等
の
乳
幼
児
等
を
対
象
と
す
る
保
健
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
お
ら
ず
、
電
話
、
⽂

書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
、
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

②
市
町
村
の
児
童
家
庭
相
談
、
保
育
の
実
施
事
務
、
児
童
⼿
当
、
児
童
扶
養
⼿
当
等
の
児
童
を
対
象
と
し
た
⼿
当
の
⽀
給
事
務
、
そ
の
他
児
童
福
祉
⾏
政
の
実
施
事
務

の
過
程
で
把
握
さ
れ
て
い
る
児
童
の
う
ち
、
電
話
、
⽂
書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
連
絡
・
接
触
が
で
き
ず
、
必
要
な
届
出
や
⼿
続
が
⾏
わ
れ
て
い
な
い
児
童

③
市
町
村
教
育
委
員
会
が
、
学
校
へ
の
就
園
・
就
学
に
係
る
事
務
（
注
）
の
過
程
で
把
握
し
た
児
童
の
う
ち
、
市
町
村
教
育
委
員
会
が
学
校
と
連
携
し
て
も
、
電
話
、

文
書
、
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

（
注
）
就
園
奨
励
費
補
助
、
就
学
時
健
診
、
就
学
説
明
会
等
の
就
園
・
就
学
前
後
の
諸
手
続
に
係
る
事
務
も
含
む
。

1
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１
．
全
体
の
状
況

0

1
00

1
,8

00

3
00

2
,8

00

平
成
2
6
年
５
月
１
日
時
点

平
成

2
6
年

1
0
月
2
0
日

時
点

平
成

2
7
年

６
月

１
日

時
点

平
成

2
8
年
４
月

１
日

時
点

（
3
1
人

）
（
1
5
人

）

所
在
等

が
確

認
で
き
た
児

童
数

2
,7
6
7
人
（
9
5
.2
%
）

所
在

等
が
確
認

で
き
た
児
童
数

1
,8
4
3
人
（
9
8
.1
%
）

調
査

対
象
児

童
数

調
査
対
象
児

童
数

前
年

度
調

査
2
7
年

度
調

査

（
人

）

1
4

1
人

（
4

.8
％

）

○
平
成
2
8
年
4
月
1
日
時
点
で
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
数
は
3
5
人
。

（
※
）
平
成
2
7
年
６
⽉
１
⽇
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
調
査
対
象
児
童
数
は
全
国
で
1
,8
7
8
人
。

こ
の
う
ち
平
成
2
8
年
３
月
3
1
日
ま
で
に
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
数
は
1
,8
4
3
人
（
9
8
.1
％
）
。

○
平
成
2
6
年
度
調
査
か
ら
引
き
続
き
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
は
、
平
成
2
8
年
４
⽉
１
⽇
時
点
で
は
1
5
人
。

調
査
結
果

調
査
結
果

居
住

実
態
が
把
握

で
き
な
い
児

童
数

2
,9
0
8
人

1
,8
7
8
人

3
5
人

（
1
.9
％
）

2
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○
「
ア

義
務
教
育
就
学
前
」
が
９
人
（
2
5
.7
％
）
、
「
イ

小
学
生
」
が
1
0
人
（
2
8
.6
％
）
、
「
ウ

中
学
生
」
が
7
人
（
2
0
.0
％
）
、

「
エ

義
務
教
育
修
了
後
」
が
９
人
（
2
5
.7
％
）
。

（
※
）
学
年
は
、
平
成
2
7
年
６
⽉
１
⽇
時
点
。

○
前
年
度
調
査
で
は
、
「
ア

義
務
教
育
就
学
前
」
が
6
1
人
と
最
多
で
、
全
体
の
４
割
以
上
を
占
め
て
い
た
が
、
本
年
度
調
査
で
は

2
5
.7
％
と
、
特
に
「
義
務
教
育
就
学
前
」
の
児
童
の
所
在
等
の
確
認
が
進
展
し
て
い
る
状
況
。

学
年
別
の
状
況

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

総
数
：
3
5
人

総
数
：
1
4
1
人
（
※
H
2
6
.1
0
.2
0
時
点
）

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

２
．
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
3
5
人
）
の
状
況
（
平
成
２
8
年
４
⽉
1
日
時
点
）

ア
義

務
教
育

就
学

前
6
1
人

（
4
3
.2
％

）

イ
小

学
生

4
0
人

（
2
8
.4
％

）

エ
義

務
教

育
修

了
後

1
3
人

（
9
.2
％

）

ウ
中

学
生

2
7
人

（
1
9
.1
％

）

ア
義

務
教

育
就

学
前

９
人

（
2
5
.7
％

）

イ
小

学
生

1
0
人

（
2
8
.6
％

）
ウ

中
学

生
７
人
（
2
0
.0
％

）

エ
義

務
教

育
修

了
後

９
人
（
2
5
.7
％

）

3
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○
「
ア

１
〜
４
回
」
が
1
7
人
（
4
8
.6
％
）
で
最
多
。
次
い
で
「
エ

未
実
施
（
※
）
」
が
９
人
(2
5
.7
％
）
、
「
ウ

1
0
回
以
上
」

が
７
人
（
2
0
.0
％
）
、
「
イ

５
〜
９
回
」
が
２
⼈
（
5
.7
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
」
、
「
Ｄ
Ｖ
等
で
避
難
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
」
等
に
よ
り
住
所
地
に

居
住
し
て
い
な
い
こ
と
が
明
ら
か
な
場
合
。

○
前
年
度
調
査
と
の
⽐
較
で
は
、
「
ウ

1
0
回
以
上
」
の
割
合
が
5
.4
％
か
ら
2
0
.0
％
と
増
加
し
て
お
り
、
頻
回
な
訪
問
調
査
の
実
施

に
よ
る
所
在
等
の
確
認
の
取
組
が
進
展
し
て
い
る
状
況
。

こ
れ
ま
で
の
訪
問
調
査
の
状
況

【
２
の
続
き
】

こ
れ
ま
で
の
訪
問
調
査
の
状
況

【
２
の
続
き
】

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
3
5
人

総
数
：
2
2
4
人
（
※
H
2
6
.9
.1
時
点
）

イ
5
～

9
回

2
4
人

（
1
0
.7
%
）

ア
１
～

４
回

1
5
4
人

（
6
8
.8
%
）

ウ
1
0
回
以

上
1
2
人

（
5
.4
%
）

エ
未

実
施

3
4
人

（
1
5
.2
%
）

ア
１
～

４
回

1
7
人

（
4
8
.6
%
）

エ
未

実
施

９
人
（
2
5
.7
%
）

ウ
1
0
回

以
上

７
人
（
2
0
.0
%
）

イ
5
～

9
回

２
人

（
5
.7
%
）

4
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＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
3
5
人

総
数
：
2
2
4
人
（
※
H
2
6
.9
.1
時
点
）

ア
登

録
あ
り

1
0
8
人

（
4
8
.2
%
）

イ
登

録
な
し

1
1
6
人

（
5
1
.8
%
）

○
「
ア

登
録
あ
り
」
が
2
8
人
（
8
0
.0
％
）
、
「
イ

登
録
な
し
（
※
）
」
が
7
人
（
2
0
.0
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
警
察
に
通
報
（
相
談
）
し
て
い
る
た
め
」
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
。

○
前
年
度
調
査
と
の
⽐
較
で
は
、
4
8
.2
％
か
ら
8
0
.0
％
と
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
が
進
展
し
て
い
る
状
況
。

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
の
状
況

【
２
の
続
き
】

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
の
状
況

【
２
の
続
き
】

ア
登

録
あ
り

2
8
人
（
8
0
.0
%
）

イ
登

録
な
し

７
人
（
2
0
.0
%
）

5
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総
数
：
3
5
人

○
「
ア

依
頼
済
」
が
3
1
人
（
8
8
.6
％
）
、
「
イ

依
頼
し
て
い
な
い
（
※
）
」
が
4
人
（
1
1
.4
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
、
「
Ｄ
Ｖ
等
で
他
市
町
村
に
避
難
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
。

児
童
相
談
所
と
の
情
報
共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
の
状
況

【
２
の
続
き
】

児
童
相
談
所
と
の
情
報
共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
の
状
況

【
２
の
続
き
】

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

イ
依

頼
し
て
い
な
い

４
人

（
1
1
.4
%
）

ア
依

頼
済

3
1
人

（
8
8
.6
%
）

6
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○
「
ア

通
報
（
相
談
）
済
」
が
2
9
人
（
8
2
.9
％
）
、
「
イ

通
報
（
相
談
）
し
て
い
な
い
（
※
）
」
が
６
人
（
1
7
.1
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
、
「
Ｄ
Ｖ
等
で
他
市
町
村
に
避
難
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
。

○
前
年
度
調
査
と
の
⽐
較
で
は
、
1
1
.6
％
か
ら
8
2
.9
％
と
警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
が
大
幅
に
上
昇
し
、
徹
底
さ
れ
て
い
る
状
況
。

警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
の
状
況

【
２
の
続
き
】

警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
の
状
況

【
２
の
続
き
】

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
3
5
人

総
数
：
2
2
4
人
（
※
H
2
6
.9
.1
時
点
）

ア
通

報
（
相

談
）
済

2
6
人

（
1
1
.6
%
）

イ
通

報
（
相

談
）

し
て
い
な
い

1
9
8
人

（
8
8
.4
%
）

ア
通

報
（
相

談
）
済

2
9
人
（
8
2
.9
%
）

イ
通

報
（
相

談
）

し
て
い
な
い

６
人
（
1
7
.1
%
）

7
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スタンプ



○
「
ア

東
京
⼊
国
管
理
局
に
出
入
（
帰
）
国
記
録
を
照
会
し
、
出
国
確
認
で
き
た
児
童
」
が
8
9
0
人
（
4
8
.3
％
）
で
最
多
。

次
い
で
「
イ

目
視
に
よ
り
確
認
で
き
た
児
童
」
が
7
2
5
人
（
3
9
.3
％
）
、
「
ウ

ア
・
イ
以
外
の
情
報
に
よ
り
確
認
で
き
た
と

判
断
し
た
児
童
」
が
2
2
8
人
（
1
2
.4
％
）
。

○
前
年
度
調
査
と
概
ね
同
様
の
傾
向
。

所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法

所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
1
,8
4
3
人

総
数
：
2
,7
6
7
人

３
．
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
（
1
,8
4
3
人
）
の
状
況
（
平
成
2
7
年
６
⽉
2
⽇
〜
平
成
２
8
年
３
⽉
3
1
日
）

ア
東

京
入

国
管

理
局
に

出
入

（
帰

）
国

記
録

を
照

会
し
、
出
国

確
認

で
き
た
児

童
1
,1
8
5
人

（
4
2
.8
％

）

イ
目

視
に
よ
り
確

認
で
き
た
児
童

1
,0
7
4
人

（
3
8
.8
％

）

ウ
ア
・
イ
以

外
の
情

報
に
よ
り
確

認
で
き
た

と
判

断
し
た
児

童
5
0
8
人

（
1
8
.4
％

）
ア

東
京

入
国

管
理

局
に

出
入

（
帰

）
国

記
録

を
照

会
し
、
出

国
確

認
で
き
た
児

童
8
9
0
人

（
4
8
.3
％

）

イ
目

視
に
よ
り
確

認
で
き
た
児

童
7
2
5
人
（
3
9
.3
％

）

ウ
ア
・
イ
以

外
の

情
報

に
よ
り
確

認
で
き
た

と
判

断
し
た
児

童
2
2
8
人
（
1
2
.4
％

）

イ
＋
ウ

「
出

国
確

認
」
以

外
で
確

認
9
5
3
人

（
5
1
.7
％

）

8

ITUVL
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○
「
イ

同
一
市
町
村
内
で
確
認
」
が
4
6
5
人
（
4
8
.8
％
）
で
最
多
。
次
い
で
「
ア

頻
繁
な
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
確
認
」
が
3
3
3
人

（
3
4
.9
％
）
、
「
ウ

同
一
都
道
府
県
内
で
確
認
」
が
9
5
人
（
1
0
.0
％
）
、
「
エ

他
の
都
道
府
県
内
で
確
認
」
が
6
0
人
（
6
.3
％
）
。

○
特
に
「
ア

頻
繁
な
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
確
認
」
と
「
イ

同
⼀
市
町
村
内
で
確
認
」
の
合
計
は
、
前
年
度
調
査
と
同
様
に
８
割
超
。

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

総
数
：
9
5
3
人

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
1
,5
3
3
人

ア
市

町
村

で
情

報
共

有
を
行

う
前

に
、
頻

繁
な

家
庭
訪

問
等

に
よ
り
確

認
1
3
6
人

（
8
.9
％

）

イ
同

一
市

町
村

内
の

関
係

部
署

等
と
の

情
報

共
有

で
確

認
1
,2
1
1
人

（
7
9
.0
％
）

ウ
同
一

都
道
府

県
内

の
関

係
機

関
等
と
の

情
報

共
有

で
確

認
1
0
8
人

（
7
.0
％
）

エ
他

の
都
道

府
県

内
の

関
係
機

関
等

と
の

情
報

共
有

で
確

認
7
8
人

（
5
.1
％

）

所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法
の
詳
細

所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法
の
詳
細

〜
「
出
国
確
認
」
以
外
の
⽅
法
で
所
在
等
が
確
認
で
き
た
9
5
3
⼈
の
状
況
〜

【
３
の
続
き
】

ア
市

町
村

で
情

報
共

有
を
行

う
前

に
、
頻

繁
な

家
庭

訪
問

等
に
よ
り
確

認
3
3
3
人

（
3
4
.9
％

）

イ
同

一
市

町
村

内
の

関
係

部
署

等
と
の

情
報

共
有

で
確

認
4
6
5
人

（
4
8
.8
％

）

ウ
同

一
都

道
府

県
内

の
関

係
機

関
等

と
の

情
報

共
有

で
確

認
9
5
人
（
1
0
.0
％

）

エ
他

の
都

道
府

県
内

の
関

係
機

関
等

と
の

情
報

共
有

で
確

認
6
0
人
（
6
.3
％

）

9
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○
「
ア

あ
り
（
※
）
」
と
の
回
答
が
2
4
人
（
2
.5
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
学
校
に
通
わ
せ
て
い
な
い
た
め
（
教
育
ネ
グ
レ
ク
ト
）
」
、
「
⺟
親
の
養
育
⼒
不
⾜
等
に
よ
る
ネ
グ
レ
ク
ト
の

疑
い
が
あ
る
た
め
」
、
「
家
族
か
ら
暴
⾔
等
を
受
け
て
家
出
を
繰
り
返
し
て
い
た
経
緯
が
あ
る
た
め
」
。

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

所
在
等
が
確
認
で
き
た
際
の
虐
待
又
は
虐
待
の
疑
い
の
有
無

〜
「
出
国
確
認
」
以
外
の
⽅
法
で
所
在
等
が
確
認
で
き
た
9
5
3
⼈
の
状
況
〜
【
３
の
続
き
】

ア
あ
り

2
4
人

（
2
.5
％

）

イ
な
し

9
2
9
人

（
9
7
.5
％

）

総
数
：
9
5
3
人

1
0

ITUVL
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取
組
事
例
①

取
組
事
例
①

１
．
所
在
等
の
確
認
が
必
要
な
児
童
と
し
て
判
断
し
た
経
緯
等
（
住
所
地
市
町
村
で
対
応
）

○
実
⺟
、
本
児
（
１
歳
５
か
⽉
）
の
世
帯
。

※
年
齢
は
平
成
2
7
年
６
⽉
１
⽇
時
点

○
住
所
地
市
町
村
で
は
、
転
⼊
時
か
ら
転
居
を
繰
り
返
す
⺟
⼦
と
し
て
把
握
。

○
住
所
地
市
町
村
の
⺟
⼦
保
健
部
⾨
が
発
出
し
た
本
児
の
１
歳
６
か
⽉
児
健
診
の
案
内
が
宛
所
不
明
で
返
送
さ
れ
、
実
⺟
、
本
児
と

連
絡
・
接
触
が
で
き
ず
、
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
。

２
．
所
在
等
の
確
認
の
た
め
の
取
組
（
住
所
地
市
町
村
・
居
所
市
町
村
が
連
携
し
て
対
応
）

○
住
所
地
市
町
村
は
、
住
所
地
へ
の
訪
問
に
警
察
と
児
童
相
談
所
と
と
も
に
同
⾏
。

○
訪
問
時
、
⺟
⼦
は
不
在
で
あ
っ
た
が
、
在
室
し
て
い
た
関
係
者
の
協
⼒
に
よ
り
実
⺟
と
電
話
連
絡
が
で
き
、
実
⺟
か
ら
「
居
所
都

道
府
県
の
児
童
相
談
所
に
向
か
う
予
定
で
あ
る
」
旨
を
聴
取
。
住
所
地
市
町
村
は
、
即
日
、
こ
の
旨
を
当
該
児
童
相
談
所
に
連
絡

し
、
本
児
の
安
全
確
認
の
協
⼒
依
頼
と
、
こ
れ
ま
で
の
対
応
経
過
を
情
報
提
供
。

○
居
所
都
道
府
県
の
児
童
相
談
所
に
⺟
⼦
が
来
所
し
、
実
⺟
か
ら
「
遠
隔
地
で
働
く
た
め
⼦
ど
も
を
預
か
っ
て
欲
し
い
。
」
旨
の
相

談
を
受
理
。
児
童
相
談
所
で
は
、
実
⺟
の
意
向
に
加
え
、
住
所
地
市
町
村
に
お
け
る
対
応
経
過
等
か
ら
、
こ
の
ま
ま
放
置
す
る
と
ネ

グ
レ
ク
ト
（
育
児
放
棄
）
に
つ
な
が
る
こ
と
も
考
慮
し
て
、
即
日
、
本
児
を
乳
児
院
に
一
時
保
護
委
託
と
し
児
童
の
安
全
を
確
保
。

３
．
所
在
等
の
確
認
後
の
児
童
へ
の
支
援
（
居
所
市
町
村
で
対
応
）

○
本
児
は
、
そ
の
後
、
一
時
保
護
を
解
除
さ
れ
、
乳
児
院
に
施
設
入
所
措
置
と
な
っ
て
お
り
、
現
在
、
児
童
養
護
施
設
に
措
置
先
を

変
更
し
入
所
中
。

○
居
所
都
道
府
県
の
児
童
相
談
所
は
、
住
居
を
転
々
と
す
る
実
⺟
の
特
性
を
踏
ま
え
、
住
⺠
登
録
⼿
続
、
住
居
の
決
定
等
に
つ
い
て

親
身
に
助
⾔
を
⾏
う
な
ど
実
⺟
と
連
絡
を
密
に
取
り
合
う
関
係
を
構
築
し
、
支
援
を
継
続
。

４
．
本
事
例
か
ら
得
ら
れ
た
取
組
の
ポ
イ
ン
ト

☆
住
所
地
市
町
村
、
児
童
相
談
所
及
び
警
察
が
連
携
し
、
協
⼒
体
制
の
も
と
住
所
地
へ
の
訪
問
を
実
施
し
た
こ
と
。

☆
住
所
地
市
町
村
か
ら
居
所
都
道
府
県
の
児
童
相
談
所
に
⺟
⼦
の
対
応
経
過
等
を
速
や
か
に
情
報
提
供
し
た
こ
と
で
、
迅
速
に
一
時

保
護
を
実
施
し
、
児
童
の
安
全
を
確
保
し
た
こ
と
。

所
在
等
の
確
認
の
取
組
事
例

1
1
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取
組
事
例
②

取
組
事
例
②

１
．
所
在
等
の
確
認
が
必
要
な
児
童
と
し
て
判
断
し
た
経
緯
等
（
住
所
地
市
町
村
で
対
応
）

○
実
⽗
、
実
⺟
、
⻑
⼥
（
７
歳
）
、
次
⼥
（
５
歳
）
の
世
帯
。

※
年
齢
は
平
成
2
7
年
６
⽉
１
⽇
時
点

○
住
所
地
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が
発
送
し
た
⻑
⼥
の
⼩
学
校
⼊
学
案
内
が
返
送
さ
れ
、
⼊
学
⼿
続
が
⾏
わ
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
教

育
委
員
会
が
家
庭
訪
問
を
実
施
し
た
と
こ
ろ
、
本
世
帯
が
住
⺠
票
を
そ
の
ま
ま
に
し
て
転
居
し
た
こ
と
を
把
握
。
本
世
帯
と
連
絡
・

接
触
が
で
き
ず
、
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
。

２
．
所
在
等
の
確
認
の
た
め
の
取
組
（
住
所
地
市
町
村
・
居
所
市
町
村
が
連
携
し
て
対
応
）

○
住
所
地
市
町
村
の
関
係
部
署
間
（
⼾
籍
担
当
、
国
⺠
健
康
保
険
担
当
、
税
務
担
当
等
）
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
（
要
対

協
）
の
関
係
機
関
間
（
市
教
育
委
員
会
、
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
、
福
祉
事
務
所
、
児
童
相
談
所
、
警
察
署
等
）
で
所
在
確
認
の
た
め

の
情
報
共
有
を
実
施
し
、
他
市
町
村
で
居
住
の
可
能
性
が
あ
る
こ
と
が
判
明
。

○
住
所
地
市
町
村
の
関
係
機
関
（
教
育
委
員
会
、
児
童
相
談
所
及
び
要
対
協
調
整
機
関
）
が
、
居
住
の
可
能
性
が
あ
る
他
市
町
村
に

赴
き
居
住
実
態
を
調
査
し
た
が
、
直
接
接
触
し
て
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
当
該
市
町
村
の
福
祉
事
務
所
（
要
対
協
調
整
機
関
）

に
継
続
的
な
居
住
確
認
を
依
頼
。

○
当
該
市
町
村
で
は
児
童
相
談
所
、
警
察
等
関
係
機
関
と
情
報
を
共
有
し
つ
つ
居
住
確
認
を
継
続
し
、
実
⽗
、
実
⺟
、
⻑
⼥
、
次
⼥

の
所
在
を
確
認
。

３
．
所
在
等
の
確
認
後
の
児
童
へ
の
支
援
（
居
所
市
町
村
で
対
応
）

○
⻑
⼥
は
⼩
学
校
に
通
学
し
て
お
ら
ず
、
教
育
ネ
グ
レ
ク
ト
が
疑
わ
れ
た
こ
と
か
ら
、
居
所
市
町
村
に
お
い
て
入
学
手
続
を
支
援
。

○
居
所
市
町
村
は
、
世
帯
全
員
の
住
⺠
登
録
⼿
続
を
⽀
援
す
る
と
と
も
に
、
学
校
と
連
携
し
つ
つ
定
期
的
に
家
庭
訪
問
を
実
施
し
、

本
世
帯
の
生
活
状
況
を
把
握
す
る
な
ど
し
て
居
住
実
態
を
継
続
的
に
確
認
。

４
．
本
事
例
か
ら
得
ら
れ
た
取
組
の
ポ
イ
ン
ト

☆
住
所
地
市
町
村
で
、
関
係
部
署
や
要
対
協
を
活
用
し
た
積
極
的
な
情
報
共
有
を
⾏
う
こ
と
に
よ
り
、
他
市
町
村
で
の
居
住
の
可
能

性
を
把
握
し
た
こ
と
。

☆
住
所
地
市
町
村
が
居
所
市
町
村
に
対
し
て
継
続
的
な
居
住
確
認
を
依
頼
す
る
な
ど
、
住
所
地
と
居
所
地
の
⾃
治
体
が
協
⼒
・
連
携

し
て
⻑
⼥
及
び
次
⼥
の
所
在
確
認
に
取
り
組
ん
だ
こ
と
。

1
2
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＜
調
査
の
経
緯
・
目
的
＞

○
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
※
１
）
や
そ
の
家
庭
は
特
に
支
援
を
必
要
と
し
て
い
る
場
合
が
あ
り
、
平
成
2
6
年
1
1
月
、
関
係
府
省
庁
（
内
閣
府
、

総
務
省
、
法
務
省
、
⽂
部
科
学
省
、
厚
⽣
労
働
省
、
警
察
庁
）
に
よ
る
「
児
童
虐
待
防
⽌
対
策
に
関
す
る
副
大
臣
等
会
議
」
に
お
い
て
、
児
童
の
所
在
確
認

の
た
め
の
市
町
村
間
の
情
報
共
有
と
連
携
の
あ
り
方
に
つ
い
て
申
し
合
わ
せ
が
な
さ
れ
た
。

○
更
に
、
今
後
の
対
応
策
の
検
討
の
参
考
と
す
る
た
め
、
児
童
の
所
在
及
び
安
全
確
認
の
た
め
の
市
町
村
に
お
け
る
取
組
状
況
等
に
つ
い
て
、

平
成
2
6
、
2
7
年
度
（
※
２
、
３
）
に
引
き
続
き
、
調
査
を
実
施
。

（
※
１
）
当
該
市
町
村
に
住
⺠
票
は
あ
る
が
、
乳
幼
児
健
診
が
未
受
診
等
で
、
電
話
や
家
庭
訪
問
等
に
よ
る
連
絡
が
取
れ
な
い
児
童
（
以
下
の
①
〜
③
の
い
ず
れ
か
に
該
当
）

で
あ
っ
て
、
市
町
村
が
引
き
続
き
所
在
及
び
安
全
の
確
認
を
⾏
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
所
在
等
が
確
認
で
き
な
い
児
童
。

（
※
２
）
平
成
2
6
年
度
調
査
：
平
成
2
6
年
５
月
１
日
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
に
つ
い
て
、
同
年
1
0
月
2
0
日
時
点
の
状
況
を
調
査
。

（
※
３
）
平
成
2
7
年
度
調
査
：
平
成
2
7
年
６
⽉
１
⽇
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
に
つ
い
て
、
平
成
2
8
年
４
⽉
１
日
時
点
の
状
況
を
調
査
。

＜
調
査
の
対
象
＞

全
国
の
市
町
村
（
1
,7
4
1
市
町
村
）

＜
調
査
の
内
容
＞

○
平
成
2
８
年
６
月
１
日
時
点
で
、
当
該
市
町
村
に
は
住
⺠
票
は
あ
る
が
、
乳
幼
児
健
診
が
未
受
診
等
で
、
電
話
や
家
庭
訪
問
等
に
よ
る
連
絡
が
取
れ
な
い

児
童
（
上
記
①
〜
③
の
い
ず
れ
か
に
該
当
）
で
あ
っ
て
、
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
を
「
調
査
対
象
児
童
」
（
※
４
）
と
し
て
、

・
「
平
成
2
8
年
６
⽉
２
⽇
か
ら
平
成
2
9
年
３
⽉
3
1
日
ま
で
の
間
に
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
」

・
「
平
成
2
9
年
４
⽉
１
⽇
時
点
で
依
然
と
し
て
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」

の
詳
細
な
状
況
等
を
確
認
し
、
各
市
町
村
の
取
組
状
況
を
把
握
。
（
回
等
期
限
：
平
成
2
9
年
４
⽉
1
0
日

調
査
項
目
の
詳
細
：
「
別
紙
」
参
照
）

（
※
４
）
保
護
者
と
連
絡
が
取
れ
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
保
護
者
の
状
況
、
こ
れ
ま
で
の
支
援
の
状
況
等
か
ら
市
町
村
に
お
い
て
、
早
急
に
所
在
を
確
認
す
る
必
要
が

あ
る
と
判
断
し
た
児
童
も
「
調
査
対
象
児
童
」
に
含
め
て
回
答
。

○
上
記
の
ほ
か
、
平
成
2
7
年
度
調
査
結
果
に
お
け
る
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
つ
い
て
所
在
等
の
確
認
が
で
き
た
場
合
は
、
速
や
か
に
報
告
。

平
成
２
８
年
度
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
関
す
る
調
査
の
実
施
に
つ
い
て

①
乳
幼
児
健
康
診
査
、
予
防
接
種
、
新
⽣
児
訪
問
、
乳
児
家
庭
全
⼾
訪
問
事
業
等
の
乳
幼
児
等
を
対
象
と
す
る
保
健
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
お
ら
ず
、

電
話
、
文
書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
、
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

②
市
町
村
の
児
童
家
庭
相
談
、
保
育
の
実
施
事
務
、
児
童
手
当
、
児
童
扶
養
手
当
等
の
児
童
を
対
象
と
し
た
手
当
の
支
給
事
務
、
そ
の
他
児
童
福
祉
⾏
政
の

実
施
事
務
の
過
程
で
把
握
さ
れ
て
い
る
児
童
の
う
ち
、
電
話
、
文
書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
連
絡
・
接
触
が
で
き
ず
、
必
要
な
届
出
や
手
続
が
⾏
わ
れ

て
い
な
い
児
童

③
市
町
村
教
育
委
員
会
が
、
学
校
へ
の
就
園
・
就
学
に
係
る
事
務
（
注
）
の
過
程
で
把
握
し
た
児
童
の
う
ち
、
市
町
村
教
育
委
員
会
が
学
校
と
連
携
し
て
も
、

電
話
、
文
書
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

（
注
）
就
園
奨
励
費
補
助
、
就
学
時
健
診
、
就
学
説
明
会
等
の
就
園
・
就
学
前
後
の
諸
手
続
に
係
る
事
務
も
含
む
。

1
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平
成
２
８
年
度
調
査
：
調
査
項
目
の
詳
細

全
調
査
対
象
児
童
に
つ
い
て
必
須
調
査
項
目

①
住
所
地
都
道
府
県
名
、
市
町
村
名

②
年
齢
、
学
年
、
性
別

③
⼾
籍
の
有
無

④
調
査
対
象
児
童
の
存
在
を
把
握
し
た
時
期

⑤
調
査
対
象
児
童
の
存
在
を
把
握
す
る
端
緒
と
な
っ
た
主
な
業
務

⑥
平
成
2
7
、
2
6
年
度
調
査
で
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
と
し
て
報
告
し
て
い
た
か
否
か

別
紙

2

調
査
対
象
児
童
１
人
１
人
に
つ
い
て
、
個
別
に
以
下
の
項
目
を
調
査
。

平
成
2
8
年
6
月
2
⽇
〜
平
成
2
9
年
３
⽉
3
1
日
ま
で
に

平
成
2
8
年
6
月
2
⽇
〜
平
成
2
9
年
３
⽉
3
1
日
ま
で
に

所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
に
つ
い
て
の
調
査
項
目

平
成
2
9
年
4
月
1
日
時
点
で
居
住
実
態
が

平
成
2
9
年
4
月
1
日
時
点
で
居
住
実
態
が

把
握
で
き
な
い
児
童
に
つ
い
て
の
調
査
項
目

①
居
所
都
道
府
県
名
、
市
町
村
名

②
住
⺠
票
上
の
住
所
地
で
の
居
住
の
有
無

③
所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法

ア
東
京
⼊
国
管
理
局
に
照
会
し
、
出
国
確
認

イ
目
視
に
よ
り
確
認

ウ
信
頼
性
に
確
信
が
持
て
る
情
報
を
入
手
し
た
こ
と
に
よ
り
確
認

④
③
で
ウ
に
よ
り
確
認
し
た
場
合
の
判
断
根
拠

⑤
所
在
等
が
確
認
で
き
た
年
⽉
⽇

⑥
義
務
教
育
就
学
中
の
児
童
で
、
③
で
イ
又
は
ウ
に
よ
り
確
認
し
た

場
合
の
、
所
在
等
の
確
認
時
の
教
育
の
状
況

⑦
③
で
イ
又
は
ウ
に
よ
り
確
認
し
た
場
合
の
、
「
所
在
等
が
確
認
で
き

る
ま
で
の
間
」
又
は
「
所
在
等
の
確
認
時
」
に
お
け
る

「
虐
待
又
は
虐
待
の
疑
い
」
に
関
す
る
情
報
の
有
無

⑧
⑦
で
「
情
報
あ
り
」
の
場
合
の
、
当
該
情
報
の
詳
細
、

そ
の
後
の
支
援
の
内
容
等

⑨
⑦
で
「
情
報
な
し
」
の
場
合
の
、
所
在
等
の
確
認
時
の
状
況

①
家
族
の
所
在
の
状
況
、
住
所
地
の
住
居
に
お
け
る
居
住
状
況
等

②
調
査
対
象
児
童
の
存
在
を
把
握
し
て
以
降
の
訪
問
調
査
の
回
数

③
調
査
対
象
児
童
の
所
在
等
を
確
認
す
る
た
め
の
調
査
先
（
※
）

（
※
）
自
市
町
村
の
関
係
部
署
等
、
自
都
道
府
県
内
の
関
係
機
関
等
、

自
都
道
府
県
外
の
関
係
機
関
等
、
そ
の
他

④
「
虐
待
又
は
虐
待
の
疑
い
」
に
関
す
る
情
報
の
有
無

⑤
④
で
「
情
報
あ
り
」
の
場
合
の
、
当
該
情
報
の
詳
細

⑥
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
状
況
、

登
録
の
時
期
、
登
録
し
な
い
理
由

⑦
児
童
相
談
所
と
の
情
報
共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
状
況
、

依
頼
の
時
期
、
依
頼
し
な
い
理
由

⑧
警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
状
況
、
通
報
（
相
談
）
の
時
期
、

⾏
⽅
不
明
者
届
提
出
の
有
無
、
通
報
（
相
談
）
し
な
い
理
由

⑨
東
京
⼊
国
管
理
局
へ
の
照
会
状
況
、
直
近
の
回
答
⽇

⑩
海
外
出
国
の
可
能
性
に
関
す
る
情
報
の
有
無

⑪
Ｄ
Ｖ
で
他
市
町
村
に
避
難
し
て
い
る
可
能
性
に
関
す
る
情
報
の
有
無

⑫
所
在
等
を
確
認
す
る
上
で
生
じ
て
い
る
個
々
の
問
題
点

2
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児
童
虐
待
防
⽌
対
策
に
関
す
る
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
の
開
催
に
つ
い
て

○
「
児
童
虐
待

防
止

対
策

に
関

す
る
業

務
の
基
本
方
針
」
（
平
成

2
8
年
３
月

2
9
日

閣
議

決
定

）
に
基

づ
き
、
児

童
虐

待
防

止
対

策
に
関

す
る
企

画
及

び
立

案
並

び
に
総

合
調

整
の

業
務

が
、
内

閣
官

房
か

ら
厚

生
労

働
省

に
移

管
さ
れ

た
こ
と
に
伴

い
、
厚

生
労

働
省

に
お
い
て
、
児

童
虐

待
防

止
対

策
に
関

し
、

関
係

府
省

庁
間

の
必

要
な
調

整
等

を
行

う
た
め
、
連

絡
会

議
を
開

催
す
る
。

○
内
閣
府
、
警
察
庁
、
総
務
省
、
法
務
省
、
⽂
部
科
学
省
、
厚
⽣
労
働
省
（
合
計
６
府
省
庁
）

１
．
構
成
メ
ン
バ
ー

（
１
）
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
（
局
⻑
級
会
合
）

○
趣

旨
：
連
絡
会
議
は
、
基
本
方
針
を
踏
ま
え
、
関
係
府
省
庁
が
緊
密
に
連
携
し
、
総
合
的
な
児
童
虐
待
防
止
対
策
に
つ
い
て
、
政
府

全
体
で
強
化
を
図
り
、
一
層
効
果
的
に
推
進
す
る
。

○
開
催
頻
度
：
必
要
に
応
じ
て
開
催

○
構

成
：
議
⻑
：
厚
⽣
労
働
⼤
⾂

議
⻑
代
理
：
厚
⽣
労
働
省
雇
⽤
均
等
・
児
童
家
庭
局
⻑

構
成
員
：
【
内
閣
府
】
政
策
統
括
官
（
共
生
社
会
政
策
担
当
）
（
内
閣
府
子
ど
も
・
子
育
て
本
部
統
括
官
併
任
）

【
警
察
庁
】
生
活
安
全
局
⻑

【
総
務
省
】
自
治
財
政
局
⻑

【
法
務
省
】
⺠
事
局
⻑
、
刑
事
局
⻑
、
⼈
権
擁
護
局
⻑

【
⽂
部
科
学
省
】
生
涯
学
習
政
策
局
⻑
、
初
等
中
等
教
育
局
⻑

【
厚
⽣
労
働
省
】
社
会
・
援
護
局
⻑
、
社
会
・
援
護
局
障
害
保
健
福
祉
部
⻑
、
政
策
統
括
官
（
社
会
保
障
担
当
）

（
２
）
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
幹
事
会
（
課
⻑
級
会
合
）

○
趣

旨
：
幹
事
会
は
、
連
絡
会
議
の
下
に
、
そ
の
⽅
針
を
受
け
て
、
関
係
府
省
庁
に
お
い
て
相
互
に
緊
密
な
連
携
を
取
り
つ
つ
、
総
合
的

な
児
童
虐
待
防
⽌
対
策
に
適
切
に
対
応
す
る
た
め
、
情
報
の
共
有
、
具
体
的
な
連
携
・
協
⼒
⽅
法
の
検
討
、
確
認
等
を
⾏
う
。

○
開
催
頻
度
：
⽉
１
回
程
度

○
構

成
：
議
⻑
：
厚
⽣
労
働
省
雇
⽤
均
等
・
児
童
家
庭
局
総
務
課
⻑
（
政
策
統
括
官
付
社
会
保
障
担
当
参
事
官
室
併
任
）

構
成
員
：
各
府
省
庁
担
当
参
事
官
、
担
当
課
⻑

※
会
議
の
庶
務
は
、
関
係
府
省
庁
の
協
⼒
を
得
て
、
厚
⽣
労
働
省
に
お
い
て
処
理
す
る
。

２
．
会
議
形
態

1
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2

第
１
回
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
（
局
⻑
級
会
合
）

【
開
催
日
】

平
成
2
8
年
５
⽉
1
0
日
（
火
）

【
主
な
議
題
】

・
児
童
虐
待
防
⽌
対
策
に
関
す
る
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
の
開
催
に
つ
い
て

・
児
童
虐
待
防
止
対
策
の
状
況
等
に
つ
い
て

第
１
回
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
幹
事
会
（
課
⻑
級
会
合
）

【
開
催
日
】

平
成
2
8
年
７
⽉
2
9
⽇
（
⾦
）

【
主
な
議
題
】

・
児
童
虐
待
防
⽌
対
策
に
関
す
る
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
幹
事
会
等
の
今
後
の
進
め
⽅
に
つ
い
て

・
平
成
2
7
年
度
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
関
す
る
調
査
結
果
に
つ
い
て

・
児
童
虐
待
防
止
対
策
の
状
況
等
に
つ
い
て

第
２
回
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
幹
事
会
（
課
⻑
級
会
合
）

【
開
催
日
】

平
成
2
8
年
1
0
月
1
1
日
（
火
）

【
主
な
議
題
】

・
児
童
虐
待
に
係
る
最
近
の
状
況
に
関
す
る
報
告
に
つ
い
て

・
平
成
2
9
年
度
予
算
概
算
要
求
に
係
る
状
況
に
つ
い
て

・
児
童
福
祉
法
等
改
正
法
施
⾏
準
備
・
取
り
組
み
状
況
等
に
つ
い
て

第
３
回
関
係
府
省
庁
連
絡
会
議
幹
事
会
（
課
⻑
級
会
合
）

【
開
催
日
】

平
成
2
9
年
２
⽉
７
日
（
火
）

【
主
な
議
題
】

・
平
成
2
9
年
度
予
算
案
に
つ
い
て

・
児
童
福
祉
法
等
改
正
法
施
⾏
準
備
・
取
り
組
み
状
況
等
に
つ
い
て

・
⺠
間
あ
っ
せ
ん
機
関
に
よ
る
養
⼦
縁
組
の
あ
っ
せ
ん
に
係
る
児
童
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
に
つ
い
て

・
⼦
ど
も
の
⼼
理
的
負
担
に
配
慮
し
た
協
同
面
接
等
の
取
組
の
推
進
に
つ
い
て

３
．
開
催
状
況
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事 務 連 絡

平成28年12月 6日

都道府県

各 指定都市 社会福祉統計主管係長 殿

中 核 市

厚生労働省政策統括官付参事官付

行政報告統計室 福祉統計係長

平成29年度福祉行政報告例について

福祉行政報告例につきましては、平素格別の御配慮をいただき厚く御礼申し上げます。

さて、平成29年度調査については、別紙「平成29年度福祉行政報告例について」のと

おり実施を予定しておりますので、お忙しい中恐縮ですが、関係各位への周知等よろし

くお願いいたします。

なお、「平成29年度福祉行政報告例の実施について（依頼）」は、各都道府県知事、指

定都市市長及び中核市市長あて平成29年２月下旬に発出する予定です。

（担当）

行政報告統計室 福祉統計係

ＴＥＬ 03-5253-1111（内線 7553、7554）
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平 成 29 年 度 福 祉 行 政 報 告 例 の

一 部 改 正 及 び 新 旧 対 照 表 ( 案 )

（一部抜粋）
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平成29年度福祉行政報告例の改正について（案）

報告表 改正事項 改正理由

第25（月報）
障害児福祉手当等の認定及
び受給資格者異動状況

（変更）
下表 表頭の「月中の異動」の

「受給資格喪失」に、「（障害児
福祉手当）受給者が20歳に達し
た」を追加する。

障害児福祉手当は、「特別児童扶養手当等
の支給に関する法律」（昭和39年法律第134
号）第３章において規定され、第２条におい
て、支給対象年齢を20歳未満と定めている。
今後、成年年齢の見直しについて、国会等で
議論される事が見込まれ、本手当の18歳・19
歳の受給者数について把握する事が要される
が、18歳・19歳の受給者数を新たに報告させ
ることは記入者負担となる。一方、20歳に達
し資格要件を喪失した受給者数については、
各自治体においても確実に把握されている
が、現行では「その他」に含まれているた
め、今回の改正により当該項目を追加し、把
握することにより、18歳・19歳の受給者数を
推計することができる。

なお、「第26（月報）特別児童扶養手当受
給資格者の認定及び異動状況」の「月中の異
動」の「受給資格喪失」中には、「支給対象
障害児が20歳に達した」の項目が既にある事
を申し添える。

第41（年度報）
社会福祉法人数・認可件数

（変更）
表側の「厚生労働大臣又は地方

厚生局長」を「厚生労働大臣」に
変更する。

社会福祉法等の一部を改正する法律（平成
28年法律第21号）の施行（平成28年４月１
日）により、所轄庁に関する規定（第30条）
が改正されたことに伴い、社会福祉法等の一
部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労
働省関係省令の整備等に関する省令（平成28
年厚生労働省令第78号）において社会福祉法
施行規則の権限の委任に関する規定（第38
条）が改正され、地方厚生局長が所轄庁とは
ならなくなったため、変更する。

第42（年度報）
社会福祉法人等に対する指
導・監督

（変更）
上表 表頭に「勧告｣及び「公

表」を追加する。

社会福祉法等の一部を改正する法律（平成
28年法律第21号）の施行（平成28年４月１
日）により、社会福祉法人に対する指導監督
の機能強化を盛り込むため、勧告（第56条第4
項）及び公表（第56条第5項）が追加されたた
め、変更する。

第45（年度報）
児童相談種類別対応件数

（変更）
表頭の「対応件数（年度中）」

に「市町村指導委託」及び「市町
村送致」を追加する。

児童福祉法の一部を改正する法律（平成28
年法律第63号）の施行（平成28年６月３日及
び平成29年４月１日）により、市町村が身近
な場所で、児童や保護者に寄り添って継続的
に支援し、児童虐待の発生を防止することが
重要であるため、児童相談所長は市町村に委
託して指導させること及び、虐待事案が適切
な機関において対応されるよう、児童相談所
から市町村に事案を送致することが可能と
なったことに伴い、それぞれの件数について
正確に把握し、効果的な分析や調査研究を
行っていくための有用な基礎資料とするた
め、当該項目を追加する。

第47（年度報）
一時保護児童

（変更）
（所内保護分）と（委託保護分）
のそれぞれの表頭の「対応（年度
中）－計」の内数として「２か月
を超えて一時保護した件数（再
掲）」を追加する。

一時保護が親権の強い制限であることを踏
まえ、一時保護の期間の適否の審査について
司法が関与する仕組みを検討するために、児
童福祉法第33条第4項（現行では一時保護の期
間は２か月を超えてならないとなっている
が、児童相談所長又は都道府県知事が必要が
あると認めるときは、引き続き一時保護を行
うことができる）の措置の状況をより正確に
把握する必要があるため、当該項目を追加す
る。

（委託保護分）の表頭の「情緒障
害児短期治療施設」を「児童心理
治療施設」に変更する。

児童福祉法等の一部を改正する法律（平成
28年法律第63号）の施行（平成29年４月１
日）により、施設の名称については、支援の
実態等を踏まえ変更した方が良いとの考えか
ら、機能を変更することなく、施設の名称が
変更されたため。
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平成29年度福祉行政報告例の改正について（案）

報告表 改正事項 改正理由

第49（年度報）
児童相談所における養護相
談の理由別対応件数

（変更）
「虐待(5)」の再掲(1)（「児童

福祉施設に入所(01)」の内訳）の
表頭の「情緒障害児短期治療施
設」を「児童心理治療施設」に変
更する。

第47と同じ。

2（親権・後見人関係）の表頭
に「法第28条第２項による措置」
を、表側に「却下件数」及び「取
下げ件数」を追加する。

児童虐待対応全般における司法関与の在り
方について検討するにあたり、児童福祉法第
28条に基づく措置の状況をより正確に把握す
る必要があるため、当該項目を追加する。こ
れまで第28条第１項による措置（新規の施設
入所件数）のみ把握していたが、司法審査の
あり方を検討する上で、同条第２項による措
置（措置期間の更新件数）についても、どの
程度入所期間の更新措置がなされているか実
態を把握することが必要であるため。また司
法関与の効果として、行政の方針と異なる措
置が採られることがどの程度あるか等を把握
するためには、どの程度却下がなされている
か、取下げされているかを把握することが必
要であるため。

第50（年度報）
児童福祉施設・在所者

（変更）
表側の「情緒障害児短期治療施
設」を「児童心理治療施設」に変
更する。

第47と同じ。

第54の2（月報）
幼保連携型認定こども園・
在所者

（変更）
表頭の「初日認可定員」を「計」
と「２・３号認定（再掲）」に細
分化する。

幼保連携型認定こども園は、１号、２号、
３号認定の子どもを合わせた数で、認可定
員、利用定員が認定されており、例えば１号
認定の子どもが減った場合、どれ位の数の２
号、３号認定の子どもを当該施設で預かれる
か把握する際などに、１号認定の子どもの数
も必要となる。現行では２号・３号にかかる
認可定員のみを把握しているが、今回の改正
により１号を含めた施設全体の定員規模を把
握することにより、待機児童解消加速化プラ
ンに基づく保育の受け皿の確保の進捗状況を
把握するための基礎資料とするため。

第61（月報）
児童扶養手当受給資格者の
認定及び異動状況

（変更）
「５年等満了月を迎えた児童扶

養手当受給資格者（養育者を除
く）」について、表頭の「月末現
在受給資格者数」の内数として
「一部支給停止適用除外者数」を
追加し、更に５つの理由別に区分
して計上する欄をそれぞれ追加す
る。

平成28年度予算要求に係る大臣折衝におい
て、「児童扶養手当について、受給者による
自立のための活動を促進する観点から、受給
期間が５年を超えた場合に適用される一部支
給停止措置について、確認方法の適正化を図
る。」との取り決めがなされたため、一部支
給停止適用除外とされた受給者の実態を把握
するために、当該項目を追加する。
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２
か

月
を

超
え

て
一

時
保

護
し

た
件

数
（

再
掲

）

対
応

（
年

度
中

）

職
権

に
よ

る
一

時
保

護
（

再
掲
）

２
か

月
を

超
え

て
一

時
保

護
し

た
件

数
（

再
掲

）

（
福

祉
行

政
報

告
例

）

-
1
4
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現
行

第
4
7

一
時

保
護

児
童

（
児

童
福

祉
法

）
都
道
府

県

指
定
都

市
名

中
核

市
平
成

年
度

分
報
告

（
所

内
保

護
分

）
受

付
（

年
度

中
）

前
年

度
末

他
の

児
童

年
度

末
継

継
続

保
護

０
～

５
歳

６
～

1
1
歳

1
2
～

1
4
歳

1
5
歳

以
上

児
童

福
祉

里
親

委
託

相
談

所
・

家
庭

裁
判

帰
宅

そ
の

他
計

延
日

数
続

保
護

施
設

入
所

機
関

に
移

所
送

致

送

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
7
)

(
8
)

(
9
)

(
1
0
)

(
1
1
)

(
1
2
)

(
1
3
)

(
1
4
)

(
1
5
)

養
児

童
虐

待
(
0
1
)

護
そ

の
他

(
0
2
)

障
害

(
0
3
)

非
行

(
0
4
)

育
成

(
0
5
)

保
健

・
そ

の
他

(
0
6
)

計
(
0
7
)

延
日

数
(
0
8
)

（
委

託
保

護
分

）
委

託
（

年
度

中
）

委
託

解
除

（
年

度
中

）

前
年

度
末

児
童

福
祉

施
設

継
続

委
託

年
度

末
他

の
児

童

保
護

０
～

５
歳

６
～

1
1
歳

1
2
～

1
4
歳

1
5
歳

以
上

警
察

等
児

童
養

護
乳

児
院

児
童

自
立

情
緒

障
害

障
害

児
関

そ
の

他
里

親
そ

の
他

計
延

日
数

継
続

委
児

童
福

祉
里

親
委

託
相

談
所

・
家

庭
裁

判
帰

宅
そ

の
他

計

施
設

支
援

施
設

児
短

期
治

係
施

設
の

施
設

託
保

護
施

設
入

所
機

関
に

移
所

送
致

療
施

設
送

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
7
)

(
8
)

(
9
)

(
1
0
)

(
1
1
)

(
1
2
)

(
1
3
)

(
1
4
)

(
1
5
)

(
1
6
)

(
1
7
)

(
1
8
)

(
1
9
)

(
2
0
)

(
2
1
)

(
2
2
)

(
2
3
)

(
2
4
)

(
2
5
)

養
児

童
虐

待
(
0
9
)

護
そ

の
他

(
1
0
)

障
害

(
1
1
)

非
行

(
1
2
)

育
成

(
1
3
)

保
健

・
そ

の
他

(
1
4
)

計
(
1
5
)

延
日

数
(
1
6
)

対
応

（
年

度
中

）

職
権

に
よ

る
一

時
保

護
（

再
掲

）

対
応

（
年

度
中

）

職
権

に
よ

る
一

時
保

護
（

再
掲

）

（
福
祉

行
政

報
告

例
）

-
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改
正

案

第
4
9

児
童

相
談

所
に

お
け

る
養

護
相

談
の

理
由

別
対

応
件

数

（
児

童
福

祉
法

・
児

童
虐

待
の

防
止

等
に

関
す

る
法

律
）

都
道

府
県

指
定

都
市

名
中

核
市

平
成

年
度

分
報

告

１
（

養
護

相
談

の
理

由
）

家
出

傷
病

(
失

踪
を

含
む

)
死

亡
離

婚
(
入

院
を

含
む

)
虐

待
そ
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他

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)
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6
)

(
7
)

(
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)

(
0
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)

(
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2
)
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0
3
)

(
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4
)

「
虐

待
(
5
)
」
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再

掲
（

1
）

（
｢
児

童
福
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施

設
に

入
所

(
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1
)
｣
の
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訳

）

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
0
5
)

（
2
）

（
虐

待
相

談
の

相
談
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別

・
経

路
）

(
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)
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(
4
)

(
5
)

(
6
)
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)
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8
)
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)

(
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)
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1
)
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2
2
)
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)
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4
)
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2
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2
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)
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)
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7
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8
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(
0
9
)

(
1
0
)

（
3
）

（
虐

待
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談
の

相
談

種
別

・
主
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虐

待
者

）

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
1
1
)

(
1
2
)

(
1
3
)

(
1
4
)

(
1
5
)

（
4
）

（
被

虐
待

者
の

年
齢

・
相

談
種

別
）

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
7
)

(
8
)

(
9
)

(
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0
)

(
1
1
)

(
1
2
)

(
1
6
)

(
1
7
)

(
1
8
)

(
1
9
)

(
2
0
)

(
2
1
)

(
2
2
)

(
2
3
)

(
2
4
)

(
2
5
)

(
2
6
)

(
2
7
)

(
2
8
)

(
2
9
)

(
3
0
)

(
3
1
)

(
3
2
)

(
3
3
)

(
3
4
)

(
3
5
)

市
町

村
と

重
複

（
再

掲
）

(
3
6
)

（
5
）

（
児

童
虐

待
防

止
法

関
係

）

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
7
)

(
8
)

(
9
)

(
1
0
)

(
1
1
)

(
1
2
)

(
1
3
)

(
1
4
)

(
1
5
)

(
1
6
)

(
3
7
)

２
（

親
権

・
後

見
人

関
係

）

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
7
)

(
8
)

(
9
)

(
1
0
)

(
1
1
)

(
3
8
)

件
数

(
4
2
)

(
3
9
)

(
4
0
)

(
4
1
)

３
（

家
庭

裁
判

所
勧

告
関

係
）

(
1
)

(
4
3
)

身
体

的
虐

待

性
的

虐
待

心
理

的
虐

待

保
護

の
怠

慢
・

拒
否

(
ネ

グ
レ

ク
ト

)

計

児
童

福
祉

施
設

に
入

所

里
親

委
託

面
接

指
導

そ
の

他

児
童

福
祉

施
設

に
入

所

４
歳

性
的

虐
待

心
理

的
虐

待

保
護

の
怠

慢
・

拒
否

(
ネ

グ
レ

ク
ト

)

計

保
護

者
以

外
の

者
に

よ
る

虐
待

０
歳

１
歳

２
歳

３
歳

暴
力

の
目

撃
等

に
よ

る
も

の
（

再
掲

）

登
校

・
登

園
の

禁
止

身
体

的
虐

待

１
６

歳

５
歳

６
歳

７
歳

８
歳

９
歳

１
０

歳

１
１

歳

１
２

歳

１
３

歳

１
４

歳

１
５

歳

却
下

件
数

取
下

げ
件

数

件
数

１
７

歳

１
８

歳

計

件
数

請
求

件
数

承
認

件
数

家
族

環
境

そ
の

他
計

計
そ

の
他

児
童

養
護

施
設

乳
児

院
児

童
自

立
支

援
施

設
児

童
心

理
治

療
施

設

福 祉 事 務 所

そ の 他

福 祉 事 務 所

児 童 委 員

保 健 セ ン タ ー

そ の 他

保 育 所

児 童 福 祉

施 設

指 定 発 達 支 援

医 療 機 関

児
童

福
祉

施
設

･
指

定
発

達
支

援
医

療
機

関
警 察 等

家 庭 裁 判 所

保 健 所

医 療 機 関

保
健

所
及

び
医

療
機

幼 稚 園

学 校

教 育 委 員 会

等

学
校

等
里 親

の 仲 介 を 含 む )

児 童 委 員 ( 通 告

父 親

母 親

そ の 他

父 親

母 親

そ の 他

虐
待

者
本

人
虐

待
者

以
外

家
族

親 戚

近 隣 ・ 知 人

児 童 本 人

そ の 他

都
道

府
県

・
指

定
都

市
・

中
核

市
市

町
村

実
父

実
父

以
外

の
父

親
実

母
実

母
以

外
の

母
親

そ
の

他
計

身
体

的
虐

待
性

的
虐

待
心

理
的

虐
待

計

親
権

喪
失

審
判

の
請

求
親

権
停

止
審

判
の

請
求

管
理

権
喪

失
審

判
の

請
求

家
庭

裁
判

所
勧

告

保 健 セ ン タ ー

計

安
全

確
認

出
頭

要
求

立
入

調
査

再
出

頭
要

求
臨

検
・

捜
索

援
助

要
請

保
護

者
指

導
勧

告
一

時
保

護
・

施
設

措
置

等
親

権
喪

失
審

判
全

部
制

限
面

会
制

限
通

信
制

限

児 童 相 談 所

保
護

の

怠
慢

･
拒

否

(
ネ

グ
レ

ク
ト

)

棄
児

（
再

掲
）

置
き

去
り

児
童

（
再

掲
）

（
福

祉
行

政
報
告

例
）

住
所

情
報

の
制

限
接

近
禁

止
命

令

親
権

喪
失

審
判

取
消

し
の

請
求

親
権

停
止

審
判

取
消

し
の

請
求

後
見

人
選

任
の

請
求

法
第

4
7
条

第
5
項

の
報

告

親
権

停
止

審
判

管
理

権
喪

失
審

判

後
見

人
解

任
の

請
求

管
理

権
喪

失
審

判
取

消
し

の
請

求

認 定 こ ど も 園

（
再

掲
）

（
再

掲
）

（
再

掲
）

（
再

掲
）

身
体

的
虐

待
性

的
虐

待
心

理
的

虐
待

児 童 家 庭 支 援

セ ン タ ー

法
第

2
8
条

第
２

項
に

よ
る

措
置

法
第

2
8
条

第
1
項

第
1
号

･
第

2
号

に
よ

る
措

置

-
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児
童

相
談

所
に

お
け

る
養

護
相

談
の

理
由

別
対

応
件

数

（
児

童
福

祉
法

・
児

童
虐

待
の

防
止

等
に

関
す

る
法

律
）

都
道

府
県

指
定

都
市

名
中

核
市

平
成

年
度

分
報

告

１
（

養
護

相
談

の
理

由
）

家
出

傷
病

(
失

踪
を

含
む

)
死

亡
離

婚
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入

院
を

含
む

)
虐

待
そ

の
他

(
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)
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)
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)

(
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)

(
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)
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)
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)

(
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4
)
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虐

待
(
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」

の
再

掲
（

1
）

（
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児

童
福

祉
施

設
に

入
所

(
0
1
)
｣
の
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訳

）

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
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)
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）

（
虐

待
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の
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)
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)
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)
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)
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)
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)
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)
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)
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)
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)
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虐
待

者
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齢
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)
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と
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複
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関
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（
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権

・
後

見
人

関
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)
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)
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)
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8
)
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数
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)

３
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家
庭

裁
判

所
勧

告
関

係
）
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)

(
4
1
)

身
体

的
虐

待

性
的

虐
待

心
理

的
虐

待

保
護

の
怠

慢
・

拒
否

(
ネ

グ
レ

ク
ト

)

計

児
童

福
祉

施
設

に
入

所

里
親
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接
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導
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他

児
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に
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所
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歳

性
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虐
待
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理

的
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待

保
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)

計

保
護

者
以

外
の

者
に

よ
る

虐
待

０
歳

１
歳

２
歳

３
歳

暴
力

の
目

撃
等

に
よ

る
も

の
（

再
掲

）

登
校

・
登

園
の

禁
止

身
体

的
虐

待

１
６

歳

５
歳

６
歳

７
歳

８
歳

９
歳

１
０

歳

１
１

歳

１
２

歳

１
３

歳

１
４

歳

１
５

歳

件
数

１
７

歳

１
８

歳

計

件
数

請
求

件
数

承
認

件
数

家
族

環
境

そ
の

他
計

計
そ

の
他

児
童

養
護

施
設

乳
児

院
児

童
自

立
支

援
施

設
情

緒
障

害
児

短
期

治
療

施
設

福 祉 事 務 所

そ の 他

福 祉 事 務 所

児 童 委 員

保 健 セ ン タ ー

そ の 他

保 育 所

児 童 福 祉

施 設

指 定 発 達 支

援 医 療 機 関

児
童

福
祉

施
設

･
指

定
発

達
支

援
医

療
機

関
警 察 等

家 庭 裁 判 所

保 健 所

医 療 機 関

保
健

所
及

び
医

療
機

幼 稚 園

学 校

教 育 委 員 会

等

学
校

等
里 親

の 仲 介 を 含 む )

児 童 委 員 ( 通 告

父 親

母 親

そ の 他

父 親

母 親

そ の 他

虐
待

者
本

人
虐

待
者

以
外

家
族

親 戚

近 隣 ・ 知 人

児 童 本 人

そ の 他

都
道

府
県

・
指

定
都

市
・

中
核

市
町

村

実
父

実
父

以
外

の
父

親
実

母
実

母
以

外
の

母
親

そ
の

他
計

身
体

的
虐

待
性

的
虐

待
心

理
的

虐
待

計

法
第

2
8
条

第
1
項

第
1

号
･
第

2
号

に
よ

る
措

置

親
権

喪
失

審
判

の
請

求
親

権
停

止
審

判
の

請
求

管
理

権
喪

失
審

判
の

請
求

家
庭

裁
判

所
勧

告

保 健 セ ン タ ー

計

安
全

確
認

出
頭

要
求

立
入

調
査

再
出

頭
要

求
臨

検
・

捜
索

援
助

要
請

保
護

者
指

導
勧

告
一

時
保

護
・

施
設

措
置

等
親

権
喪

失
審

判
全

部
制

限
面

会
制

限
通

信
制

限

児 童 相 談 所

保
護

の

怠
慢

･
拒

否

(
ネ

グ
レ

ク
ト

)

棄
児

（
再

掲
）

置
き

去
り

児
童

（
再

掲
）

（
福

祉
行

政
報

告
例

）

住
所

情
報

の
制

限
接

近
禁

止
命

令

親
権

喪
失

審
判

取
消

し
の

請
求

親
権

停
止

審
判

取
消

し
の

請
求

後
見

人
選

任
の

請
求

法
第

4
7
条

第
5
項

の
報

告

親
権

停
止

審
判

管
理

権
喪

失
審

判

後
見

人
解

任
の

請
求

管
理

権
喪

失
審

判
取

消
し

の
請

求

認 定 こ ど も 園

（
再

掲
）

（
再

掲
）

（
再

掲
）

（
再

掲
）

身
体

的
虐

待
性

的
虐

待
心

理
的

虐
待

児 童 家 庭 支 援

セ ン タ ー

-
1
7
-

ITUVL
スタンプ



改
正

案
（

福
祉

行
政

報
告

例
）

第
５

０
児

童
福

祉
施

設
・

在
所

者

（
児

童
福

祉
法

）
都
道
府
県

指
定
都
市

名
中

核
市

平
成

年
度
分
報
告

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
7
)

(
8
)

公
立

(
0
1
)

私
立

(
0
2
)

公
立

(
0
3
)

私
立

(
0
4
)

公
立

(
0
5
)

私
立

(
0
6
)

公
立

(
0
7
)

私
立

(
0
8
)

公
立

(
0
9
)

私
立

(
1
0
)

公
立

(
1
1
)

私
立

(
1
2
)

公
立

(
1
3
)

私
立

(
1
4
)

公
立

(
1
5
)

私
立

(
1
6
)

公
立

(
1
7
)

私
立

(
1
8
)

公
立

(
1
9
)

私
立

(
2
0
)

児
童

養
護

施
設

児
童

心
理

治
療

施
設

入
所

通
所

児
童

自
立

支
援

施
設

児
童

館

児
童

遊
園

乳
児

院
人

員
に

つ
い

て
は

短
期

入
所
分

を
除

く

乳
児

院
（

短
期

入
所

措
置

分
）

年
度

中
に

在
籍

し
た

実
人

員

年
度

中
に
在
籍
し
た

者
の
延
回
数

年
度

中
に
在
籍
し
た

者
の
延
日
数

施
設

数
定

員
措

置
人

員
そ

の
他

そ
の

他
措

置
人

員
措

置
人

員
そ

の
他

入
所

（
年

度
中

）
退

所
（

年
度

中
）

年
度

末
在

籍

-
1
8
-

ITUVL
スタンプ



現
行

（
福

祉
行

政
報

告
例

）
第

５
０

児
童

福
祉

施
設

・
在

所
者

（
児

童
福

祉
法

）
都

道
府

県
指

定
都

市
名

中
核

市
平

成
年

度
分

報
告

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

(
5
)

(
6
)

(
7
)

(
8
)

公
立

(
0
1
)

私
立

(
0
2
)

公
立

(
0
3
)

私
立

(
0
4
)

公
立

(
0
5
)

私
立

(
0
6
)

公
立

(
0
7
)

私
立

(
0
8
)

公
立

(
0
9
)

私
立

(
1
0
)

公
立

(
1
1
)

私
立

(
1
2
)

公
立

(
1
3
)

私
立

(
1
4
)

公
立

(
1
5
)

私
立

(
1
6
)

公
立

(
1
7
)

私
立

(
1
8
)

公
立

(
1
9
)

私
立

(
2
0
)

児
童

養
護

施
設

情
緒

障
害

児
短

期
治

療
施

設

入
所

通
所

児
童

自
立

支
援

施
設

児
童

館

児
童

遊
園

乳
児

院
人

員
に

つ
い

て
は

短
期

入
所

分
を

除
く

乳
児

院
（

短
期

入
所

措
置

分
）

年
度

中
に

在
籍

し
た

実
人

員

年
度

中
に

在
籍

し
た

者
の

延
回

数

年
度

中
に

在
籍

し
た

者
の

延
日

数

施
設

数
定

員
措

置
人

員
そ

の
他

そ
の

他
措

置
人

員
措

置
人

員
そ

の
他

入
所

（
年

度
中

）
退

所
（

年
度

中
）

年
度

末
在

籍

-
1
9
-

ITUVL
スタンプ



児
福

法
第

１
３

条
第

２
項

内
容

人
数

割
合

１
号

都
道

府
県

知
事

の
指

定
す

る
児

童
福

祉
司

若
し

く
は

児
童

福
祉

施
設

の
職

員
を

養
成

す
る

学
校

そ
の

他
の

施
設

を
卒

業
し

、
又

は
都

道
府

県
知

事
の

指
定

す
る

講
習

会
の

課
程

を
修

了
し

た
者

2
9
3

9
.
7
％

２
号

学
校

教
育

法
に

基
づ

く
大

学
又

は
旧

大
学

令
に

基
づ

く
大

学
に

お
い

て
、

心
理

学
、

教
育

学
若

し
く

は
社

会
学

を
専

修
す

る
学

科
又

は
こ

れ
ら

に
相

当
す

る
課

程
を

修
め

て
卒

業
し

た
者

で
あ

っ
て

、
厚

生
労

働
省

令
で

定
め

る
施

設
に

お
い

て
１

年
以

上
児

童
そ

の
他

の
者

の
福

祉
に

関
す

る
相

談
に

応
じ

、
助

言
、

指
導

そ
の

他
の

援
助

を
行

う
業

務
に

従
事

し
た

も
の

1
,
0
3
9

3
4
.
4
％

３
号

医
師

1
0
.
1
％

３
号

の
２

社
会

福
祉

士
9
5
3

3
1
.
5
％

４
号

社
会

福
祉

主
事

と
し

て
、

２
年

以
上

児
童

福
祉

事
業

に
従

事
し

た
者

3
1
9

1
0
.
6
％

５
号

前
各

号
に

掲
げ

る
者

と
同

等
以

上
の

能
力

を
有

す
る

と
認

め
ら

れ
る

者
で

あ
っ

て
、

厚
生

労
働

省
令

で
定

め
る

も
の

4
1
7

1
3
.
8
％

計
3
,
0
2
2

1
0
0
.
0
％

（
１
）
児
童
福
祉
司
の
現
状

※
平

成
2

8
年
４
月
１
日

時
点

の
人
数

（
所
長

・
次

長
・
ス
ー
パ

ー
バ

イ
ザ
ー
で
あ
っ
て
児

童
福

祉
司
の

発
令

を
受

け
て
い
る
者

を
含

み
、
非

常
勤

職
員

を
除

く
）

2
9

3

1
0

3
9

1

9
5

3

3
1

9
4

1
7

0

5
0

0

1
0

0
0

１
号

２
号

３
号

３
号

の
２

４
号

５
号

平
成
２
８
年

度
児
童

相
談

所
の
体

制
整

備
状
況

等
の
調

査
結

果
（
詳

細
版
）

➀
児

童
福

祉
司

の
各

任
用

区
分

の
人
数
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児
福

法
規
則

第
６

条
内

容
人

数
割

合

１
号

学
校
教

育
法

に
よ
る
大

学
に
お

い
て

、
心
理

学
、
教
育
学

若
し
く

は
社

会
学
を
専
修
す

る
学
科
又
は
こ

れ
ら
に
相
当
す

る
課
程

に
お

い
て

優
秀

な
成
績
で

単
位
を

修
得

し
た
こ

と
に
よ
り
、

同
法
第

百
二

条
第
二
項
の
規

定
に
よ
り
大
学

院
へ
の
入
学
を

認
め
ら

れ
た

者
で

あ
つ

て
、
指
定

施
設
に

お
い

て
一
年

以
上
児
童
そ

の
他
の

者
の

福
祉
に
関
す
る

相
談
に
応
じ
、

助
言
、
指
導
そ

の
他
の

援
助

を
行

う
業

務
（
以
下

こ
の
条

に
お

い
て
「

相
談
援
助
業

務
」
と

い
う

。
）
に
従
事
し

た
も
の

3
0
.
7
％

２
号

学
校
教

育
法

に
よ
る
大

学
院
に

お
い

て
、
心

理
学
、
教
育

学
若
し

く
は

社
会
学
を
専
攻

す
る
研
究
科
又

は
こ
れ
ら
に
相

当
す
る

課
程

を
修

め
て

卒
業
し
た

者
で
あ

つ
て

、
指
定

施
設
に
お
い

て
一
年

以
上

相
談
援
助
業
務

に
従
事
し
た
も

の
1
1

2
.
6
％

３
号

外
国
の

大
学

に
お
い
て

、
心
理

学
、

教
育
学

若
し
く
は
社

会
学
を

専
修

す
る
学
科
又
は

こ
れ
ら
に
相
当

す
る
課
程
を
修

め
て
卒

業
し

た
者

で
あ

つ
て
、
指

定
施
設

に
お

い
て
一

年
以
上
相
談

援
助
業

務
に

従
事
し
た
も
の

0
0
.
0
％

４
号

社
会
福

祉
士

と
な
る
資

格
を
有

す
る

者
（
法

第
十
三
条
第

三
項
第

三
号

の
二
に
規
定
す

る
者
を
除
く
。

）
6

1
.
4
％

５
号

精
神
保

健
福

祉
士
と
な

る
資
格

を
有

す
る
者

3
0

7
.
2
％

６
号

保
健
師

で
あ

つ
て
、
指

定
施
設

に
お

い
て
一

年
以
上
相
談

援
助
業

務
に

従
事
し
た
も
の

で
あ
り
、
か
つ

、
厚
生
労
働
大

臣
が
定

め
る

講
習

会
（

以
下
こ
の

条
に
お

い
て

「
指
定

講
習
会
」
と

い
う
。

）
の

課
程
を
修
了
し

た
も
の

2
9

7
.
0
％

７
号

助
産
師

で
あ

つ
て
、
指

定
施
設

に
お

い
て
一

年
以
上
相
談

援
助
業

務
に

従
事
し
た
も
の

で
あ
り
、
か
つ

、
指
定
講
習
会

の
課
程

を
修

了
し

た
も

の
4

1
.
0
％

８
号

看
護
師

で
あ

つ
て
、
指

定
施
設

に
お

い
て
二

年
以
上
相
談

援
助
業

務
に

従
事
し
た
も
の

で
あ
り
、
か
つ

、
指
定
講
習
会

の
課
程

を
修

了
し

た
も

の
7

1
.
7
％

９
号

保
育
士

（
特

区
法
第
十

二
条
の

四
第

五
項
に

規
定
す
る
事

業
実
施

区
域

内
に
あ
る
児
童

相
談
所
に
あ
つ

て
は
、
保
育
士

又
は
当

該
事

業
実

施
区

域
に
係
る

国
家
戦

略
特

別
区
域

限
定
保
育
士

）
で
あ

つ
て

、
指
定
施
設
に

お
い
て
二
年
以

上
相
談
援
助
業

務
に
従

事
し

た
も

の
で

あ
り
、
か

つ
、
指

定
講

習
会
の

課
程
を
修
了

し
た
も

の
7
6

1
8
.
2
％

１
０

号
教

育
職

員
免

許
法
（
昭

和
二
十

四
年

法
律
第

百
四
十
七
号

）
に
規

定
す

る
普
通
免
許
状

を
有
す
る
者
で

あ
つ
て
、
指
定

施
設
に

お
い

て
一

年
以

上
（
同
法

に
規

定
す
る

二
種

免
許
状

を
有
す

る
者

に
あ
つ

て
は
二

年
以
上

）
相
談

援
助
業
務
に
従
事
し
た
も
の

で
あ

り
、
か

つ
、

指
定
講
習

会
の
課

程
を

修
了
し

た
も
の

3
0

7
.
2
％

１
１

号
社

会
福

祉
主

事
た
る
資

格
を
得

た
後

の
次
に

掲
げ
る
期
間

の
合
計

が
二

年
以
上
で
あ
る

者
イ

社
会

福
祉

主
事
と

し
て
児

童
福

祉
事
業

に
従
事
し
た

期
間

ロ
児

童
相

談
所
の
所

員
と
し

て
勤

務
し
た

期
間

1
8
6

4
4
.
6
％

１
２

号
社

会
福

祉
主

事
た
る
資

格
を
得

た
後

三
年
以

上
児
童
福
祉

事
業
に

従
事

し
た
者
（
前
号

に
規
定
す
る
者

を
除
く
。
）

2
9

7
.
0
％

１
３

号
児

童
福

祉
施

設
の
設
備

及
び
運

営
に

関
す
る

基
準
（
昭
和

二
十
三

年
厚

生
省
令
第
六
十

三
号
）
第
二
十

一
条
第
六
項
に

規
定
す

る
児

童
指

導
員

で
あ
つ
て

、
指
定

施
設

に
お
い

て
二
年
以
上

相
談
援

助
業

務
に
従
事
し
た

も
の
で
あ
り
、

か
つ
、
指
定
講

習
会
の

課
程

を
修

了
し

た
も
の

6
1
.
4
％

計
4
1
7

1
0
0
.
0
％

➁
児

童
福

祉
司

の
各

任
用

区
分

の
人
数

（児
童

福
祉

法
第
１
３
条

第
２
項

第
５
号

に
該

当
す
る
者

の
区

分
）

※
平

成
2

8
年
４
月

１
日

時
点

の
人
数

（
所

長
・
次

長
・
ス
ー
パ

ー
バ

イ
ザ
ー
で
あ
っ
て
児

童
福

祉
司
の

発
令
を
受

け
て
い
る
者

を
含

み
、
非

常
勤

職
員

を
除

く
）

ITUVL
スタンプ



都
道

府
県

政
令

指
定

都
市

児
童

相
談

所
設

置
市

児
童

福
祉

司
の

任
用

区
分

１
号

２
号

３
号

３
号

の
２

４
号

５
号

計

北
海

道
2

3
0

9
2
2

1
2

7
5

青
森

県
4

1
0

2
4

3
8

岩
手

県
1
0

1
1

1
8

3
0

宮
城

県
3

7
8

1
2

3
0

秋
田

県
2

1
1

2
0

2
4

山
形

県
1
4

3
3

2
0

福
島

県
2
5

9
7

4
1

茨
城

県
1

1
6

2
0

1
2

6
5
5

栃
木

県
5

1
0

2
8

4
3

群
馬

県
1
4

1
7

5
9

3
6

埼
玉

県
6
1

7
7

5
1
4
3

千
葉

県
1
5

7
4

1
9

1
1

1
1
9

東
京

都
3
9

7
8

5
0

6
0

2
2
7

神
奈

川
県

7
0

7
0

新
潟

県
4
1

4
1

富
山

県
1
3

1
5

1
9

石
川

県
2

4
6

4
1
6

福
井

県
8

5
1

1
4

山
梨

県
1

3
1
0

4
1
8

長
野

県
1
0

2
2

3
8

4
3

岐
阜

県
1

2
2

1
4

2
2

4
1

静
岡

県
4

2
0

1
2

1
7

4
4

愛
知

県
5
4

6
6

4
3

1
2
7

三
重

県
9

1
2

5
8

3
3
7

滋
賀

県
1
4

1
2

7
4

3
7

京
都

府
8

6
8

5
9

3
6

大
阪

府
4

1
1
9

3
7

2
1
6
2

兵
庫

県
1

2
3

2
2

2
0

1
5

8
1

奈
良

県
2

1
3

1
1

3
2
0

和
歌

山
県

3
8

1
4

4
1

3
0

鳥
取

県
8

9
2

1
9

島
根

県
3

5
6

1
5

2
0

岡
山

県
1

9
1
4

4
2
8

広
島

県
1
6

8
1

1
1

3
6

山
口

県
9

8
1
8

3
5

※
平
成

2
8
年

４
月

１
日
時

点
の
人

数
（
所

長
・
次

長
・
ス
ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
で
あ
っ
て
児

童
福

祉
司
の

発
令

を
受

け
て
い
る
者
を
含

み
、
非
常

勤
職

員
を
除

く
）

都
道

府
県

政
令

指
定

都
市

児
童

相
談

所
設

置
市

児
童

福
祉

司
の

任
用

区
分

１
号

２
号

３
号

３
号

の
２

４
号

５
号

計

徳
島

県
5

4
1

1
3

2
3

香
川

県
7

7
1

4
1
9

愛
媛

県
2

2
1
5

1
1

3
0

高
知

県
8

9
1
6

3
3

福
岡

県
1
8

8
2
0

1
3

1
4

7
3

佐
賀

県
9

1
5

1
5

長
崎

県
2

8
1
4

4
2
8

熊
本

県
3

3
6

6
2

2
0

大
分

県
4

4
5

4
4

2
1

宮
崎

県
2

1
1

9
1

5
2
8

鹿
児

島
県

5
2

2
2

2
9

沖
縄

県
1

1
8

2
4

2
4
5

札
幌

市
1
9

1
2

2
3

3
6

仙
台

市
1

3
8

7
1
9

さ
い

た
ま
市

6
1

2
4

4
3
5

千
葉

市
4

1
2

9
2
5

横
浜

市
1
4

2
5

2
7

1
6

3
8
5

川
崎

市
1

4
0

1
3

4
5

相
模

原
市

3
1
1

1
3

1
8

新
潟

市
1

7
6

3
1
7

静
岡

市
1
6

1
1
7

浜
松

市
1
1

1
2

3
2
6

名
古

屋
市

2
3

2
1

4
1

7
2

9
4

京
都

市
8

3
4
6

5
7

大
阪

市
1

2
5

4
8

3
3

1
0
7

堺
市

1
1
9

7
1

2
8

神
戸

市
8

2
0

9
2

3
9

岡
山

市
8

2
1
1

2
1

広
島

市
2

8
5

9
1

2
5

北
九

州
市

1
7

3
0

3
2
3

福
岡

市
6

2
2
0

4
3
2

熊
本

市
1
1

2
1
0

4
2
7

横
須

賀
市

7
7

1
4

金
沢

市
1

6
6

1
3

合
計

2
9
3

1
,0
3
9

1
9
5
3

3
1
9

4
1
7

3
,0
2
2

児
童
福

祉
法

第
１
３
条

第
２

項
内

容

１
号

都
道
府
県

知
事
の
指
定

す
る
児
童
福
祉

司
若
し
く
は

児
童
福
祉
施

設
の
職
員
を
養

成
す
る
学
校

そ
の
他
の
施

設
を
卒
業
し
、

又
は
都
道
府

県
知
事
の
指

定
す
る
講
習
会

の
課
程
を
修

了
し
た
者

２
号

学
校
教
育

法
に
基
づ
く

大
学
又
は
旧
大

学
令
に
基
づ

く
大
学
に
お

い
て
、
心
理
学

、
教
育
学
若
し

く
は
社
会
学

を
専
修
す
る
学

科
又
は
こ
れ

ら
に
相
当
す

る
課
程
を
修
め

て
卒
業
し
た

者
で
あ
っ
て

、
厚
生
労
働
省

令
で
定
め
る

施
設
に
お
い

て
１
年
以
上
児

童
そ
の
他
の

者
の
福
祉
に

関
す
る
相
談
に

応
じ
、
助
言

、
指
導
そ
の

他
の
援
助
を
行

う
業
務
に
従

事
し
た
も
の

３
号

医
師

３
号
の
２

社
会
福
祉

士

４
号

社
会
福
祉

主
事
と
し
て

、
２
年
以
上
児

童
福
祉
事
業

に
従
事
し
た

者

５
号

前
各
号
に

掲
げ
る
者
と

同
等
以
上
の
能

力
を
有
す
る

と
認
め
ら
れ

る
者
で
あ
っ
て

、
厚
生
労
働
省

令
で
定
め
る

も
の

③
児

童
福

祉
司

の
各

任
用

区
分

の
人
数

（都
道

府
県

等
別
）

ITUVL
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➀
１
日

当
た
り
保

護
人

員
及

び
平

均
在

所
日
数

➁
年

間
平

均
入

所
率

（
人

）
（
日

）

※
H

2
7

.1
～

1
2
の

間
の

一
時

保
護

所
（

1
3

6
カ
所

）
の

平
均

入
所

率

○
保

護
人

員
、
平

均
在

所
日

数
と
も
に
増

加
傾

向
○

年
間

平
均

入
所

率
は

保
護

所
に
よ
り
様

々

※
平

成
２
２
年

度
は

、
東

日
本
大

震
災

の
影
響

に
よ
り
、
福
島

県
を
除

い
て
集

計
し
た
数
値

1
,0

1
11

,1
5

81
,2

0
71

,3
2

01
,3

8
41

,4
7

51
,5

1
11

,5
4

01
,5

4
11

,6
1

81
,6

9
31

,7
9

81
,8

8
5

2
0

.4

2
2

.4

2
4

.3
2

5
.9

2
6

.7
2

8
.0

2
8

.6
2

7
.7

2
7

.7
2

8
.4

2
9

.0
2

9
.8

2
9

.6

50
0

1,
0

00

1,
5

00

2,
0

00

1015202530
１
日

当
た
り
保

護
人

員
（
人

）

平
均

在
所

日
数

（
日

）

【
出
典

：
福

祉
行

政
報
告

例
】

【
厚

生
労

働
省

雇
用

均
等

・
児

童
家
庭

局
総

務
課

調
べ

】

入
所

率
2

0
％

未
満

１
６
か

所
（

1
1

.8
％

）

入
所

率
2

0
％

以
上

4
0
％

未
満

３
４
か

所
（

2
5
％

）

入
所

率
4

0
％

以
上

6
0
％

未
満

２
６
か

所
（

1
9

.1
％

）

入
所

率
8

0
％

以
上

1
0

0
％

未
満

１
９
か

所
（

1
4
％

）入
所

率
1
0
0
％

以
上

８
か

所
（
5
.8
％

）

入
所

率
6

0
％

以
上

8
0
％

未
満

３
３
か

所
（

2
4

.3
％

）

１
３
６
か

所
１
０
０
％

（
２
）
一
時
保

護
の
現
状

ITUVL
スタンプ



21
.6 21

.0 23
.4 45

.9 46
.8 51

.3 30
.9 19

.1 40
.8 25

.9 48
.3 38

.2 41
.3 27

.7 21
.4 13

.6 22
.0 29

.9 41
.9 29

.9 19
.5 26

.7 28
.8 18

.8 29
.5 13

.8 24
.6 26

.9 28
.1 33

.0 8.4
 19

.1 11
.4 16

.1 24
.4 20

.1 13
.1 11

.7 31
.4 18

.0 39
.7 24

.3 34
.8 18

.6 15
.5 23

.9 35
.6 32

.4 35
.5 48

.5 48
.8 45

.3 41
.8 46

.4 22
.7 29

.4 46
.5 24

.3 22
.2 36

.0 23
.7 33

.4 14
.4 27

.7 21
.9 29

.4 30
.8 47

.2 15
.1 

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

山 梨 県

長 野 県

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三 重 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和 歌 山 県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿 児 島 県

沖 縄 県

札 幌 市

仙 台 市

さ い た ま 市

千 葉 市

横 浜 市

川 崎 市

相 模 原 市

新 潟 市

静 岡 市

浜 松 市

名 古 屋 市

京 都 市

大 阪 市

堺 市
神 戸 市

岡 山 市

広 島 市

北 九 州 市

福 岡 市

熊 本 市

横 須 賀 市

金 沢 市

【
出

典
】

福
祉

行
政

報
告

例
［
平

成
２

７
年

度
］

○
平

均
在

所
日

数
＝

年
間

延
日

数
／

年
間

対
応

件
数

○
全

国
平

均
値

：
２

９
．

６
日

（
前

年
度

平
均

値
：

２
９

．
８

日
）

（
参

考
）
一

時
保

護
の

期
間

は
原

則
と

し
て

２
か

月
を

超
え

て
は

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

い
る

。

全
国

平
均

値
２

９
．

６
日

（
参

考
）
一

時
保

護
所

で
の

平
均

在
所

日
数

(都
道

府
県

別
）

ITUVL
スタンプ




③
個

別
対

応
の

た
め
の

環
境

改
善

【
趣

旨
】

○
個

別
対

応
で
き
る
児

童
相

談
所

一
時

保
護

所
の

環
境

改
善

に
つ
い
て
は

、
平

成
２
７
年

３
月

２
０
日

に
閣

議
決

定
さ
れ

た
「
少

子
化

社
会

対
策

大
綱

」
に

お
い
て
、
前

計
画

で
あ
る
「
子

ど
も
・
子

育
て
ビ
ジ
ョ
ン
」
に
引

き
続

き
、
平

成
３
１
年

ま
で
に
、
全

都
道

府
県

・
指

定
都

市
・
児

童
相

談
所

設
置

市
で
の

実
施

を
目

指
す
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
。

【
現

状
１
】

○
個

別
対

応
の

た
め
の

環
境

改
善

が
図

ら
れ

て
い
る
一

時
保

護
所

の
数

：
９
７
か

所
（
７
１
．
３
％

）
※
一
時
保
護

所
数
：
１
３
６
か
所

（
平
成
２
８
年

４
月

１
日
現
在
）

自
治

体
名

図
ら
れ

て
い
る

図
ら
れ
て
い
な
い

今
後

の
改

善
予

定

北
海

道
2

6
0

青
森

県
1

0
0

岩
手

県
0

3
0

宮
城

県
1

0
0

秋
田

県
0

1
0

山
形

県
2

0
0

福
島

県
1

3
1

茨
城

県
1

0
0

栃
木

県
1

0
0

群
馬

県
1

0
0

埼
玉

県
1

3
0

千
葉

県
6

0
0

東
京

都
7

0
0

神
奈

川
県

3
0

0

新
潟

県
1

2
0

富
山

県
1

1
0

石
川

県
2

0
0

福
井

県
0

2
0

山
梨

県
1

1
0

長
野

県
1

1
1

自
治

体
名

図
ら
れ
て
い
る

図
ら
れ

て
い
な
い

今
後

の
改

善
予

定

岐
阜
県

1
1

1

静
岡
県

1
1

1

愛
知
県

0
2

0

三
重
県

2
0

0

滋
賀
県

0
2

1

京
都
府

3
0

0

大
阪
府

2
0

0

兵
庫
県

1
0

0

奈
良
県

1
0

0

和
歌
山

県
1

0
0

鳥
取
県

2
1

0

島
根
県

3
1

0

岡
山
県

2
0

0

広
島
県

0
2

0

山
口
県

1
0

0

徳
島
県

1
0

0

香
川
県

1
0

0

愛
媛
県

3
0

0

高
知
県

1
0

0

福
岡
県

4
0

0
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【
現

状
２
】

※
「
図

ら
れ

て
い
る
」
場

合
の

内
容

は
以
下

の
と
お
り
。

①
行
動

様
式

が
異

な
る
子

ど
も
が

入
所

し
て
い
る
場

面
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
生

活
場
面

の
流
れ
や
状

況
の

変
化
に
応
じ
て
そ
れ
ぞ
れ
に
対
応
で
き
る
職
員
体
制
を
確
保

②
夜
間

や
子

ど
も
の

学
習
時

間
帯

な
ど
、
職
員

の
勤

務
形
態

や
専

門
性
の

観
点

か
ら
対
応
が

困
難
な
場

面
に
お
い
て
は

、
夜
間

対
応
協
力
員

、
学
習

指
導
協
力
員

な
ど
を

適
宜

配
置

③
子
ど
も
の
年

齢
や

性
別
に
応
じ
た
処

遇
が
可

能
と
な
る
居
室
の

整
備

④
個
別

指
導

等
に
使
用

で
き
る
個

室
の

整
備

や
、
ユ
ニ
ッ
ト
化

な
ど
に
よ
る
生
活
空

間
の

小
規
模
化
（
発

達
障

害
児
や
非
行

児
童
等
に
つ
い
て
、
子
ど
も
自
身
の

情
緒
等
の

安
定

を
図

る
た
め
又

は
他
の

児
童

か
ら
の

刺
激

の
軽
減

や
他
の

児
童

に
対
す
る
影
響
等

へ
の

配
慮
が
必
要

な
場
合
）

⑤
子
ど
も
の
状

況
に
合

わ
せ

て
居

室
を
提

供
（
グ
ル
ー
プ
分
け
）
で
き
る
よ
う
、
居
室
を
小
規
模

化
⑥

行
動

様
式

等
が

異
な
る
子

ど
も
の

混
合
処

遇
と
な
ら
な
い
よ
う
自

治
体
内
の
他
の

一
時

保
護
所

と
入
所
児

童
の
受
入
れ
に
つ
い
て
の
役

割
分
担
の
実
施

⑦
配
慮

が
必

要
な
子

ど
も
に
つ
い
て
、
児
童

養
護
施

設
等

に
一
時

保
護

委
託
で
き
る
よ
う
、
施
設
等

と
取
り
決
め
の
実
施

⑧
そ
の
他

（
例

：
臨
時

職
員

の
配
置

、
必

要
に
応
じ
た
面
接
の

実
施

等
）

自
治
体

名
図
ら
れ

て
い
る

図
ら
れ

て
い
な
い

今
後

の
改

善
予
定

佐
賀

県
1

0
1

長
崎

県
1

1
0

熊
本

県
1

0
1

大
分

県
1

0
0

宮
崎

県
1

2
1

鹿
児

島
県

1
1

0

沖
縄

県
2

0
0

札
幌

市
1

0
0

仙
台

市
1

0
0

さ
い
た
ま
市

1
0

0

千
葉

市
1

0
0

横
浜

市
4

0
0

川
崎

市
2

0
0

相
模

原
市

1
0

0
新

潟
市

1
0

0

自
治

体
名

図
ら
れ
て
い
る

図
ら
れ

て
い
な
い

今
後
の

改
善

予
定

静
岡

市
1

0
0

浜
松

市
1

0
0

名
古

屋
市

2
0

0

京
都

市
1

0
0

大
阪

市
0

2
0

堺
市

1
0

0

神
戸

市
1

0
0

岡
山

市
1

0
0

広
島

市
1

0
0

北
九

州
市

1
0

0

福
岡

市
1

0
0

熊
本

市
1

0
0

横
須

賀
市

1
0

0

金
沢

市
1

0
0

合
計

9
7

3
9

8

【
厚
生

労
働

省
雇

用
均

等
・
児

童
家

庭
局

総
務

課
調

べ
】

ITUVL
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【
現

状
】

○
平

成
２
８
年

４
月

１
日

現
在

、
全

て
の
児

童
相

談
所

に
お
い
て
地

域
の
医

療
機

関
と
の
協

力
・
連

携
体

制
の
整

備
を
行

っ
て
い
る
。

（
平

成
２
７
年

４
月

１
日

時
点

で
は
、
２
０
６
か
所

（
９
９
．
０
％

）
）

自
治

体
名

連
携

あ
り

連
携

な
し

予
定

あ
り

北
海

道
８

０
０

青
森

県
６

０
０

岩
手

県
３

０
０

宮
城

県
３

０
０

秋
田

県
３

０
０

山
形

県
２

０
０

福
島

県
４

０
０

茨
城

県
３

０
０

栃
木

県
３

０
０

群
馬

県
３

０
０

埼
玉

県
６

０
０

千
葉

県
６

０
０

東
京

都
１
１

０
０

神
奈

川
県

５
０

０

新
潟

県
５

０
０

富
山

県
２

０
０

石
川

県
２

０
０

自
治

体
名

連
携

あ
り

連
携

な
し

予
定

あ
り

福
井

県
２

０
０

山
梨

県
２

０
０

長
野

県
５

０
０

岐
阜

県
５

０
０

静
岡

県
５

０
０

愛
知

県
１
０

０
０

三
重

県
５

０
０

滋
賀

県
３

０
０

京
都

府
３

０
０

大
阪

府
６

０
０

兵
庫

県
５

０
０

奈
良

県
２

０
０

和
歌

山
県

２
０

０

鳥
取

県
３

０
０

島
根

県
４

０
０

岡
山

県
３

０
０

広
島

県
３

０
０

自
治

体
名

連
携

あ
り

連
携

な
し

予
定

あ
り

山
口

県
６

０
０

徳
島

県
３

０
０

香
川

県
２

０
０

愛
媛

県
３

０
０

高
知

県
２

０
０

福
岡

県
６

０
０

佐
賀

県
１

０
０

長
崎

県
２

０
０

熊
本

県
２

０
０

大
分

県
２

０
０

宮
崎

県
３

０
０

鹿
児

島
県

３
０

０

沖
縄

県
２

０
０

札
幌
市

1
０

０

仙
台

市
１

０
０

さ
い
た
ま
市

１
０

０

千
葉

市
１

０
０

横
浜

市
４

０
０

自
治

体
名

連
携

あ
り

連
携

な
し

予
定

あ
り

川
崎

市
３

０
０

相
模

原
市

１
０

０

新
潟

市
１

０
０

静
岡

市
１

０
０

浜
松

市
１

０
０

名
古

屋
市

２
０

０

京
都

市
２

０
０

大
阪

市
１

０
０

堺
市

１
０

０

神
戸

市
１

０
０

岡
山

市
１

０
０

広
島

市
１

０
０

北
九

州
市

１
０

０

福
岡

市
１

０
０

熊
本

市
１

０
０

横
須

賀
市

１
０

０

金
沢

市
１

０
０

合
計

２
０
９

０
０

※
「
予

定
あ
り
」
と
は
、
今

後
、
医

療
機
関

と
の
協
力

等
を
予

定
し
て
い
る
児

童
相

談
所
で
あ
る
。

※
児
童
相
談
所
数
：
2
0
9
カ
所

（
平
成

2
8
年
4
月
1
日

現
在
）

【
厚

生
労

働
省

雇
用

均
等

・
児
童

家
庭
局

総
務
課

調
べ
】

（
３
）
児

童
相

談
所

に
お
け
る
虐

待
対

応
の
た
め
の

協
力

医
療

機
関
と
の

協
力
・
連
携

状
況

ITUVL
スタンプ



○
全

国
の
児

童
相

談
所

に
、
警

察
官

２
９
名

、
警

察
官

Ｏ
Ｂ
１
６
７
名

、
教

員
１
３
２
名

、
教

員
Ｏ
Ｂ
１
２
３
名

が
配

置
。

（
平

成
２
８
年

４
月

１
日

現
在

）

都
道

府
県

指
定

都
市

児
童

相
談

所
設

置
市

児
童

福
祉

司
と
し
て
配
置

児
童
指
導

員
と
し
て
配
置

そ
の
他

合
計

警
察

官
警

察
官

Ｏ
Ｂ

教
員

教
員

Ｏ
Ｂ

警
察
官

警
察

官
Ｏ
Ｂ

教
員

教
員

Ｏ
Ｂ

警
察
官

警
察

官
Ｏ
Ｂ

教
員

教
員

Ｏ
Ｂ

警
察
官

警
察

官
Ｏ
Ｂ

教
員

教
員

Ｏ
Ｂ

北
海

道
0

0
0

0
0

2
0

0
1
6

0
0

0
1

0
2
0

0
1
7

青
森

県
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
岩

手
県

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
1

0
0

宮
城

県
0

0
9

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
9

0
秋

田
県

0
0

0
0

0
0

0
0

3
0

0
0

3
0

0
0

山
形

県
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
1

0
0

0
福

島
県

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

茨
城

県
0

0
6

0
0

0
0

0
1

3
0

1
1

3
6

1
栃

木
県

0
0

3
0

0
0

0
0

0
3

0
0

0
3

3
0

群
馬

県
0

0
0

0
0

0
2

0
1

4
0

0
1

4
2

0
埼

玉
県

0
0

0
0

0
0

0
0

1
9

0
7

1
9

0
7

千
葉

県
0

0
5

0
0

0
3

0
1

2
1

0
1

2
9

0
東

京
都

0
0

0
0

0
0

0
0

1
2
1

0
5

1
2
1

0
5

神
奈

川
県

0
0

0
0

0
0

1
0

1
0

0
6

1
0

1
6

新
潟

県
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
0

0
0

3
0

0
富

山
県

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2

0
0

0
2

0
0

石
川

県
0

0
2

0
0

0
0

0
0

0
0

2
0

0
2

2
福

井
県

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
4

0
1

0
4

山
梨

県
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2
0

1
0

2
0

1
長

野
県

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

岐
阜

県
0

0
7

0
0

0
1

0
0

5
2

1
0

5
1
0

1
静

岡
県

0
0

4
0

0
0

0
0

0
3

0
2

0
3

4
2

愛
知

県
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2
0

4
0

2
0

4
三

重
県

0
0

1
0

0
0

2
0

1
1

4
3

1
1

7
3

滋
賀

県
0

0
0

0
0

0
0

0
3

0
0

0
3

0
0

0
京

都
府

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

大
阪

府
0

0
0

0
0

0
0

0
0

7
0

4
0

7
0

4
兵

庫
県

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5

0
0

0
5

0
0

奈
良

県
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
0

1
1

0
0

1
和

歌
山

県
0

0
0

0
0

0
0

0
2

1
2

3
2

1
2

3
鳥

取
県

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
0

0
0

3
0

島
根

県
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

4
0

0
0

4
岡

山
県

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

広
島

県
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2
1

0
0

2
1

0

（
４
）
児

童
相

談
所

に
お
け
る
警

察
官

、
教

員
等

の
配
置

状
況

ITUVL
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【
厚

生
労

働
省

雇
用

均
等

・
児
童

家
庭
局

総
務
課

調
べ
】

都
道
府

県
指

定
都

市
児

童
相

談
所

設
置

市

児
童

福
祉
司

と
し
て
配

置
児

童
指
導

員
と
し
て
配
置

そ
の
他

合
計

警
察

官
警

察
官

Ｏ
Ｂ

教
員

教
員

Ｏ
Ｂ

警
察
官

警
察

官
Ｏ
Ｂ

教
員

教
員

Ｏ
Ｂ

警
察
官

警
察

官
Ｏ
Ｂ

教
員

教
員

Ｏ
Ｂ

警
察
官

警
察

官
Ｏ
Ｂ

教
員

教
員

Ｏ
Ｂ

山
口

県
0

0
0

0
0

1
0

0
0

7
0

2
0

8
0

2
徳

島
県

0
0

3
0

0
0

0
0

0
1

2
0

0
1

5
0

香
川

県
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2
0

1
0

2
0

1
愛

媛
県

0
0

4
0

0
0

0
0

1
0

0
0

1
0

4
0

高
知

県
0

0
3

0
0

0
0

0
0

3
1

0
0

3
4

0
福

岡
県

0
0

0
0

0
0

0
0

2
0

0
3

2
0

0
3

佐
賀

県
1

0
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
3

0
長

崎
県

0
0

0
0

0
0

1
0

0
2

2
0

0
2

3
0

熊
本

県
0

0
3

0
0

0
0

0
0

1
0

0
0

1
3

0
大

分
県

0
0

1
0

0
3

2
0

1
4

1
0

1
7

4
0

宮
崎

県
0

0
4

0
0

0
0

0
0

3
0

0
0

3
4

0
鹿

児
島

県
0

0
0

0
0

1
0

5
0

1
0

0
0

2
0

5
沖

縄
県

0
0

0
0

0
0

0
0

0
3

0
0

0
3

0
0

札
幌

市
0

0
0

0
0

0
0

0
1

1
1

4
1

1
1

4
仙

台
市

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

5
0

0
1

5
0

さ
い
た
ま
市

0
0

0
0

0
0

2
0

1
0

0
0

1
0

2
0

千
葉

市
0

0
0

0
0

0
5

0
0

1
0

0
0

1
5

0
横

浜
市

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
1

0
0

川
崎

市
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
0

0
0

3
相

模
原

市
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
0

4
0

1
0

4
新

潟
市

0
0

0
0

0
0

0
4

0
1

0
1

0
1

0
5

静
岡

市
0

0
3

0
0

0
0

0
0

1
0

1
0

1
3

1
浜

松
市

0
0

2
0

0
0

0
0

0
2

0
1

0
2

2
1

名
古

屋
市

0
0

0
0

0
0

0
0

2
6

2
2

2
6

2
2

京
都

市
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
4

2
1

0
4

2
大

阪
市

0
0

0
0

0
0

0
0

1
7

0
4

1
7

0
4

堺
市

0
0

0
0

0
0

0
0

0
7

1
5

0
7

1
5

神
戸

市
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
0

2
0

1
0

2
岡

山
市

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
4

0
1

0
4

広
島

市
0

0
0

0
0

0
2

0
0

1
1

0
0

1
3

0
北

九
州

市
0

0
6

0
0

0
1

0
0

4
3

6
0

4
1
0

6
福

岡
市

0
0

0
0

0
0

3
0

0
1

0
2

0
1

3
2

熊
本

市
1

0
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
2

0
横

須
賀

市
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
金

沢
市

0
0

0
0

0
1

0
1

0
0

0
1

0
1

0
2

合
計

2
0

7
1

0
0

2
6

2
5

2
6

2
7

1
4
1

3
6

9
7

2
9

1
6
7

1
3
2

1
2
3

ITUVL
スタンプ



子
ど
も
・
子
育
て
支
援
対
策
推
進
事
業
費
補
助
金
に
つ
い
て

「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
」
に
お
け
る
、
質
の
高
い
特
定
教
育
・
保
育
及
び
地
域
型
保
育
並
び
に
地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業

の
実
施
の
た
め
、
現
任
の
職
員
の
質
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
新
た
な
事
業
の
創
設
や
既
存
事
業
の
拡
充
に
伴
い
、
更
な
る
人
材
を
確
保
す

る
た
め
の
各
種
研
修
を
実
施
す
る
。

ま
た
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
に
関
す
る
従
前
か
ら
の
課
題
や
新
た
な
問
題
点
等
に
つ
い
て
解
決
す
る
た
め
の
調
査
研
究
事
業
を
実
施
。

子
育
て
支
援
員
研
修
事
業

５
．
３
億
円
（
2
8
年
度
6
.
5
億
円
）

・
地
域
に
お
い
て
保
育
や
子
育
て
支
援
等
の
仕
事
に
関
心
を
持
ち
、
子
育
て
支
援
分
野
の
各
事
業
等
に
従
事
す
る
こ
と
を
希
望
す
る
者
に
対
し
、
多
様

な
子
育
て
分
野
に
関
し
て
の
必
要
な
知
識
や
技
術
等
を
修
得
す
る
た
め
の
研
修
を
実
施

・
研
修
を
修
了
し
た
者
を
「
子
育
て
支
援
員
」
と
し
て
認
定

職
員
の
資
質
向
上
・
人
材
確
保
等
研
修
事
業

２
８
．
１
億
円
（
2
8
年
度
1
5
.
8
億
円
）

・
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
に
お
い
て
、
様
々
な
給
付
・
事
業
が
拡
充
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
担
い
手
と
な
る
職
員
の
資
質
向
上
及
び
人
材
確
保

を
行
う
た
め
各
種
研
修
を
実
施

【
研
修
内
容
】

・
保
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
研
修
事
業

・
新
規
卒
業
者
の
確
保
、
就
業
継
続
支
援
事
業

・
家
庭
的
保
育
者
等
研
修
事
業

・
居
宅
訪
問
型
保
育
研
修
事
業
（
一
時
預
か
り
・
延
長
保
育
の
訪
問
型
を
含
む
）

・
病
児
・
病
後
児
保
育
研
修
事
業

・
病
児
・
病
後
児
保
育
（
訪
問
型
）
研
修
事
業

・
保
育
士
試
験
合
格
者
に
対
す
る
実
技
講
習

・
保
育
実
習
指
導
者
に
対
す
る
講
習

・
放
課
後
児
童
支
援
員
等
研
修
事
業

・
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
研
修
事
業

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
体
制
整
備
総
合
推
進
事
業

３
３
．
４
億
円
（
2
8年
度
22
.3
億
円
）

・
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
に
関
す
る
幅
広
い
知
見
を
得
る
た
め
に
、
先
駆
的
な
取
組
な
ど
の
実
態
把
握
等
に
関
わ
る
調
査
研
究
を
実
施

補
助
率
：
定
額
（

10
/1

0、
原
則

1,
50

0万
円
を
上
限
）

実
施
主
体
：
都
道
府
県
、
市
区
町
村
又
は
社
会
福
祉
法
人
等

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
推
進
調
査
研
究
事
業

２
億
円
（
2
8年
度
2
億
円
）

KKRMR
スタンプ

ITUVL
スタンプ



児
童
虐
待
防
止
対
策
等
の
強
化
（
次
世
代
育
成
支
援
対
策
施
設
整
備
交
付
金
）

平
成
２
８
年
度
補
正
予
算

７
０
億
円

＜
一

時
保

護
施

設
に

お
け

る
環

境
改

善
等

事
業

＞

事
業
内
容
：
児
童
相
談
所
一
時
保
護

施
設
に
お
い
て
、
入
所
事
由
（
虐
待
、

非
行

等
）

に
応

じ
た
個

別
的
ケ

ア
等
、

個
々

の
児

童
の

状
況
に
配
慮
し

た
処
遇
を
図
る
た
め
、
施
設
の
創
設
及

び
改

修
等

を
実

施
す

る
場

合
の

費
用
に
対

し
て

支
援
を

行
う
。

対
象
施
設
：
児
童
相
談
所
一
時
保
護

施
設

補
助

率
：
定
額
２
／
３

相
当
（
地
方
１
／
３
）

＜
児

童
養

護
施

設
等

に
お

け
る

委
託

一
時

保
護

児
童

の
受

入
機

能
強

化
の

た
め

の
整

備
事

業
＞

事
業
内
容
：
一
時
保
護
さ
れ
た

児
童
は
、
保
護
直
後
は
心
身
が
不
安
定
で
あ

り
、

特
に

丁
寧
な

ケ
ア

と
と

も
に
、
落

ち
着

い
て
過
ご
せ
る

空
間
が
必

要
と

な
る
こ
と
か
ら
、
一
時
保
護
委
託

先
と

な
る
児

童
養

護
施

設
等
に

当
該

児
童
の

ケ
ア
に
適
し
た

居
室
等
を
整
備

す
る
場
合
の
費
用
に
対
し
て
支
援

を
行

う
。

対
象
施
設
：
児
童
養
護
施
設

、
乳
児
院
、
児
童
自
立
支
援
施
設
及
び
情
緒
障

害
児

短
期

治
療
施

設

補
助

率
：
定
額
２
／
３

相
当
（
地
方
１
／
１
２
、
民
間
１
／
４
）

一
時
保
護
さ
れ
た
児
童
の
処
遇
向
上
の
た
め
の
環
境
整
備

KKRMR
スタンプ

ITUVL
スタンプ



＜
児

童
養

護
施

設
等

に
お

け
る

小
規

模
化

等
や

「
自

立
生

活
支

援
室

（
ス

テ
ッ

プ
ル

ー
ム

）
」

の
整

備
＞

事
業
内
容
：
子
ど
も
を
よ
り

家
庭
的
な

環
境
で
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

児
童

養
護

施
設

等
の

小
規

模
化
、
施

設
機

能
の
地
域
分
散
化

を
進
め
る
と
と
も
に
、
入
所
児
童
の
退
所

に
向
け

た
準

備
や
自

立
の

た
め

の
支

援
を
行

う
「

自
立
生
活
支
援
室
（
ス
テ
ッ
プ
ル
ー
ム
）
」
（
小
規
模
化

の
一
環
と

し
て
施

設
内
、

近
隣

地
域
で

退
所

前
の

一
定
期
間

、
一
人
暮
ら
し
を
疑
似
体
験
し
な
が
ら
自
立
に
向

け
た
必

要
な
支

援
を

行
う

場
）

を
整

備
す

る
。

ま
た
、
次
世
代
育
成
支
援
対
策
施
設
整
備
交
付
金

の
交
付
額
の
嵩

上
げ
（

１
．

３
５
倍
）

を
可

能
と

し
、

自
治
体

や
施
設
の
取
組
を

促
す
。

対
象
施
設
：
児
童
養
護
施
設

、
乳
児

院
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設
、
児
童

自
立

支
援

施
設
、
児

童
自

立
生

活
援

助
事

業
所
（
自
立

援
助
ホ
ー
ム
）
等

※
た
だ
し
、
児
童
自
立
生
活
援

助
事

業
所
（
自

立
援

助
ホ

ー
ム
）

は
、

「
ス

テ
ッ
プ
ル
ー
ム

」
の
整
備
に
限
る
。

補
助

率
：
定
額
１
／

２
相
当
（
地

方
１
／
４
、
民
間
１
／
４
）

＜
自

立
援

助
ホ

ー
ム

の
整

備
＞

事
業
内
容
：
改
正
児
童
福
祉
法

に
お

い
て
、
自
立
援
助
ホ
ー
ム
に
つ
い
て
２
２

歳
の

年
度

末
ま

で
の
間
に

あ
る
大

学
等

就
学
中
の
者

を
対
象
に
追
加
し
た
こ
と
に
伴
い
、
引
き
続
き
必
要

な
支

援
を
行

う
た

め
、

社
会

福
祉

法
人

等
が
設

置
す

る
児
童

自
立
生
活
援
助
事
業
所
（
自
立
援
助
ホ
ー
ム
）

の
整
備
を

行
う

。

ま
た

、
次
世
代
育
成
支
援
対
策
施
設
整
備
交
付
金

の
交
付
額
の
嵩

上
げ

（
１

．
３

５
倍
）

を
可

能
と

し
、

自
治
体
や
施
設

の
取
組
を
促
す
。

対
象
施
設
：
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
所

（
自
立
援
助
ホ
ー
ム
）
（
設
置
主
体

：
社

会
福

祉
法

人
等
）

補
助

率
：
定
額
１
／

２
相
当

（
地
方
１
／
４
、
民
間
１
／
４
）

児
童
養
護
施
設
等
に
お
け
る
小
規
模
化
等
や
自
立
の
た
め
の
支
援
の
場
の
整
備

ITUVL
スタンプ



事
業
内
容

：
市
町
村
が
、
児
童
福
祉
法
に
規
定
さ
れ
た

支
援
（
実
情
の
把
握
、

情
報
の

提
供
、
相

談
、

調
査
、
指

導
、

関
係
機
関
と
の
連
絡
調
整

）
を
一
体
的
に
担
う
拠
点
を
整
備
す
る
。

対
象
施
設

：
市
町
村
に
お
け
る
児
童
等
に
対
す
る
必
要

な
支
援
を
行
う
た
め

の
拠

点

補
助

率
：
定
額
１
／
２
相
当

（
地
方
１
／
２
）

市
町
村
に
お
け
る
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
支
援
を
行
う
た
め
の
拠
点
の
整
備

事
業
内
容

：
児
童
養
護
施
設
等
の
防
災
対
策
を
推
進

す
る
た
め
、
地
震
防
災

上
倒

壊
等
の
危

険
性
の

あ
る
建

物
の

耐
震

化
等
を
図
る
た
め
、
補
助
率

を
嵩
上
げ
（
1／

2→
2／

3）
し
て
改
築
又

は
補

強
等

の
整

備
を

行
う

。

対
象
施
設

：
助
産
施
設
、
乳
児
院
、
母
子
生
活
支
援
施
設

、
児
童
養
護
施
設
、

情
緒

障
害

児
短

期
治

療
施

設
、
児

童
自

立
支
援
施
設
、
児
童
相
談
所

一
時
保
護
施
設
、
婦
人
保
護
施
設
、
婦
人

相
談

所
一

時
保

護
施

設

補
助

率
：
定
額
２
／
３
相
当
（
地
方
１
／
１
２
、

民
間
１
／
４
）

児
童
養
護
施
設
等
の
耐
震
化
等
整
備

事
業

内
容
：
児
童
養
護
施
設
等

の
防
犯
対
策
を
強
化
す
る
た
め
、
非
常
通
報
装

置
・

防
犯
カ

メ
ラ
設

置
や

外
構

等
の
設

置
・

修
繕
な
ど
必
要
な

安
全
対

策
を
講

じ
る
。

対
象

施
設
：
助
産
施
設
、
乳
児
院

、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
児
童
養
護
施
設
、

情
緒

障
害

児
短

期
治

療
施

設
、

児
童
自

立
支

援
施
設
、
児
童
相
談
所
一
時
保
護
施
設

、
婦
人
保
護
施
設
、
婦
人
相

談
所

一
時

保
護
施

設
、
児

童
自

立
生

活
援

助
事
業
所
、
小
規
模

住
居
型

児
童
養
育
事
業
所
、
子
育
て
支
援
の
た
め

の
拠

点
施

設
、

児
童

厚
生

施
設
、
地

域
子

育
て
支
援
拠
点
事
業
所

、
利

用
者
支
援
事
業
所
、
児
童
家
庭
支
援
セ
ン

タ
ー

補
助

率
：
定
額
１
／
２
相
当

（
児
童
厚
生
施
設
は
１
／
３
相
当
）
（
地
方
１

／
２

ま
た

は
２

／
３

）

児
童
養
護
施
設
等
の
防
犯
対
策
の
強
化

ITUVL
スタンプ



２
設
置
主
体

都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
、
市
区
町
村
、
社
会
福
祉
法
人
、
公
益
法
人
、
日
本
赤
十
字
社
（
児
童
厚
生
施
設
を
除
く
）
等

３
国
庫
補
助
率

定
額
（
１
／
２
相
当
、
児
童
館
・
児
童
セ
ン
タ
ー
は
１
／
３
相
当
）

１
目
的
・
事
業
概
要

児
童
福
祉
施
設
等
に
係
る
施
設
整
備
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
・
市
区
町
村
が
作
成
す
る
整
備
計
画
に
基
づ
く
施
設
の
整
備
を
推
進
し
、

次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
充
実
を
図
る
。

事
業
概
要

対
象
施
設

整
備
内
容

①
通
常
整
備

児
童
養
護
施
設
等
の
整
備
を
実
施
す
る
。
特
に
、

児
童
養
護
施
設
等
の
小
規
模
化
・
地
域
分
散
化
や
、

児
童
相
談
所
一
時
保
護
所
の
環
境
改
善
等
や
市
町

村
に
お
け
る
要
保
護
児
童
等
の
支
援
拠
点
の
整
備

の
推
進
を
図
る
。

児
童
相
談
所
一
時
保
護
施
設
、
児
童
養
護
施
設
、
乳
児
院
、
助
産
施
設
、

児
童
自
立
支
援
施
設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療

施
設
、
児
童
館
、
児
童
セ
ン
タ
ー
、
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
、
自
立

援
助
ホ
ー
ム
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
、
子
育
て
支
援
の
た
め
の
拠
点
施

設
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
所
、
利
用
者
支
援
事
業
所
、
職
員
養

成
施
設
、
婦
人
相
談
所
一
時
保
護
施
設
、
婦
人
保
護
施
設
、
児
童
等
に

対
す
る
必
要
な
支
援
を
行
う
た
め
の
拠
点
（
仮
称
）

創
設
、
大
規
模
修
繕
、
増
築
、
増
改

築
、
改
築
、
拡
張
、
ス
プ
リ
ン
ク

ラ
ー
設
備
等
整
備
、
老
朽
民
間
児
童

福
祉
施
設
整
備
、
応
急
仮
設
施
設
整

備
、
防
犯
対
策
強
化
整
備

②
耐
震
化
等
整
備
（
⇒
通
常
整
備
よ
り
も
補
助
基
準
額
を
引
き
上
げ
）

地
震
防
災
上
倒
壊
等
の
危
険
性
の
あ
る
建
物
の
耐

震
化
、
津
波
対
策
と
し
て
の
高
台
へ
の
移
転
を
図

る
た
め
の
改
築
又
は
補
強
等
の
整
備
を
図
る
。

助
産
施
設
、
乳
児
院
、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
児
童
養
護
施
設
、
情
緒

障
害
児
短
期
治
療
施
設
、
児
童
自
立
支
援
施
設
、
児
童
相
談
所
一
時
保

護
施
設
、
婦
人
保
護
施
設
、
婦
人
相
談
所
一
時
保
護
施
設

大
規
模
修
繕
、
増
改
築
、
改
築
、
老

朽
民
間
児
童
福
祉
施
設
整
備

③
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備
整
備

火
災
発
生
時
に
自
力
で
避
難
す
る
こ
と
が
困
難
な

児
童
が
多
く
入
所
す
る
乳
児
院
の
ス
プ
リ
ン
ク

ラ
ー
整
備
を
図
る
。

消
防
法
関
係
法
令
に
よ
り
、
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備
の
設
置
が
義
務
づ

け
ら
れ
て
い
る
施
設

・
乳
児
院

・
入
所
施
設
（
乳
児
院
を
除
く
）
で
あ
っ
て
、
設
置
を
要
す
る
部
分
の

床
面
積
が
27
5㎡

以
上
の
施
設

・
入
所
施
設
以
外
の
施
設
で
あ
っ
て
、
設
置
を
要
す
る
部
分
の
床
面
積

が
6,
0
0
0㎡

以
上
の
施
設

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備
整
備

次
世
代
育
成
支
援
対
策
施
設
整
備
交
付
金
の
概
要

（
平
成
２
８
年
度
予
算
）

（
平
成
２
９
年
度
予
算
案
）

５
６
．
６
億
円

→
６
５
．
９
億
円

KKRMR
スタンプ

ITUVL
スタンプ



住
宅
・
建
築
物
安
全
ス
ト
ッ
ク
形
成
事
業
等
（
国
土
交
通
省
所
管
）
の
概
要

～
児
童
福
祉
施
設
等
の
耐
震
診
断
に
要
す
る
費
用
に
対
す
る
補
助
～

○
国
費
率

（
１
）
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
場
合

国
：
１
/
３
地
方
：
２
/
３

（
２
）
民
間
事
業
者
等
が
実
施
す
る
場
合

国
：
１
/
３
、
地
方
：
１
/
３
、
所
有
者
等
：
１
/３

＜
補
助
対
象
限
度
額
※
＞

１
千
㎡
ま
で
の
部
分

：
３
，
６
０
０
円
／
㎡

１
千
㎡
～
２
千
㎡
ま
で
の
部
分
：
１
，
５
４
０
円
／
㎡

２
千
㎡
を
超
え
る
部
分

：
１
，
０
３
０
円
／
㎡

※
設
計
図
書
の
復
元
等
の
通
常
の
耐
震
診
断
に
要
す
る
費
用
以
外
の
費
用
を
要
す
る
場
合
、
上
記
に
加
え
て
１
５
４
万
円
を
限
度
と
し
て
補
助
対
象
限
度
額
を
加
算

○
交
付
対
象
事
業

※
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
、
防
災
・
安
全
交
付
金
の
基
幹
事
業
と
し
て
実
施
可
能

（
１
）
地
方
公
共
団
体
が
行
う
建
築
物
の
耐
震
診
断

（
平
成
2
7
年
度
よ
り
、
公
立
保
育
所
は
交
付
対
象
外
（
経
過
措
置
あ
り
）
）

（
２
）
建
築
物
の
耐
震
診
断
を
行
う
民
間
事
業
者
等
に
対
す
る
地
方
公
共
団
体
の
補
助

（
児
童
福
祉
施
設
等
を
含
む
社
会
福
祉
施
設
全
般
も
補
助
対
象
） ※
下
線
部
は
平
成
2
9
年
度
予
算
案
に
よ
る
改
正
箇
所

KKRMR
スタンプ
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建
築
基
準
法
に
お
け
る
定
期
報
告
制
度

改 正 前

改 正 後

（ 平 成 2
8
年 ６ 月 １ 日 〜 ）

○
建
築
基
準
法
第
1
2条
に
お
い
て
は
、
①
建
築
物
、
②
建
築
設
備
（
給
排
水
設
備
、
換
気
設
備
、
排
煙
設
備
、
非
常
用
の
照
明
装
置
）
、
③
昇
降

機
等
、
④
防
火
設
備
に
つ
い
て
、
経
年
劣
化
な
ど
の
状
況
を
定
期
的
に
点
検
す
る
制
度
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

○
具
体
的
に
は
、
一
定
の
条
件
を
満
た
す
建
築
物
等
の
所
有
者
・
管
理
者
の
義
務
と
し
て
、
⑴
専
門
技
術
を
有
す
る
資

格
者
に
建
築
物
等
の
調
査
・
検
査
を
さ
せ
、
⑵
そ
の
結
果
を
特
定
行
政
庁
※
へ
報
告
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
る
。

※
建

築
主

事
を

置
い

て
い

る
地

方
公

共
団

体
の

長
の

こ
と

。

⑴
委

託

⑵
調

査
/
検

査

⑷
必

要
に

応
じ

て
違

反
是

正
指

導
等

⑶
結

果
を

報
告

所
有
者
・
管
理
者

建
築
物
等
の

所
有
者
・
管
理
者

特
定
行
政
庁

○
専
門
技
術
を
有
す
る
資
格
者

・
一
級
建
築
士

・
二
級
建
築
士

・
法
定
講
習
の
修
了
者

（
特
殊
建
築
物
等
調
査
資
格
者
・

昇
降
機
検
査
資
格
者
・
建
築
設
備
検
査
資
格
者
）

・
特
定
行
政
庁
が
指
定
す
る

①
建
築
物
、

②
建
築
設
備
、

③
昇
降
機
等

【
報
告
対
象
の
建
築
物
等
】

【
報
告
手
続
き
の
流
れ
】

⑴
委

託

⑵
調

査
/
検

査

⑷
必

要
に

応
じ

て
違

反
是

正
指

導
等

⑶
結

果
を

報
告

所
有
者
・
管
理
者

建
築
物
等
の

所
有
者
・
管
理
者

特
定
行
政
庁

・
国
が
政
令
で
指
定
す
る

①
建
築
物
、
②
建
築
設
備
、

③
昇
降
機
等
、
④
防
火
設
備

・
特
定
行
政
庁
が
指
定
す
る

①
建
築
物
、
②
建
築
設
備
、

③
昇
降
機
、
④
防
火
設
備

【
報
告
対
象
の
建
築
物
等
】

【
報
告
手
続
き
の
流
れ
】

○
専
門
技
術
を
有
す
る
資
格
者

・
一
級
建
築
士

・
二
級
建
築
士

・
法
定
講
習
の
修
了
者
で
国
土

交
通
大
臣
か
ら
資
格
者
証
の

交
付
を
受
け
た
者

（
特
定
建
築
物
調
査
員
・
昇
降
機
等
検
査
員
・

建
築
設
備
検
査
員
・
防
火
設
備
検
査
員
）

※
赤

字
・
下

線
部

分
が

改
正

箇
所

KKRMR
スタンプ

ITUVL
スタンプ



対
象

用
途

対
象

用
途

の
位

置
・
規

模
※

２
（
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

も
の

）

劇
場

、
映

画
館

、
演

芸
場

①
３

階
以

上
の

階
に

あ
る

も
の

②
客

席
の

床
面

積
が

2
0
0
㎡

以
上

の
も

の
③

主
階

が
１

階
に

な
い

も
の

④
地

階
に

あ
る

も
の

観
覧

場
（
屋

外
観

覧
場

を
除

く
）
、

公
会

堂
、

集
会

場
①

３
階

以
上

の
階

に
あ

る
も

の
②

客
席

の
床

面
積

が
2
0
0
㎡

以
上

の
も

の
③

地
階

に
あ

る
も

の

病
院

、
有

床
診

療
所

、
旅

館
、

ホ
テ

ル
、

就
寝

用
福

祉
施

設
（
別

紙
）

①
３

階
以

上
の

階
に

あ
る

も
の

②
２

階
の

床
面

積
が

3
0
0
㎡

以
上

で
あ

る
も

の
※

３

③
地

階
に

あ
る

も
の

体
育

館
、

博
物

館
、

美
術

館
、

図
書

館
、

ボ
ー

リ
ン

グ
場

、
ス

キ
ー

場
、

ス
ケ

ー
ト

場
、

水
泳

場
、

ス
ポ

ー
ツ

の
練

習
場

（
※

い
ず

れ
も

学
校

に
附

属
す

る
も

の
を

除
く
）

①
３

階
以

上
の

階
に

あ
る

も
の

②
床

面
積

が
2
,0

0
0
㎡

以
上

で
あ

る
も

の

百
貨

店
、

マ
ー

ケ
ッ

ト
、

展
示

場
、

キ
ャ

バ
レ

ー
、

カ
フ

ェ
ー

、
ナ

イ
ト

ク
ラ

ブ
、

バ
ー

、
ダ

ン
ス

ホ
ー

ル
、

遊
技

場
、

公
衆

浴
場

、
待

合
、

料
理

店
、

飲
食

店
、

物
品

販
売

業
を

営
む

店
舗

①
３

階
以

上
の

階
に

あ
る

も
の

②
２

階
の

床
面

積
が

5
0
0
㎡

以
上

で
あ

る
も

の
③

床
面

積
が

3
,0

0
0
㎡

以
上

で
あ

る
も

の
④

地
階

に
あ

る
も

の

※
1
: 該

当
す

る
用

途
部

分
が

避
難

階
の

み
に

あ
る

も
の

は
対

象
外

。
※

2
: 該

当
す

る
用

途
部

分
の

床
面

積
が

、
1
0
0㎡

超
の

も
の

に
限

る
。

※
3
:病

院
、

有
床

診
療

所
に

つ
い

て
は

、
2
階

の
部

分
に

患
者

の
収

容
施

設
が

あ
る

も
の

に
限

る
。

Ａ
．

建
築

物
※

１

対
象

例
外

○
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
○

エ
ス

カ
レ

ー
タ

ー
○

小
荷

物
専

用
昇

降
機

（
フ

ロ
ア

タ
イ

プ
）

・
住

戸
内

の
み

を
昇

降
す

る
昇

降
機

・
工

場
等

に
設

置
さ

れ
て

い
る

専
用

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

（
労

働
安

全
衛

生
法

施
行

令
第

12
条

第
1項

第
6
号

に
規

定
す

る
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
）

※
建

築
設

備
に

つ
い

て
は

、
政

令
で

は
指

定
し

な
い

。
定
期
報
告
の
対
象
と
な
る
建
築
物
・
昇
降
機
・
防
火
設
備
【
政
令
指
定
】

対
象

例
外

○
上

記
Ａ

の
建

築
物

の
防

火
設

備
○

病
院

、
有

床
診

療
所

又
は

就
寝

用
福

祉
施

設
※

3
の

防
火

設
備

・
常

時
閉

鎖
式

※
4
の

防
火

設
備

・
防

火
ダ

ン
パ

ー
・

外
壁

開
口

部
の

防
火

設
備

※
3
: 該

当
す

る
用

途
部

分
の

床
面

積
の

合
計

が
20

0
㎡

以
上

の
も

の
※

4
: 普

段
は

閉
鎖

さ
れ

た
状

態
と

な
っ

て
お

り
、

開
放

し
て

も
ド

ア
ク

ロ
ー

ザ
ー

な
ど

で
自

動
的

に
閉

鎖
状

態
に

戻
る

方
式

の
も

の

（
防

火
扉

、
防

火
シ

ャ
ッ

タ
ー

）

C
．

防
火

設
備

（
防

火
扉

、
防

火
シ

ャ
ッ

タ
ー

）

B
．

昇
降

機
B

．
昇

降
機

○
観

光
用

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

・
エ

ス
カ

レ
ー

タ
ー

○
コ

ー
ス

タ
ー

等
の

高
架

の
遊

戯
施

設
○

メ
リ

ー
ゴ

ー
ラ

ウ
ン

ド
、

観
覧

車
等

の
原

動
機

に
よ

る
回

転
運

動
を

す
る

遊
戯

施
設

D
．

準
用

工
作

物
D

．
準

用
工

作
物

ITUVL
スタンプ



3

就
寝

用
福

祉
施

設
備

考
欄

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
※

「
共

同
住

宅
」
「
寄

宿
舎

」「
有

料
老

人
ホ

ー
ム

」
の

い
ず

れ
か

に
該

当
。

認
知

症
高

齢
者

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
、

障
害

者
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

※
「
寄

宿
舎

」
に

該
当

。

助
産

施
設

、
乳

児
院

、
障

害
児

入
所

施
設

助
産

所

盲
導

犬
訓

練
施

設

救
護

施
設

、
更

生
施

設

老
人

短
期

入
所

施
設

小
規

模
多

機
能

型
居

宅
介

護
・
看

護
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

の
事

業
所

※
「
老

人
短

期
入

所
施

設
」に

該
当

。

老
人

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

（
宿

泊
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

も
の

に
限

る
。

）
※

「
老

人
短

期
入

所
施

設
に

類
す

る
も

の
」に

該
当

。

養
護

老
人

ホ
ー

ム
、

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
、

軽
費

老
人

ホ
ー

ム
、

有
料

老
人

ホ
ー

ム

母
子

保
健

施
設

障
害

者
支

援
施

設
、

福
祉

ホ
ー

ム
、

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

（自
立

訓
練

又
は

就
労

移
行

支
援

を
行

う
事

業
に

限
る

。
）の

事
業

所
（利

用
者

の
就

寝
の

用
に

供
す

る
も

の
に

限
る

。
）

別
紙
：
定
期
報
告
の
対
象
と
な
る
建
築
物
（
就
寝
用
福
祉
施
設
）
【
政
令
指
定
】

○
就

寝
用

福
祉

施
設

（
下

表
に

掲
げ

る
用

途
を

い
う

。
）
に

つ
い

て
は

、
利

用
者

が
高

齢
者

、
障

害
者

、
妊

産
婦

な
ど

火
災

時
の

避
難

に
時

間
を

要
す

る
と

考
え

ら
れ

る
状

態
で

あ
る

こ
と

と
、

就
寝

時
に

は
火

災
の

発
生

に
気

づ
く
の

が
遅

れ
る

と
い

う
こ

と
に

配
慮

し
、

避
難

上
の

安
全

を
確

保
す

る
観

点
か

ら
、

定
期

報
告

の
対

象
と

し
て

指
定

し
て

い
る

。

ITUVL
スタンプ



予
算
の
移
替
え

交
付
金
の
交
付

被
災
者
支
援
総
合
交
付
金

平
成
２
９
年
度
予
算
（
案
）
２
０
０
億
円

○
避
難
生
活
の
長
期
化
や
、
災
害
公
営
住
宅
等
へ
の
移
転
に

よ
る
被
災
者
の
分
散
化
な
ど
、
復
興
の
ス
テ
ー
ジ
に
対
応
し
、

被
災
者
支
援
施
策
の
強
化
を
図
る
た
め
、
復
興
庁
で
は
、
総

理
指
示
を
受
け
、
「
被
災
者
の
健
康
・
生
活
支
援
に
関
す
る

総
合
施
策
（
平
成
2
6
年
８
月
）
」
（
被
災
者
に
対
す
る
健

康
・
生
活
支
援
に
関
す
る
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
）
を
策
定
。

○
こ
う
し
た
状
況
の
下
、
各
被
災
自
治
体
に
お
い
て
、
直
面

す
る
課
題
・
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
対
応
し
、
効
果
的
な
被
災
者

支
援
活
動
を
実
施
で
き
る
よ
う
、
被
災
者
の
健
康
・
生
活
支

援
に
関
す
る
基
幹
的
事
業
を
一
括
化
し
た
「
被
災
者
健
康
・

生
活
支
援
総
合
交
付
金
」
を
創
設
。
平
成
2
8
年
度
に
「
被
災

者
支
援
総
合
交
付
金
」
と
名
称
変
更
。

○
新
た
な
交
付
金
で
は
、
１
つ
の
事
業
計
画
の
下
で
、
被
災

自
治
体
に
お
け
る
「
被
災
者
の
見
守
り
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形

成
支
援
」
、
「
被
災
し
た
子
ど
も
に
対
す
る
支
援
」
の
取
組

を
一
体
的
に
支
援
。

事
業
概
要
・
目
的

復 興 庁

県
・

市
町
村

関 係 省 庁

資
金
の
流
れ

事
業
イ
メ
ー
ジ
・
具
体
例

○
被
災
者
の
見
守
り
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
支
援
や
、
被
災
し
た
子
ど
も
へ
の
支

援
に
つ
い
て
、
被
災
自
治
体
に
お
い
て
横
断
的
な
事
業
計
画
を
策
定
し
、

交
付
金
に
よ
る
一
体
的
支
援
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
各
地
域
の
実
情

に
応
じ
て
、
よ
り
効
果
的
・
効
率
的
な
被
災
者
支
援
活
動
の
展
開
が
期
待

さ
れ
る
。

期
待
さ
れ
る
効
果

Ⅰ
．
被
災
者
の
見
守
り
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
支
援

①
地
域
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
活
動
を
活
用

し
た
被
災
者
生
活

支
援
事
業

生
活
支
援
相
談
員
の
配
置
や
、
地
域

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
の
活
性
化
等
を
通

じ
て
、
孤
立
防
止
の
見
守
り
な
ど
被
災

者
の
日
常
生
活
を
支
援

Ⅱ
．
被
災
し
た
子
ど
も
に
対
す
る
支
援

②
被
災
し
た
子
ど

も
の
健
康
・
生
活

対
策
等
総
合
支
援

事
業

子
ど
も
の
い
る
家
庭
等
へ
の
訪
問
に
よ

る
心
身
の
健
康
に
関
す
る
相
談
・
支
援
、

遊
具
の
設
置
や
子
ど
も
の
心
身
の
ケ
ア

な
ど
、
被
災
し
た
子
ど
も
へ
の
総
合
的

な
支
援
を
実
施

③
福
島
県
の
子
供

た
ち
を
対
象
と
す

る
自
然
体
験
・
交

流
活
動
支
援
事
業

福
島
県
内
の
子
供
を
対
象
に
、
学
校

等
が
実
施
す
る
自
然
体
験
活
動
や
県
外

の
子
供
た
ち
と
の
交
流
活
動
を
支
援

KKRMR
スタンプ

ITUVL
スタンプ



被
災
し
た
子
ど
も
の
健
康
・生
活
対
策
等
総
合
支
援
事
業
に
つ
い
て

（
復
興
庁
所
管
・
被
災
者
支
援
総
合
交
付
金
）

２
９
年
度
予
算
（
案
）
：
２
０
０
億
円
の
内
数
（
２
８
年
度
：
２
２
０
億
円
の
内
数
）

被
災
し
た
子
ど
も
へ
の
支
援
と
し
て
、
子
ど
も
を
も
つ
家
庭
等
へ
の
訪
問
に
よ
る
心
身
の
健
康
に
関
す
る
相
談
・
支
援
、
仮
設
住
宅
に
住
む

子
ど
も
が
安
心
し
て
過
ご
す
こ
と
が
で
き
る
居
場
所
づ
く
り
、
遊
具
の
設
置
、
子
ど
も
の
心
と
体
の
ケ
ア
等
を
被
災
者
支
援
総
合
交
付
金
に
お

い
て
実
施
。

１
子
ど
も
健
や
か
訪
問
事
業

仮
設
住
宅
で
長
期
の
避
難
生
活
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
子
ど
も
や
、
長
期
の
避
難
生
活
か
ら
自
宅
等
に
帰
還
し
た
子
ど
も
の
い
る
家

庭
等
を
訪
問
し
、
心
身
の
健
康
に
関
す
る
相
談
な
ど
を
行
う
。

２
仮
設
住
宅
に
住
む
子
ど
も
が
安
心
し
て
過
ご
す
こ
と
が
で
き
る
環
境
づ
く
り
事
業

仮
設
住
宅
の
共
有
建
物
の
一
部
や
入
居
者
が
い
な
い
仮
設
住
宅
等
を
改
修
す
る
こ
と
に
よ
り
、
仮
設
住
宅
で
長
期
間
生
活
し
て
い
る
子

ど
も
が
、
安
心
し
て
過
ご
す
こ
と
が
で
き
る
ス
ペ
ー
ス
を
確
保
し
、
か
つ
、
子
ど
も
の
遊
び
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
者
等
を
配
置
す
る
。

３
遊
具
の
設
置
や
子
育
て
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

児
童
館
や
体
育
館
な
ど
へ
大
型
遊
具
等
を
設
置
す
る
な
ど
し
て
、
子
ど
も
が
の
び
の
び
と
遊
べ
る
よ
う
な
環
境
を
整
備
す
る
。

４
親
を
亡
く
し
た
子
ど
も
等
へ
の
相
談
・
援
助
事
業

専
門
の
職
員
に
よ
る
被
災
し
た
子
ど
も
に
対
す
る
心
と
体
の
ケ
ア
に
関
す
る
相
談
・
援
助
を
実
施
す
る
。

５
児
童
福
祉
施
設
等
給
食
安
心
対
策
事
業

児
童
福
祉
施
設
等
が
提
供
す
る
給
食
の
更
な
る
安
全
・
安
心
の
確
保
の
た
め
の
取
り
組
み
を
支
援
す
る
。

６
保
育
料
等
減
免
事
業

東
日
本
大
震
災
に
伴
い
保
育
料
等
を
減
免
し
た
市
町
村
等
に
対
す
る
支
援
を
実
施
す
る
。

【
沿
革
】

・
平
成
２
３
年
度

上
記
３
～
６
の
事
業
を
創
設
（
安
心
こ
ど
も
基
金
を
活
用
）

・
平
成
２
６
年
度

被
災
し
た
子
ど
も
へ
の
総
合
的
支
援
を
行
う
た
め
、
東
日
本
大
震
災
特
別
会
計
に
「
子
育
て
支
援
対
策
費
補
助
金
」
を
創
設

・
平
成
２
７
年
度

被
災
者
の
健
康
・
生
活
支
援
に
関
す
る
基
幹
的
事
業
を
一
括
化
し
た
「
被
災
者
健
康
・
生
活
支
援
総
合
交
付
金
」
（
復
興
庁

所
管
）
に
再
編

・
平
成
２
８
年
度

被
災
者
支
援
総
合
交
付
金
に
名
称
変
更

ITUVL
スタンプ



児
童
福
祉
施
設
等
の
災
害
復
旧
（
施
設
整
備
・
設
備
整
備
）

１
．
概

要
平

成
28

年
熊

本
地
震

に
よ
り

被
害
を
受
け
た

児
童
福
祉
施
設
等

に
関
し
、
災
害

に
よ
る
被
害
か
ら
の
速
や
か
な
復
旧

を
図
り
、

も
っ

て
施

設
入
所
者
等

の
福
祉

を
確

保
す
る
た
め

、
施
設
の
災
害
復
旧

に
要
す
る
費
用
に

つ
い
て
支
援
を

行
う
。

２
．
補

助
対

象
施

設
・
保

育
所

・
認
定
こ
ど
も

園
・

小
規
模
保
育
事
業
所

・
事
業
所
内
保
育
事

業
所

・
母
子
生
活
支
援
施
設

・
乳
児
院

・
児

童
養

護
施
設

・
児
童
自
立
支
援
施
設

・
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設

・
婦
人
保
護
施
設

・
助
産
施
設

・
児

童
家

庭
支
援
セ
ン
タ
ー

・
児

童
厚
生
施
設

・
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業

所
・
子
育

て
支
援
の
た
め
の
拠
点
施
設

等

５
．

国
庫

補
助

率
施
設

整
備
：

２
／
３

ま
た
は

１
／
２

（
施
設
種
類

に
よ
っ
て
異
な
る
）

※
今
後

、
激
甚

法
対
象
施
設

に
つ
い
て
は

、
被
害
額
等
を
踏
ま
え
、

地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
に
応

じ
て

国
庫
補
助
率

を
決
定
。

設
備

整
備
：

定
額

３
．

補
助

対
象

経
費

児
童

福
祉

施
設
等
の
災
害
復
旧
事
業

に
要
す
る

経
費
及
び
事
業

再
開
に
要
す
る
費
用

（
備
品

・
設

備
等

）

４
．
交
付
先

県
、
指
定
都
市
、
中
核
市

６
．

国
庫

補
助

協
議
に

係
る
事
務

の
流

れ

地
方
厚
生
（
支
）
局

地
方
財
務
局 災
害
査
定

（
実
地
調
査
）

厚
生
労
働
省

査
定
結
果
の
報
告

協
議
書
の
修
正

被
災

都
道
府
県

指
定
都
市

中
核
市

状
況
把
握

協
議
書
提
出

（
被
災
後
3
0
日
以
内
）

平
成
２
８
年
度
補
正
予
算
２
３
億
円

KKRMR
スタンプ

ITUVL
スタンプ


